
逗子市地域防災計画（地震津波対策計画編）

新旧対照表



修正計画 現行計画

第１章 総則
第１節 計画の目的と位置付け

１ 逗子市地域防災計画の目的
(1) 計画の目的

（略）

(2) 計画の構成
逗子市地域防災計画は、地震・津波災害に対処することを目的とした「地震

津波対策計画編」、風水害等に対処することを目的とした「風水害等対策計画
編」及び各編に必要な資料を「資料編」として構成されています。
逗子市及び防災関係機関等は、逗子市地域防災計画に定める諸活動を行うに当
たって具体的な行動計画等を定め、その推進に努めるものとします。

第１部 総則
第１章 計画の方針

第１節 逗子市地域防災計画の目的
１ 計画の目的

（略）

２ 計画の構成
逗子市地域防災計画は、地震・津波災害に対処することを目的とした地震津

波対策計画編、風水害等に対処することを目的とした風水害等対策計画編及び
実施要領計画編で構成されている。
逗子市及び防災関係機関等は、逗子市地域防災計画に定める諸活動を行うに当
たって具体的な行動計画等を定め、その推進に努めるものとする。

第1章 総則

逗子市地域防災計画

地震津波対策計画編

風水害等対策計画編

資 料 編

計画書全般にわたる修正事項

・機構改革に伴い課名を修正
・県計画との整合を図り、「編」を「章」、「章」を「節」に変更し記述順序を変更。また、文体を「だ・である」（常体）から「です・ます」（敬体）に修正
・用語の変更

「防災関係機関」を「関係機関」に変更
「自主防災組織」を「自主防災組織等」に変更
「地域安心安全情報共有システム」を「防災・防犯メール」に変更
「など」または「等」の使用あたり、同一意味の場合は、ひらがなに続く場合は「など」、漢字に続く場合は「等」として文書に統一感を付与
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修正計画 現行計画

２ 逗子市地域防災計画「地震津波対策計画編」
(1) 目的 （略）
(2) 本計画の位置付け （略）
(3) 本計画の構成・内容

本計画は、地震津波災害に関して、総合的かつ基本的な対策を定めるもの
であり、本市が行うべき各対策を、「都市の安全性の向上」「予防」「応急
対策」「復旧・復興」の時系列に配することにより、各部局の業務に応じた
活動詳細計画及び防災関係機関等の防災計画の策定、諸活動の実施等におけ
る基本体系となる構成になっています。
また、南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平

成14年法律第92号）に基づき、大きな被害が予測される南海トラフ地震に対
する対策等を定めます。
本計画の構成及び主な内容は次のとおり。

第２節 逗子市地域防災計画「地震津波対策計画編」
１ 目的 （略）
２ 本計画の位置づけ（略）
３ 本計画の構成・内容

本計画は、地震津波災害に関して、総合的かつ基本的な対策を定めるもの
であり、本市が行うべき各対策を、「予防」「応急対策」「復旧・復興」の
時系列に配することにより、各部局の業務に応じた活動詳細計画及び防災関
係機関等の防災計画の策定、諸活動の実施等における基本構成としている。
本計画の構成及び主な内容は次のとおり。

構 成 主 な 内 容

第１章 総 則
本市に影響が懸念される地震及び被害想定、本市及び
防災関係機関等が行うべき業務の大綱等

第２章 都市の安全性の向上
災害時において被害を最小限に防止するための災害に強
いまちづくりに必要な事項等

第３章 災害予防計画
被害を未然に防止または最小限に止めるために、本市、
防災関係機関、市民、事業者等が行うべき措置等

第４章 災害応急対策計画
地震発生直後から応急対策の終了に至るまでの間にお
ける、災害応急対策に関わる体制・措置等

第５章 復旧・復興計画
市民生活の早期回復と生活安定を図るための措置、公共
施設の復旧及び復興事業等

第６章 南海トラフ地震防災対策推
進計画

南海トラフ地震に発生に伴う津波からの防護、円滑な避
難の確保及び迅速な救助に関する事項等

構 成 主 な 内 容

第１章 総 則
本市に影響が懸念される地震及び被害想定、本市及び
防災関係機関等が行うべき業務の大綱等

第２章 都市の安全性の向上
災害時において被害を最小限に防止するための災害に強
いまちづくりに必要な事項等

第３章 災害予防計画
被害を未然に防止または最小限に止めるために、本市、
防災関係機関、市民、事業者等が行うべき措置等

第４章 災害応急対策計画
地震発生直後から応急対策の終了に至るまでの間にお
ける、災害応急対策に関わる体制・措置等

第５章 復旧・復興計画
市民生活の早期回復と生活安定を図るための措置、公共
施設の復旧及び復興事業等

第６章 東海地震に関する事前対策
計画

東海地震に関連する情報が発せられた場合に、本市、防
災関係機関、市民、事業者等が行うべき措置等

第1章 総則
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修正計画 現行計画

(4) 活動詳細計画
各部局長は、逗子市災害対策本部の設置及び運営に関する要綱（昭和40 

年6月18日施行）に基づき、本計画に定める対策の実施について、活動詳細
計画を策定します。また、活動詳細計画は毎年検討を加え、必要があると
認めるときはこれを修正します。

(5) 計画の習熟 （略）

(6) 計画の着実な推進 （略）

(7) 計画の修正 （略）

３ 業務継続計画の策定 （略）
大規模な地震発生時においては、本計画に基づく応急対策及び災害復旧・復

興対策はもとより、市民生活等に重要な業務については、維持・継続して行う
必要があります。

そのため、本計画に基づき定める活動計画に、市民生活に密接に関係する通
常業務を継続・早期復旧させるための手順等も加えるなど、災害対応業務と必
要通常業務との位置付けや関連性を明確にした業務継続計画（BCP：Business  
Continuity Plan）を策定し、随時見直しを行っていきます。

４ 活動詳細計画
各部局長は、災害対策本部の設置及び運営に関する要綱（昭和40年6月18  

日施行）に基づき、本計画に定める対策の実施について、活動詳細計画を策
定する。また、活動詳細計画は毎年検討を加え、必要があると認めるときは
これを修正する。

５ 計画の習熟 （略）

６ 計画の着実な推進 （略）

７ 計画の修正 （略）

第３節 業務継続計画の策定 （略）
大規模な地震発生時においては、本計画に基づく応急対策・復旧復興対

策はもとより、市民生活等に重要な業務については、維持・継続して行う
必要がある。

そのため、本計画に基づき定める活動計画に、市民生活に密接に関係す
る通常業務を継続・早期復旧させるための手順等も加えるなど、災害対応
業務と必要通常業務との位置付けや関連性を明確にした業務継続計画
（BCP：Business Continuity Plan）を策定し、随時見直しを行っていく。

第1章 総則
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修正計画 現行計画

第２節 逗子市の概況

１ 自然的条件
(1) 位置及び面積

本市は、県の南東、三浦半島の頸部に当たり、東は横須賀市、北は横浜市、
北西は鎌倉市、南は葉山町にそれぞれ境を接し、西
は海岸線4.16㎞で相模湾に面しています。市域は東西6.96㎞、南北4.46㎞、
周囲21.20㎞、面積は、17.28k㎡となっています。

(2) 地形 （略）
(3) 地盤 （略）
(4) 地質 （略）
(5) 活断層 （略）

２ 社会的条件
(1) 人口及び世帯

本市の人口は57,425人、世帯数は24,103世帯と、この5年間で人口は877人
減少し、世帯数は259世帯増加しています。
また、65歳以上の老齢人口は、18,005人（31.5％）となっています。

（注）「平成27年国勢調査結果」（総務省統計局）による。
(2) 土地利用

ア 土地利用概況
平成３１年３月1３日現在の本市の面積は、神奈川県総面積の0.72％を

占めています。用途地域別面積では、住居系の用途地域が約93％を占めて
います。市中心部である逗子地区以外では、建築面積の約9割を住宅面積
が占める住宅都市となっています。

イ 市街化区域及び市街化調整区域
平成３１年３月３1日現在の市街化区域面積は832ha、市街化調整区域面

は986haとなっています。

(3) 建物
本市の建物棟数は、約23,500棟であり、このうち約72%が木造建物です。

また、建築年別でみると改正建築基準法が施行された昭和56年以降に建築さ
れた建物が約61%です。（注）平成25年住宅・土地統計調査による

(4) 道路 （略）

第２章 本市の概況

第１節 自然的条件
１ 位置及び面積

本市は、県の南東、三浦半島の頸部に当たり、東は横須賀市、北は横浜市、
北西は鎌倉市、南は葉山町にそれぞれ境を接し、西は海岸線4.16㎞で相模湾に
面している。市域は東西6.96㎞、南北4.46㎞、周囲21.20㎞、面積は、17.34k
㎡となっている。

２ 地形 （略）
３ 地盤 （略）
４ 地質 （略）
５ 活断層 （略）

第２節 社会的条件
１ 人口及び世帯

本市の人口は58,302人、世帯数は23,844世帯と、この5年間で人口は269人
増加し、世帯数は723世帯増加している。
また、65歳以上の老齢人口は、16,249人（27.9％）となっている。

（注）平成22年国勢調査結果による。

２ 土地利用
(1) 土地利用概況

平成２５年１０月１日現在の本市の面積は、1,734haと神奈川県総面積の
0.72％を占めている。用途地域別面積では、住居系の用途地域が約93％を占
めている。市中心部である逗子地区以外では、建築面積の約9割を住宅面

積が占める住宅都市である。
(2) 市街化区域及び市街化調整区域

平成２５年１０月１日現在の市街化区域面積は832ha、市街化調整区域面
積は902haとなっている。

３ 建物
本市の建物棟数は、約23,000棟であり、このうち約69%が木造建物である。

また、建築年別でみると改正建築基準法が施行された昭和56年以降に建築さ
れた建物が約58%である。（注）平成20年住宅・土地統計調査による

４ 道路 （略）

第1章 総則
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修正計画 現行計画

(5) 都市の構造
ア 人口の減少化

本市では、昭和40年代の宅地開発により人口が急増しましたが、昭和50  
年代以降、開発の規模及び件数が減少したことに伴って、人口の増加が止
まり、平成24年以降は57,000人台の数値で推移しています。今後日本社会
全体で人口の減少が予想されており、本市においても減少傾向が続くもの
と予想されます。高齢化率は県内市町村で上位を示していますが、今後も
人口増加の見込めない中で、高齢化比率は増加していくものと予測されま
す。

イ 商工サービス産業 （略）
ウ 漁業 （略）
エ 農林業 （略）

(6) 橋りょう (略)
(7) トンネル (略)
(8) 鉄道 （略）

第３節 地震被害の想定 （略）

１ 津波浸水予測
(1) 津波対策を構築するに当たり、次の二つのレベルの津波を想定しました。

ア 避難体制の整備に当たっての最大クラスの津波
概ね数百年から千年に一回程度発生する最大クラスの津波に対して、減

災を目的に避難することを最優先とし、避難体制の整備を進めます。
イ 津波の侵入を防ぐ海岸保全施設などの整備に当たっての津波

概ね数十年から百数十年に一回程度発生する規模の津波に対して、海岸
保全施設等の整備を進めます。

(2) 想定地震
県が被害想定調査を実施し、９の津波を検討した結果、県における最大ク

ラスの津波は、｢相模トラフ沿いの海溝型地震（中央モデル、西側モデル）｣
｢慶長型地震｣「元禄関東地震タイプの地震」｢元禄関東地震タイプと国府津-
松田断層帯地震の連動地震｣によるものとしました。

(3) 浸水想定の見直し
県の地震被害想定調査の見直しが行われた場合は、必要に応じて見直しを

行います。

５ 都市の構造
(1) 人口の減少化

本市では、昭和40年代の宅地開発により人口が急増したが、昭和50年代以
降、開発の規模及び件数が減少したことに伴って、人口の増加が止まり、こ
こ数年は60,000台の数値で推移している。今後日本社会全体で人口の減少が
予想されており、本市においても減少傾向が続くものと予想される。
高齢化率は県内都市部で最上位を示しているが、今後も人口増加の見込めな
い中で、高齢化比率は増加していくものと予測される。また、年少者比率は、
約12％前後で推移していくものと思われる。

(2) 商工サービス産業 （略）
(3) 漁業 （略）
(4) 農林業 （略）

６ 橋りょう (略)
７ トンネル (略)
８ 鉄道 （略）

第３章 地震被害の想定 （略）

第１節 津波浸水予測
１ 津波浸水予測図の地震・津波の考え方

津波対策を構築するに当たり、次の二つのレベルの津波を想定した。
(1) 避難体制の整備に当たっての最大クラスの津波

概ね数百年から千年に一回程度発生する最大クラスの津波に対して、減
災を目的に避難することを最優先とし、避難体制の整備を進める。

(2) 津波の侵入を防ぐ海岸保全施設などの整備に当たっての津波
概ね数十年から百数十年に一回程度発生する規模の津波に対して、海岸

保全施設等の整備を進める。
２ 検証結果等

(1) 検証結果
これまでに県が被害想定調査を実施していた津波を含めた12の津波を検討

した 結果、県における最大クラスの津波は、｢明応型地震｣｢慶長型地震｣｢元
禄型関東地震と神縄･国府津-松田断層帯地震の連動地震｣｢神奈川県西部地
震｣のうち、各沿岸市町にとって浸水区域が最大となる地震･津波とした。
この結果を踏まえ、本市にとって浸水区域が最大となる｢明応型地震｣及び
｢慶長型地震｣による津波を想定した。

(2) 浸水想定の見直し
今回、県が検証対象とした地震モデルについて、国の中央防災会議等で新

たなモデルが示された場合には、必要に応じて見直しを行う。

第1章 総則
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修正計画 現行計画

検討対象地震一覧（津波浸水予測）
参考・神奈川県地域防災計画(地震災害対策計画)令和２年３月

検討対象地震一覧
出典・神奈川県地域防災計画(地震災害対策計画)平成24年4月

№ 検討対象地震 説 明 最大津波高等

① 慶長型地震 （略） 逗子地区

・最大津波到達時間：77分

・最大津波高：7.8ｍ

小坪地区

・最大津波到達時間：78分

・最大津波高：8.6ｍ

② 明応型地震 （略） 逗子地区

・最大津波到達時間：54分

・最大津波高：8.1ｍ

小坪地区

・最大津波到達時間：55分

・最大津波高：10.0ｍ

③ 元禄型関東地
震タイプと国
府津- 松田断
層帯の連動地
震

可能性がある連動ケースとして、元
禄関東地震タイプと国府津－松田断
層帯地震の連動を想定しました。元
禄関東地震タイプの地震発生３分後
に、国府津－松田断層帯の地震が発
生するシナリオを想定しました。

逗子地区

・最大津波到達時間：10分

・最大津波高：6.2ｍ

小坪地区

・最大津波到達時間：9分

・最大津波高：7.1ｍ

④ 神奈川県西部
地震

（略） 逗子地区

・最大津波到達時間：42分

・最大津波高：3.1ｍ

小坪地区

・最大津波到達時間：14分

・最大津波高：3.8ｍ

№ 検討対象地震 説 明 最大津波高等
① 慶長型地震

※小坪地区の
浸水区域が最
大と予測される
地震・津波

（略） 逗子地区

・第1波到達時間：13分

・最大津波到達時間：81分

・最大津波高：9.04ｍ

小坪地区

・第1波到達時間：13分

・最大津波到達時間：81分

・最大津波高：13.55ｍ

② 明応型地震
※逗子地区の
浸水区域が最
大と予測される
地震・津波

（略） 逗子地区

・第1波到達時間：8分

・最大津波到達時間：59分

・最大津波高：8.94ｍ

小坪地区

・第1波到達時間：7分

・最大津波到達時間：83分

・最大津波高：11.36ｍ

③ 元禄型関東地
震と神縄・国府
津- 松田断層
帯の連動地震

可能性がある連動ケースとして、⑦と⑧
の連動を新たに想定した。
元禄型関東地震（⑧）発生の３分後に、
神縄・国府津－松田断層帯の地震（⑦）
が発生するシナリオを想定した。

逗子地区

・第1波到達時間：0分

・最大津波到達時間：28分

・最大津波高：6.55ｍ

小坪地区

・第1波到達時間：0分

・最大津波到達時間：28分

・最大津波高：7.86ｍ

④ 神奈川県西部
地震

（略） 逗子地区

・第1波到達時間：9分

・最大津波到達時間：54分

・最大津波高：4.47ｍ

小坪地区

・第1波到達時間：8分

・最大津波到達時間：41分

・最大津波高：5.45ｍ
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修正計画 現行計画

№ 検討対象地震 説 明 最大津波高等

⑤ 大正関東地震
タイプ

これまでの海岸保全における津波防護
目標であり、内閣府「首都直下地震モ
デル検討会」において検討された断層
モデルをもとに再検証を行いました。相
模トラフ沿いではＭ８クラスの地震が
200～400年間隔で発生しており、1923 
年に発生した大正関東地震から約90 
年が経過し、当面発生する確率は低い
ものの、今後100年先頃には地震発生
の可能性が高くなっていると考えられま
す。

逗子地区

・最大津波到達時間：11分

・最大津波高：5.5ｍ

小坪地区

・最大津波到達時間：9分

・最大津波高：6.1ｍ

⑥ 西相模灘地震 最新の調査結果より、西相模灘（伊豆
半島の東方沖）を震源とする地震として、
内閣府「首都直下地震モデル検討会」
において検討された地震であり、津波
被害が想定されるため、新たに検討対
象としました。

逗子地区

・最大津波到達時間：54分

・最大津波高：1.6ｍ

小坪地区

・最大津波到達時間：37分

・最大津波高：1.7ｍ

⑦ 元禄関東地震
タイプ

過去、実際に発生した地震であり、大き
な津波被害を起こすことが予想されるこ
とから、内閣府「首都直下地震モデル
検討会」において検討された断層モデ
ルをもとに検証しました。房総半島南端
部を大きく隆起させるような元禄関東地
震（Mw8.5）と同等あるいはそれよりも大
きな規模の地震は、２千年から３千年間
隔で発生しており、元禄関東地震が
1703 年に発生したことを踏まえると、こ
れと同等またはこれよりも大きな地震発
生の可能性はしばらくのところほとんど
無いと考えられます。

逗子地区

・最大津波到達時間：10分

・最大津波高：6.2ｍ

小坪地区

・最大津波到達時間：9分

・最大津波高：7.1ｍ

№ 検討対象地震 説 明 最大津波高等

⑤ 南関東地震 従来と同じ断層モデルをもとに地形条
件を変更して再検証を行った。
これまでの海岸保全における津波防護
目標であり、地震調査研究推進本部
（平成23年１月の長期評価）によれば、
次のように評価されている。
・発生間隔：200～400年
・今後50 年間の発生確率：０～７％

逗子地区

・第1波到達時間：0分

・最大津波到達時間：50分

・最大津波高：5.22ｍ

小坪地区

・第1波到達時間：0分

・最大津波到達時間：33分

・最大津波高：5.72ｍ

⑥ 東海地震 従来と同じ断層モデルをもとに地形条
件を変更して再検証を行った。
中央防災会議「東海地震に関する専門
調査会」で想定されている地震で、駿河
トラフを震源域とし、切迫性の高い地震
である。地震調査研究推進本部（平成
23年１月の長期評価）によれば、次のよ
うに評価されている。
・発生間隔：119年（参考値：一部活動
含む）
・今後30年間の発生確率：87％（参考
値：「全国地震動予測値図」報告書で用
いた方法による想定東海地震の確率）

逗子地区

・第1波到達時間：35分

・最大津波到達時間：67分

・最大津波高：3.05ｍ

小坪地区

・第1波到達時間：35分

・最大津波到達時間：91分

・最大津波高：3.54ｍ

⑦ 神縄・国府津-
松田断層帯地
震

従来と同じ断層モデルをもとに地形条
件を変更して再検証を行った。
中央防災会議によって同断層の津波想
定もされており、津波被害が想定される
ため対象とした。地震調査研究推進本
部（平成23年１月の長期評価）によれば、
次のように評価されている。
・発生間隔：800～1300年
・今後50年間の発生確率：0.4～30％

逗子地区

・第1波到達時間：10分

・最大津波到達時間：39分

・最大津波高：3.74ｍ

小坪地区

・第1波到達時間：9分

・最大津波到達時間：24分

・最大津波高：5.36ｍ

第1章 総則
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修正計画 現行計画

№ 検討対象地震 説 明 最大津波高等

⑧
⑨

相模トラフ沿い
の海溝型地震
（西側モデル、
中央モデル）

過去に発生した事例はないが、今後、
相模トラフ沿いで発生する可能性があ
る最大クラスの地震として、内閣府「首
都直下地震モデル検討会」において検
討された地震で、本県に対し最大規模
の津波を生じる可能性があるため、新
たに検討の対象としました。この地震に
よる地殻変動は房総半島で５～10ｍと
元禄関東地震と同等あるいはそれ以上
の隆起となっています。最大クラスの地
震の発生間隔は２千年から３千年ある
いはそれ以上と考えられています。

（西側モデル）

逗子地区

・最大津波到達時間：11分

・最大津波高：10.4ｍ

小坪地区

・最大津波到達時間：11分

・最大津波高：12.8ｍ

（中央モデル）

逗子地区

・最大津波到達時間：29分

・最大津波高：6.9ｍ

小坪地区

・最大津波到達時間：29分

・最大津波高：9.8ｍ

№ 検討対象地震 説 明 最大津波高等

⑧ 元禄型関東地
震

過去、実際に発生した地震であり、大き
な津波被害を起こすことが予想されるこ
とから、新たに検討対象とした。房総半
島南端部の隆起パターンについての最
新の知見を取り入れた宍倉(2003)の震
源モデルを用いた。
地震調査研究推進本部（平成23年１月
の長期評価）によれば、次のように評価
されている。
発生間隔：2300年
・今後50年間の発生確率：0.0％

逗子地区

・第1波到達時間：0分

・最大津波到達時間：87分

・最大津波高：6.30ｍ

小坪地区

・第1波到達時間：0分

・最大津波到達時間：26分

・最大津波高：7.44ｍ

⑨ 房総半島南東
沖地震

過去に発生した事例はないが、今後、
日本海溝付近で起きる可能性がある地
震として房総半島南東沖の三重会合点
（三つのプレート境界が交わる点のこと
をいう。）付近で生じる地震（規模は明
治三陸地震程度）を新たに想定した。
震源が比較的遠いため、地震の揺れは
あまり大きくなくても津波は比較的大き
い地震として対象とした。

逗子地区

・第1波到達時間：37分

・最大津波到達時間：100分

小坪地区

・第1波到達時間：36分

・最大津波到達時間：69分

・最大津波高：5.42ｍ

第1章 総則
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修正計画 現行計画

２ 想定地震と被害の想定
県は、平成25 年度から26 年度にかけて地震被害想定調査を実施しました。

平成23年に発生した東日本大震災の災害調査結果から明らかになった多くの教
訓や課題を踏まえるとともに、地震学、地震工学、災害社会学等の最新の知見
を取り入れ、構造物の損壊、火災の発生等の物的被害、そこから発生する人的
被害等を想定しています。

(1) 想定地震の選定の視点
県は、県に及ぼす被害の量的・地域的な状況や、発生の切迫性などを考慮し

て、以下の㋐～㋒の視点により、６地震を選定しております。
また、㋓のように、発生確率が極めて低く、県の防災行政やまちづくり行政

などにおいて超長期的な対応となる地震や、国の被害想定において最新の知見
による震源モデルが示されたものの被害量は想定されていない5地震を、参考
地震として選定しています。
㋐ 地震発生の切迫性が高いとされている地震
㋑ 法律により対策を強化する地域の指定に用いられる地震
㋒ 地震防災戦略・地域防災計画・中央防災会議等において対策の対象として
いる地震

㋓ 発生確率は極めて低いが、発生すれば甚大な被害が県全域に及ぶ可能性が
あり、超長期的な対応となる地震

第２節 想定地震と被害の想定
本市は、平成19年度及び平成20年度に県が実施した「神奈川県地震被害想定調

査」の調査結果から、本市の人的、物的被害の大きい三浦半島断層群の地震、南
関東地震及び事前予知が可能とされる東海地震を想定地震とする。

なお、国における新たな地震モデル、想定手法といった被害の想定についての
動向を踏まえ、県は、適時、新たな被害想定調査を実施することとしていること
から、本市として当該調査結果を踏まえ、必要な見直しを行うものとする。

１ 想定地震

（記載順変更）

第1章 総則
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修正計画 現行計画

(2) 想定地震の一覧

※ 発生確率については「地震調査研究推進本部（文部科学省：平成27 年１月
14 日現在）」、「中央防災会議首都直下地震モデル検討会報告書（内閣
府：平成25 年12 月）」などによる評価。

(3) 地震の説明
① 都心南部直下地震

首都圏付近のフィリピン海プレート内で、都心南部の直下を震源とする
地震です。東京湾北部地震にかわり、国が防災対策の主眼を置く地震とし
ており、県内全域が「首都直下地震対策特別措置法」の首都直下地震緊急
対策区域に指定されています。

② 三浦半島断層群の地震
三浦半島断層帯を震源域とする活断層型の地震です。前回の調査では、

モーメントマグニチュード6.9としていましたが、最新
の知見からモーメントマグニチュードを変更しています。

想定地震名
ﾓｰﾒﾝﾄ

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ
県内で想定される

最大震度
発生確率

選定
の視
点

都心南部直下地震 7.3
横浜市・川崎市を
中心に震度６強

（南関東地域のＭ７クラス
の地震が30 年間で70％）

㋐㋑

三浦半島断層群の地
震

7.0
横須賀三浦地域で
震度６強 30 年以内 6～11％ ㋐㋒

神奈川県西部地震 6.7
県西地域で震度６
強

（過去400 年の間に同クラス
の地震が５回発生）

㋐㋒

東海地震 8.0
県西地域で震度６
弱

（南海トラフの地震は
30 年以内70％程度）

㋐ ㋑
㋒

南海トラフ巨大地震 9.0
県西地域で震度６
弱

（南海トラフの地震は
30 年以内70％程度）

㋐㋑

大正型関東地震 8.2
湘南地域・県西地
域を中心に震度７

30 年以内 ほぼ0％～5％
（２～４百年の発生間隔）

㋒

参
考
地
震

元禄型関東地震 8.5
湘南地域・県西地
域を中心に震度７

30 年以内 ほぼ0％
（２～３千年の発生間隔）

㋓

相模トラフ沿いの最
大クラスの地震

8.7 全県で震度７
30 年以内 ほぼ0％
（２～３千年あるいはそれ以上の発
生間隔）

㋓

慶長型地震 8.5
（津波による被害の
み想定）

（評価していない） ㋓

明応型地震 8.4
（津波による被害の
み想定）

（評価していない） ㋓

元禄型関東地震と
国府津－松田断層
帯の連動地震

8.3
（津波による被害の
み想定） （評価していない） ㋓

第1章 総則
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修正計画 現行計画

③ 神奈川県西部地震
神奈川県西部を震源域とする地震です。

④ 東海地震
駿河トラフを震源域とする地震です。神奈川県地域防災計画において地震

の事前対策について位置づけ、また、県内の概ね西半分の市町が「大規模地
震対策特別措置法」の地震防災対策強化地域に指定されています。

⑤ 南海トラフ巨大地震
南海トラフを震源域とする地震です。国が想定する、あらゆる可能性を考

慮した南海トラフの最大クラスの地震であり、県内の
一部の市町村が「南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措
置法」の南海トラフ地震防災対策推進地域に指定されています。

なお、地震の規模が大きく、長周期地震動による影響を考慮せざるを得な
いものの、神奈川県については揺れによる被害が比較的小さくなっています。

⑥ 大正型関東地震
相模トラフを震源域とする地震です。1923 年の大正関東地震を再現した地

震で、国では長期的な防災・減災対策の対象としています。
⑦ 元禄型関東地震（参考）

相模トラフから房総半島東側を震源域とする地震です。1703 年の元禄関東
地震を再現した地震で、現実に発生した最大クラスの地震であることから、
発生確率が極めて低い地震ですが、参考地震として被害量を算出しています。

⑧ 相模トラフ沿いの最大クラスの地震（参考）元禄型関東地震の震源域に加
え関東北部までを震源域とする地震です。国が想定する、あらゆる可能性を
考慮した相模トラフ沿いの最大クラスの地震であることから、発生確率が極
めて低い地震ですが、参考地震として被害量を算出しています。

⑨ 慶長型地震（参考）
南海トラフ沖と相模トラフ沿いを繋ぐ断層を設定し、そこで想定した正断

層型の地震です。最大クラスの津波による被害を周知して津波避難の普及啓
発を図る観点から、参考地震として津波による被害量を算出しています。

⑩ 明応型地震（参考）
南海トラフから銭洲海嶺に伸びるフィリピン海プレート内の断層を設定し、

そこで想定した逆断層型の地震です。最大クラスの津波による被害を周知し
て津波避難の普及啓発を図る観点から、参考地震として津波による被害量を
算出しています。

⑪ 元禄型関東地震と国府津－松田断層帯の連動地震（参考）相模トラフで発
生する海溝型と国府津－松田断層帯の地震が連動発生する地震です。最大ク
ラスの津波による被害を周知して津波避難の普及啓発を図る観点から、参考
地震として津波による被害量を算出しています。

(追記)
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修正計画 現行計画

震源断層モデル（震源断層域）の位置

（図略）

(4) 被害想定結果
ア 想定条件
(ｱ) 季節：冬
(ｲ) 日：平日
(ｳ) 発生時刻：18 時
(ｴ) 風速・風向：気象観測結果に基づく地域ごとの平均

イ 想定結果の概要
① 都心南部直下地震
< 震 度 > 県の中央部から東部にかけて震度６弱の揺れが想定されます。逗

子市では、震度６弱から６強の揺れが想定されます。
< 津 波 > 県内では最大でも１ｍの水位が想定されますが、被害は発生しま

せん。
< 建 物 > 建物の被害（揺れ、液状化、急傾斜地崩壊）は、市内で全壊棟数

が510棟、半壊棟数が2,440棟と想定されます。
< 火 災 > 火災については、市内でわずかに出火しますが、焼失は発生しな

いことが想定されます。
< 人的被害 > 市内での人的被害は、死者20人、重症者20人、中等症者220人、

軽症者310人と想定されます。
< 帰宅困難者 > 地震の発生直後には、帰宅困難者は市内で2,020人に達する

と想定されまが、1日後には解消されると想定されます。
< 災害廃棄物 > 建物の全壊・半壊・焼失により生じる災害廃棄物の総量は、

全県で16万トンに達すると想定されます。

２ 被害の想定
(1) 設定条件

本計画においては、概ねすべての項目で被害が最大となり、防災関係機関が
初動体制を取りにくく、交通機関や繁華街に滞留している人が多い想定条件を
採用している。
① 季節 ：冬
② 曜日 ：平日
③ 発生時刻：18時
④ 風速・風向 ： 近年の気象観測結果に基づく地域ごとの平均

（新設）
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修正計画 現行計画

② 三浦半島断層群の地震
< 震 度 > 横須賀三浦地域から湘南地域、横浜市、川崎市の一部で震度６弱

以上の揺れが想定されます。逗子市では、震度６弱から６強の揺れ
が想定されます。

< 津 波 > 東京湾内で２ｍ以下、相模湾内で１ｍ以下の水位が想定されます。
< 建 物 > 建物の被害（揺れ、液状化、急傾斜地崩壊、津波）は、市内で全

壊棟数が1,080棟、半壊棟数が3,250棟と想定されます。
< 火 災 > 火災については、市内で焼失棟数は410棟と想定されます。
< 人的被害 > 市内での人的被害は、死者50人、重症者40人、中等症者310人、

軽症者430人と想定されます。
< 帰宅困難者 > 地震の発生直後には、帰宅困難者は市内で2,020人に達す

ると想定されます。
鉄道は県東部で９～13日程度不通が続くため、長期間にわたっ

て帰宅困難者が発生すると想定されます。
< 災害廃棄物 > 建物の全壊・半壊・焼失により生じる災害廃棄物の総量は、

市内で32万トンに達すると想定されます。

③ 神奈川県西部地震
< 震 度 > 県西地域で震度６弱の揺れが想定されます。逗子市では、震度４

から５弱の揺れが想定されます。
< 津 波 > 相模湾内で２～６ｍ、東京湾内で２ｍ以下の水位が想定されます。

津波の到達時間は、相模湾内で５～30 分、東京湾内で60 分以上と
想定されます。

< 建 物 > 建物の被害（揺れ、液状化、急傾斜地崩壊、津波）は、市内で全
壊棟数がわずか、半壊棟数が150棟と想定されます。

< 火 災 > 火災については、市内で出火件数0件、焼失棟数0棟と想定され
ます。

< 人的被害 > 市内での人的被害は、死者180人、重症者わずか、中等症者
10人、軽症者10人と想定されます。

< 帰宅困難者 > 地震の発生直後には、帰宅困難者は市内で2,020人に達する
と想定されますが、2日後には解消されると想定されます。

< 災害廃棄物 > 建物の全壊・半壊・焼失により生じる災害廃棄物の総量は、
市内で1万トンに達すると想定されます。

１ 想定地震
(1) 三浦半島断層群の地震
ア 震度

三浦半島断層群を震源域とするマグニチュード7.2程度の地震で本市に
おける想定地震動は震度7である。また、同断層群は、国の地震調査研究
推進本部地震調査委員会の長期評価では、国内の主な活断層の中で、今後
30年以内に地震が発生する可能性が高いグループに属するとされている。
平成23年７月11日に、文部科学省の地震調査委員会が、東日本大震災が発
生したことに伴い、三浦半島断層群における地震発生確率が高くなった可
能性があることを発表した。以上のことから、本計画においては、災害応
急対策の対象とする地震である。

イ 津波
津波の高さは、最大でも1.5ｍ程度と予測される。

ウ 被害
被害は市内全域に及ぶと想定され、人的被害は、死者130人、負傷者4,130

人と想定される。
建物の被害は、全壊棟数が9,260棟、半壊棟数が5,070棟と想定される。
火災については、出火件数は20件と想定され、焼失棟数は1,250棟と想定さ
れる。

（新設）

(2) 南関東地震（大正関東地震の再来型）

（削除）
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修正計画 現行計画

④ 東海地震
< 震 度 > 県の中央部から県西地域にかけて震度５強の揺れが想定されます。

逗子市では、震度５弱の揺れが想定されます。
< 津 波 > 相模湾内で３～８ｍ、東京湾内で２～４ｍの水位が想定されます。

津波の到達時間は、相模湾内で25～40分、東京湾内で60分以上と
想定されます。

< 建 物 > 建物の被害（揺れ、液状化、急傾斜地崩壊、津波）は、市内で全
壊棟数が610棟、半壊棟数が1,870棟と想定されます。

< 火 災 > 火災については、市内での出火、焼失（延焼）は発生しないこと
が想定されます。

< 人的被害 > 市内での人的被害は、死者180人、重症者わずか、中等症者20
人、軽症者20人と想定されます。

< 帰宅困難者 > 地震の発生直後には、帰宅困難者は市内で2,020人に達する
と想定されまが、2日後には解消されると想定されます。

< 災害廃棄物 > 建物の全壊・半壊・焼失により生じる災害廃棄物の総量は、
市内で16万トンに達すると想定されます。

⑤ 南海トラフ巨大地震
< 震 度 > 県西地域の一部で震度６弱の揺れが想定されます。逗子市は、震

度５弱と想定されます。
< 津 波 > 相模湾から東京湾内にかけて、２～９ｍの水位が想定されます。

津波の到達時間は、相模湾内で30～40分、東京湾内で60 分以上と
想定されます。

< 建 物 > 建物の被害（揺れ、液状化、急傾斜地崩壊、津波）は、市内で全
壊棟数が1,730棟、半壊棟数が2,450棟と想定されます。

< 火 災 > 火災については、市内での出火、焼失（延焼）は発生しないこと
が想定されます。

< 人的被害 > 市内での人的被害は、死者500人、重症者わずか、中等症者20
人、軽症者20人と想定されます。

< 帰宅困難者 > 地震の発生直後には、帰宅困難者は市内で2,020人に達する
と想定されますが、2日後には解消されると想定されます。

< 災害廃棄物 > 建物の全壊・半壊・焼失により生じる災害廃棄物の総量は、
全県で36 万トンに達すると想定されます。

(3) 東海地震
ア 震度

駿河トラフを震源域とするマグニチュード8クラスの地震で、国の地震防
災戦略の対象とされている地震である。大規模地震対策特別措置法で地震発
生の予知が可能とされている地震であり、その切迫性が指摘されている。
本市における想定地震動は震度５強であり、本計画では、事前予知を前提と
した対応として、第６部で本地震に対する事前対策を計画している。

イ 津波
逗子海岸付近では最大で３ｍ程度の、小坪漁港付近では最大で3.5m程度の

津波が予測される。
ウ 被害

被害は市内全域に及ぶと想定され、人的被害は、死者0人、負傷者30人と
想定される。
建物の被害は、全壊棟数が40棟、半壊棟数が520棟と想定される。

(新設)
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修正計画 現行計画

⑥ 大正型関東地震
< 震 度 > 県西地域と県北部の一部を除き、ほぼ県全域で震度６強以上の揺

れが想定されます。逗子市は、震度６強と想定されます。
< 津 波 > 相模湾内で６～10ｍ以上、東京湾内で２～４ｍの水位が想定され

ます。
津波の到達時間は、相模湾内で５～10分、東京湾内で25～45分と
想定されます。

< 建 物 > 建物の被害（揺れ、液状化、急傾斜地崩壊、津波）は、市内で全
壊棟数が4,100棟、半壊棟数が5,570棟と想定されます。

< 火 災 > 火災については、市内で10件程度の出火が想定され、焼失棟数は
1030棟と想定されます。

< 人的被害 > 市内での人的被害は、死者1,860人、重症者120人、中等症者8
40人、軽症者980人と想定されます。

< 帰宅困難者 > 地震の発生直後には、帰宅困難者は県内で2,020人に達する
と想定されます。鉄道は全県で14日以上不通が続くため、長
期間にわたって帰宅困難者が発生すると想定されます。

< 災害廃棄物 > 建物の全壊・半壊・焼失により生じる災害廃棄物の総量は、
市内で95万トンに達すると想定されます。

（新設）
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修正計画 現行計画

(5) 被害想定結果一覧

＊：わずか（計算上0.5以上10未満） 0：計算上0.5未満は0とした。

(2) 想定地震別被害想定
記設定条件における、本市に予想される被害概要は次のとおり

※１ 概ね被害が最大となる冬18時の想定結果による。ただし、海水浴客の死者数は夏12時の想定で
死者数の外数、帰宅困難者は平日12時の想定。

※２ 避難者数は、建物被害(建物が無被害であっても、不安などにより避難する避難者も含む。)、
断水、エレベーター停止の３つを避難の要因としている。

※３ 建物被害の全壊・半壊棟数は、焼失棟数とのダブルカウントを処理した値としている。
※４ ＊：わずか（計算上0.5以上10未満） 計算上0.5未満は0としている。

想定地震項目 ①
都心南部
直下地震

②
三浦半島断
層群の地震

③
神奈川県
西部地震

④
東海地震

⑤
南海トラフ
巨大地震

⑥
大正型関
東地震

モーメントマグニチュード（Ｍｗ） 7.3 7.0 6.7 8.0 9.0 8.2

建物被害
全壊棟数 510 1,800 ＊ 610 1,730 4,100
半壊棟数 2,４40 3,250 150 1,870 2,450 5,570

火災被害
出火件数 ＊ ＊ 0 0 0 10

焼失棟数 0 410 0 0 0 1,030

死傷者数

死者数 20 50 180 180 500 1,860

重症者数 20 40 ＊ ＊ ＊ 120

中等症者数 220 310 10 20 20 840

軽症者数 310 430 10 20 20 980

避難者数

１日目～３日目 5,860 10,990 790 8,340 13,280 29,510
４日目～１週間後 4,700 8,340 790 8,340 13,280 28,380

１ケ月後 4,700 8,340 230 4,510 8,590 20,650

要配慮者

避難者 1,040 1,940 140 1,470 2,340 5,210

断水人口 660 1,650 0 0 0 5,740

家屋被害 1,390 2,220 80 1,290 2,180 5,010

帰宅困難
者数

直後 2,020 2,020 2,020 2,020 2,020 2,020

１日後 0 2,020 2,020 2,020 2,020 2,020

２日後 0 2,020 0 0 0 2,020

自力脱出困難者（要救出者）
50 110 0 0 0 660

ライフライ
ン

上水道（断水人口・直
後）

11,060 16,710 0 0 0 34,620

下水道（機能支障人
口）

2,170 2,930 330 430 430 4,830

都市ガス（供給停止件
数）

0 0 0 0 0 22,380

ＬＰガス（供給支障数） 50 50 0 0 0 70

電力（停電件数） 41,470 41,470 41,470 41,470 41,470 41,470

通信（不通回線数） 21,180 21,810 21,170 21,880 23,170 21,430

エレベータ停止台数 50 50 0 0 0 50

災害廃棄物量 （万トン） 16 32 1 １６ 36 95

種別 項 目
三浦半島断
層群の地震

南関東地震 東海地震

マグニチュード 7.2 7.9 8.0

最大震度 7 7 5強

最小震度 6弱 6強 ４

人
的
被
害

死者数（人） 130 150 0

海水浴客数（人） 0 270 0

負傷者数（人） 4,130 3,550 30

うち重傷者 （人） 1,080 850 ＊

建物
被害

全壊棟数 （棟） 9,260 7,680 40

半壊棟数（棟） 5,070 5,250 520

火災
被害

出火件数（件）） 20 20 0

焼失棟数（棟） 1,250 1,900 ＊

倒壊家屋からの自力脱出困難者数（人） 1,610 1,350 ＊

高
齢
者
世
帯
等

被
災
者
数

震度6弱

以上

高齢者世帯数（世帯） 4,160 4,160 0

要介護3以上（人） 1,000 1,000 0

震度5弱

以上

高齢者世帯数（世帯） 4,160 4,160 3,310

要介護3以上（人） 1,000 1,000 800

避難者数
高齢者世帯数（世帯） 3,000 2,920 80

要介護3以上（人） 720 700 20

避難
者数

1日後（人） 41,640 40,560 1,070

1ヵ月後（人） 34,840 32,080 770

帰宅

困難

者数

直後（人） 2,090 2,090 2,090

2日後（人） 0 2,090 0

エレベータ停止台数（台） 80 80 40

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン

電 力：停電軒数 （軒） 29,940 27,750 100

都市ガス：供給停止件数（件） 20,170 21,610 0

L Pガス：容器被害数（本） 100 110 0

上 水 道 ：断水世帯数直後（世帯） 15,490 13,640 70

下 水 道 ：機能支障世帯数（世帯） 1,610 2,230 90

通 信：不通回線数（回線） 31,250 33,340 90

震災廃棄物（万トン） 150 132 3
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修正計画 現行計画

（参考地震）

※想定地震⑨⑩⑪の死者数は津波による人的被害とする。
＊：わずか（計算上0.5以上10未） 0：計算上0.5 未満は0とした。
－：データなし

（新設）

想定地震

項目

⑦
元 禄 型 関
東地震

⑧
相模トラ
フ沿いの
最大クラス
の地震

⑨
慶長型地震

⑩
明応型地震

⑪
元禄型関東地
震と国府津
－松田断層
帯の連動地

震
モーメントマグニチュード（Ｍｗ） 8.5 8.7 8.5 8.4 8.3

建物被害
全壊棟数 5,250 7,900 2,400 3,260 1,730

半壊棟数 6,190 5,140 2,360 1,930 2,330

火災被害
出火件数 10 20 － － －
焼失棟数 1,030 2,160 － － －

死傷者数

死者数 6,740 11,460 690 930 4,860

重症者数 120 160 ＊ ＊ 20

中等症者数 850 1,070 20 20 130

軽症者数 990 1,140 20 20 130

避難者数

１日目～３日目 33,200 40,660 － － －

４日目～１週間後 32,220 40,180 － － －

１ケ月後 23,950 32,580 － － －

要配慮者

避難者 5,860 7,180 － － －

断水人口 5,740 7,820 － － －

家屋被害 5,910 7,320 － － －

帰宅困難
者数

直後 2,020 2,020 － － －

１日後 2,020 2,020 － － －

２日後 2,020 2,020 － － －

自力脱出困難者（要救出者） 660 1,180 － － －

ライフライ
ン

上水道（断水人口・
直後）

34,620 44,270
－ － －

下水道（機能支障
人口）

4,830 6,570
－ － －

都市ガス（供給停止
件数）

22,380 22,380
－ － －

ＬＰガス（供給支障
数）

70 70
－ － －

電力（停電件数） 41,470 41,470 － － －

通信（不通回線数） 21,630 22,060 － － －

エレベータ停止台数 50 50 － － －
災害廃棄物量（万トン） 115 167 － － －
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修正計画 現行計画

第４節 逗子市地震防災戦略

県では、「神奈川県地震防災戦略」を策定し、大規模地震による被害を軽減す
るための減災対策に取り組んでおり、県地震防災戦略において、「減災目標」を
定め、その目標を達成するために必要な対策について、数値目標や減災効果等を
明示しています。
県は、地震被害想定調査結果で想定された、大正型関東地震の３万人を超える死
者数を、平成28年度から令和６年度までの９年間で、概ね半減させることを減災
目標に、県地震防災戦略を平成28年３月に改定しました。
市は、県が策定した「神奈川県地震防災戦略」に基づき人的被害を軽減する「減
災目標」を定め、県、市民、事業者等と協力して、被害の軽減を図るための対策
に取り組みます。

１ 減災目標
大正型関東地震による死者数を概ね半減します。

２ 減災目標を達成するための重点施策

※ [ ]内は、計画内の主な関連個所

第４章 逗子市地震防災戦略

本市では、県が策定した「神奈川県地震防災戦略」に基づき人的被害を軽減す
る「減災目標」を定め、県、市民、事業者等と協力して、平成27年度までに被害
の軽減を図るための対策に取り組む。

第１節 減災目標
１ 三浦半島断層群の地震による死者数を半減以上（冬18時）

死者数：１３０人→６５人以下
２ 南関東地震津波による死者数を半減以上（夏12時）

死者数：２７０人→１３５人以下

第２節 減災目標を達成するための対策

[人的被害の軽減]
揺れによる死者数を減らす

重点施策１ 住宅の耐震化 【2章9節】

重点施策２ 多数の者が利用する建築物の耐震化 【2章9節】

重点施策３ 防災拠点となる公共施設等の耐震化 【2章9節】

重点施策４ 屋内収容物等の耐震対策 【2章1節】

重点施策５ 防災訓練の実施（揺れ対策） 【3章2節、3章8節】

重点施策６ がけ崩れ等の対策 【24章節】

重点施策７ 防災知識の普及・啓発 【8章8節、3章9節】

重点施策８ 防災教育の強化 【3章6節】

重点施策９ ハザードマップ等による意識啓発 【3章8節】

重点施策10
消防団、自主防災組織に対する啓発・教育、活動

への支援（揺れ対策・津波対策） 【3章9節】

重点施策11 企業の防災に関する取組みへの支援 【3章1節、3章8節】

重点施策12 地域住民による救護活動の実施への支援 【3章8節、3章9節】

重点施策13 医療救護訓練の実施 【3章5節】

重点施策14 災害時医療救護体制の整備 【3章5節】

重点施策15 大規模災害時の広域医療搬送体制の整備 【3章5節、3章7節】

重点施策16 道路・橋りょう・鉄道の整備 【2章3節】

重点施策17 帰宅困難者対策 【3章3節】

１ 建物の倒壊による圧死者等の軽減

(1) 住宅・建築物の耐震化

対策１ 住宅の耐震化 [第２部第９章第２節]

対策２ 防災拠点となる公共施設
等の耐震化

[第２部第９章第２節]

対策３ 特定既存耐震不適格建
築物等の耐震化

[第２部第９章第２節]

２ 地震火災による焼死者等の軽減
(1) 住宅・建築物の耐震化

(2) 火災に強いまちづくり 対策４ 延焼火災を防ぐまちづくり [第３部第１章第１節]

(3) 地域消防力の向上
対策５ 自主防災組織の育成
対策６ 消防団の機能強化

[第３部第10章第１節]
[第３部第２章第１節]

(4) 市町村消防力の充実・強化
対策７ 消防水利の確保
対策８ 市町村消防力の充実

[第３部第２章第１節]
[第３部第２章第１節]

第1章 総則

19



修正計画 現行計画

[経済被害額の軽減]

津波による死者数を減らす

重点施策18 津波避難に関する啓発 【2章5節】

重点施策19 津波からの一時避難施設や避難路等の整備 【2章5節】

重点施策20 防災訓練の実施（津波対策） 【2章5節】

重点施策21 海岸保全施設等の整備 【2章5節】

重点施策22 要配慮者の避難・安全確保に関する対策 【2章5節】

重点施策23 市民等への情報発信体制の整備 【2章5節】

火災による死者数を減らす
重点施策24 建物の防火・不燃化対策 【2章9節】
重点施策25 防災訓練の実施（火災対策） 【3章2節】

重点施策26
消防団、自主防災組織に対する啓発・教育、

活動への支援（火災対策）
【3章8節、3章9節】

重点施策27 上水道施設の整備 【2章3節】

重点施策28 市街地の整備 【2章1節】

重点施策29 避難場所・避難路等の整備 【3章2節】

重点施策30 消火活動体制の強化 【3章1節】

３ 各種対策による死者数の軽減

(1) 住宅・建築物の防災性の
向上

対策９ 屋内収容物の安全対策
対策10 家庭内における火災対策
対策11 緊急地震速報の活用
対策12 事業所建物の安全対策
対策13 ブロック塀等の安全対策

[第３部第１章第４節]
[第３部第９章第１節]
[第３部第９章第１節]
[第３部第９章第１節]
[第２部第９章第３節]

(2) 土砂災害の防止 対策14 がけ崩れ対策の推進 [第２部第４章第１節]

(3) 迅速な応急対策の実施

対策15 実践的な防災訓練の実施
対策16 災害対策本部機能の充実

強化
対策17 救急救助・医療体制の充実
対策18 負傷者の広域搬送手段の

確保
対策19 災害医療を支える人材育成
対策20 医療用医薬品等の供給体制

の整備

[第３部第９章第２節]
[第３部第８章]

[第３部第６章]
[第３部第６章第３節]

[第３部第９章第４節]
[第３部第６章第２節]

４ 津波による死者数の軽減

(1) 津波避難体制の充実
対策21 津波避難計画の策定
対策22 津波避難意識の向上

[第４部第７章]
[第２部第５章第８節]

５ 市民等への防災意識の向上

(1) 市民等への意識啓発 対策23 地震に関する意識啓発 [第３部第９章第１節]

１ 建物被害による経済被害額の軽減
(1) 住宅・建築物の耐震化
(2) 火災に強いまちづくり
(3) 地域消防力の向上
(4) 市町村消防力の充実・強化

２ ライフラインの被害軽減及び事業継続による経済被害額の軽減

(1) ライフラインの被害軽減対策
対策24 下水道施設の耐震化等
の促進
対策25 緊急輸送道路の耐震化

[第３部第１章第３節]
[第３部第７章第１節]

(2) 事業継続による経済被害額
の軽減

対策26 電気・電話・ガス供給施
設の復旧対策
対策27 下水道施設の復旧用資
機材の備蓄等の推進
対策28 事業継続のための事前
対策の促進

[第４部第24章]

[第３部第１章第３節]

[第３部第10章第２節]
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第５節 地震津波対策計画の推進主体とその役割

１ 計画の進め方
(1) 防災力の向上に向けた取組み及び連携

地域の防災力を向上させるためには、市民、事業者、県、市及びの他防災
関係機関が自らの責任を果たすと同時に、相互に協調した取組みを進めるこ
とが基本であり、また、国の支援も重要となります。

本計画は、長期的には災害に強い安全なまちづくりを進めながら都市の防
災性の向上を図ること、災害の発生に備えた事前準備を進めること、想定さ
れる被害の様相に対応した応急活動対策を定めその実効性を確保するための
訓練等に努めること、さらに復旧・復興対策の検討等との調和を保ちながら
総合的に展開することが求められます。

これらの諸対策の推進に当たっては、市民、事業者等の主体的な取組みと
地域住民に最も密着した市の役割が大きくなります。

特に、発災時には、市民、地域の主体的な取組みと市の防災力が一体と
なった対応を図ることが、被害を軽減、減少させることにつながります。
そのため、市民の一人ひとりが「自らの命は、自ら守る。皆のまちは、皆で

守る。」ことが大切であるとの認識を持ち、平常時から食料、飲料水等の備
蓄や防災訓練への参加など事前の準備を行うとともに、発災時には自らの安
全を守る行動、初期消火活動、近隣の負傷者、避難行動要支援者等の救助、
避難所における自発的行動など、地域の自主防災組織等、災害救援ボラン

ティ
ア、消防団、市等と連携した防災活動を実施することが重要になります。

また、逗子市地域防災計画に沿って消防力等を最大限に発揮するとともに、
被害状況と応急対策活動の状況を把握し、応援体制を活用する等、防災活
動を機動的に推進することが重要になります。
このように、本計画の実施にあたっては、関係者の主体的な取組みと連

携が大切になってきます。そこで平常時においては、逗子市防災会議にお
いて各種対策の実施状況を把握し、本計画の進捗の調整を図り、災害発生
時には、災害対策本部において応急対策活動の調整を行っていきます。

(2) 市民活動の展開 （略）

(3) 男女共同参画等の推進 （略）

第５章 地震津波対策計画の推進主体とその役割

第１節 本計画の進め方
１ 防災力の向上に向けた取組み及び連携

地域の防災力を向上させるためには、市民、事業者、県、市、その他防災関
係機関が自らの責任を果たすと同時に、相互に協調した取組みを進めることが
基本であり、また、国の支援も重要である。

本計画は、長期的には災害に強い安全なまちづくりを進めながら都市の防災
性の向上を図ること、災害の発生に備えた事前準備を進めること、想定される
被害の様相に対応した応急活動対策を定め、その実効性を確保するための訓練
等に努めること、さらに復旧・復興対策の検討等との調和を保ちながら総合的
に展開することが求められる。

これらの諸対策の推進に当たっては、市民、事業者等の主体的な取組みと地
域住民に最も密着した市としての役割が大きくなるが、県は、これらの取組み
が円滑に進むよう支援・連絡・調整に努めるとともに、国や他都道府県との広
域応援体制の実践的な確立や所掌する施設等の防災性の向上に努めるとしてお
り、県との連携が不可欠である。

特に、発災時には、市民、地域の主体的な取組みと市の防災力が一体となっ
た対応を図ることが、被害を軽減、減少させることになる。

そのため、市民の一人ひとりが「自らの命は、自ら守る。皆のまちは、皆で
守る。」ことが大切であるとの認識を持ち、平常時から食料、飲料水等の備蓄
や防災訓練への参加など事前の準備を行うとともに、発災時には自らの安全を
守る行動、初期消火活動、近隣の負傷者、避難行動要支援者等の救助、避難所
における自発的行動など、地域の自主防災組織、災害救援ボランティア、消防
団、市等と連携した防災活動を実施することが重要である。

また、逗子市地域防災計画に沿って消防力等を最大限に発揮するとともに、
被害状況と応急対策活動の状況を把握し、応援体制を活用する等、防災活動を
機動的に推進することが重要である。県は、市町村の状況を速やかに把握し、
必要な支援対策を講じるとともに、大規模災害の場合は全国の自治体や国の支
援を求める。

このように、本計画は、いずれの場面であっても、関係者の主体的な取組み
と連携が大切である。そこで平常時においては、逗子市防災会議において、各
種対策の実施状況を把握し、本計画の進捗の調整を図る。また、災害発生時に
は、県、市等の防災関係機関の災害対策本部において応急対策活動の調整を行
う。

２ 市民活動の展開 （略）

３ 男女共同参画等の推進 （略）

第1章 総則
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２ 防災関係機関の役割
災害応急活動を実施するに当たって、県、市及びその他の関係機関の果たす

べき役割は次のとおりです。
(注) 県及び市立の施設については、指定管理者制度やＰＦＩ等により民間事業者等が

管理している場合もあるため、県及び市は、施設管理者が対応可能な範囲について
留意しつつ、これらの施設における平常時や災害時の施設管理者の対応をあらかじ
め明確にしておく必要があります。

(1) 県
県は、市町村を包括する広域的な自治体として、県土並びに県民の生命、

身体及び財産を地震災害から保護するため、指定地方行政機関、指定公共機
関、指定地方公共機関、公共的団体及び他の自治体の協力を得て防災活動を
実施するとともに、市町村及び指定地方公共機関が処理する防災に関する事
務または業務の実施を支援し、かつ、その総合調整を行います。
なお、県は、平成30年６月に災害救助法が改正され、指定都市が国から救

助実施市の指定を受けることで、救助の実施主体になり得ることとなったこ
とを受け、大規模災害時に、救助主体が複数になっても、県の広域調整の下
で迅速で公平な救助ができるよう、平成30年12月に「災害救助に係る神奈川
県資源配分計画」を策定しました。

（以下略）
３ 市民等の役割
(1) 市民
ア 「自らの身は、自ら守る。」という自助の観点から、最低３日分、奨励一

週間分の食料、飲料水、携帯トイレ、トイレットペーパー等の備蓄や家
具・ブロック塀等の転倒防止対策の実施等の予防対策、災害時の家族の連
絡体制、行動についてのルールづくりなど、市民自らが防災対策を行いま
す。

イ （略）
ウ （略）
エ （略）
オ 災害時の家族の連絡体制等（連絡方法や避難ルールの取決め等）について、
あらかじめ決めておきます。

カ 過去に起こった大規模災害の教訓や災害文化を確実に後世に伝えていくた
め、自ら災害教訓の伝承に努めます。

(2) 事業者 （略）

４ 災害ボランティアの役割 （略）

第２節 防災関係機関の実施責任
災害応急活動を実施するに当たって、県、市、その他の関係機関の果た

すべき責任は次のとおり。
(注) 県及び市立の施設については、指定管理者制度やＰＦＩ等により民

間事業者等が管理している場合もあるため、県及び市は、施設管理者
が対応可能な範囲につい留意しつつ、これらの施設における平常時や
災害時の施設管理者の対応をあらかじめ明確にしておく必要がある。

１ 県
県は、市町村を包括する広域的な自治体として、県土並びに県民の生命、

身体及び財産を地震災害から保護するため、指定地方行政機関、指定公共機
関、指定地方公共機関、公共的団体及び他の自治体の協力を得て防災活動を
実施するとともに、市町村及び指定地方公共機関が処理する防災に関する事
務または業務の実施を支援し、かつ、その総合調整を行う。

(以下略)

第３節 市民等の責務
１ 市民

(1) 「自らの身は、自ら守る。」という自助の観点から、３日分の食料、
飲料水、携帯トイレ、トイレットペーパー等の備蓄や家具・ブロック塀
等の転倒防止対策の実施等の予防対策、災害時の家族の連絡体制、行動
についてのルールづくりなど、市民自らが防災対策を行う。

(2) （略）
(3) （略）
(4) （略）

２ 事業者 （略）

第４節 災害ボランティアの役割 （略）
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５ 本市及び防災関係機関等の業務大綱
(1) 市
ア 逗子市防災会議の事務
イ 防災組織の整備及び育成指導
ウ 防災知識の普及及び教育
エ 災害教訓の伝承に関する啓発
オ 防災訓練の実施
カ 防災施設の整備
キ 防災に必要な物資及び資機材の備蓄、整備
ク 消防活動その他の応急措置
ケ 避難対策
コ 地震に関する情報の収集、伝達及び広報
サ 被災者に対する救助及び救護の実施
シ 保健衛生対策
ス 文教対策
セ 被災施設の復旧
ソ 被害調査
タ その他の災害応急対策
チ その他災害発生の防御及び拡大防止のための措置

(2) 神奈川県
ア 県
(ｱ) 防災組織の整備
(ｲ) 市町村及び防災関係機関の防災事務または業務の実施についての総合調整
(ｳ) 防災知識の普及及び教育
(ｴ) 災害教訓の伝承に関する啓発
(ｵ) 防災訓練の実施
(ｶ) 防災施設の整備
(ｷ) 防災に必要な物資及び資機材の備蓄及び整備
(ｸ) 地震に関する情報の収集、伝達及び広報
(ｹ) 緊急輸送の確保
(ｺ) 交通規制、その他の社会秩序の維持
(ｻ) 保健衛生
(ｼ) 文教対策
(ｽ) 市町村が実施する被災者の救助及び救護の応援
(ｾ) 災害救助法に基づく被災者の救助（救助実施市域を除く）及び資源配分の連絡調

整
(ｿ) 被災施設の復旧
(ﾀ) その他災害の発生の防御及び拡大防止のための措置

第６章 本市及び防災関係機関等の業務大綱

第１節 本市が行うべき業務の大綱

４ 神奈川県

逗 子 市

１ 逗子市防災会議の事務
２ 防災組織の整備及び育成指導
３ 防災知識の普及及び教育
４ 防災訓練の実施
５ 防災施設の整備
６ 防災に必要な物資及び資機材の備蓄、整備
７ 消防活動その他の応急措置
８ 避難対策
９ 地震に関する情報の収集、伝達及び広報
10 被災者に対する救助及び救護の実施
11 保健衛生対策
12 文教対策
13 被災施設の復旧
14 被害調査
15 その他の災害応急対策
16 その他災害発生の防御及び拡大防止のための措置

神奈川県

１ 防災組織の整備
２ 市町村及び防災関係機関の防災事務または業務の実施につ
いての総合調整

３ 防災知識の普及及び教育
４ 防災訓練の実施
５ 防災施設の整備
６ 防災に必要な物資及び資機材の備蓄及び整備
７ 地震に関する情報の収集、伝達及び広報
８ 緊急輸送の確保
９ 交通規制、その他の社会秩序の維持
10 保健衛生
11 文教対策
12 市町村が実施する被災者の救助及び救護の応援
13 災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）に基づく被災者
の救助

14 被災施設の復旧
15 その他災害の発生の防御及び拡大防止のための措置

第1章 総則
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修正計画 現行計画

イ 横須賀三浦地域県政総合センター
（略）

ウ 横須賀土木事務所
（略）

エ 鎌倉保健福祉事務所
（略）

オ 企業庁鎌倉水道営業所
（略）

カ 神奈川県警察（逗子警察署）
（略）

(3) 指定地方行政機関
ア 関東財務局(横浜財務事務所）
(ｱ) 横浜第２合同庁舎を帰宅困難者用一時滞在施設及び津波避難施設とし

て開設
(ｲ) 応急措置に活用可能な未利用地及び庁舎等の国有財産情報の提供
(ｳ) 災害が発生した場合における地方公共団体等に対する国有財産の無償

貸付等
(ｴ) 民間金融機関による非常金融措置の実施要請等
(ｵ) 地方公共団体に対する財政融資資金地方資金の貸付
(ｶ) 主務省の要請による災害復旧事業費の査定の立会

５ 神奈川県警察

第２節 防災関係機関等の業務の大綱

１ 指定地方行政機関

横須賀三浦地域県政
総合センター

（略）

横須賀土木事務所
（略）

鎌倉保健福祉事務所
（略）

企業庁鎌倉水道営業
所

（略）

神奈川県警察
（逗子警察署）

（略）

第1章 総則

関東財務局
（横浜財務事務所）

（横須賀出張所）

１ 横浜第２合同庁舎を帰宅困難者用一時滞在施設として開設
２ 応急措置に活用可能な未利用地及び庁舎等の国有財産情報

の提供
３ 災害が発生した場合における地方公共団体等に対する国有

財産の無償貸付等
４ 民間金融機関等による非常金融措置の実施要請等
５ 地方公共団体に対する財政融資資金地方資金の貸付
６ 主務省の要請による災害復旧事業費の査定の立会
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第1章 総則

修正計画 現行計画

イ 関東農政局（神奈川拠点）
(ｱ) 主要食糧の供給に関すること
(ｲ) 生成食料品等の供給に関すること

ウ 関東運輸局（神奈川運輸支局）
（略）

エ 第三管区海上保安本部（横須賀海上保安部）
（略）

オ 東京管区気象台（横浜地方気象台）
(ｱ) 津波警報・注意報及び地震、津波に関する各種情報の防災関係機関への

伝達
(ｲ) 南海トラフ地震に関連する情報の通報並びに周知
(ｳ) 地震、津波に係る防災情報伝達体制の整備
(ｴ) 地震、潮位及び地殻ひずみに係る観測施設の整備及び運用
(ｵ) 地震活動に係る調査及び資料の作成、提供
(ｶ) 地震、津波防災に係る広報活動、知識の普及及び防災関係機関の計画等

への助言
(ｷ) 地震、津波に係る防災訓練の実施及び防災関係機関との協力
(ｸ) 二次災害の防止のための余震に関する情報、気象警報・注意報、気象等

に関する情報等の提供及び専門職員の派遣
(ｹ) 復旧・復興に向けた支援のための気象・地象等総合的な情報提供及び解

説
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関東農政局
（横浜地域センター）

災害時における応急用食糧の調達・供給に関する連絡調整

関東運輸局
（神奈川運輸支局）

(略)

第三管区海上保安本部
（横須賀海上保安部）

(略)

東京管区気象台
（横浜地方気象台）

１ 津波警報・注意報及び地震、津波に関する各種情報の防災関
係機関への伝達

２ 東海地震に関連する情報の通報並びに周知
３ 地震、津波に係る防災情報伝達体制の整備
４ 地震、潮位及び地殻ひずみに係る観測施設の整備及び運用
５ 地震活動に係る調査及び資料の作成、提供
６ 地震、津波防災に係る広報活動、知識の普及及び防災関係機
関の計画等への助言

７ 地震、津波に係る防災訓練の実施及び防災関係機関との協力
８ 二次災害の防止のための余震に関する情報、気象警報・注意
報、気象等に関する情報等の提供及び専門職員の派遣

９ 復旧・復興に向けた支援のための気象・地象等総合的な情報
提供及び解説



第1章 総則

修正計画 現行計画

カ 関東総合通信局
（略）

キ 神奈川労働局
工場事業場における労働災害の防止

ク 関東地方整備局
（略）

ケ 南関東防衛局
(ｱ) 所管財産の使用に関する連絡調整
(ｲ) 災害時における防衛省本省及び自衛隊等との連絡調整
(ｳ) 在日米軍が災害対策措置を行う場合の連絡調整支援

26

関東総合通信局 （略）

神奈川労働局

１ 工場・工事現場等の事業場における労働災害防止の指導・援
助

２ 復旧・復興工事の労働災害防止の指導・援助
３ 被災労働者の労働災害補償等
４ 被災者の雇用対策

関東地方整備局 (略)



第1章 総則

修正計画 現行計画

(4) 指定公共機関
ア 電信電話機関（東日本電信電話㈱神奈川事業部、エヌ・ティ・ティ・コ

ミュニケーションズ㈱、㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ神奈川支店）
（略）

イ 日本銀行（横浜支店）
（略）

ウ 日本赤十字社（神奈川県支部）
(ｱ) 医療救護
(ｲ) こころのケア
(ｳ) 救援物資の備蓄及び配分
(ｴ) 血液製剤の供給
(ｵ) 義援金の受付及び配分
(ｶ) その他応急対応に必要な業務

エ 東日本高速道路㈱
（略）

オ ＫＤＤＩ㈱
(ｱ) 電気通信施設の整備及び保全
(ｲ) 災害時における電気通信の疎通

カ 鉄道機関（東日本旅客鉄道㈱)

（略）

２ 指定公共機関

東日本旅客鉄道㈱ （略）

東日本電信電話㈱
（神奈川支店）
エヌ・ティ・ティ・コミュニケー
ションズ㈱

㈱ＮＴＴドコモ（神奈川支店）

（略）

日本赤十字社
（神奈川県支部）

１ 医療救護
２ 救援物資の備蓄及び配分
３ 災害時の血液製剤の供給
４ 義援金の受付及び配分
５ その他災害救護に必要な業務

東日本高速道路㈱
（関東支社）

(略)

KDDI㈱
（南関東総支社）

１ 電気通信施設の整備及び保全
２ 災害時における電気通信サービスの確保
３ 電気通信施設の被害調査及び災害復旧

日本銀行横浜支店
(略)
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第1章 総則

修正計画 現行計画

キ 東京ガス㈱
(ｱ) ガス供給施設の耐震設備
(ｲ) 被災地に対する燃料供給の確保
(ｳ) ガス供給施設の被害調査及び復旧

ク 日本通運㈱（横浜支店）
（略）

ケ 東京電力パワーグリッド㈱（藤沢支社）
（略）

コ 日本郵便㈱（逗子郵便局）
(ｱ) 災害時における郵便物の送達の確保
(ｲ) 救助物資を内容とする小包郵便物及び救助用又は見舞い用の現金書留郵

便物の料金免除
(ｳ) 被災者に対する郵便はがきの無償交付及び被災者が差し出す郵便物の料

金免除
(ｴ) 被災者の救援を目的とする寄付金の送金のための郵便振替の料金免除
(ｵ) 為替貯金業務及び簡易保険業務の非常取扱
(ｶ) 被災地域の地方公共団体に対する簡易保険積立金による応急融資

28

日本通運㈱（横浜支店） （略）

東京電力㈱
（藤沢支社）

（略）

東京ガス㈱ １ ガス施設の機能確保
２ ガス施設の応急復旧対策

日本郵便㈱
（逗子郵便局）
（逗子桜山郵便局）
（逗子久木郵便局）
（東逗子郵便局）
（逗子ハイランド郵便局）
（逗子池子郵便局）
（逗子小坪郵便局）

１ 災害時における郵便物の送達の確保
２ 被災者に対する郵便葉書等の無料交付
３ 被災者が差し出す郵便物の料金免除
４ 被災者あて救助用郵便物の料金免除
５ 被災者救助団体に対するお年玉付郵便葉書等寄附金の配分



第1章 総則

修正計画 現行計画

(5) 指定地方公共機関等

ア 鉄道機関（東京急行電鉄㈱)

（略）

イ 自動車運送機関（一般社団法人神奈川県バス協会、京浜急行バス㈱、一般
社団法人神奈川県トラック協会、一般社団法人神奈川県タクシー協会）

(ｱ) 被災地の人員輸送の確保
(ｲ) 災害時の応急輸送対策
(ｳ) 災害対策用物資の輸送確保

(6) 自衛隊
（略）

(7) 消防団
（略）

３ 指定地方公共機関

６ 自衛隊

７ 消防団

鉄道機関
（京浜急行電鉄㈱）

（略）

バス機関
（京浜急行バス㈱）

１ 被災地の人員輸送の確保
２ 災害時の応急輸送対策

（一社）逗葉医師会
（一社）逗葉歯科医師会
逗葉薬剤師会

（一社）神奈川県トラック協会
県南サービスセンター

１ 災害対策用物資の輸送確保
２ 災害時の応急輸送対策

29

自衛隊
（陸上自衛隊第31普通科連
隊）
（海上自衛隊横須賀地方総
監部）

（略）

消防団 （略）



第1章 総則

修正計画 現行計画

(8) 公共的団体及び防災上重要な施設の管理者
ア（一社）逗葉医師会、（一社）逗葉歯科医師会、逗葉薬剤師会

(ｱ) 傷病者に対する診察、治療、調剤、応急処置、保健・服薬指導
(ｲ) 病院または診療所への転送の手配
(ｳ) 死亡の確認及び遺体の検案
(ｴ) 医薬品等の優先供給
(ｵ) 医薬品等の集積場所における医薬品等の仕分け及び管理
(ｶ) 救護活動に必要な医薬品及び医療機材の提供
(ｷ) その他必要と判断した処置等

イ 病院等医療施設の管理者
(ｱ) 避難施設（注）の整備、避難確保計画の作成及び避難訓練の実施
(ｲ) 災害時における収容者の保護及び誘導
(ｳ) 災害時における病人等の受入及び保護
(ｴ) 災害時における被災負傷者の治療及び助産
（注）利用者等が安全に避難するための廊下、階段、出入口等

ウ 社会福祉施設の管理者
(ｱ) 避難施設の整備、避難確保計画の作成及び避難訓練の実施
(ｲ) 災害時における入所者の保護及び誘導

エ 学校法人
(ｱ) 避難施設の整備、避難確保計画の作成及び避難訓練の実施
(ｲ) 災害時における応急教育対策計画の確立及び実施

オ 漁業協同組合（小坪漁業協同組合）
（略）

カ 産業経済団体（逗子市商工会）
（略）

キ 金融機関
（略）

ク 危険物施設及び高圧ガス施設の管理者
（略）

ケ 各施設の管理者
（略）

８ その他の公共的団体及び防災上重要な施設の管理者

病院等医療施設の
管理者

１ 避難施設（注）の整備及び避難訓練の実施
２ 災害時における収容者の保護及び誘導
３ 災害時における病人等の受入及び保護
４ 災害時における被災負傷者の治療及び助産
（注）利用者等が安全に避難するための廊下、階段、出入口等

社会福祉施設の管理
者

１ 避難施設の整備及び避難訓練の実施
２ 災害時における入所者の保護及び誘導

学校法人
１ 避難施設の整備及び避難訓練の実施
２ 災害時における応急教育対策計画の確立及び実施

漁業協同組合
（小坪漁業協同組
合）

(略)
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産業経済団体
（逗子市商工会）

（略）

金融機関 （略）

危険物施設及び高圧
ガス施設の管理者

（略）

各施設の管理者 （略）



修正計画 現行計画

（削除）

資料編に記載されているため、また３章９節と内容が重複しているため

第７章 防災組織

市及び防災関係機関は、総合的な防災体制を確立するため、防災会議等の防災
上重要な組織を整備するとともに、相互の連携強化を図る。

第１節 市の防災組織
１ 逗子市防災会議

(1) 設置の根拠
災害対策基本法第16条第１項

(2) 所掌事務
ア 逗子市地域防災計画を作成し、その実施を推進すること
イ 市の地域に係る災害が発生した場合において、当該災害に関する情報を
収集すること

ウ その他、法律またはこれに基づく法令によりその権限に属する事務
(3) 組織 （図略）

２ 逗子市災害対策本部
(1) 設置の根拠 災害対策基本法第23条の２第１項
(2) 所掌事務 地域防災計画の定めによる市域の災害予防及び災害応急対策
の実施

(3) 組織（図略）

３ 防災関係機関の防災組織
市内にある防災関係機関は、災害対策基本法第47条に基づき、防災業務計画

等の円滑な実施のため、防災組織の充実を図る。

第２節 自主防災組織等
１ 防災関係機関の防災組織

市内にある防災関係機関は、災害対策基本法第47条に基づき、防災業務計画
等の円滑な実施のため、防災組織の充実を図る。

２ 自主防災組織
(1) 設置の目的

災害対策基本法第５条に基づき、市民が自ら防災活動の推進を図るため、
自治会・町内会等を単位として設置する。

(2) 組織構成（図略）

３ その他の防災組織
不特定多数の者を収容する施設、危険物施設等の施設の管理者は、消防法

（昭和23年法律第186号）等の規定に基づき、その施設の用途規模に応じた自衛
防災組織の整備、充実を図る。

第1章 総則
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第２章 都市の安全性の向上

修正計画 現行計画

第２章 都市の安全性の向上
（略）

第１節 計画的な土地利用と市街地整備の推進
（略）

１ 計画的な土地利用の推進
災害に強い都市基盤の整備は、適正な土地利用を推進することが基本で

すが、特に地震防災の観点から、市街地における下水道、生活道路、公
園等の整備及び商業地域における再開発の推進を図ります。

２ 災害に強いまちづくりの推進
都市防災構造化を図るため、都市基盤の整備を進めてきましたが、今後

も避難場所・避難路の整備を含め、密集市街地を防災街区として整備し、
防災に関する機能の確保を図るために、神奈川県都市防災基本計画等を踏
まえ、逗子市都市防災基本計画の策定に取り組む等、都市防災構造化を推
進する整備事業の体系化と事業内容の検討、拡充を図り、災害に強いまち
づくりの推進に努めます。

３ 防火地域・準防火地域の指定
防火地域・準防火地域の指定にあたって、延焼遮断帯、避難地、避難路、

緊急輸送路及び防災拠点などを考慮します。

４ 宅地の災害防止対策 （略）
５ 災害に関する情報提供の推進

自然災害から市民の生命、財産を守るために、地震等の被害が想定され
る区域など、災害に関する情報を的確に市民に伝え、市民と行政が協力し
て自然災害を回避した安全な土地利用を促進します。

６ 市街地の開発・整備 (略)

７ 震災時空地・施設利用計画
大規模な震災が発生した場合、応急仮設住宅の建設、災害廃棄物の集

積・処理など、様々な応急対策活動や復旧復興活動が並行して行われるた
め、それらの活動拠点や事業用地として多くの空地や施設が必要となり、
そのニーズは時系列で変化していきます。

そのため、空地等の被災状況により、その使用の可否を判断し柔軟に対
応する必要もありますが、速やかな応急活動を実施するため、平時から本
市及び関係機関等が所有する市内の空地等の把握に努めるとともに、災害
発生時には空地等を次のとおり主要対策のために利用します。

第２部 都市の安全性の向上
（略）

第１章 計画的な土地利用と市街地整備の推進
（略）

第１節 計画的土地利用の推進
災害に強い都市基盤の整備は、適正な土地利用を推進することが基本であ

るが、特に地震防災の観点から、市街地における下水道、生活道路、公園等
の整備及び商業地域における再開発の推進や、駐車場の整備等の推進を図る。

第２節 災害に強いまちづくりの推進
都市防災構造化を図るため、都市基盤の整備を進めてきたが、今後も避難

場所・避難路の整備を含め、密集市街地を防災街区として整備し、防災に関
する機能の確保を図るために、神奈川県都市防災基本計画等を踏まえ、逗子
市都市防災基本計画の策定に取り組む等、都市防災構造化を推進する整備事
業の体系化と事業内容の検討、拡充を図り、災害に強いまちづくりの推進に
努める。
本市は、大規模地震対策特別措置法第３条第１項による地震防災対策強化

地域ではないが、近接地域であるため、都市防災構造化対策を総合的、計画
的に推進していくことが必要である。

第３節 防火地域・準防火地域の指定
都市計画法第８条第１項第５号に基づく防火地域・準防火地域の指

定には、用途地域や容積率との連携を基本に、避難場所、緊急輸送道
路、防災拠点等も考慮して、その拡大を検討する。

第４節 宅地の災害防止対策 （略）
第５節 自然災害回避（アボイド）行政の推進

自然災害から市民の生命、財産を守るために、自然災害の発生する
危険性が高い土地についての情報を的確に市民に伝え、市民と行政が
協力して自然災害を回避した安全な土地利用を促進します。

第６節 市街地の開発・整備 （略）
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第２章 都市の安全性の向上

修正計画 現行計画

第２節 公園・緑地等の防災空間の確保
（略）

第３節 道路、河川、橋りょうの安全対策と交通環境の整備

１ 道路の整備
(1) 道路の整備 （略）
(2) 電線類の地下埋設化 （略）
(3) う回路の整備 （略）
(4) 孤立地域対策の推進

がけ崩れによる道路の遮断により孤立することが考えられる避難困難
地域を解消するため、道路の整備を進めます。

(5) 資機材、人員の確保
災害時に備え、応急復旧に必要な資機材や人員が不足する場合を考慮

し、平常時から関係尾団体等との協定を締結し、道路の早期啓開を実施
できる体制を整えます。

２ 河川護岸等の整備
田越川など、地震による護岸の崩壊などによる河川のせき止めに起因す

る浸水や土石流などの二次災害を考慮し、河川護岸等の整備を進めます。

第２章 公園・緑地等の防災空間の確保
（略）

第３章 道路、橋りょうの安全対策と交通環境の整備

第１節 道路の整備
１ 道路の整備 （略）
２ 電線類の地下埋設化 （略）
３ う回路の整備 （略）

区 分 主な利用目的

市、県、国等が管理する空地
（市以外が管理する空地について
は、事前承諾や協定締結等により、
震災時に利用が可能となる土地）

1 避難場所(広域避難場所など)
2 救援拠点(ヘリポート、応援部隊活動拠点)
3 普通ごみ仮置場
4 応急対応・復旧資材置場
5 仮設住宅建設地
6 災害廃棄物集積場
7 災害廃棄物仮置場

市、県、国等が管理する施設
（市以外が管理する施設について
は、事前承諾や協定締結等により、
震災時に利用が可能となる施設）

1 震災時避難所及び福祉避難所、帰宅困難
者一時滞在施設

2 医療活動場所(応急救護所、地域医療救
護所)
3 物資配送拠点
4 遺体安置所
5 災害ボランティアセンター
6 災害応急施設
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第２章 都市の安全性の向上

修正計画 現行計画

３ 橋りょうの整備
（略）

４ 交通環境の整備
(1) 災害に備えた道路交通環境の整備

（略）
(2) 公共交通機能の向上策の検討

（略）
(3) 鉄道施設

鉄道事業者は、地震発生時の旅客の安全と円滑な輸送を図るため、施
設・設備の耐震化、地震列車防護装置の設置及び運行停止時の対応の検
討を行います。

第４節 がけ崩れ対策等の推進
（略）

１ がけ崩れ対策等
(1) 土砂災害警戒区域等の対策

土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）に基づ
き、がけ崩れ、土石流等により人家に被害を及ぼすおそれのある箇所や、
今後新規の住宅立地等が見込まれる区域に被害を及ぼすおそれのある箇
所について、県と連携し、土砂災害警戒区域等の指定を促進し危険個所
を把握するとともに、警戒避難体制を整備し、関係する土地所有者等に
対し、その安全対策について指導・助言を行います。

(2) 急傾斜地崩壊危険区域の指定等
急傾斜地の崩壊が助長または誘発されるおそれがあり、急傾斜地の崩

壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）及び関連基準
に適合する場合は、市が窓口となり、県による｢急傾斜地崩壊危険区域｣
の指定、急傾斜地崩壊防止工事の実施、区域内の行為制限等について要
望するとともに、区域内のがけ崩れ等を未然に防ぎます。

(3) 土地災害防止対策
がけ崩れによる災害を防ぐため、防災工事を行う者に対し、防災工事

費助成制度を用意し、防災工事の促進を図ります。

(4) 保安林内の防災対策
（略）

第２節 橋りょうの整備
（略）

第３節 交通環境の整備
（略）

１ 災害に備えた道路交通環境の整備
（略）

２ 公共交通機能の向上策の検討
（略）

第４章 がけ崩れ対策等の推進
（略）

第１節 がけ崩れ対策等
１ 土砂災害警戒区域等の対策

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律
（平成12年法律第57号）に基づき、がけ崩れ、土石流等により人家に被害
を及ぼすおそれのある箇所や、今後新規の住宅立地等が見込まれる区域に
被害を及ぼすおそれのある箇所について、県と連携し、土砂災害警戒区域
等の指定を促進し危険個所を把握するとともに、警戒避難体制を整備し、
関係する土地所有者等に対し、その安全対策について指導・助言を行う。

２ 急傾斜地崩壊危険区域の対策
急傾斜地の崩壊が助長または誘発されるおそれがあり、急傾斜地の崩

壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）及び関連基
準に適合する場合は、市が窓口となり、県による｢急傾斜地崩壊危険区
域｣の指定、急傾斜地崩壊防止工事の実施、区域内の行為制限等につい
て要望するとともに、区域内のがけ崩れ等を未然に防ぐための協力を行
う。

３ 土地災害防止対策
がけ崩れによる災害を防ぐため、防災工事を行う者に対し、防災工事

助成制度を用意し、防災工事の促進を図ります。

４ 保安林内の防災対策
（略）
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第２章 都市の安全性の向上

修正計画 現行計画

２ 警戒避難体制の整備 （略）

３ 防災知識の普及徹底
土砂災害警戒区域（イエローゾーン）及び土砂災害特別警戒区域（レッ

ドゾーン）をもとに、土砂災害等ハザードマップを作成します。土砂災害
の特殊性から、特に危険区域内の市民に対して、土砂災害の予防及び応急
対策に関する知識の普及を図ります。

また、災害の予兆現象に関する情報は、市民と情報の共有化に努め、避
難行動の迅速化を図ります。

４ 要配慮者関連施設の土砂災害防止対策
要配慮者利用施設(主として防災上の配慮を要する者が利用する施設)

及び利用者を土砂災害から守るために、施設の管理者に対して、県と協力
して、土砂災害警戒区域及び急傾斜地崩壊危険区域、避難場所、警戒避難
基準等の情報を提供し、警戒・避難体制の確立等の防災体制の整備に努め
るよう指導します。

第２節 警戒避難体制の整備 （略）

第３節 防災知識の普及徹底
土砂災害警戒区域（がけ崩れが発生した場合に被害を受ける恐れのある区

域＝イエローゾーン）をもとに、土砂災害ハザードマップを作成する。土砂
災害の特殊性から、特に危険区域の市民に対して、土砂災害の予防及び応急
対策に関する知識の普及を図る。
また、災害の予兆現象に関する情報は、市民と情報の共有化に努め、避難

行動の迅速化を図る。

第４節 避難行動要支援者等関連施設の土砂災害防止対策
避難行動要支援者等関連施設を土砂災害から守るために、施設の管

理者に対して、県と協力して、土砂災害警戒区域及び急傾斜地崩壊危
険区域、避難場所、警戒避難基準等の情報を提供し、警戒・避難体制
の確立等の防災体制の整備に努めるよう指導する。
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第２章 都市の安全性の向上

修正計画 現行計画

第５節 津波対策

本市の海岸線は、総延長で4.16ｋｍあり、沿岸部では市街化が進んでい
ます。海 水浴シーズンには、20万人を超える人が集まる海水浴場を抱え、
さらに、マリンスポーツの拠点として、季節を問わず大勢の人が利用し

ています。
東日本大震災では、これまでの想定を超える巨大な津波により大きな被
害が発生したことから、国では、津波対策を推進するために「津波対策
の推進に関する法律」や「津波防災地域づくりに関する法律」を制定す
るとともに、これまでの津波対策を抜本的に見直し、「防災基本計画」
を修正しました。

県は、津波対策の推進にあたって、科学的知見を踏まえてこれまでの
津波浸水予測図を見直すこととし、住民避難を柱とする総合的防災対策
を構築するうえで設定する「最大クラスの津波」を想定し、平成24年３
月に新たな津波浸水予測図を作成しましたが、平成25年12月に、内閣府
が設置した首都直下地震モデル検討会から、相模トラフ沿いで発生する
最大クラスの地震モデルなど、最新の科学的知見が示されたことから、
想定外をなくすという考えのもと、発生頻度が極めて低いものを含め、
予測を見直し、平成27年３月に津波防災地域づくりに関する法律に基づ
く「津波浸水想定」を設定し、平成31 年３月、津波浸水想定を踏まえた
津波災害警戒区域の指定について、沿岸市町の合意が得られた地域から
段階的に指定を進める方針をとりまとめ公表しました。

また、津波による被害の発生を海岸保全施設だけで防ぐことは現実的
でないことから、「減災」の視点に立って、「最大クラスの津波」と

「津波高は低いものの発生頻度が高い津波」に分けて、それぞれの対策を
強化していく必要があり、津波からの避難の視点等を踏まえた、まちづく
りを進めていく必要があります。

さらに、津波が発生した場合には、津波警報の伝達や避難誘導等の「公
助」は間に合わない場合もあることから、市民の「自助」「共助」による
迅速な避難行動が重要となります。津波に対しては、特に、市民一人ひと
りが自らを守る「自助」の避難行動が原則であることから、住民等が津波
の特性(ゆれが小さくても津波は発生する。津波は繰り返し発生する等)を
充分に理解した上で正しい判断ができるよう、津波知識の普及啓発に努め
ます。

第５章 津波対策

本市の海岸線は、総延長で4.16ｋｍあり、沿岸部では市街化が進んでいる。
海水浴シーズンには、20万人を超える人が集まる海水浴場を抱え、さらに、
マリンスポーツの拠点として、季節を問わず大勢の人が利用している。

東日本大震災では、これまでの想定を超える巨大な津波により大きな被
害が発生したことから、国では、津波対策を推進するために「津波対策の
推進に関する法律」や「津波防災地域づくりに関する法律」を制定すると
ともに、これまでの津波対策を抜本的に見直し、「防災基本計画」を修正
した。

県では、津波対策の推進に当たって、科学的知見を踏まえてこれまでの
津波浸水予測図を見直すこととし、住民避難を柱とする総合的防災対策を
構築するうえで設定する「最大クラスの津波」と防潮堤などの海岸保全施
設等の整備を行ううえで設定する「津波高は低いものの発生頻度が高い津
波」を想定し、平成24年３月に新たな津波浸水予測図を作成した。

また、津波による被害の発生を海岸保全施設だけで防ぐことは現実的で
ないことから、「減災」の視点に立って、「最大クラスの津波」と「津波
高は低いものの発生頻度が高い津波」に分けて、それぞれの対策を強化し
ていく必要があり、津波からの避難の視点等を踏まえた、まちづくりを進
めていく必要がある。

さらに、津波が発生した場合には、津波警報の伝達や避難誘導等の「公
助」は間に合わない場合もあることから、市民の「自助」「共助」による
迅速な避難行動が重要となるため、新たな津波浸水予測図や気象庁が発表
する津波警報等に対応し、住民等への津波警報等の伝達を充実する必要が
ある。
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第２章 都市の安全性の向上

修正計画 現行計画

１ 津波災害対策のための基本的な考え方
（略）

(1) 津波避難を考慮したまちづくり
（略）

(2) 津波防災の観点からのまちづくり
（略）

(3) 津波防災地域づくりに関する法律の適用
（略）

(4) 公共施設、避難行動要支援者等に関わる施設等の整備
（略）

(5) 津波災害（特別）警戒区域等の指定
津波による人的災害を防止するため、県は津波災害警戒区域及び津波災

害特別警戒区域の指定を検討します。市域において津波災害警戒区域等の
指定のあったとき、当該区域ごとにおける避難体制の整備や、津波に関す
る情報を住民に周知するための印刷物を配布するなど、必要な措置を講じ
ます。

また、津波災害特別警戒区域に指定された場合は、その区域内の住宅な
どの床面の高さや構造等が津波に対して安全なものとするため条例の制定
について検討します。

２ 津波に強いまちづくり
（略）

３ 海岸保全施設等の整備
（略）

４ 伝達体制等の整備
（略）

５ 避難施設等の整備

(1) 避難関連施設の整備
(略)

(2) 指定緊急避難場所（津波避難ビル）の指定等
身近な場所に避難できる高台等がない場合は、身近な場所に避難施設を

確保するため、高い建物ビルや高台の土地を所有・管理する企業や個人及
びマンション管理組合などに対する説明会などを行い、指定に向けた調整
を行い、建物管理者の協力を得て指定緊急避難場所（津波避難ビル）を確
保します。

第１節 津波災害対策のための基本的な考え方（略）

１ 津波避難を考慮したまちづくり
（略）

２ 津波防災の観点からのまちづくり
（略）

３ 津波防災地域づくりに関する法律の適用
（略）

４ 公共施設、避難行動要支援者等に関わる施設等の整備
（略）

５ 津波災害特別警戒区域や災害危険区域等の指定
津波による被害の著しい区域については、人的災害を防止するため県は
津波災害特別警戒区域、県及び市は津波災害危険区域の指定について検討
する。
市域において津波災害警戒区域等の指定のあったとき、市は、当該区域

ごとにおける避難体制の整備や、津波に関する情報を住民に周知するため
の印刷物を配布するなど、必要な措置を講じる。

第２節 津波に強いまちづくり
（略）

第３節 海岸保全施設等の整備
（略）

第４節 伝達体制等の整備
（略）

第５節 避難施設等の整備

１ 避難関連施設の整備
(略)

２ 津波避難ビルの指定等
身近な場所に避難できる高台等がない場合は、身近な場所に避難施設を

確保するため、高い建物ビルや高台の土地を所有・管理する企業や個人及
びマンション管理組合などに対する説明会などを行い、指定に向けた調整
を行い、建物管理者の協力を得て津波避難ビルを確保する。
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第２章 都市の安全性の向上

修正計画 現行計画

５ 避難施設等の整備
（略）

６ 避難対策
(1) 津波避難計画の策定

津波発生時における適切な避難対策を実施するため、新たな津波浸水
予測図を踏まえて津波避難計画を早期に策定し、避難場所、避難路の確
保や誘導標識の整備を進めるとともに、地域の実情を踏まえて、避難指
示等の発令基準や具体的な運用などを定めます。

なお、津波警報等に応じて自動的に避難指示等を発令する場合におい
ても、住民等の円滑な避難や安全確保の観点から、津波の規模と避難指
示等の対象となる地域を住民等に伝えるための体制の確保に努めます。

(2) 避難所等の指定見直し
（略）

(3) 徒歩避難の原則
（略）

(4) 避難誘導における職員等の安全性の確保対策
（略）

７ 要配慮者対策
(1)（略）
(2) 避難誘導体制の整備等

避難行動要支援者名簿を作成し、避難支援に携わる関係者と情報の共
有を行い、さらに、外国人、旅行者等も含めた要配慮者の避難誘導体制
の整備や避難後の支援方策の検討に努めます。

(3) 要配慮者利用施設等における避難計画の作成等
沿岸部に位置するに関わる要配慮者利用施設等の管理者は、地震・津波

等災害発生時に迅速・的確な対応を行うため、新たな津波浸水予測図等を
踏まえ、施設等における避難計画を作成するとともに、防災組織を強化し、
市との緊急連絡体制の確保や地域住民、自主防災組織等との連携に努めま
す。

第５節 避難施設等の整備
（略）

第６節 避難対策
１ 津波避難計画の策定

津波発生時における適切な避難対策を実施するため、新たな津波浸水予測
図を踏まえて津波避難計画を早期に策定し、避難場所、避難路の確保や誘導
標識の整備を進めるとともに、「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガ
イドライン」や地域の実情を踏まえて、避難指示等の発令基準や具体的な運
用などを定める。

なお、津波警報等に応じて自動的に避難指示等を発令する場合においても、
住民等の円滑な避難や安全確保の観点から、津波の規模と避難指示等の対象
となる地域を住民等に伝えるための体制の確保に努める。

２ 避難所等の指定見直し
（略）

３ 徒歩避難の原則
（略）

４ 避難誘導における職員等の安全性の確保対策
（略）

第７節 避難行動要支援者対策
１ （略）
２ 避難誘導体制の整備等

避難行動要支援者に関する情報の把握及び関係者との共有等の避難誘導
体制の整備や避難後の支援方策の検討に努める。

３ 施設等における避難計画の作成等
沿岸部に位置する避難行動要支援者等に関わる施設等の管理者は、地震

等災害発生時に迅速・的確な対応を行うため、新たな津波浸水予測図等を
踏まえ、施設等における避難計画を作成するとともに、防災組織を強化し、
沿岸市町との緊急連絡体制の確保や地域住民、自主防災組織等との連携に
努める。
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第２章 都市の安全性の向上

修正計画 現行計画

８ 津波に関する知識の普及
(1) （略）
(2) 津波知識等の啓発

ア 津波知識の啓発
津波による人的被害を軽減する方策は住民等の避難行動が基本となる

ことを踏まえ、的確な判断に基づいた行動ができるよう、津波を引き起
こす地震とその発生のメカニズム、津波の特性(ゆれが小さくても発生、
繰り返し発生等)の正しい知識、津波警報、避難指示、津波浸水想定の数
値等の内容、徒歩避難の原則、自ら率先して避難することが他の住民の
避難を促すこと、防災に関する様々な動向や各種データ等について、各
種媒体を活用し住民等にわかりやすく継続的に周知します。特に「津波
防災の日」（11月５日）においては、積極的に広報を実施します。

イ 津波防災意識の啓発
「地震、イコール津波、即避難」の認識が沿岸地域に限らず、全市民

の津波に対する共通意識として定着するよう、次に示す「津波に対する
心得」を基本とし、市ホームページ、広報誌及びパンフレット等や防災
講演会、研修会等を通じて、津波に関する知識の普及啓発を図ります。

<津波に対する心得>
（削除）

９ 防災教育の充実
外出先などで津波被害に遭う可能性もあることから、津波被害の可能性が低

い地域においても、学校や自主防災組織等に対し、過去の災害の教訓等につい
て継続的な防災教育に努めます。

第８節 津波に関する知識の普及
１ （略）
２ 津波知識等の啓発
(1) 津波知識の啓発

津波による人的被害を軽減する方策は住民等の避難行動が基本となるこ
とを踏まえ、津波警報、避難指示、津波浸水予測の数値等の意味や内容、
徒歩避難の原則、防災に関する様々な動向や各種データ等について、各種
媒体を活用し住民等にわかりやすく継続的に周知する。

(2) 津波防災意識の啓発
「地震、イコール津波、即避難」の認識が沿岸地域に限らず、全市民の
津波に対する共通意識として定着するよう、次に示す「津波に対する心
得」を基本とし、あらゆる機会を通じて啓発に努め、その周知徹底を図
る。

<津波に対する心得>
（表略）

第９節 防災教育の充実
１ 学校等における防災教育

住んでいる地域の特徴や過去の災害の教訓等について継続的な防災教育に
努める。

外出先などで津波被害に遭う可能性もあることから、津波被害の可能性が
低い地域においても、津波に関する防災教育を行う。

２ 危機意識の共有等
津波発生時に、刻々と変わる状況に臨機応変の避難行動を住民等が取るこ

とができるよう、防災教育などを通じ、あらゆる関係主体等による危機意識
の共有に努める。
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第２章 都市の安全性の向上

修正計画 現行計画

10 標高表示等による周知
津波被害の軽減を目的として、公共施設等への標高表示板の設置や、指

定・協定の締結を行った指定緊急避難場所（津波）への表示シールの設置、
津波一時避難施設までの経路上に津波避難経路看板や津波避難経路表示階段
蓄光を設置するなど、住民等が日常の生活の中で、常に津波災害の危険性を
認知し、円滑な避難ができるような取組みを行います。

11 津波避難訓練の実施
(1) （略）
(2) 住民参加による津波避難訓練の実施

津波情報伝達訓練、津波到達時間内での歩行避難、避難経路の検討など避
難時間を考慮した住民参加による津波避難訓練の実施に努めます。

第６節 液状化対策
（略）

１ 液状化危険地域の分布
（略）

２ 液状化予防対策
（略）

第７節 ライフラインの安全対策

ライフラインの被災は安否確認、住民の避難、救命・救助等の応急対策
活動などに支障を与えるとともに避難生活環境の悪化等をもたらすことか
ら、震災時にもその機能が確保できるよう、各事業者は、施設の多重化や
代替設備の整備、主要設備の耐震化や液状化対策等を進め、施設の安全性
のより一層の向上に努めます。

１ 上水道
（略）

２ 下水道
市では、管きょの耐震化対策として、避難所等の排水を受ける管きょや緊

急輸送道路等の重要度が高い道路に埋設されている管きょのほか、点検・調
査により老朽化が進んだ管きょについて、優先順位をつけながら計画的に耐震
機能の向上に努めています。また、長時間停電や燃料の未入荷への対応として、
処理能力を最小限維持するために、非常用発電装置等の設置等についても検討
します。

第10節 標高表示等による周知
津波被害の軽減を目的として、公共施設等への標高表示板の設置や、指定・
協定の締結を行った津波一時避難施設への表示シールの設置、津波一時避難施
設までの経路上に津波避難経路看板や津波避難経路表示階段蓄光を設置するな
ど、住民が日常の生活の中で、常に津波災害の危険性を認知し、円滑な避難が
できるような取組みを行うものとする。

第11節 津波避難訓練の実施
１ （略）
２ 実践的訓練の実施

最大クラスの津波やその到達時間、夜間等の様々な条件に配慮し、具
体的かつ実践的な訓練を継続的に実施する。また、居住地、職場、学校
等における避難訓練の実施の必要性等の周知に努める。

第６章 液状化対策
（略）

第１節 液状化危険地域の分布
（略）

第２節 液状化予防対策
（略）

第７章 ライフラインの安全対策

上下水道、電気、ガス等のライフラインは、市民生活に欠かすことので
きない施設である。また、ライフラインの被災は安否確認、住民の避難、
救命・救助等の応急対策活動などに支障を与えるとともに避難生活環境の
悪化等をもたらすことから、震災時にもその機能が確保できるよう、各事
業者は、施設の多重化や代替設備の整備、主要設備の耐震化や液状化対策
等を進め、施設の安全性のより一層の向上に努める。

第１節 上水道
（略）

第２節 下水道
市では、汚水管きょの耐震化対策として、避難所等の排水を受ける管きょや

緊急輸送道路等の重要度が高い道路に埋設されている管きょのほか、劣化・損
壊状況調査により老朽化が進んだ管きょについて、優先順位をつけながら改
築・更新を行う等、計画的に耐震機能の向上に努めている。また、長時間停電
や燃料の未入荷への対応として、処理能力を最小限維持するために、再生可能
エネルギーを活用した非常用発電装置等の設置等についても検討する。
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第２章 都市の安全性の向上

修正計画 現行計画

３ 電気
（略）

４ ガス
（略）

５ 電話
（略）

第８節 危険物施設の安全対策
（略）

１ 事業者に対する指導
（略）

２ 事業者の措置
（略）

第９節 建築物の安全確保対策
（略）

１ 防災意識の啓発
（略）

２ 既存建築物の耐震性の強化
既存建築物の耐震性の強化は貴重な人命を守る上で重要であり、現行の

耐震基準以前に建てられた建築物に対しては、その積極的な推進を図るこ
とが肝要です。
市は、県内各自治体や関係団体との連携を図るとともに「逗子市耐震改

修促進計画（平成２８年３月）」に基づき、既存建築物の耐震化を推進し
ます。

(1) 被災後、復旧活動の拠点となる公共性の高い建築物（市庁舎、市消防
本部庁舎及び小・中学校等）の耐震性の向上を積極的に促進します。

(2) 民間建築物の耐震性の向上を図るため、逗子市耐震改修促進計画に基
づき、多数の者が利用する建築物の所有者等に対する耐震診断、耐震補
強工事の指導・助言や普及・啓発を行います。

(3) 緊急輸送道路沿いの建築物や危険物を保管している建築物の所有者等
に対する耐震診断、耐震補強工事の指導・助言や普及・啓発を行います。

(4) 耐震相談、現地耐震診断等「木造住宅耐震診断・耐震補強工事等補助
事業」を活用し、旧耐震基準で建築された木造住宅の耐震性の向上を積

極的に促進します。

３ 既存建築物等の防災対策の推進
（略）

第３節 電気
（略）

第４節 ガス
（略）

第５節 電話
（略）

第８章 危険物施設の安全対策
（略）

第１節 事業者に対する指導
（略）

第２節 事業者の措置
（略）

第９章 建築物の安全確保対策
（略）

第１節 防災意識の啓発
（略）

第２節 既存建築物の耐震性の強化
既存建築物の耐震性の強化は貴重な人命を守る上で重要であり、現行の耐

震基準以前に建てられた建築物に対しては、その積極的な推進を図ることが
肝要である。
市は、県内各自治体や関係団体との連携を図るとともに「逗子市耐震改修

促進計画（平成２１年３月）」に基づき、既存建築物の耐震化を推進する。

１ 被災後、復旧活動の拠点となる公共性の高い建築物（市庁舎、市消防
本部庁舎、小・中学校等）の耐震性の向上を積極的に促進する。

２ 民間建築物の耐震性の向上を図るため、逗子市耐震改修促進計画に基
づき、多数の者が利用する建築物の所有者等に対する耐震診断、耐震補
強工事の指導・助言や普及・啓発を行う。

３ 緊急輸送道路沿いの建築物や危険物を保管している建築物の所有者等
に対する耐震診断、耐震補強工事の指導・助言や普及・啓発を行う。

４ 耐震相談、現地耐震診断等「木造住宅耐震改修工事費等補助事業」を
活用し、旧耐震基準で建築された木造住宅の耐震性の向上を積極的に促
進する。

第３節 既存建築物等の防災対策の推進
（略）
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第３章 災害予防計画

修正計画 現行計画

第１0節 住宅対策
（略）

１ 既存住宅地等の住宅・住環境の改善
（略）

２ 前面道路等の拡幅・改善
（略）

３ 住居内被害軽減意識の啓発
（略）

第３章 災害予防計画

（略）

(第２章と内容重複のため削除、必要な内容は第２章に含める。)

第10章 住宅対策

（略）
第１節 既存住宅地等の住宅・住環境の改善

（略）
第２節 前面道路等の拡幅・改善

（略）
第３節 住居内被害軽減意識の啓発

（略）

第３部 災害予防計画

(略)

第１章 地震に強いまちづくりの推進

第１節 まちづくりの計画的な推進
１ 基本的な考え方

本市はその地勢上、少ない平地と谷戸地形、急傾斜地に近接した住家、
数多いトンネル、海岸を有するなどの特徴があり、大規模地震が発生し
た場合、さまざまな被害の発生が予想される。

本市は、地震に強いまちづくりを進めるため、こうした特徴を考慮し、
市総合計画の策定に当たっては、建築物・構造物の耐震化・不燃化、道
路網の確保、防災空間の確保などに重点を置き、各種事業・施策を体系
的に捉えつつ、総合的かつ計画的に推進する。

２ 都市計画に基づく防災化の推進
(1) 防火・準防火地域の指定

市民の安全な避難及び緊急物資の迅速な輸送を確保するため、防火地
域及び準防火地域を指定し、建物の不燃化を図り、主要道路沿線への
延焼遮断帯を形成するなど震災時の延焼火災の拡大を防止する。
(2) 都市計画道路等の整備推進

避難所、広域避難場所、物資配送拠点、地域医療救護所、地区防災拠
点など、主要な防災拠点を結ぶ道路や、消防活動等の緊急活動に必要な
道路の整備促進を図る。

また、がけ崩れや火災による避難困難地域を解消するため、狭あい道
路の解消に向けた道路の拡幅や整備を図る。
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第３章 災害予防計画

修正計画
現行計画

(第２章と内容重複のため削除、必要な内容は第２章に含める。)

第２節 都市施設の防災化の推進
（削除）

第３節 ライフライン施設の強化

１ 上水道対策
（削除）

２ 下水道対策
（削除）

３ 電力施設の対策

（削除）

４ 都市ガス施設の対策
（削除）

５ 電話、通信施設対策
（削除）

６ 鉄道施設の対策
（削除）

第４節 建築物の防災化の推進
（削除）

第５節 地盤災害の防止
（削除）

第６節 危険物施設の安全対策
（削除）

第７節 震災時空地・施設利用計画
（削除）
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修正計画 現行計画

第１節 防災力強化の取組
（略）

１ 消防力の整備・強化
（略）

２ 災害時情報の収集・伝達体制の拡充
地震発生時に、市民に対し適切な情報提供を迅速に行うと同時に、救

援・救助活動に携わる関係機関が被害状況を的確に把握し、相互の連絡を
緊密にとりながら効果的な活動を行うことができるように、災害情報管理
システムの効果的な運用や防災行政無線等の充実強化を進め、情報通信網
の多重化を図ります。

(1) 災害情報受伝達体制の充実
ア 通信施設の整備拡充

(ｱ) 災害対策本部等の衛星電話のほか、県防災行政通信網、市防災専用
電話機、一斉受令ファックス及び市内各拠点にＭＣＡ無線を配備して
おり、今後も通信機器の増備、防災拠点の通信力の向上を図ります。

(ｲ) 住民への確実な情報伝達のため、防災行政無線、全国瞬時警報シス
テム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）及びその他の伝達手段の整備を進めます。

(ｳ) 災害時における通信体制の確立を図るため、無線通信施設の整備拡
充と合わせて、他の関係機関等の通信施設の活用を図ります。
また、災害時に災害対策本部、警察署等の防災関係機関や電気、ガ

ス、医療等の生活関連機関との連絡体制を確保するための衛星電話等
の通信機器の導入を検討します。

(ｴ) 災害時に、被災状況などの情報を一元化し、災害対応を行う関係部
局が共有するとともに、市民に被災者の安否情報を提供します。

(ｵ) 被害状況等の情報を県へ報告するときは、報告内容及び報告系統の
整理等をして、報告基準を徹底します。

(ｶ) 県、市間の連絡担当者を特定し窓口を一本化します。また、県から
派遣される予定の市町村連絡員との具体的な連絡調整方法を検討しま
す。

（以下略）

第２章 防災力強化の取組み
（略）

第１節 消防力の整備・強化
（略）

第２節 災害時情報の収集・伝達体制の拡充
地震発生時に、市民に対し適切な情報提供を迅速に行うと同時に、

救援・救助活動に携わる関係機関が被害状況を的確に把握し、相互の
連絡を緊密にとりながら効果的な活動を行うことができるように、災
害情報管理システムの効果的な運用や防災行政無線などの充実強化を
進め、情報通信網の多重化を図る。

１ 災害情報受伝達体制の充実
(1) 通信施設の整備拡充

ア 災害対策本部等の衛星電話のほか、県防災行政通信網、市防災専用
電話機、一斉受令ファックス及び市内各拠点にＭＣＡ無線を配備し
ており、今後も通信機器の増備、防災拠点の通信力の向上を図る。

イ 住民への確実な情報伝達のため、防災行政無線、全国瞬時警報シス
テム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）及びその他の伝達手段の整備を進める。

ウ 災害時における通信体制の確立を図るため、無線通信施設の整備拡
充と合わせて、他の関係機関等の通信施設の活用を図る。

また、災害時に災害対策本部、警察署等の防災関係機関や電気、ガ
ス、医療等の生活関連機関との連絡体制を確保するための衛星電話等
の通信機器の導入を検討する。

エ 被害状況等の収集、報告内容及び報告系統の整理などをして、県へ
の報告基準を徹底する。

オ 災害時に、被災状況などの情報を一元化し、災害対応を行う関係部
局が共有するとともに、市民に被災者の安否情報を提供する。

カ 県、市間の連絡担当者を特定し窓口を一本化する。また、県から派
遣される予定の市町村連絡員との具体的な連絡調整方法を検討する。

（以下略）
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修正計画 現行計画

３ 防災備蓄の推進
(1)～(3) （略）
(4) 市民が行う備蓄

ア 非常用持出し品
（略）

イ 非常用備蓄品
自宅等で避難生活を送る上で必要な物品であり、最低３日間、推奨1週

間を自足するための分量を備える。避難先へ持ち出すに
は重いものやすぐに必要とならないものを自宅や物置などに保管します。

４ 広域応援受入体制等の整備
(1) （略）
(2) 災害時応援協定の締結の推進

他自治体や関係機関に応援を要請した際に、要請に基づく協力が的確
に得られるよう、各機関や事業者との災害時応援協定の締結を推進しま
す。
ア 他の自治体との災害時応援協定の締結

他の自治体と締結した災害応急対策の相互応援に関する協定等に記
載された対策を円滑に実施できるよう、必要な体制整備を図ります。
また、今後とも各協定内容の充実を図るとともに、広域的な相互応

援体制を整備します。
イ 民間事業者や団体との災害時応援協定の締結

専門的な技術や資機材、物資などを保有し、幅広く的確な応急復旧
活動が期待できる民間事業者や団体から積極的な協力が得られるよう
に、あらかじめ協定を結ぶなど協力体制を整えます。

（表略）
(3) 広域応援活動拠点の確保

県地域防災計画に規定する消防機関、警察機関及び自衛隊機関の広域
応援活動拠点を指定します。

（表削除）

第３節 防災備蓄の推進
１～３ （略）
４ 市民が行う備蓄

(1) 非常用持出し品

（略）
(2) 非常用備蓄品

自宅等で避難生活を送る上で必要な物品であり、最低３日間を自足
するための分量を備える。避難先へ持ち出すには重いものやすぐに必
要とならないものを自宅や物置などに保管する。

第４節 広域応援受入体制等の整備
１ （略）
２ 災害時応援協定の締結の推進

他自治体や関係機関に応援を要請した際に、要請に基づく協力が的確
に得られるよう、各機関や事業者との災害時応援協定の締結を推進する。

(1) 他の自治体との相互応援協力体制の確立
他の自治体と締結した災害応急対策の相互応援に関する協定等に記載

された対策を円滑に実施できるよう、必要な体制整備を図る。
また、今後とも各協定内容の充実を図るとともに、広域的な相互応援

体制を整備する。
(2) 民間事業者や団体との協力

専門的な技術や資機材、物資などを保有し、幅広く的確な応急復旧活
動が期待できる民間事業者や団体から積極的な協力が得られるように、
あらかじめ協定を結ぶなど協力体制を整える。

（表略）
３ 広域応援活動拠点の確保

県地域防災計画に規定する広域応援活動拠点として次のとおり指定し
ます。

機 関 名 施 設 名 所 在 地

消 防 機 関 消防本部 桜山2-3-31

警 察 機 関 逗子市立逗子中学校 池子４-７５５

自衛隊機関 県立逗子高等学校 池子4-1025
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修正計画 現行計画

(4) （削除）

(4) （略）

(5) 応援機関との連携強化
市が主催する防災訓練や図上訓練には、訓練の規模や目的などに応

じて、自衛隊、警察、県、他市町などの応援機関の参加を求め、災害
時における連携の強化を図ります。
また、平時から、防災対策の検討などを通じて、「顔の見える関

係」を構築するとともに、連携した訓練などにより、持続的な連携体
制の強化を図ります。

(6) 広域応援支援体制の整備
防災協定締結都市や県内他市町村等において大規模災害が発生した

場合に、本市が行う応援体制（物資、人員、派遣手段等）について事
前に検討します。
また、応援活動を確保するため、特殊施設、器具の整備を進めます。

４ 臨時ヘリポートの整備
道路網が著しく被害を受け、陸路による食料や物資の配送が困難な状況

に備え、県指定の臨時ヘリポート以外のヘリコプター離着陸可能場所を把
握し、災害時にはその情報を応援機関に提供する。

５ （略）

６ 応援機関との連携強化
他の自治体との相互応援協定の締結を拡大するとともに、応援活動を

確保するため、特殊施設、器具の整備を進める。
市が主催する防災訓練や図上訓練には、訓練の規模や目的などに応じ

て、自衛隊、警察、県、他市町などの応援機関の参加を求め、災害時に
おける連携の強化を図る。

７ 広域応援支援体制の整備
防災協定締結都市や県内他市町村等において大規模災害が発生した場

合に、本市が行う応援体制（物資、人員、派遣手段等）について事前に
検討する。
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修正計画 現行計画

５ 被災地、被災者への支援体制等の整備 (略)
６ 救急・救助体制の整備 (略)
７ 事業者等に対する指導 （略）
８ 応急手当の普及啓発

(1) 応急手当の普及啓発
救急隊が到着するまでの間、その場に居合わせた人が心肺蘇生法な

どの応急手当を素早く的確に行い、救命率を向上させるとともに、大
規模災害時における市民の救護能力の向上のため、ＡＥＤの使用方法
や応急手当の方法を普及啓発します。

(2) 応急手当普及の方針 (略)

９ 関係機関等及び事業者との連絡体制の強化
医療機関、関係機関及び都市災害の起因となりうる事業者等との連絡体

制を定期的に確認し、災害発生時における円滑な連絡体制を確保します。

10 災害廃棄物等の処理対策 （略）

第２節 避難対策
大規模な都市型地震の場合、多くの被災者が出ること、さらには避難生活が

長期にわたる場合には、指定避難所の不足、ごみ・し尿の滞積、災害対策本部
との情報の途絶、食料や生活必需物資の配布の遅れなどが生じるおそれがあり
ます。また、指定避難所での生活環境を常に良好なものとするため、高齢者、
障がい者等の要配慮者へのケア、避難者のプライバシーの確保、男女のニーズ
の違い等それぞれの視点で十分配慮する必要があります。また、避難所におけ
る新型コロナウイルス感染症等の対応については、神奈川県「新型コロナウイ
ルス感染症を踏まえた避難所運営ガイドライン」に基づき感染症対策を徹底し、
避難所の収容人数を考慮し、あらかじめ指定した指定避難所以外の避難所を開
設するなど、通常の災害発生時より可能な限り多くの避難所の開設を図ります。

（削除）

第５節 被災地、被災者への支援体制等の整備（略）
第６節 救急・救助体制の整備 （略）
第７節 事業者等に対する指導 （略）
第８節 応急手当の普及啓発

１ 応急手当の普及啓発
救急隊が到着するまでの間、その場に居合わせた人が心肺蘇生法な

どの応急手当を素早く的確に行い、救命率を向上させるとともに、
大規模災害時における市民の救護能力の向上のため、応急手当の方
法を普及啓発する。

２ 応急手当普及の方針 （略）

第９節 情報通信網の整備
１ 防災関係機関及び事業所との連絡体制の強化

防災関係機関及び都市災害の起因となりうる事業所等との連絡体制
を定期的に確認し、災害発生時における円滑な連絡体制を確保する。

第10節 災害廃棄物等の処理対策（略）

第３章 避難対策
大規模な都市型地震の場合、多くの被災者が出ること、さらには避難生活

が長期にわたる場合には、避難所の不足、ごみ・し尿の滞積、災害対策本部
との情報の途絶、食料や生活必需物資の配布の遅れなどが生じるおそれがあ
る。また、避難所での生活環境を常に良好なものとするため、高齢者、障が
い者等の要配慮者へのケア、避難者のプライバシーの確保、男女のニーズの
違い等それぞれの視点で十分配慮する必要がある。
第１節 避難所

避難所は、震災時に自宅が倒壊するなど、住居を失った人の一時的
避難生活の場であるとともに、避難生活の支援拠点となる施設である。

１ 避難所の指定及び指定解除
市は、避難所を指定する。また、指定した施設に変更があった場合

や津波浸水想定区域などの警戒を要する区域指定があった場合は、必
要に応じて避難所指定の変更等を実施する。

２ 避難所の機能強化
避難所は、避難生活の場であるとともに、周辺住民等への支援拠点

であるため、避難所運営に必要な物資・資機材の整備に努める。
３ 避難所のバリアフリー化等

避難所等公共施設のバリアフリー化のほか、男女のニーズの違い等
それぞれの視点に立った整備に努める。
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修正計画 現行計画

（削除）

第２節 広域避難場所
地震の発生に伴う大規模な延焼火災が発生した場合に、その熱や煙

から住民の生命・身体を守るための大規模な空地として、広域避難場
所を指定している。
広域避難場所は、あくまでも火災による熱や煙から一時的に逃れる

ための空地であるため、火災の沈静後には、自宅または避難所で避難
生活を送ることとなる。

１ 広域避難場所の要件
広域避難場所は、神奈川県大震火災避難対策計画に基づき、純木造

密集市街地から300ｍ以上離れている100,000 m2以上の公園緑地や学校
グラウンドなどの空地から指定する。
なお、指定に当たっては、広域避難場所の周囲に延焼火災が及んだ

場合の安全距離を確保しつつ、避難者1名につき1～2 m2を基準として、
周辺住民等を収容できるように考慮する。

２ 広域避難場所の指定等
地域人口、他の広域避難場所との位置関係、当該空地の面積などの

調査を行い、県に対して神奈川県大震火災避難対策計画への適合の確
認を踏まえ、広域避難場所を指定する。

３ 広域避難場所標識の整備
広域避難場所が地震による大規模な延焼火災から身を守るための空地
であることを踏まえ、緊急時に円滑な避難が行われるよう、地域の実
情を考慮し、広域避難場所に関する標識等を設置する。

第３節 津波一時避難場所
１ 津波一時避難場所(建物)の指定

津波を伴う地震が発生した場合、津波から一時的に避難するための
施設であり、協定を結んだ民間施設（津波避難ビル等）のほか、公共
施設等を指定する。

２ 津波一時避難場所(土地)の指定
津波を伴う地震が発生した場合、津波から一時的に避難するために高
台にある土地等であり、協定を結んだ民間所有地のほか、公共施設等
を指定する。
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第３章 災害予防計画

修正計画 現行計画

１ 指定緊急避難場所及び指定避難所の確保及び整備
(1) 災害種別に応じた指定緊急避難場所及び指定避難所（福祉避難所を含

む。）(以下「避難場所等」という。)を指定し、日頃から住民等への周
知徹底に努めます。

(2) 指定避難所は、避難生活の場であるとともに、周辺住民等への支援拠
点であるため、避難所運営に必要な物資・資機材の整備に努めます。

(3) 避難場所等として利用される公共施設のバリアフリー化のほか、男女
のニーズの違い等それぞれの視点に立った整備に努めます。

(4) 指定緊急避難場所（大規模な火事）（以下「広域避難場所」とい
う。）が地震による大規模な延焼火災から身を守るための空地であるこ
とを踏まえ、緊急時に円滑な避難が行われるよう、地域の実情を考慮し、
広域避難場所に関する標識等を設置します。

(5) 県有施設や民間施設等を避難場所等として指定する場合は、協定等の
締結により、施設管理者との役割分担の明確化を図ります。

(6) 大規模地震発生時及び感染症のまん延期における避難において、市単
独では避難場所等の確保が困難となった場合や二次災害発生の危険があ
る場合に、市町村域を超えた広域的な避難の支援ができるよう、県と連

携し体制の整備を図ります。
(7) 県と連携し、大規模停電や計画停電を想定して、指定避難所に指定

されている施設への太陽光発電その他の再生可能エネルギー等の導入を
検討します。

２ 避難計画の策定
地震災害時に安全かつ迅速に避難誘導が行えるよう、避難計画を策定し住

民への周知に努めます。

３ 指定避難所の運営
自主防災組織等地域住民の代表、施設管理者及び市職員で構成する避難所

運営委員会を設置し避難所運営マニュアルを作成するなど、避難所の円滑な
運営を行います。なお、指定避難所の運営にあたっては、要配慮者へのケア、
避難者のプライバシーの確保、男女のニーズの違い等それぞれの視点で十分
配慮します。

４ 住民への周知
地震災害時に安全かつ迅速に避難が行えるよう、防災ハンドブック及び津

波ハザードマップを作成・配布または市ホームページ等で公開する等、地域
内の避難場所等、避難経路、避難指示方法について、あらかじめ住民に周知

するとともに、早期の自主避難の重要性について周知するよう努めます。
また、二次被害防止のため、避難する際のブレーカーの遮断、ガスの閉塞

が確実に実施されるよう、日頃から啓発するとともに、電気復旧の通電の際
には地域における周知に努めます。
避難場所等の標識を設置する場合は，日本工業規格に基づく災害種別一般

図記号を使用して，どの災害の種別に対応した避難場所等であるかを明示し、
標識の見方について、あらかじめ周知に努めます。

第４節 避難所・避難場所の確保及び整備

（追記）

１ 県立施設や民間施設等を避難場所として指定する場合は、協定等の締結に
より、施設管理者との役割分担の明確化を図る。

２ 大規模地震発生時において、市単独では避難所の確保が困難となった場合
や二次災害発生の危険がある場合に、市町村域を超えた広域的な避難の支援
ができるよう、県と連携し体制の整備を図る。

３ 県と連携し、大規模停電や計画停電を想定して、避難所に指定されている
施設への太陽光発電その他の再生可能エネルギー等の導入を検討する。

第５節 避難計画の策定
１ 地震災害時に安全かつ迅速に避難誘導が行えるよう、避難計画を策定する。
２ 避難行動要支援者の避難のため「避難行動要支援者の避難支援ガイドライ

ン」を参考に、関係部局、自主防災組織等との連携のもと、「避難行動要
支援者避難支援計画」を策定する。

第６節 避難所の運営
自主防災組織等地域住民の代表、施設管理者及び市職員で構成する避難所運

営委員会を設置し避難所運営マニュアルを作成するなど、避難所の円滑な運営
を行います。なお、避難所の運営にあたっては、男女のニーズの違い等それぞ
れの視点で十分配慮する。

第７節 住民への周知
地震災害時に安全かつ迅速に避難が行えるよう、防災ハンドブック及び津波

ハザードマップを作成・配布または市ホームページ等で公開する等、地域内の
避難場所、避難経路、避難指示方法について、あらかじめ住民に周知するとと
もに、早期の自主避難の重要性について周知するよう努める。
また、居住地以外の市町村に避難する被災者が必要な情報や支援・サービスを
容易かつ確実に受け取ることのできる体制の整備を図る。
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第３章 災害予防計画

修正計画 現行計画

５ 避難訓練
（略）

６ 応急仮設住宅等
(1)～(6) （略）
(7) 罹災証明書の交付に必要な業務の実施体制の整備
ア 災害時に罹災証明書の交付が遅滞なく行われるよう、住家被害の調査

担当者の育成、他の地方公共団体や民間団体との応援協定の締結等を計
画的に進めるなど、罹災証明書の交付に必要な業務の実施体制の整備に
努めます。

イ 市は，住家被害の調査や罹災証明書の交付の担当部局と応急危険度判
定担当部局とが非常時の情報共有体制についてあらかじめ検討し，必要
に応じて，発災後に応急危険度判定の判定実施計画や判定結果を活用し
た住家被害の調査・判定を早期に実施できるよう努めます。

７ ペット対策
(1) （略）
(2) 避難所におけるペットの同行については、鳴き声、臭い、毛の飛散、ア

レルギー、衛生面に関する問題等が発生することから、飼育スペース、
ケージの確保や、飼い主の管理責任など、注意事項を可能な限り具体的に
検討し、避難所運営マニュアルに位置づけます。

（削除）

（第４章５節 避難対策計画と統合）

第８節 避難訓練
（略）

第９節 応急仮設住宅等
１～６（略）

（追記）

第10節 ペット対策
１ （略）
２ 避難所におけるペットの扱いについては、鳴き声、臭い、アレルギー対策、
衛生面に関する問題などから、生活スペースから離れた場所でケージにおいて
飼育するなどの注意事項を可能な限り避難所運営マニュアルに位置づける。

第11節 震災時の避難
震災時に避難する場所は、地震発生からの時間経過と状況に応じて変化するの
で、避難場所については状況に応じた選択が必要である。
１ 震災時の避難
(1) 地震発生直後→「状況に応じて身を守る」

自分がいる場所や状況に応じて、安全を確保できる場所を選択する。
・ 海岸付近にいる場合は、津波のおそれがあるので、海岸から離れた高
い場所へ

・ 自宅やその周辺にいる場合は、自宅内の安全な場所もしくは近隣の空
地（一時避難場所など）へ

(2) 周辺で大規模な延焼火災が発生したら
火災による熱や煙から逃れるために、自分がいる場所に近い、または避難

しやすい広域避難場所に避難する。
(3) 身の安全を確保したら→「生活場所を選ぶ」

自宅が居住可能な場合は自宅に留まるが、自宅が被害にあったり、余震な
どにより自宅に留まることに不安を感じる場合は、近隣の避難所に避難する。

(4) 避難生活では・・・
自宅に留まった方は、近隣の避難所等で食料や飲料水の配給を受けたり、

情報を入手する。
避難所に避難した方は、避難所で避難生活を送るが、余震の心配がなくなっ
たり、自宅が復旧するなどした場合は自宅に戻る。

２ 避難情報の発令
災害からの迅速な避難のために、3種類の避難情報（「避難準備情報」

「避難勧告」「避難指示」）を発令する。
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第３章 災害予防計画

修正計画 現行計画

（削除）

（第４章５節 避難対策計画と統合）

〔三類型の避難情報勧告等一覧〕

※ 自然現象のため不測の事態等も想定されることから、避難行動は計画された避難場所等に避難す
ることが必ずしも適切ではなく、事態の切迫した状況等に応じて、自宅や隣接建物の２階等に避難
することもある。

発令時の状況 住民に求める行動

避難準備情報（要

支援者避難情報）

避難行動要支援者等、特に避難行

動に時間を要する者が避難行動を

開始しなければならない段階であ

り、人的被害の発生する可能性が

高まった状況

・避難行動要支援者等、特に避難行動

に時間を要する者は、計画された避難

場所への避難行動を開始(避難支援者

は支援行動を開始)

・上記以外の者は、家族等との連絡、

非常用持出品の用意等、避難準備を開

始

避難勧告

通常の避難行動ができる者が避難

行動を開始しなければならない段

階であり、人的被害の発生する可

能性が明らかに高まった状況

通常の避難行動ができる者は、計画さ

れた避難場所等への避難行動を開始

避難指示

・前兆現象の発生や、現在の切迫

した状況から、

人的被害の発生する危険性が非常

に高いと判断された状況

・堤防の隣接地等、地域の特性等

から人的被害の発生する危険性が

非常に高いと判断された状況

・人的被害の発生した状況

・避難勧告等の発令後で避難中の住民

は、確実な避難行動を直ちに完了

・避難していない対象住民は、直ちに

避難行動に移るとともに、そのいとま

がない場合は生命を守る最低限の行動
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修正計画 現行計画

（削除）

（第４章５節 避難対策計画と統合）

３ 避難の判断方法
地震発生時の避難は、津波情報や到達時間及び家屋等の倒壊状況に応じて変

わり、避難行動要支援者等が避難行動を開始する「避難準備情報」による避難
と、市長が市民の安全を確保するために発令する避難勧告や避難指示（以下
「避難勧告等」という。）に基づく「避難勧告による避難」に分けられる。
(1) 避難準備情報が発令された場合

避難行動要支援者等、特に避難行動に時間を要する者は、計画された避難
場所への避難行動を開始(避難支援者は支援行動を開始)し、それ以外の者は、
家族等との連絡、非常用持出品の用意等、避難準備を開始する。

(2) 避難勧告等が発令された場合
避難勧告等を発令した場合には、避難対象世帯を指定して、それに対応す

る避難所を開設する。
市（消防）職員、警察官、消防団員などによる避難誘導により、開設された
避難所または親戚・知人宅へ避難する。
ただし、沿岸部付近で津波による被害が大きいと判断した場合は、近隣建

物の屋上などへの退避を行うことも検討する。
４ 避難勧告等の伝達

避難勧告等の伝達に際して、災害の状況及び地域の実情に応じて、防災行政
無線やメールサービス、湘南ビーチＦＭ放送の割込み放送、消防団や自主防災
組織による広報活動等をはじめ効果的、かつ確実な手段を複合的に活用し、避
難対象地域の住民に迅速かつ的確に伝達できるよう努める。
また、避難勧告等を住民に周知することにより、迅速・的確な避難行動に結

びつけるよう、その伝達内容等についてあらかじめ検討するよう努める。
５ 災害発生時の避難体系

災害発生時の避難場所は、津波による危険度や被害の切迫性に応じて変わる。
災害発生時に落ち着いて身を守れるよう、日頃から、自宅、学校、職場など、
自分がよく行く場所の立地条件を考慮して、対応をイメージしておくことが大
切である。

６ 避難に関する普及啓発
災害発生時に身を守るためには、自宅等における安全確保の方法や風水害時

避難所の場所を把握することが大切である。
そのため、市は避難所や避難体系図などを掲載した防災ハンドブック及び津

波ハザードマップを作成し、配布またはホームページ等で公開することにより、
普及啓発を実施する。
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修正計画 現行計画

第３節 帰宅困難者対策

１ 一斉帰宅抑制の周知

（略）

２ 避難対策
（略）

３ 徒歩帰宅者対策
（略）

４ 駅滞留者対策
（略）

５ 訓練の実施
（略）

第４節 要配慮者等に対する対策

要配慮者のうち、避難について特に支援が必要な住民である「避難行動要支
援者」の把握に努め、生命又は身体を災害から守るために行う措置の基礎とな
る「避難行動要支援者名簿」を作成します。

また、効果的に避難誘導を実施するため、避難支援に携わる関係者である消
防機関、県警察、社会福祉協議会、民生委員・児童委員、自主防災組織等に対
し、避難行動要支援者の同意を得た上で、あらかじめ避難行動要支援者名簿の
情報共有を行います。

地震等災害発生時の在宅の高齢者、障がい者、妊産婦、乳幼児等の一時的保
護及びケアを行うための所在確認、緊密な連絡体制の確保と医療、保健福祉情
報等の情報提供システムの整備、さらには社会福祉施設、病院、診療所、保健
所等関連施設の機能の強化を図ります。

１ 要配慮者対策の推進
地域には、災害発生時において、臨機応変に判断し行動することが難しい

寝たきりや認知症の高齢者や障がい者、また、避難する際に地域からの支援
を必要とする妊産婦・乳幼児が暮らしています。

こうした方やその家族、地域の住民が安心して生活することができるよう、
要配慮者対策を推進します。

第４章 帰宅困難者対策

第１節 一斉帰宅抑制の周知
（略）

第２節 避難対策
（略）

第３節 徒歩帰宅者対策
（略）

第４節 駅滞留者対策
（略）

第５節 訓練の実施
（略）

第５章 避難行動要支援者等に対する対策

（追記）

地震等災害発生時の在宅の高齢者、障がい者、妊産婦、難病患者、人工透析患
者、児童、乳幼児等の一時的保護及びケアを行うための所在確認、緊密な連絡体
制の確保と医療、保健福祉情報等の情報提供システムの整備、さらには社会福祉
施設、病院、診療所、保健所等関連施設の機能の強化を図る。

（追記）

（旧計画 第３部第１０章第３節から移動）
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修正計画 現行計画

(1) 市の役割
避難行動要支援者に対する支援の内容は、次のとおりです。

(2) 地域の支援者、市民の役割
避難行動要支援者支援を円滑に行うに当たって、地域の支援者や市民が実

施する事項は次のとおりです。

２ 所在情報の把握
(1) 避難行動要支援者の把握に努め、避難行動要支援者名簿を作成します。名

簿には、氏名、生年月日、性別、住所又は居所、電話番号その他の連絡先、
避難支援等を必要とする事由、避難支援等の実施に関し必要と認める事項を
記載します。

（追記）

（現行計画 第３部第１０章第３節から移動）

第１節 所在情報の把握
１ 「避難行動要支援者避難支援計画」に基づき、事前に民生委員、自治会等

の活動を通じて、在宅一人暮らしの高齢者、障がい者等避難行動要支援者の
所在を個人情報に配慮しつつ把握し、災害時に迅速に避難できるよう努める。

区 分 実 施 事 項

本市の役割

１ 「逗子市避難行動要支援者避難支援計画」の作成

２ 避難行動要支援者・避難支援者情報の共有化

３ 情報伝達体制の整備

４ 福祉避難所の指定、開設

５ 福祉避難所の不足を補うための民間の社会福祉施設と災害時の応援協定

６ 福祉避難所の設備・資機材の整備

７ 防災関係機関、団体等との連携強化

区 分 実 施 事 項

地域の支援
者市民の役
割

１ 自治会・町内会、自主防災組織、民生委員・児童委員及び社会福祉協議会

などは、市から提供された避難行動要支援者の名簿情報をもとに、避難行動

要支援者を支援する体制を整備する。

２ 名簿情報の提供を受けた者は、名簿情報の管理を適切に管理するとともに、

災害時には、これを活用した安否確認、避難支援などを行う。

３ 市民は、地域における避難行動要支援者支援を行政との相互協力のもと、

主体的に取り組む。
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(2) 保育所・幼稚園（民間施設を含む）や放課後児童クラブ、ふれあいスクー
ルにおける児童の安全確保等のため、情報交換を深めながら、災害時の対
応や保護者との情報共有の取組みを促進します。

(3) （略）

３ 避難誘導・搬送等
（略）

４ 避難対策
(1) 避難所において高齢者、障がい者等が安心して生活できるよう支援体制の

整備に努めます。
(2) 指定避難所内の一般避難スペースでは生活することが困難な障がい者等の

要配慮者が、必要な生活支援を受けられるなど安心した生活ができる体制を
整備した避難所（福祉避難所）の指定に努めます。

（削除）

(3) 避難行動要支援者等に配慮した構造、設備を整えた応急仮設住宅（福祉仮
設住宅を含む）の設置に努めるとともに、避難行動要支援者等が早期に入居
し、安心して生活が送れるよう配慮します。

（略）
５ 社会福祉施設等の対策

(1) 防災設備等の整備
社会福祉施設の管理者に対し、危険箇所及び危険区域、避難場所、警戒

避難基準等の情報提供に努めます。
また、社会福祉施設の管理者は、施設の耐震診断を実施し必要に応じて

耐震補強工事を実施するとともに、電気、水道等の供給停止に備えて、施
設入所者が最低限度の生活維持に必要な食料、飲料水、医薬品等の備蓄に
努め、施設機能の応急復旧等に必要な非常用自家発電機等の防災資機材の
整備を行います。県は、民間社会福祉施設の耐震化に対して財政的支援を
行います。

（削除）

２ 保育所や放課後児童クラブ、ふれあいスクールにおける児童の安全確保等
のため、情報交換を深めながら、災害時の対応や保護者との情報共有の取組
みを促進する。

３ （略）

第２節 避難誘導・搬送等
（略）

第３節 避難対策
１ 避難所において高齢者、障がい者等が安心して生活できるよう支援体制
の整備に努める。

２ 避難所の指定に当たっては、高齢者、障がい者等が必要な生活支援が受
けられるなど安心した生活ができる体制を整備した避難所（福祉避難所）
の指定に努めます。

３ 避難行動要支援者等の福祉避難所として、市内５箇所の社会福祉施設
と協定を締結しており、今後も高齢者、障がい者等の二次避難所として、
設備、体制が整った社会福祉施設等を活用するため、あらかじめ施設管理
者と災害時の協定締結に努める。

４ 避難行動要支援者等に配慮した構造、設備を整えた応急仮設住宅（福祉
仮設住宅を含む）の設置に努めるとともに、避難行動要支援者等が早期に
入居し、安心して生活が送れるよう配慮する。

第４節 社会福祉施設等の対策
１ 防災設備等の整備

社会福祉施設の管理者に対し、危険箇所及び危険区域、避難場所、警
戒避難基準等の情報提供に努めます。

また、社会福祉施設の管理者は、施設の耐震診断及び必要に応じて耐
震補強工事を実施するとともに、電気、水道等の供給停止に備えて、施
設入所者が最低限度の生活維持に必要な食料、飲料水、医薬品等の備蓄
に努め、施設機能の応急復旧等に必要な非常用自家発電機等の防災資機
材の整備を行う。県は、民間社会福祉施設の耐震化に対して財政的
支援を行う。

２ 社会福祉施設への収容
避難行動要支援者に対する避難誘導、搬送等について、自主防災組織、

自治会・町内会、近隣住民等による協力体制を整えます。
特に、避難所での対応が困難となった避難行動要支援者等については、

社会福祉施設に家族単位で収容できるよう、必要な支援を行います。
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(2) 組織体制の整備
社会福祉施設等の管理者は、地震等災害発生時に迅速・的確な対応を行

うため、新たな津波浸水予測図等を踏まえて作成された市地域防災計画な
どを参考に、同施設における避難計画を作成するとともに、防災組織を強
化し、市との緊急連絡体制の確保や地域住民、自主防災組織等との連携に
努めます。
また、社会福祉施設の管理者は、市と連携し、施設相互間、近隣住民及

び自主防災組織、自治会・町内会との日常の連携が密になるよう努め、利
用者の実態に応じた協力を得られるよう体制づくりを行います。

(3) 緊急連絡体制の整備
（略）

(4) 防災教育・防災訓練の実施
（略）

(5) 保育所等の防災対策
災害による保育所及び放課後児童クラブ（以下「保育所等」という。）

施設・設備の被害を予防し、児童の安全を確保するため、次の対策を行い
ます。
ア 保育所等の施設・設備の定期的な安全点検を行い、安全性を確保する。
イ 保育所等は、災害用備蓄品及び災害用備蓄非常食の管理を行う。
ウ 災害発生時における児童の避難誘導や保護者への引き渡し方法等をあ
らかじめ定めるとともに、平常時から保護者との連携を図る。

エ 災害発生時に適切な行動がとれるよう、避難訓練等を定期的に実施す
る。

(6) 備蓄等の確保
（略）

６ 医療体制の整備
（略）

３ 組織体制の整備
社会福祉施設等の管理者は、地震等災害発生時に迅速・的確な対応を

行うため、新たな津波浸水予測図等を踏まえて作成された市地域防災計
画などを参考に、同施設における避難計画を作成するとともに、防災組
織を強化し、市との緊急連絡体制の確保や地域住民、自主防災組織等と
の連携に努める。

また、社会福祉施設の管理者は、市と連携し、施設相互間、近隣住民
及び自主防災組織、自治会・町内会との日常の連携が密になるよう努め、
利用者の実態に応じた協力を得られるよう体制づくりを行う。

４ 緊急連絡体制の整備
（略）

５ 防災教育・防災訓練の実施
（略）

６ 備蓄品等の確保
（略）

第５節 医療体制の整備
（略）
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７ 外国人への対応
（略）

８ 避難行動要支援者避難支援計画の策定

(1) （略）
(2) 避難行動要支援者名簿の作成及び利用

逗子市避難行動要支援者避難支援計画に基づき、自主防災組織等が作成
する個別支援プランの対象者を掲載した避難行動要支援者名簿を次により
作成します。
ア 名簿に記載する避難行動要支援者の基準

次の基準に該当する者を避難行動要支援者とする。
①～⑦ （略）
⑧ 乳幼児（３歳以下）
⑨～⑪ （略）

（削除）

イ 避難行動要支援者名簿の更新
避難行動要支援者の支援に支障をきたさないよう定期的な更新を行い

ます。

ウ 平常時における利用
災害発生時に地域において避難行動要支援者に対する適切な避難支援が

行えるよう、避難行動要支援者本人の同意により、避難支援等の実施に必
要な限度で自主防災組織等、民生委員・児童委員、社会福祉協議会などの
避難支援等関係者に提供します。

エ 災害時における利用
災害が発生又は発生するおそれがあると判断した場合は、その同意の有

無にかかわらず安否確認避
難支援に活用すべく、名簿情報を地域に提供します。

第６節 外国人への対応
（略）

第７節 避難行動要支援者避難支援計画の策定

１ （略）
２ 避難行動要支援者名簿の作成及び利用

逗子市避難行動要支援者避難支援計画に基づき、自主防災組織等が作成す
る個別支援プランの対象者を掲載した避難行動要支援者名簿を次により作成
する。
(1) 名簿に記載する避難行動要支援者の基準
次の基準に該当する者を避難行動要支援者とする。
①～⑦ （略）
⑧ 乳幼児（１人児は３歳になるまで。複数児は末子４歳になるまで。）
⑨～⑪ （略）

(2) 名簿に記載する個人情報
名簿には、氏名、生年月日、性別、住所、電話番号、避難支援等を必要

とする事由など避難支援に必要な事項を記載する。

(3) 避難行動要支援者名簿の更新
避難行動要支援者の支援に支障をきたさないよう定期的な更新を行う。

(4) 平時における利用
災害発生時に地域において避難行動要支援者に対する適切な避難支援が行

えるよう、避難行動要支援者本人の同意により、避難支援等の実施に必要な
限度で自主防災組織等、民生委員・児童委員、社会福祉協議会などの避難
支援等関係者に提供する。

(5) 災害時における利用
災害が発生又は発生するおそれがあると判断した場合は、その同意の有無

にかかわらず安否確認や避難支援に活用すべく、名簿情報を地域に提供する。
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第５節 災害医療・防疫体制等の強化
（略）

１ 救出・救助、消火体制の強化
（略）

２ 災害医療体制の整備
震災時に、限られた医療要員による最大限の医療効果を上げ、市民の生命・

身体の安全を確保することを目的に、逗葉医師会、逗葉歯科医師会及び逗葉薬
剤師会と協力し、災害時の医療体制を整備します。

(1) （略）
(2) 医療活動体制の確保

ア～エ （略）
オ 医療機関との連携体制を強化するための災害対応訓練の実施

医療機関との災害対応訓練等を通じ、災害時の医療救護連携体制を
構築します。

３ 広域医療搬送計画
（略）

４ 防疫体制の整備
（略）

５ 遺体対応体制の整備
（略）

第６節 文教対策
災害に対する日頃からの心構えの大切さと防災に関する正しい知識などにつ

いて学ぶ防災教育や、家庭や地域と連携した防災訓練の実施を通じた啓発が必
要です。 児童・生徒等が在校時に災害が発生する場合を想定した学校の施設、
設備の安全性確保が必要であり、災害発生時には、児童・生徒等の保護や帰宅
に関し、通学路の安全性等の情報の把握並びにこれに基づく的確な判断及び指
導が求められます。
避難場所等としての機能と学校教育の場としての調整を図ります。
１ 防災計画等の策定
(1)  防災計画等の策定

市教育委員会は、児童・生徒・教職員の安全確保のため、所管する学校
における防災体制を構築するとともに、災害対応が適切かつ迅速に行えるよ
う、県教育委員会が策定した「学校防災活動マニュアルの作成指針」に基づ
き、学校別の防災計画（以下、個別計画）の策定を推進します
(2)  個別計画の改善等に関する指導・助言

市教育委員会は、各学校が策定した個別計画が各学校や地域の実態に即し
たものになるよう見直しや改善の指導・助言を適宜行います。

第６章 災害医療・防疫体制等の強化
（略）

第１節 救出・救助、消火体制の強化
（略）

第２節 災害医療体制の整備
大地震が発生した場合には、家屋の倒壊、家具類の転倒やガラスの飛散な

どによって、多数の負傷者が発生することが予想される。
震災時に、限られた医療要員による最大限の医療効果を上げ、市民の生

命・身体の安全を確保することを目的に、逗葉医師会、逗葉歯科医師会及び
逗葉薬剤師会と協力し、災害時の医療体制を整備する。

１ （略）
２ 医療活動体制の確保
(1)～(4) （略）

第３節 広域医療搬送計画
（略）

第４節 防疫体制の整備
（略）

第５節 遺体処理体制の整備
（略）

（旧計画 第３部第１０章第４節から移動）
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２ 教職員及び児童・生徒等の安全対策の推進
(1) 教職員等の災害対応能力の向上

学校は、教職員の任務や防災教育等に関する研修等を実施し、災害時に
教職員のとるべき行動とその意義について周知を図り、災害時に迅速か
つ適切な行動が行われるよう努めます。

(2)  児童・生徒等への防災教育の推進
学校は、児童・生徒の発育段階や施設の立地状況等を踏まえ、教育活動

全体を通じて、計画的・継続的に防災教育及び防災訓練を実施します。
また、平時から地域内の安全点検や危険箇所の確認及び周知を通じて、地
域住民の一員として貢献できる人材育成など、家庭や地域と連携した防災
教育についても推進します。

(3)  児童・生徒等のための防災備蓄品の整備
市は、市立学校において、震災時に児童・生徒等を保護する際に必要な
物資を備蓄します。

(4) ふれあいスクール等の保護対策
ふれあいスクール、放課後児童クラブの管理者は学童の安全確保、保

護者への引渡し、児童・生徒等の保護等の対策を検討します。
３ 学校における防災体制の整備
(1) 各学校は、防災教育及び家庭・地域と連携した防災訓練を実施します。
(2) 各学校は、児童・生徒等の通学路の安全点検を行います。
(3) 県は、国や県教育委員会の取組み等について私立学校に情報提供し、各
学校における防災体制の整備を促進します。

４ 防災教育の充実
(1) 県教育委員会は、児童・生徒等が各教科や特別活動を含めた学校教育活
動全体を通じて、様々な災害時における危険について理解し、正しい備え
と適切な行動力を身に付けるために、防災教育指導資料及び津波の起こる
仕組みや避難の仕方等をわかりやすく示した津波防災に関する指導資料等
を作成し公立学校に配付するとともに教職員に対する研修会を開催するな
ど防災教育の充実を図ります。

(2) 各学校は、防災教育指導資料や津波防災に関する指導資料等を活用し、
防災教育を進めます。

(3) 県は、国や県教育委員会の取組み等について私立学校に情報提供し、各
学校における防災教育の充実を促進します。

５ 学校等における避難場所等の開設
避難場所等に指定された県立高校が災害時において有効に機能するため、

県立高校と市との役割分担や避難場所開設の方法等について、双方が連携し
て行う防災訓練等を通じて確認できるよう、県の協力のもと連携の強化を図
ります。

６ 文化財の保護
市教育委員会は、文化財の震災対策を確立し、文化財を保護するため、地

域における文化財の所在情報の充実、整理を行い、関係機関等と情報を共有
化するとともに、具体的な震災対策の検討を連携して進めます。

（旧計画 第３部第１０章第４節からの移動）
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第７節 緊急輸送体制の整備
（略）

１ 緊急輸送路等の整備推進
（略）

(1) 緊急交通路・緊急輸送道路
ア 緊急交通路

（略）
イ 緊急輸送道路

緊急輸送道路とは、災害時における緊急輸送（被災者の避難、物資輸
送等）を円滑に行うための道路です。

第1次及び第2次緊急輸送道路は、主要道路、港湾など拠点を結ぶ道路
を道路管理者や自衛隊、県警察などで構成する神奈川県緊急
輸送道路ネットワーク計画等策定協議会を通じて指定されます。

（削除）
(資料編と重複)

ウ 緊急交通道路等の耐震化及び復旧体制の整備 (略)
エ 緊急通行(輸送)車両の事前届出 （略）

第７章 緊急輸送体制の整備
（略）

第１節 緊急輸送路等の整備推進
（略）

１ 緊急交通路・緊急輸送道路
(1) 緊急交通路

（略）
(2) 緊急輸送道路

緊急輸送道路とは、災害時における緊急輸送（被災者の避難、物資輸送
等）を円滑に行うための道路である。

第1次及び第2次緊急輸送道路は、主要道路、港湾など拠点を結ぶ道路を
道路管理者や自衛隊、県警察などで構成する神奈川県
緊急輸送道路ネットワーク計画等策定協議会を通じて指定される。

【第一次路線】

【第ニ次路線】

(3) 緊急交通道路等の耐震化及び復旧体制の整備 (略)
(4) 緊急通行(輸送)車両の事前届出 （略）

種 別 定 義 等

第1次緊急輸送道路 (県指定)
高規格幹線道路、一般国道等で構成する広域的ネットワーク及び
港湾等に連絡する路線で緊急輸送道路の骨格をなす路線

第2次緊急輸送道路 (県指定)
第1次緊急輸送道路を補完し、地域的ネットワークを形成する路
線及び市町村庁舎等を連絡する路線

市指定緊急輸送道路補完道路
県指定の緊急輸送道路から、震災時避難所や災害医療活動拠点等、
応急対策上重要な拠点を連結する路線で、指定については、市が
関係部局と調整の上指定する。

路 線 名 区 名

国道16号（横浜横須賀道路）

逗子市域内
国道134号

県道24号（横須賀逗子）

県道207号（森戸海岸）

路 線 名 区 名

県道217号（逗子葉山横須賀）

逗子市域内県道311号（鎌倉葉山）

逗子市道逗子55号

種 別 定 義 等

第1次緊急輸送道路 (県指定)
高規格幹線道路、一般国道等で構成する広域的ネットワーク及び
港湾等に連絡する路線で緊急輸送道路の骨格をなす路線

第2次緊急輸送道路 (県指定)
第1次緊急輸送道路を補完し、地域的ネットワークを形成する路
線及び市町村庁舎等を連絡する路線

市指定緊急輸送道路補完道路
県指定の緊急輸送道路から、震災時避難所や災害医療活動拠点等、
応急対策上重要な拠点を連結する路線で、指定については、市が
関係部局と調整の上指定する。
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第３章 災害予防計画

修正計画 現行計画

(2) 海上輸送体制の整備
ア 物資受入港の指定

県全域が被害を受けるような大規模な地震災害や陸上の輸送路が被害を
受けた場合に備えて、海域からの応援を受け入れる経路を確保するため、
物資受入港を指定します。

（削除）
(資料編と重複)

イ 物資受入れの体制整備
県内全域の大規模被災や、陸上の輸送路が被害を受けた場合に備え、海

上からの緊急輸送や物資受入れに備えた体制を整備します。

(3) ヘリポート等の整備
ヘリポート施設の耐震性を高めるとともに、大型ヘリコプターの離着陸

が可能なオープンスペースの確保を積極的に進める。また、緊急医療を要
する被災者の受入病院とアクセスできるよう、へリコプター臨時離着陸場
の確保にも努めます。

さらに、災害時に実際に利用できるよう、誘導案内施設の整備を行うと
ともに、これらの地図情報を、自衛隊を含め応援協定を結んでいる自治体
に事前に配布します。

（重複削除）

（重複削除）

２ 緊急通行車両の確認
（略）

３ 物資供給体制の整備
（略）

２ 海上輸送体制の整備
(1) 物資受入港の指定

県全域が被害を受けるような大規模な地震災害や陸上の輸送路が被害を
受けた場合に備えて、海域からの応援を受け入れる経路を確保するため、
物資受入港を指定する。

(2) 物資受入れの体制整備
県内全域の大規模被災や、陸上の輸送路が被害を受けた場合に備え、海

上からの緊急輸送や物資受入れに備えた体制を整備する。

３ ヘリポート等の整備
ヘリポート施設の耐震性を高めるとともに、大型ヘリコプターの離着陸

が可能なオープンスペースの確保を積極的に進める。また、緊急医療を要
する被災者の受入病院とアクセスできるよう、へリコプター臨時離着陸場
の確保にも努める。
さらに、災害時に実際に利用できるよう、誘導案内施設の整備を行うとと

もに、これらの地図情報を、自衛隊を含め応援協定を結んでいる自治体に
事前に配布する。

４ 物資配送拠点の指定
様々な救援物資を集積・分別し、円滑に避難所等の拠点に配送するため、

物資配送拠点に沼間アーデンヒル内空地、第一運動公園、文化プラザホー
ル及び市民交流センターを候補地とする。

第２節 緊急通行車両の確認
（略）

第３節 物資供給体制の整備
（略）

項 目 概 要

物 資 受 入 港 葉山港（耐震岸壁：南物揚場）

項 目 概 要

ヘリコプター臨時離着陸場
（ 市 指 定 ）

・逗子中学校校庭

・池子小学校校庭

・久木中・小学校共同運動場

ヘリコプター離着陸可能地
（ 市 指 定 ）

一定規模以上の空地等
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第３章 災害予防計画

修正計画 現行計画

(削除)

（第4章第2節に含める。）

第８章 防災体制の強化

第１節 初動体制の強化
大規模な地震災害の場合、災害対策本部要員の安全確保を図るとともに、

災害対策本部そのものが被災することを想定した体制の整備や業務継続性の
確保が必要である。

１ 初動期の連絡体制の確立
災害発生時にも確実に職員が参集できるよう、震災時における参集連

絡体制を強化する。

２ 職務代理者の事前指定
初動時において、幹部職員が参集するまでの間の意思決定を遅滞なく

行うため、市長及び各部局長の職務代理者を事前に定める。

３ 災害対策本部の代替機能の整備
災害対策本部が被災した場合を想定して、通信機器の整備、バック

アップ機能の確保、職員の搬送手段の確保など、災害対策本部代替機能
の充実を図る。

４ 市、防災関係機関の組織体制の充実
市及び防災関係機関は、被害の実態や被災後の時間経過に伴う対策に即

応できるよう、災害対策本部等防災組織体制の充実を図る。
また、庁舎等が被災した場合の代替施設の確保に努める。

連絡手段 概 要

自動参集
地震発生時には、音声通話の規制や通信のふくそうが予想されるため、
震度４以上の地震発生時における参集は、自動参集とする。

緊急情報メール
音声通話の規制や通信のふくそうがある状態でも比較的通信が確保され
る電子メールにより、職員に配備体制を一斉同報する。

被代理者 職務代理者とその順位

市 長
災害対策本部長）

第１順位 副市長
第２順位 消防長
第３順位 経営企画部長
第４順位 総務部長
第５順位 市民協働部長
第６順位 福祉部長

各部局長 各部局活動細部計画で指定する。
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第３章 災害予防計画

修正計画 現行計画

(削除)

（第４章第２節に含める。）

第２節 防災に関する組織体制
災害対策本部機能を確保するため、適切な職員の配備体制を整えるとと

もに、災害や職員の参集状況に応じた組織体制をとる。
災害対策本部組織や業務マニュアル等を検証し、必要に応じて見直すとと
もに、被害の実態や被災後の時間経過に伴う対策の推移に即応できる組織
体制をあらかじめ想定しておく。

１ 災害対応組織の種類
(1) 警戒体制 （第1次体制）

平時の活動を維持しつつ、事態の推移に伴い速やかに人員を増員し、必
要な対策が行える体制をとる。

(2) 災害警戒本部設置体制 （第2次体制）
被害状況の把握及び必要な応急対策を実施する。その他の職員は待機す

る。災害の状況により、災害対策本部を設置する。
(3) 災害対策本部設置体制 （第3次体制）

災害対策本部を設置し、全職員で災害対策に当たる。

２ 災害配備職員の事前指定
地震等が発生し、配備指令が発令された場合において、円滑に職員が参集

を行うため、次の部局は、参集する職員を事前に指定するものとする。
(1) 出動体制の種別と発令基準

設置組織 配備指令
配備指令発令基準 配備すべき

職員の基準

発令

者震度 津波警報等 東海地震

警戒体制 第1次体制 震度4 津波注意報

東海地震に関連

する調査情報(

臨時)

防災課職員及び消

防長があらかじめ

指定した消防職員

自
動
発
令

災 害警 戒

本 部設 置

体制

第2次体制 震度5弱 津波警報

警戒体制出動職員、

各部の部長、次長

及び各部の部長が

あらかじめ指定し

た職員

災 害対 策

本 部設 置

体制

第3次体制
震度5強

以上
大津波警報

東海地震注意情

報または東海地

震予知情報

全職員
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第３章 災害予防計画

修正計画 現行計画

(削除)

（第4章第2節に含める。）

(2) 地震等発生時における出動体制の指定
地震等が発生した場合は、平常時の活動を維持しつつ、事態の推移に伴い

速やかに人員を増員し、必要な対策が行える体制をとることとする。
(3) 参集対象者と参集場所

各体制に指定された職員は、参集時において傷病等で応急活動に従事する
ことが困難である者、その他本部長が認める者を除いて、各勤務場所、その
他職員初動マニュアルに基づく指定場所に参集する。

なお、やむを得ない事情で指定場所に参集できない場合は、市庁舎または
市の施設に参集し、現地統括者の指示を仰ぐものとする。

(4) 勤務時間外に災害が発生した場合の対応
職員は、勤務時間外に災害が発生した場合や気象警報等が発表された場合

においては、テレビ、ラジオ、防災行政無線、ＭＣＡ無線、各課の緊急連絡
網等により、あらかじめ指定された出動体制に従い、安全かつ迅速に参集行
動に移る。

(5) 勤務時間内に災害が発生した場合の対応
職員は、勤務時間内に災害が発生した場合や気象警報等が発表された場合

において防災課による庁内放送等による配備指令の伝達後、各部長等からの
指示により配備に移行する。

３ 災害対策本部等の組織と事務分掌
災害対策本部の組織及び事務分掌は、逗子市災害対策本部の設置及び運営に

関する要綱（昭和40年6月18日施行）に定めるところによる。

４ 訓練等の実施
発災時における迅速・的確な災害対策本部活動を実施するため、各種業務マ

ニュアルを整備するとともに、様々な場面を想定したより実践的な訓練を実施
する。
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第３章 災害予防計画

修正計画 現行計画

(削除)

（第4章第2節に含める。）

第３節 防災関係機関相互の連携強化

１ 防災・危機管理に関する協議会等への参画
本市及び防災関係機関は、市域における災害予防及び災害応急対策の推進

を図るため、防災及び危機管理に関する協議会等への参画を行うことにより、
相互の連携強化を図るものとする。

２ 防災訓練の実施
県、防災関係機関等と連携し、様々な場面を想定した災害対策本部の運営

訓練、職員の緊急参集訓練や図上訓練を重ね、非常時に臨機応変な対応がと
れるよう努める。

３ 業務継続体制の確保
県、市及び防災関係機関は、それぞれの機関の防災中枢機能を果たす施

設・設備の充実及び災害にする安全性の確保に努めるとともに、自家発電設
備等の整備を図り、十分な期間の発電が可能となるような燃料の備蓄等に努
める。
また、通信途絶時に備えた衛星携帯電話の整備などの非常用通信手段

の確保に努める。
県と連携し、大規模停電や計画停電を想定して、応急活動の拠点となる施

設などへの太陽光発電その他の再生可能エネルギー等の導入を推進する。
災害発生時の災害応急対策等の実施や優先度の高い通常業務の継続のため、
災害時に必要となる人員や資機材等を必要な場所に的確に投入するための事
前の準備体制と事後の対応力の強化を図る必要があることから、業務継続計
画の策定などにより、業務継続性の確保を図る。
また、実効性のある業務継続体制を確保するため、必要な人員や資機材の

継続的な確保、定期的な教育・訓練・点検等の実施、訓練等を通じた経験の
蓄積や状況の変化等に応じた体制の見直し、計画の改定などを行う。
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第３章 災害予防計画

修正計画 現行計画

第８節 災害に強い人づくりの推進

１ 防災知識の普及啓発
大規模災害発生時においては、公助による応急活動に限界があり、「自

助」・「共助」による対応が重要となることから、市は、様々な機会を通じて
防災知識の普及に努め、市民、事業者等防災意識の向上を図ることが必要です。
また、市職員に対しては研修等を通じて、平常時から災害時における業務の

習熟を図ることが必要です。
さらには、事業者等の自主防災の徹底を図るとともに、社会福祉、医療施設

など防災上重要な施設の管理者に対する防災意識の向上を図ることが必要です。

(1) 地震防災戦略の普及啓発
地震防災戦略で定めた減災目標の達成に向けて、県や関係機関と連携・協

力し、積極的に広報を行うことで、市民や事業者等の防災意識の向上を図り
ます。

(2) 市職員への防災教育
(略)

(3) 市民等への防災知識の普及
ア 市民への防災知識の普及

（略）
イ 家庭における身近な防災対策等の普及
(ｱ) 市民自らが実施する防災対策として、最低３日分、推奨1週間分の食料、

飲料水、携帯トイレ、トイレットペーパー等の備蓄、非常持出品（救急
箱、常備薬、お薬手帳、懐中電灯、ラジオ、乾電池等）の準備、耐震診
断、耐震補強、家具の転倒防止、ブロック塀の倒壊防止、エレベーター
における閉じ込め防止対策、窓ガラスの飛散防止等の実施、消火器、感
震ブレーカー等の設置、風呂への水の確保、住宅用火災警報器の設置等
火災予防対策、災害時の家族の連絡体制、行動についてのルールづくり
等家庭での予防、安全対策、災害時行動についての周知徹底を図ります。

(ｲ)～(ｳ) （略）
ウ 市及び防災関係機関による防災知識の普及・啓発

（略）
エ 市民がとるべき措置

（略）

第９章 災害に強い人づくりの推進

第１節 防災意識の普及啓発
大規模災害発生時においては、公助による応急活動に限界があり、「自

助」・「共助」による対応が重要となることから、市は、様々な機会を通じて
防災知識の普及に努め、市民の防災意識の向上を図ることが必要である。
また、市職員に対しては研修等を通じて、平常時から災害時における業務の

習熟を図ることが必要である。
さらには、企業の自主防災の徹底を図るとともに、社会福祉、医療施設など

防災上重要な施設の管理者に対する防災意識の向上を図ることが必要である。

１ 地震防災戦略の普及啓発
地震防災戦略で定めた減災目標の達成に向けて、県や防災関係団体と連

携・協力し、積極的に広報を行うことで、市民や事業者等の防災意識の向
上を図る。

２ 市職員への防災教育
（略）

３ 市民等への防災知識の普及
(1) 市民への防災知識の普及

（略）
(2) 家庭における身近な防災対策等の普及

ア 市民自らが実施する防災対策として、３日分の食料、飲料水、携帯
トイレ、トイレットペーパー等の備蓄、非常持出品（救急箱、常備薬、
お薬手帳、懐中電灯、ラジオ、乾電池等）の準備、耐震診断、耐震補
強、家具の転倒防止、ブロック塀の倒壊防止、エレベーターにおける
閉じ込め防止対策、窓ガラスの飛散防止等の実施、消火器、風呂への
水の確保、住宅用火災警報器の設置等火災予防対策、災害時の家族の
連絡体制、行動についてのルールづくり等家庭での予防、安全対策、
災害時行動についての周知徹底を図る。

イ～ウ （略）
(3) 市及び防災関係機関による防災知識の普及・啓発

（略）
(4) 市民がとるべき措置

（略）
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オ 津波防災に関する普及啓発
(ｱ) 津波浸水想定図を踏まえた津波情報看板の設置に努めます。
(ｲ) 県が作成した新たな津波浸水予測図及び津波ハザードマップ作成の手引

きを踏まえて津波ハザードマップを作成し、住民等へ継続的に周知を図り
ます。

(ｳ) 津波ハザードマップが住民等の避難に有効に活用されるよう、その内容
を十分検討します。また、津波浸水予測図や津波ハザードマップの土地取
引等における活用等を通じて、その内容を理解してもらうよう努めます。

（削除）

カ 液状化対策の普及啓発
（略）

(削除)

（第２章第９節と重複）

(5) 津波防災に関する普及啓発
ア 新たな津波浸水予測図を踏まえた津波情報看板の設置に努める。
イ 県が作成した新たな津波浸水予測図及び津波ハザードマップ作成の手引き

を踏まえて津波ハザードマップを作成し、住民等へ継続的に周知を図る。
ウ 津波ハザードマップが住民等の避難に有効に活用されるよう、その内容を

十分検討する。また、津波浸水予測図や津波ハザード
マップの土地取引等における活用等を通じて、その内容を理解してもらうよ

う努める。
エ 津波による人的被害を軽減する方策は住民等の避難行動が基本となること

を踏まえて、津波警報、避難指示、津波浸水想定の
数値等の意味や内容、徒歩避難の原則、防災に関する様々な動向や各種デー
タ等について、各種媒体を活用し住民等にわかりやすく継続的に周知する。
特に「津波防災の日」（11月５日）においては、積極的に広報を実施する。

(6) 液状化対策の普及啓発
（略）

(7) 建築物の防災化の推進
地震による死傷者数及び経済被害の軽減を図るためには、建築物の耐震化

を推進することが不可欠である。
本市においては国が策定した「建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図る
ための基本的な方針」（以下「耐震促進方針」という。）及び「神奈川県耐
震改修促進計画」（以下「県促進計画」という。）と連携した「逗子市耐震
改修促進計画」（以下「市促進計画」という。）に基づき、各種耐震化策を
推進する。
ア 一般建築物の耐震化促進
(ｱ) 住宅の耐震化促進

戸建住宅及び共同住宅の耐震化については、現状の耐震化率を踏まえ、
市促進計画に基づき戸建住宅に重点をおき耐震化率向上のための支援を行
う。

(ｲ) 民間特定建築物の耐震化
耐震改修促進法第14条に規定する特定既存耐震不適格建築物については、

市促進計画に基づき所有者等に指導・助言することにより耐震化を促進す
る。

また、耐震改修促進法第14条に規定する特定既存耐震不適格建築物につ
いては、建築物の実態に即した耐震化促進について所有者等に指導・助言
する。

第３章 災害予防計画
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修正計画 現行計画

キ 帰宅困難者に関する普及啓発
（略）

ク 自主的な防災活動の普及
（略）

（削除）

(4) 事業者等の防災体制の確立等
（略）

(5) 学校、社会福祉施設等における防災教育の推進
(略)

(ｳ) 耐震診断・耐震改修の支援
建築物の耐震化推進に当たっては、建築物の所有者等が自らの生

命・財産を守るという意識と、地域の防災問題としての認識を持つこ
とが重要である。

イ 居住空間等の安全対策
(ｱ) 窓ガラス等の落下物防止対策

地震時に建築物の窓ガラス、瓦、看板等の落下による危険を防止す
るため、繁華街の道路や通学路に面した建築物を中心に、

落下物が発生するおそれのある建築物の所有者、管理者または占有者
に対し、窓ガラスへの飛散防止フィルム貼付や看板の落下防止など、
落下物防止の重要性について啓発・指導を行う。

(ｲ) ブロック塀の倒壊防止対策
ブロック塀を所有している市民等に対して、日頃から点検に努めつ

つ、危険なブロック塀に関しては、補強または改築するよう指導する。
また、ブロック塀の安全点検法や、安全なブロック塀の構造、施工

方法などについて市民等に啓発を行う。
(ｳ) 高層建築物の安全対策

高層建築物については、家具類固定の促進を図るとともに、エレ
ベーターの停止やライフラインの寸断により思わぬ負担や被害を受け
ることになるので、住民等への意識啓発に取り組む。

(8) 帰宅困難者に関する普及啓発
（略）

(9) 自主的な防災活動の普及
（略）

(10) 東海地震対策の普及軽薄
東海地震の予知に関する知識や「東海地震に関連する情報」（東海地震

に関連する調査情報、東海地震注意情報、東海地震予知情報）の内容、予
想される震度・津波に関する知識、東海地震に関連する情報や緊急地震速
報等が出された場合あるいは地震発生時にとるべき行動、正確な情報の入
手方法、津波・がけ崩れ等の危険地域、避難地・避難路、備蓄や家具の転
倒防止対策、住宅の耐震診断・耐震補強等についての普及啓発に努める。

４ 企業等の防災体制の確立等
（略）

５ 学校、社会福祉施設等における防災教育の推進
(略)
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２ 防災訓練の実施
(1) 多様な訓練の実施

（略）
(2) 実践的な訓練の実施

（略）

(3) 地域特性に応じた訓練の実施

（削除）

(4) 災害対応能力向上のPDCAサイクル
（略）

(5) 学校における防災訓練の充実
（略）

３ 災害ボランティア活動の環境整備
（略）

４ 専門ボランティアの育成等
（略）

第２節 防災訓練の実施
１ 多様な訓練の実施

（略）
２ 実践的な訓練の実施

（略）
３ 地域特性に応じた訓練の実施

（略）
４ 東海地震や硫黄訓練の実施
(1) 東海地震の警戒宣言発令前の準備段階から警戒宣言発令時及び災害発

生時に市民の役割が明確になるよう努める。あわせて防災資機材の利用
方法などの習熟に努めます。

(2) 東海地震の警戒宣言発令前の準備段階から警戒宣言発令時及び地震災
害発生時における消防活動が円滑に行えるよう、救助・救急、消火、避
難誘導等の訓練を実施します。

５ 災害対応能力向上のPDCAサイクル
（略）

６ 学校における防災訓練の充実
（略）

第３節 災害ボランティア活動の環境整備
（略）

第４節 専門ボランティアの育成等
（略）
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第９節 災害に強い地域づくりの推進

１ 自主防災活動の拡充強化
（略）

（削除）

(1) 自主防災組織の育成
ア 災害に対する地域連帯及び地域防災活動の推進を図るため、自治会・町

内会などの住民組織を中心とした自主防災組織の結成・育成を推進します。
イ 自主防災組織の育成・強化を図るため、県と連携してリーダーの育成及

び研修の実施に努めるとともに、自主防災組織への女性の参加の促進に努
めるとともに、女性リーダーの育成に努めます。

ウ 自主防災組織の防災資機材等の整備に努めるとともに、自主防災組織の
防災資機材整備を推進するための支援を行います。

エ 一定の地区内の自発的な防災活動に関する地区防災計画について、住民
等から素案の提案があった場合で、必要と認める時は、地域防災計画の中
に位置付けます。

オ 自主防災組織の編成基準
（略）

(2) 消防団の機能強化
（略）

第10章 災害に強い地域づくりの推進

第１節 自主防災活動の促進
（略）

１ 市民への周知等
(1) 市民自らが実施する防災対策として、３日分の食料、飲料水、携帯トイ
レ、トイレットペーパー等の備蓄、非常持出品（救急箱、常備薬、懐中電
灯、ラジオ、乾電池等）の準備、耐震補強、家具・ブロック塀等の転倒防
止等の実施、消火器、風呂への水の確保等火災予防対策、災害時の家族の
連絡体制、行動についてのルールづくり等家庭での予防、安全対策、災害
時行動についての周知徹底を図る。

(2) 市及び自主防災組織等は、大規模災害を想定した市域、コミュニティレ
ベルで多様な場面を想定した防災訓練を実施し、平常時から地域での防災
意識や連帯意識の高揚を図り、災害発生時に市民の役割が明確になるよう
努める。あわせて、防災資機材の利用方法などの習熟に努める。

２ 自主防災組織の育成
(1) 災害に対する地域連帯及び地域防災活動の推進を図るため、自治会・町
内会などの住民組織を中心とした自主防災組織の結成・育成を推進する。

(2) 自主防災組織の育成・強化を図るため、県と連携してリーダーの育成及
び研修の実施に努めるとともに、自主防災組織への女性の参加の促進に努
める。

(3) 自主防災組織の防災資機材等の整備に努めるとともに、自主防災組織の
防災資機材整備を推進するための支援を行う。

(4) 自主防災組織の編成基準
（略）

３ 消防団の機能強化
（略）
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２ 事業者等の防災活動の促進
（略）

（削除）

（第３章第４節へ移動）

第２節 事業者の防災活動の促進
（略）

第３節 避難行動要支援者対策の推進
地域には、災害発生時において、臨機応変に避難を判断し行動することが難

しく、避難生活に支障が予想される寝たきりや認知症の高齢者や障がい者が暮
らしている。

こうした方やその家族、地域住民が安心して生活することができるよう、避
難行動要支援者対策を推進する。

１ 本市の役割
避難行動要支援者に対する支援の内容は、次のとおり。

２ 地域の支援者、市民の役割
避難行動要支援者支援を円滑に行うに当たって、地域の支援者や市民が実施

する事項は次のとおりである。

区 分 実 施 事 項

本市の役割

１ 「逗子市避難行動要支援者避難支援計画」の作成
２ 避難行動要支援者・避難支援者情報の共有化
３ 情報伝達体制の整備
４ 福祉避難所の指定、開設
５ 福祉避難所の不足を補うための民間の社会福祉施設と災害時の応援協定
６ 福祉避難所の設備・資機材の整備
７ 防災関係機関、団体等との連携強化

区 分 実 施 事 項

地域の支援者
市民の役割

１ 自治会・町内会、自主防災組織、民生委員・児童委員及び社会福祉協議会
などは、市から提供された避難行動要支援者の名簿情報をもとに、避難行動
要支援者を支援する体制を整備する。

２ 名簿情報の提供を受けた者は、名簿情報の管理を適切に管理するとともに、
災害時には、これを活用した安否確認、避難支援などを行う。

３ 市民は、地域における避難行動要支援者支援を行政との相互協力のもと、
主体的に取り組む。
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（削除）

３ 避難行動要支援者等に関連する施設等における対策
自主的に避難することが難しい高齢者、身体障がい者、知的障がい者及び

精神障がい者が入所あるいは通所している社会福祉施設、保育園や幼稚園等
の施設管理者は、次のとおり災害対策を実施する。

４ 外国人への支援
市は、日本語を理解できず、また、日本の生活習慣に不慣れな外国人の災

害時における安全を確保するため、ひらがな・英文によるメール配信、外国
人を交えた防災訓練の実施など必要な対策を講じる。

区 分 基 本 方 針

建物の安全化 施設の建物が倒壊や火災などの被害を受けないよう、耐震化、不燃化を図る。

設備等の安全化
照明器具や備品などの転倒や落下などの危険がないよう設備の総合的な安全性
を高める。

備蓄等の推進
ライフライン等の機能停止の際にも、施設利用者及び入所者の生活維持がで

きるよう、非常発電設備や、非常用給水タンク、非常用食料、医薬品の設備、
備蓄に努める。

防災計画の策定
職員の任務分担、動員計画、避難方法等を詳細に定めた実効ある防災計画を

作成する。

緊急連絡体制の
整備

災害時に保護者、家族等と確実に連絡が取れるよう、緊急連絡網や安否確認
の方法を整備する。また、災害発生時の関係機関への迅速な連絡が行えるよう、
緊急時の情報伝達の手段、方法を定めておくとともに、携帯電話のメール等、
災害時におけるふくそう・通話規制時においても使用可能な通信手段とその運
用方法の整備に努める。

近隣施設等との
協定の締結

近隣施設等と入所者の一時受入れに関する協定を締結するなど、災害時に施
設外への避難が必要な場合に備えた体制整備に努める。

防災教育
防災訓練の充実

職員が、地震防災に理解を深め、地震災害時に適切な行動をとれるよう定期
的に防災教育を行うとともに利用者及び入所者の状況に応じた防災訓練を行う。

地域社会との連
携

災害時における避難行動を円滑に行うため、日頃から地域にとけ込んだ施設
となるように努め、地域住民との連携を強め、災害時においては協力が得られ
るような体制づくりに努める。

施設入居者への
防災知識の普及

施設の入居者に対して、管理者から災害時における対応を平素から周知徹底
する。

72



第３章 災害予防計画

修正計画 現行計画

第３章６節に移動

第４節 文教対策
災害に対する日頃からの心構えの大切さと防災に関する正しい知識などにつ

いて学ぶ防災教育や、家庭や地域と連携した防災訓練の実施を通じた啓発が必
要である。
児童・生徒等が在校時に災害が発生する場合を想定した学校の施設、設備の

安全性確保が必要であり、災害発生時には、児童・生徒等の保護や帰宅に関し、
通学路の安全性等の情報の把握並びにこれに基づく的確な判断及び指導が求め
られる。
避難場所としての機能と学校教育の場としての調整を図る。

１ 防災計画等の策定
(1) 防災計画等の策定

市教育委員会は、児童・生徒・教職員の安全確保のため、所管する学校に
おける防災体制を構築するとともに、災害対応が適切かつ迅速に行えるよう、
県教育委員会が策定した「学校防災活動マニュアルの作成指針」に基づき、
学校別の防災計画（以下、個別計画）の策定を推進する。

(2) 個別計画の改善等に関する指導・助言
市教育委員会は、各学校が策定した個別計画が各学校や地域の実態に即し

たものになるよう見直しや改善の指導・助言を適宜行う。

２ 教職員及び児童・生徒の安全対策の推進
(1) 教職員等の災害対応能力の向上

学校は、教職員の任務や防災教育等に関する研修等を実施し、災害時に教
職員のとるべき行動とその意義について周知を図り、災害時に迅速かつ適切
な行動が行われるよう努める。

(2) 児童・生徒等への防災教育の推進
学校は、児童・生徒の発育段階や施設の立地状況等を踏まえ、教育活動全

体を通じて、計画的・継続的に防災教育及び防災訓練を実施する。
また、平時から地域内の安全点検や危険箇所の確認及び周知を通じて、地

域住民の一員として貢献できる人材育成など、家庭や地域と連携した防災教
育についても推進する。

(3) 児童・生徒等のための防災備蓄品の整備
市は、市立学校において、震災時に児童・生徒を保護する際に必要な物資

を備蓄する。
(4) ふれあいスクール等の保護対策

各学校は、ふれあいスクール、学童保育児の安全確保、保護者への引渡し、
児童・生徒の保護などの対策を検討する。
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第３章 災害予防計画

修正計画 現行計画

第３章第６節に移動

第３章第４節に移動

４ 男女共同参画の推進
（略）

３ 学校における防災体制の整備
(1) 各学校は、防災教育及び家庭・地域と連携した防災訓練を実施する。
(2) 各学校は、児童・生徒等の通学路の安全点検を行う。
(3) 県は、国や県教育委員会の取組み等について私立学校に情報提供し、各
学校における防災体制の整備を促進する。

４ 防災教育の充実
(1) 県教育委員会は、児童・生徒等が各教科や特別活動を含めた学校教育活
動全体を通じて、様々な災害時における危険について理解し、正しい備え
と適切な行動力を身に付けるために、防災教育指導資料及び津波の起こる
仕組みや避難の仕方等をわかりやすく示した津波防災に関する指導資料等
を作成し、公立学校に配付するとともに、教職員に対する研修会を開催す
るなど防災教育の充実を図る。

(2) 各学校は、防災教育指導資料や津波防災に関する指導資料等を活用し、
防災教育を進める。

(3) 県は、国や県教育委員会の取組み等について私立学校に情報提供し、各
学校における防災教育の充実を促進する。

５ 学校等における避難場所の開設
避難場所に指定された県立高校が災害時において有効に機能するため、県

立高校と市との役割分担や避難場所開設の方法等について、双方が連携して
行う防災訓練等を通じて確認できるよう、県の協力のもと連携の強化を図る。

６ 文化財の保護
市教育委員会は、文化財の震災対策を確立し、文化財を保護するため、地

域における文化財の所在情報の充実、整理を行い、防災関係機関等と情報を
共有化するとともに、具体的な震災対策の検討を連携して進める。

第５節 保育所等の防災対策
災害による保育所及び放課後児童クラブ（以下「保育所等」という。）施

設・設備の被害を予防し、児童の安全を確保するため、次の対策を行う。
(1) 保育所等の施設・設備の定期的な安全点検を行い、安全性を確保する。
(2) 保育所等は、災害用備蓄品及び災害用備蓄非常食の管理を行う。
(3) 災害発生時における児童の避難誘導や保護者への引き渡し方法等をあ

らかじめ定めるとともに、平常時から保護者との連携を図る。
(4) 災害発生時に適切な行動がとれるよう、避難訓練等を定期的に実施す

る。

第６節 男女共同参画の推進
（略）
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第３章 災害予防計画

修正計画 現行計画

（削除）

（第２章第５節に整理統合）

第11章 津波対策

第１節 津波災害の予防
中央防災会議では津波対策を構築するに当たっては、「発生頻度は極めて低

いものの甚大な被害をもたらす最大クラスの津波」と「最大クラスの津波に比
べて発生頻度は高く、津波高は低いものの大きな被害をもたらす津波」の二つ
のレベルを想定しての対策を行うよう指示している。
本市としても、これらを踏まえ、津波に関する避難所、一時避難場所、避難経
路の指定、津波避難訓練等の防災訓練、防災教育を実施する。
さらに、平常時から津波防災意識の啓発に努めるとともに、漁港における船舶
に係る津波対策及び航路障害物の流出防止対策、沿岸部の状況に応じた津波対
策を防災関係機関と実施する。

１ 津波避難対策
(1) 避難所の指定

最大クラスの津波を想定して、地域に特定の避難所を固定せず、多様な
避難所を指定する。

(2) 津波一時避難施設の指定のための民間施設との連携
市民の多様な避難を可能にするために、内閣府で公表している「津波避

難ビル等に係るガイドライン」を参考にし、地理的条件等を考慮した、安
全かつ迅速に避難できるよう、沿岸部の高台にある寺・神社や高層マン
ション、民間施設などを津波一時避難施設として指定できるよう協力要請
する。

(3) 本市の特長を生かした高台避難場所の指定
本市の特徴として、市内のいたるところに小山が存在する。市民の多様

な避難を可能にするために、安全面に配慮した上での高台避難場所を指定
する。

(4) 学校防災対策での避難のあり方の検討
東日本大震災の被害を踏まえ、各学校においてそれぞれの諸条件に応じ

た津波に係る対応マニュアルを整備し、作成したマニュアルを実際に訓練
等で運用し、その結果を踏まえ、改善を重ねる等充実を図る。

(5) 屋外での津波に関する情報の充実
津波情報看板の設置や標高の表示、オレンジフラッグの取組みなど、津波
に関する情報の充実や、避難の方向を示した看板などの設置を検討する。
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第３章 災害予防計画

修正計画 現行計画

（削除）

（第２章第５節に整理統合）

２ 津波警報等伝達体制の整備
(1) 津波警報や避難勧告等の迅速な伝達

津波警報等は、避難のきっかけとなることから速やかな避難行動を促す
ために不確定要素がある場合には、安全サイドに立った津波警報及び避難
勧告等を迅速に伝達する。

また、揺れが小さくても長く続いた場合は、迅速に避難を呼びかけるよ
うにする。これらが迅速かつ確実に実行されるよう避難誘導マニュアル等
を整備するように努める。

(2) 既存情報媒体の整備や多媒体での情報伝達システムの整備
津波警報等や避難指示等を伝達するために沿岸部における防災行政無線

の耐震性や向き、音量などを整備、点検する。また停電に備え非常電源等
も整備するよう努める。

また、津波情報の伝達においても、従来の広報手段に加え、電話やファ
クシミリで災害情報を伝達する「地域安心安全情報共有システム電話配信
サービス」、メール、湘南ビーチＦＭ放送の割込み放送、緊急速報メール、
ツイッター等、地震発生時にも活用できるような様々な伝達経路を検討す
る。

３ 防災施設の整備
(1) 護岸等の点検・整備

本市沿岸域の埋め立て護岸等については、建設年次の古い施設を対象に
老朽度、天端高の点検及び耐震性診断を勧めるとともに、堤体の安全性、
津波への有効性について問題がある施設については改修、補修、補強等の
措置を、国・県と協力の下、計画的に実施する。

(2) 河川護岸等の点検整備
建設年度の古い河川護岸等の点検を実施し、改修・補強・かさあげ等、

必要な対策を計画的に実施する。

４ 津波ハザードマップ等による浸水範囲の周知
県が作成する津波浸水想定予測図や浸水実績等に基づき、津波ハザード

マップを新たに作成した。
津波ハザードマップは、地域ごとに予測される津波浸水深を踏まえたうえ

で、地域の特性に応じた適切な避難行動や津波に対する理解促進を図る様々
な工夫をする。なお、津波ハザードマップの作成に当たっては、ワーク
ショップを開催するなど広く市民の意見を聞くものとする。
また、作成した津波ハザードマップは全戸配布するとともに、市のホーム

ページにおいて公開するなど周知を行う。
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第３章 災害予防計画

修正計画 現行計画

（削除）

（第２章第５節に整理統合）

５ 避難行動要支援者の津波対策
できる限り浸水が予想される地域等を避け、高台などに避難行動要支援者

が避難できる場所を設置することが望ましいが、やむを得ず浸水が予想され
る地域に設置された施設の管理者には、安全な避難スペースを設けるなど津
波から身を守るハード・ソフトの対策を指導する。

６ 津波に関する知識の普及啓発
(1) 本市の地理的な条件や東日本大震災の教訓を踏まえての啓発

地震発生後、津波が数分で到達する場合もあることから、警報が発表さ
れた場合や大きな揺れを感じたり、揺れは小さくても長く続いた場合には、
各自が最も近く安全な高台に、直ちに率先して避難することを原則とし、
その周知に努める。

また、東日本大震災の教訓や「津波てんでんこ」等各地域において、現
在も生き続けている過去の震災の教訓を踏まえた知恵、工夫、生活様式等
も検討した上で、津波に関する知識の普及啓発を図る。

(2) 自主防災組織等への啓発
地域の防災リーダーとなる自主防災組織等に対して、市ホームページ、

広報誌及びパンフレット等や防災講演会、研修会等を通じて、津波に関す
る知識の普及啓発を図る。

(3) 市民への啓発
市民に対して、市ホームページ、広報誌及びパンフレット等や防災講演

会、避難訓練等を通じて、津波に関する知識の普及啓発を図る。
(4) 学校における防災教育

児童・生徒が津波から自分や家族を守る力を身に付けることは、防災力
の高い地域の形成にもつながることからも、学校における津波に関する知0
識の普及啓発は重要である。学校は、関係諸機関と連携して、学校におけ
る防災教育や教職員の研修の充実に努める。

77



第３章 災害予防計画

修正計画 現行計画

（削除）

（第２章第５節に整理統合）

第10節 観光客対策
１ 観光客対策

（略）

第２節 津波災害への対応
津波が発生または津波警報等が発表された場合に備えて、次のとおり対応体

制等を準備する。

１ 本市の組織体制
津波警報等の発表があった場合には、第３部第８章第２節にある組織体制

により津波災害対策を行う。
なお、地震の発生により既に防災体制が取られているときに津波警報等の

発表があった場合は、レベルの高い方の防災体制をとるものとする。
体制の解除にあっては、津波警報等が解除された場合または津波による被

害の応急対策が概ね完了した場合に、当該組織体制の発令者の判断により解
除を行う。

２ 重点対策地域の検討
津波対策の対象地域は、本市域沿岸全域とするが、住家に浸水が予測され

るなど、避難対策を優先して行う必要がある区域として「津波重点対策地
域」を検討する。

３ 津波避難指示等の発令基準の策定
津波による、避難指示、避難勧告等の津波避難に関する指示等の発令基準

や、発令の内容(「文案・指示範囲」等)を含めて速やかに策定するよう努め
る。

４ 津波避難計画の策定
津波重点対策地域については、津波警報発表時における住民の避難誘導を

円滑に行うため、津波ハザードマップを基に関係部局や地域住民とも検討の
上、「津波避難計画」の策定を検討する。

５ 住民参加による津波避難訓練の実施
津波情報伝達訓練、津波到達時間内での歩行避難、避難経路の検討など避

難時間を考慮した住民参加による津波避難訓練の実施に努める。

第12章 観光客対策
第１節 観光客対策

（略）
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第４章 災害応急対策計画

修正計画 現行計画

第４章 災害応急対策計画
大規模な地震災害が発生した場合、発災直後の応急対策活動を適切に実施す

るため、被害規模等の概括的な情報をいち早く把握することがその後の応急対策
を効果的に実施するために不可欠です。

また、市民や事業者等が適切な行動をとるためには、地震や津波に関する情報
や交通情報等の情報が必要となります。そのため、市は、県や関係機関等と連携
し、必要な情報の迅速な提供に努めます。

発災当初の72時間は，救命・救助活動において極めて重要な時間帯であること
を踏まえ，人命救助及びこのために必要な活動に人的・物的資源を優先的に配分
するものとします。

応急対策活動の実施に当たっては、生命・身体の安全を守ることを最優先に、
災害の拡大や再発といった二次災害の防止や救助・救急、消火及び医療救護活動
を進めます。また、避難所の設置等の避難対策、食料、水等の確保対策等の生活
支援対策を進めるとともに、そのための条件としての交通確保対策を進めます。
ライフラインの応急復旧活動、さらに被災地の社会的混乱や心理的動揺の防止に
向けて、正確な情報の提供や災害相談の実施等、時間経過に沿った対策を進めま
す。 （以下略）

第１節 災害応急対策の基本方針

第４部 災害応急対策計画

第１章 災害応急対策の基本方針
大規模な地震災害が発生した場合、発災直後の応急対策活動を適切に実施す

るため、被害規模等の概括的な情報をいち早く把握することがその後の応急対
策を効果的に実施するために不可欠である。

また、市民や事業者等が適切な行動をとるためには、地震や津波に関する情
報や交通情報等の情報が必要となる。そのため、市は、県や関係機関等と連携し、
必要な情報の迅速な提供に努める。

応急対策活動の実施に当たっては、生命・身体の安全を守ることを最優先に、
災害の拡大や再発といった二次災害の防止や救助・救急、消火及び医療救護活動
を進める。また、避難所の設置等の避難対策、食料、水等の確保対策等の生活支
援対策を進めるとともに、そのための条件としての交通確保対策を進める。
ライフラインの応急復旧活動、さらに被災地の社会的混乱や心理的動揺の防止に
向けて、正確な情報の提供や災害相談の実施等、時間経過に沿った対策を進める。

（以下略）
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第４章 災害応急対策計画

修正計画 現行計画

１ 災害応急対策の概要
（略）

２ 災害応急対策活動の方針
大規模な地震が発生すると、広範囲にわたって被害が発生することが予想さ

れ、多岐にわたる応急対策活動を実施する必要があります。
このような中で、発災後は、倒壊家屋からの救出や火災の拡大防止と早期鎮

圧など、市民の生命、身体を災害から保護することを最優先に実施すると同時
に、正確な情報を迅速に把握しつつ、各部局や拠点との連絡体制を確立するこ
とが、災害応急対策活動のその後の成否を決めます。

併せて、時間経過とともに必要となる避難措置、給水や物資供給、住宅対策
など被害状況に応じた応急対策を適切に実施することが、後の住民生活の安定
化につながります。

そのため、本市、防災関係機関、事業者、自主防災組織、市民が一丸となり、
状況に応じた的確な判断と迅速な行動をとることとします。

災害応急対策活動全般における基本方針は次のとおりとします。

第１節 災害応急対策の概要
（略）

第２節 災害応急対策活動の方針
大規模な地震が発生すると、広範囲にわたって被害が発生することが予

想され、多岐にわたる応急対策活動を実施する必要がある。
このような中で、発災後は、倒壊家屋からの救出や火災の拡大防止と早

期鎮圧など、市民の生命、身体を災害から保護することを最優先に実施す
ると同時に、正確な情報を迅速に把握しつつ、各部局や拠点との連絡体制
を確立することが、災害応急対策活動のその後の成否を決める。
併せて、時間経過とともに必要となる避難措置、給水や物資供給、住宅

対策など被害状況に応じた応急対策を適切に実施することが、後の住民生
活の安定化につながる。
そのため、本市、防災関係機関、事業者、自主防災組織、市民が一丸と

なり、状況に応じた的確な判断と迅速な行動をとることとする。

１ 活動の基本方針
災害応急対策活動全般における基本方針は次のとおりとする。項 目 概 要

人命の優先
発災当初の72時間は，救命・救助活動において極めて重要な時間帯であるこ
とを踏まえ，倒壊家屋からの救出や延焼火災からの避難など、市民の生命、
身体を災害から保護することを最優先とする。

消火活動の優先 地震後に発生する火災の拡大防止と早期鎮圧を優先する。

情報連絡体制の確
立

正確な情報を迅速に把握するとともに適時に提供するため、各部局や拠点と
の連絡体制を確立する。

相互協力
被害の拡大を最小限にとどめるため、行政、防災関係機関、市民、事業者な
どがそれぞれの責務を果たしつつ、相互に協力する体制を整える。

臨機応変な対応
常に状況把握を行い、状況に応じた的確な判断と迅速な行動による臨機応変
な対応を実施する。

項 目 概 要

人命の優先
発災後は、倒壊家屋からの救出や延焼火災からの避難など、市民の生命、

身体を災害から保護することを最優先とする。

消火活動の優先 地震後に発生する火災の拡大防止と早期鎮圧を優先する。

情報連絡体制の確
立

正確な情報を迅速に把握するとともに適時に提供するため、各部局や拠点と
の連絡体制を確立する。

相互協力
被害の拡大を最小限にとどめるため、行政、防災関係機関、市民、事業者な
どがそれぞれの責務を果たしつつ、相互に協力する体制を整える。

臨機応変な対応
常に状況把握を行い、状況に応じた的確な判断と迅速な行動による臨機応変
な対応を実施する。
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第２節 災害対策組織の設置
１ 災害注意体制

災害による被害への注意が必要な場合は、平素の活動を維持しつつ、事
態の推移に伴い速やかに必要な対策が行える体制をとります。

災害注意体制の設置基準は次のとおりとします。

２ 災害警戒本部設置の基準
災害が発生し、または災害が発生するおそれがある場合において、その

災害の程度が本部を設置するに至らないときは、逗子市災害警戒本部（以
下「警戒本部」という。）を設置し、災害に関する情報を収集し、防災関
係機関との連絡調整を図ります。

(1) 警戒本部設置の基準
警戒本部の設置基準は次のとおりとします。なお、南海トラフ地震臨時

情報の内容によっては、災害注意体制を増強した情報収集体制とする場合
があります。

(2) 警戒本部の設置通知
警戒本部を設置した場合は、次により通知します。

（現行計画 第４部第 第２章 第３節から移動）

第３節 災害対策組織の設置
災害警戒本部の設置

災害が発生し、または災害が発生するおそれがある場合において、その災
害の程度が本部を設置するに至らないときは、逗子市災害警戒本部（以下
「警戒本部」という。）を設置し、災害に関する情報を収集し、防災関係機
関との連絡調整を図る。

１ 災害警戒本部設置の基準
警戒体制の設置基準は次のとおりとする。なお、津波注意報及び東海

地震観測情報の内容によっては、情報収集体制とする場合がある。

２ 警戒本部の設置通知
警戒本部を設置した場合は、次により通知する。

区 分 概 要

市域観測震度によるもの 気象庁が、震度５弱の揺れを観測したと発表した場合

津波警報によるもの
気象庁が、相模湾・三浦半島の津波予報区に、津波警報を発表した
場合

南海トラフ地震情報によ
るもの

気象庁が、東海地震に関連する臨時情報（巨大地震注意）を発表し
た場合

区 分 概 要

関係各課、関係機関 市は、災害警戒本部を設置した場合、その旨を関係各課及び県に連絡する。

配備指令 区 分 概 要

第２次体制

市域観測震度に
よるもの

気象庁が、震度５弱の揺れを観測したと発表した場合

津波警報による
もの

気象庁が、相模湾・三浦半島の津波予報区に、津波警報を発表
した場合

南海トラフ地震
情報によるもの

気象庁が、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）を発表し
た場合

区 分 概 要

関係各課、関係機関 市は、災害警戒本部を設置した場合、その旨を関係各課及び県に連絡する。

配備指令 区 分 概 要

第１次体制

市域観測震度
よるもの

気象庁が、震度４の揺れを観測したと発表した場合、又は、隣
接する市町の地震震度観測地点において震度５強以上を観測し
た場合

津波警報による
もの

気象庁が、相模湾・三浦半島の津波予報区に、津波注意を発表
した場合

南海トラフ地震
情報によるもの

象庁が、南海トラフ地震臨時情報（調査中）を発表した場合
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(3) 警戒本部の解散
次に示す場合は、警戒本部を縮小しまたは解散することができます。

なお、警戒本部を解散した場合は、上記(2)に準じて関係者に通知します。

（4) 災害警戒本部の組織及び運営
ア 警戒本部の組織及び事務分掌

警戒本部の組織構成及び事務分掌は、情報共有や軽微な災害に対する応
急対策を目的とすることに鑑み、平常時の行政組織によるものとし、逗子
市災害警戒本部の設置及び運営に関する要綱により定めます。

イ 警戒本部従事職員の職務権限

ウ 運営の基本方針
(ｱ) 警戒本部

(ｲ) 関係各課
警戒本部における各課の所管事務の運営管理は、逗子市災害警戒本部

の設置及び運営に関する要綱で定めるものとします。

３ 警戒本部の廃止
次に示す場合は、警戒本部を縮小しまたは廃止することができる。

なお、警戒本部を廃止した場合は、上記２に準じて関係者に通知する。

（現行計画 第４部第２章第４節から移動）

区 分 指名職員 概 要

警戒本部長 副市長 警戒本部の事務を総括し、警戒本部の職員を指揮監督する。

警戒副本部長 消防長
警戒本部長を補佐し、警戒本部長に事故があるときは、その職
務を代理する。

警戒本部員 関係部局長 警戒本部長の命を受け、指示された事務に従事する。

運営事項 概 要

警戒本部会議の開
催

警戒本部長は、収集した災害に関する情報を共有し、応急対策の方針決定

を行うため、警戒本部会議を招集し開催する。

対応状況等の報告 各課は、措置事項等について警戒本部会議で報告する。

被害情報の共有 被害状況や地震に関する情報などを取りまとめ、警戒本部会議で報告する。

区 分 概 要

市域観測震度によ
るもの

被害状況の把握が終了し、災害応急対策が概ね完了したと認める場合

津波警報等による
もの

気象庁が、発表中の津波警報を解除し、市内の災害応急対策が概ね完了した
と認める場合

南海トラフ地震情
報によるもの

気象庁が、南海トラフ地震に直ちに結びつくものではない旨を明記したな南
海トラフ地震関連解説情報を発表した場合

区 分 概 要

市域観測震度によ
るもの

被害状況の把握が終了し、災害応急対策が概ね完了したと認める場合

津波警報等による
もの

気象庁が、発表中の津波警報を解除し、市内の災害応急対策が概ね完了した
と認める場合

東海地震情報によ
るもの

気象庁が、東海地震に直ちに結びつくものではない旨を明記した東海地震に
関連する調査情報（臨時）を発表した場合
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３ 災害対策本部の設置
災害が発生し、または災害が発生するおそれがある場合において、必要に応

じて逗子市災害対策本部（以下「災害対策本部」という。）を設置し、災害応
急対策を総合的に推進します。

(1) 災害対策本部の設置基準
市長（市長が登庁できないときは、職務代理者）は、次に示す場合は、災

害対策基本法第23条第1項に基づき、災害対策本部を設置します。

(2) 災害対策本部の設置場所
災害対策本部は、次の場所に設置します。

（現行計画 第４部第２章第１節から移動）

２ 災害対策本部の設置場所
災害対策本部は、次の場所に設置する。

区 分 概 要

市域観測震度によ
るもの

気象庁が、震度５強以上の揺れを観測したと発表し、かつ、市内に大規模な被害
が発生し、または発生のおそれがあるとき。

津波警報等による
もの

気象庁が、東京湾内湾または相模湾・三浦半島の津波予報区に大津波警報を発表
し、かつ、市内に大規模な被害が発生し、または発生のおそれがあるとき。

東海地震情報によ
るもの

気象庁が、東海地震注意情報または東海地震予知情報を発表したとき。

項 目 概 要

設 置 場 所
逗子市逗子５丁目２番16号
逗子市役所庁舎３階庁議室（状況により５階会議室）

代替施設の指定

逗子市桜山２丁目３番３１号
逗子市消防本部庁舎内。ただし、災害の種類により、逗子市消防本部が災害
対策本部として的確でないと判断した場合にあっては、使用が可能と判断し
た他の施設を災害対策本部の設置場所とする。なお、逗子市消防本部庁舎が
代替施設として的確でないと判断した場合にあっては、沼間コミュニティセ
ンターを災害対策本部の設置場所とする。

項 目 概 要

設 置 場 所
逗子市逗子５丁目２番16号
逗子市役所庁舎３階庁議室

代替施設の指定

逗子市桜山２丁目３番３１号
逗子市消防本部庁舎内。ただし、災害の種類により、逗子市消防本部が災害
対策本部として的確でないと判断した場合にあっては、使用が可能と判断し
た他の施設を災害対策本部の設置場所とする。なお、逗子市消防本部庁舎が
代替施設として的確でないと判断した場合にあっては、沼間公民館を災害対
策本部の設置場所とする。

配備指令 区 分 概 要

第３次体制

市域観測震度に
よるもの

気象庁が、震度５強以上の揺れを観測したと発表し、かつ、市
内に大規模な被害が発生し、または発生のおそれがあるとき。

津波警報による
もの

気象庁が、東京湾内湾または相模湾・三浦半島の津波予報区に
大津波警報を発表し、かつ、市内に大規模な被害が発生し、ま
たは発生のおそれがあるとき。

南海トラフ地震
情報によるもの

気象庁が、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）を発表し
た場合

第４次体制 上記に加えて市内に大規模な被害が発生し、市役所の全活動力を必要とする場合
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(3) 災害対策本部の設置通知
災害対策本部を設置した場合は、次により通知します。

(4) 災害対策本部の解散
本部長は、次に示す場合は、災害対策本部を縮小し、または廃止するこ

とができます。
なお、災害対策本部を廃止した場合は、上記(3)に準じて関係者等に通知

します。

３ 災害対策本部の設置通知
災害対策本部を設置した場合は、次により通知する。

４ 災害対策本部の廃止
本部長は、次に示す場合は、災害対策本部を縮小し、または廃止するこ
とができる。
なお、災害対策本部を廃止した場合は、上記３に準じて関係者等に通知

する。

項 目 概 要

各課・防災関
係機関

市は、災害対策本部を設置したときは、その旨を関係各課、県、隣接市町及び
警察署その他防災関係機関に連絡する。

報道機関
災害対策本部長（以下「本部長」という。）は、報道機関に災害対策本部の設

置を発表する。

看板等による
標示

市は、本部室入口及び庁舎の主要な入口に、看板等により災害対策本部が設置
された旨を標示する。

項 目 概 要

各課・防災関
係機関

市は、災害対策本部を設置したときは、その旨を関係各課、県、隣接市町及び
警察署その他防災関係機関に連絡する。

報道機関
災害対策本部長（以下「本部長」という。）は、報道機関に災害対策本部の設

置を発表する。

看板等による
標示

市は、本部室入口及び庁舎の主要な入口に、看板等により災害対策本部が設置
された旨を標示する。

区 分 概 要

市域観測震度によるもの 災害応急対策が概ね完了したと認められるとき。

津波警報等によるもの
気象庁が、発表中の津波警報を解除し、市内の災害応急対策が概ね完
了したと認められるとき。

南海トラフ地震情報によ
るもの

気象庁が、南海トラフ地震に直ちに結びつくものではない旨を明記し
た南海トラフ地震関連解説情報を発表した場合

区 分 概 要

市域観測震度によるもの 災害応急対策が概ね完了したと認められるとき。

津波警報等によるもの
気象庁が、発表中の津波警報を解除し、市内の災害応急対策が概ね完
了したと認められるとき。

東海地震情報によるもの 気象庁が、東海地震注意情報または東海地震予知情報を解除したとき。
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(5) 職務代理者の事前指定
初動時において、幹部職員が参集するまでの間の意思決定を遅滞なく行う

ため、市長及び各部局長の職務代理者を事前に定める。

(6) 災害対策本部の代替機能の整備
災害対策本部が被災した場合を想定して、通信機器の整備、バックアップ

機能の確保、職員の搬送手段の確保など、災害対策本部代替機能の充実を図
る。

(7) 災害対策本部の組織及び運営

災害対策本部の組織及びその運営は、逗子市災害対策本部条例（昭和39年
逗子市条例第13号）の規定に基づき、逗子市災害対策本部の設置及び運営に
関する要綱により定めます。その概要は次のとおり。

（現行計画 第３部第８章第1節から移動）

（現行計画 第４部第２章第２節から移動）

第２節 災害対策本部の組織及び運営
地震災害等が発生し、または発生するおそれがある場合、市域に係る災害

応急対策を実施するため必要と認めるときは、災害対策基本法第23条に基づ
き災害対策本部を設置します。
災害対策本部の組織及びその運営は、逗子市災害対策本部条例（昭和39年逗

子市条例第13号）の規定に基づき、逗子市災害対策本部の設置及び運営に関
する要綱により定めます。その概要は次のとおり。

被代理者 職務代理者とその順位

市 長
（災害対策本部長）

第１順位 副市長
第２順位 消防長
第３順位 経営企画部長
第４順位 総務部長
第５順位 市民協働部長
第６順位 福祉部長

各部局長 各部局活動細部計画で指定する。
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ア 災害対策本部の組織及び事務分掌
(ｱ) 災害対策本部の組織

災害対策本部の組織構成は、災害対策本部会議、本庁本部体制、現地出動
体制に区分するものとし、それぞれの組織における職員と役割を概ね次の
とおりの体制とします。

(新設)
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（第4章第３節災害対策組織の設置に記載場所変更）

第２章 災害対策組織の設置

第１節 災害対策本部の設置
災害が発生し、または災害が発生するおそれがある場合において、必要に応

じて逗子市災害対策本部（以下「災害対策本部」という。）を設置し、災害応
急対策を総合的に推進する。

１ 災害対策本部の設置基準
市長（市長が登庁できないときは、第３部第８章第１節の２に規定する

代理者）は、次に示す場合は、災害対策基本法第23条第1項に基づき、災
害対策本部を設置する。

２ 災害対策本部の設置場所
災害対策本部は、次の場所に設置する。

３ 災害対策本部の設置通知
災害対策本部を設置した場合は、次により通知する。

区 分 概 要

市域観測震度によ
るもの

気象庁が、震度５強以上の揺れを観測したと発表し、かつ、市内に大規模な被
害が発生し、または発生のおそれがあるとき。

津波警報等による
もの

気象庁が、東京湾内湾または相模湾・三浦半島の津波予報区に大津波警報を発
表し、かつ、市内に大規模な被害が発生し、または発生のおそれがあるとき。

東海地震情報によ
るもの

気象庁が、東海地震注意情報または東海地震予知情報を発表したとき。

項 目 概 要

設置場所
逗子市逗子５丁目２番16号
逗子市役所庁舎3階庁議室

代替施設の指定

逗子市桜山２丁目３番３１号
逗子市消防本部庁舎内。ただし、災害の種類により、逗子市消防本部が災害対
策本部として的確でないと判断した場合にあっては、使用が可能と判断した他
の施設を災害対策本部の設置場所とする。なお、逗子市消防本部庁舎が代替施
設として的確でないと判断した場合にあっては、沼間公民館を災害対策本部の
設置場所とする。

項 目 概 要

各課・防災関係機関
市は、災害対策本部を設置したときは、その旨を関係各課、県、隣接市町及
び警察署その他防災関係機関に連絡する。

報道機関
災害対策本部長（以下「本部長」という。）は、報道機関に災害対策本部の
設置を発表する。

看板等による標示
市は、本部室入口及び庁舎の主要な入口に、看板等により災害対策本部が設
置された旨を標示する。

87



第４章 災害応急対策計画

修正計画 現行計画

（第4章第３節災害対策組織の設置に記載場所変更）

４ 災害対策本部の廃止
本部長は、次に示す場合は、災害対策本部を縮小し、または廃止すること

ができる。
なお、災害対策本部を廃止した場合は、上記３に準じて関係者等に通知す

る。

第２節 災害対策本部の組織及び運営
地震災害等が発生し、または発生するおそれがある場合、市域に係る災

害応急対策を実施するため必要と認めるときは、災害対策基本法第23条に
基づき災害対策本部を設置する。
災害対策本部の組織及びその運営は、逗子市災害対策本部条例（昭和39年
逗子市条例第13号）の規定に基づき、逗子市災害対策本部の設置及び運営
に関する要綱により定める。

その概要は次のとおり。
１ 災害対策本部の組織及び事務分掌
(1) 災害対策本部の組織

災害対策本部の組織構成は、災害対策本部員会議、地区防災拠点、避難
所に分けるものとし、それぞれの組織における職員と役割を概ね下図のと
おりの体制とする。

区 分 概 要

市域観測震度によるもの 災害応急対策が概ね完了したと認められるとき。

津波警報等によるもの
気象庁が、発表中の津波警報を解除し、市内の災害応急対策が概ね完
了したと認められるとき。

東海地震情報によるもの 気象庁が、東海地震注意情報または東海地震予知情報を解除したとき。
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（削除）

ア 災害対策本部体制

体  制 場  所 担 当 課 担    当 

災害対策本部 市役所庁舎 

災害対策本部員 ・災害対策本部会議 

秘書広報課 ・事務局、総合調整担当・広報担当 

企 画 課 
・災害情報等の収集、伝達担当 

・地区防災拠点担当 

財 政 課・基地対策課 ・災害情報等の収集、伝達担当 

防 災 課 

・事務局、総合調整担当 

・地震情報等の伝達担当 

・通信担当・応援要請担当 

職 員 課 ・事務局、総合調整担当 

管 財 課 ・通信担当 緊急輸送担当 

情報政策課 ・通信担当 

経済観光課 ・応急要請担当・緊急輸送担当 ・応急給水担当 

社会福祉課 
・災害情報の収集・伝達担当 

・避難行動要支援者対応担当 

障がい福祉課 ・避難行動要支援者対応担当 

国保健康課（健康係） ・医療関係対応担当 

介護保険課 ・避難行動要支援者対応担当 

保 育 課 ・避難行動要支援者対応担当 

児童青少年課 ・避難行動要支援者対応担当 

まちづくり課 ・応急危険度判定実施本部担当 

都市整備課 ・道路啓開担当・公共土木施設担当 

河川下水道課 ・公共土木施設担当 

 

89



第４章 災害応急対策計画

修正計画 現行計画

（削除）

イ 地区防災拠点要員

※ 第1地区防災拠点については、津波浸水予測区域内にあるため、大津波等により施設の使用が
不可能となった場合には、久木中学校を代替施設とする。
ウ 医療救護拠点

体  制 場  所 担 当 課 防災倉庫等の有無 

医療救護拠点 逗葉地域医療センター 国保健康課 ◎医療救護班 

 

 体  制 場 所 担 当 課 担    当 

第１地区防災拠点〇 担

当地区 

 ・逗 子 

 ・山の根 

 ・久 木 

 ・新 宿 

 ・桜 山 

1､2､6～9 丁目 

 医療救護所設置 

・逗葉医師会医師、逗葉

歯科医師会歯科医師、逗

葉薬剤師会薬剤師、看護

師等参集 

逗 子 

小学校 

環境都市部次長 ◎ 統括者 
現地活動班を統括するとともに、本庁

本部との連絡調整を行う。 
環境管理課 ◎ 統括班 

緑政課 

◎ 現地活動班 

統括班のもと、５名 1 組（班長１名、記録・連絡員１名、その

他３名）の班を編成し、消防、警察、自主防災組織等と協力し、

被災者の救出救護・搬送、火災鎮圧、交通規制等の諸活動に当

たるとともに、被災状況等を統括班に報告する。 

火災鎮圧は消防、交通規制は警察の活動の補佐を行う。 

資源循環課 

会計課 

議会事務局 

第２地区防災拠点 

〇 担当地区 

 ・桜山 3～5 丁目 

 ・沼 間 

 ・池 子 

 医療救護所設置 

・逗葉医師会医師、逗葉

歯科医師会歯科医師、逗

葉薬剤師会薬剤師、看護

師等参集 

・医療材料等の供給基地 

沼 間 

小学校 

教育部次長 ◎ 統括者 
現地活動班を統括するとともに、本庁

本部との連絡調整を行う。 
総務課 ◎ 統括班 

国保健康課（保険年

金係） 
◎ 現地活動班 

統括班のもと、５名 1 組（班長１名、記録・連絡員１名、その

他３名）の班を編成し、消防、警察、自主防災組織等と協力し、

被災者の救出救護・搬送、火災鎮圧、交通規制等の諸活動に当

たるとともに、被災状況等を統括班に報告する。 

火災鎮圧は消防、交通規制は警察の活動の補佐を行う。 

子育て支援課 

教育研究所 

第３地区防災拠点〇 担

当地区 

 小 坪 

〇 医療救護所設置 

・逗葉医師会医師、逗葉

歯科医師会歯科医師、逗

葉薬剤師会薬剤師、看護

師等参集 

 

小 坪 

小学校 

市民協働部次長 ◎ 統括者 
現地活動班を統括するとともに、本庁

本部との連絡調整を行う。 
情報公開課 ◎ 統括班 

生活安全課・戸籍住

民課 
◎ 現地活動班 

統括班のもと、５名 1 組（班長１名、記録・連絡員１名、その

他３名）の班を編成し、消防、警察、自主防災組織等と協力し、

被災者の救出救護・搬送、火災鎮圧、交通規制等の諸活動に当

たるとともに、被災状況等を統括班に報告する。 

火災鎮圧は消防、交通規制は警察の活動の補佐を行う。 

選挙管理委員会事

務局 

監査委員事務局 

次の課は、施設に参集し施設点検後、災害対策本部の指示を受け、担当の地区防災拠点等に向かい現地活動班として活動する。 

第１地区防災拠点 逗子小学校 

文化スポーツ課 

河川下水道課（施設係） 

図書館 

◎ 現地活動班 
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（削除）

エ 避難所要員
【主な任務】
避難所において、次の業務に従事する。
① 情報の収集と伝達
② 災害対策本部または地区防災拠点との連絡調整
③ 給水、炊き出し給食等避難者の生活支援
④ その他避難施設の運営

 

体  制 場  所 担 当 課 防災倉庫等の有無 

次の課は、施設に参集し施設点検後、災害対策本部の指示を受け、担当の避難所等に向かい避難所要員等として活動する。 

避難所要員 

逗子小学校 あらかじめ教育委員会が指定する 

市民交流センター倉庫 

多目的教室棟裏倉庫 

体育館前（間仕切り倉庫） 

沼間小学校 あらかじめ教育委員会が指定する 体育館脇 

久木小学校 あらかじめ教育委員会が指定する 
体育館脇 

校舎裏 

小坪小学校 あらかじめ教育委員会が指定する 
裏門脇 

体育館脇 

池子小学校 あらかじめ教育委員会が指定する 
体育館脇 

グラウンド 

逗子中学校 あらかじめ教育委員会が指定する 
プール脇 

通用門脇 

久木中学校 あらかじめ教育委員会が指定する 体育館脇 

沼間中学校 あらかじめ教育委員会が指定する 
体育館脇 

グラウンド 

青少年会館 児童青少年課 建物裏 

福祉会館 
福祉会館（社会福祉協議会職員） 

※必要に応じ市職員を派遣する 
建物裏 

小坪公民館 あらかじめ教育委員会が指定する 
講堂横倉庫 

建物裏 

沼間公民館 あらかじめ教育委員会が指定する 駐車場脇倉庫 

高齢者ｾﾝﾀｰ 介護保険課 無 

市民交流ｾﾝﾀｰ 市民協働課 交流センター内物品庫 

次の課は、施設に参集し施設点検後、担当の避難所に向かい、避難所要員として活動する。 

避難所要員 

池子会館 保育課（湘南保育園） 無 

小坪小学校 保育課（小坪保育園） 裏門脇 
体育館脇 
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修正計画 現行計画

(ｲ) 各対策班の事務分掌
災害対策本部の各対策班における事務分掌は、次に定めるほか、職

員初動マニュアル及び各部で作成している初動マニュアルに準じるも
のとする。

(ｲ) 災害対策本部の事務分掌
災害対策本部の各対策班における事務分掌は、次に定めるほか、各

部で作成している初動マニュアルに準じるものとする。

部
部長に

充てる者

副部長に

充てる者
班 分担業務

本部事務局 経営企画部

長

経営企画部次長

秘書広報課長

企画課長

財政課長

基地対策課長

防災課長

連絡調整班 1 災害対策本部の設置及び運営に関すること。(防災課)

2 災害対策本部の庶務に関すること。(防災課)

3 災害情報の受理、伝達及び整理に関すること。(企画課及び防災

課)

4 国、県及び防災関係機関との通信に関すること。(防災課)

5 防災関係機関への応援要請に関すること。(防災課)

6 各部との連絡調整に関すること。(企画課、財政課及び基地対策

課)

7 り災後の行政施策の総合企画に関すること。(企画課)

8 義援金の受入れ等に関すること。(財政課)

9 公共施設等災害復旧対策に関すること。(財政課)

10 災害関係予算及び経理に関すること。(財政課)

11 災害に関する議会報告に関すること。(防災課)

12 本部長及び副本部長の秘書に関すること。(秘書広報課)

13 視察・見舞い等主要来庁者の対応に関すること。(秘書広報課)

14 報道機関に対する情報の発表及び連絡に関すること。(秘書広

報課)

15 災害広報活動に関すること。(秘書広報課)

16 応急対策特命に関すること。

17 他部の応援に関すること。

部 班 分担業務

経営企画対策部 各班共通 １ 応急対策特命に関すること。
２ 他部の応援に関すること。

総括班 １ 災害対策本部の設置及び運営に関すること。
２ 災害対策本部の庶務に関すること。
３ 国、県及び防災関係機関との通信に関すること。
４ 防災関係機関への応援要請に関すること。
５ 復旧・復興計画の立案及び調整に関すること。
６ 警戒区域の設定に係わる事務に関すること。
７ 所掌不明事項に係る総合調整に関すること。

情報班 １ 各部との連絡調整に関すること。
２ 住民に係わる安否情報の収集と収集情報の提供に関するこ

と。
３ 災害情報の受理、伝達及び整理に関すること。

秘書・広報班 １ 本部長及び副本部長の秘書に関すること。
２ 視察・見舞い等主要来庁者の対応に関すること。
３ 報道機関に対する情報の発表及び連絡に関すること。
４ 災害広報活動に関すること。
５ 記者会見の設定に関すること。
６ 基地等情報収集及びアメリカ合衆国軍隊との連絡調整に関

すること。

財務班 １ 義援金の受入れ等に関すること。
２ 公共施設等災害復旧対策に関すること。
３ 災害関係予算及び経理に関すること。

92



第４章 災害応急対策計画

修正計画 現行計画

総務部 総務部長 総務部次長

総務課長

職員課長

管財課長

情報政策課長

情報公開課長

課税課長

納税課長

会計課長

選挙管理委員会事務

局長

監査委員事務局長

総務班 １ 現地活動に関すること。（総務部（管財課を除く。））

２ 緊急文書等の印刷等に関すること。（総務課）

３ 職員動員調整及び派遣に関すること。（職員課）

４ 被災職員に関すること。（職員課）

５ 職員の健康管理に関すること。（職員課）

６ 職員の公務災害補償に関すること。（職員課）

７ 災害対策基本法により派遣された職員の身分取扱いに関するこ

と。（職員課）

８ 時間外勤務に関すること。（職員課）

９ 職員の食料の確保に関すること。（職員課）

10 市庁舎の安全確認及び管理に関すること。（管財課）

11 車両の調達、管理等に関すること。（管財課）

12 必要物資の購入に関すること。（管財課及び会計課）

13 市有財産の災害対策及び被害調査に関すること。（管財課）

14 運輸関係機関との連絡調整に関すること。（管財課）

15 庁舎内等のコンピューター関連施設の保持に関すること。（情

報政策課）

16 市税の期限延長、徴収猶予、減免等の特例措置に関すること。

（課税課及び納税課）

17 被災家屋、被災土地の所有者等の確認に関すること。（課税

課）

18 災害関係予算の出納に関すること。（会計課）

19 救援物資の受入れ、配分等に関すること。（総務部（管財課を

除く。））

20 応急対策特命に関すること。

21 他部の応援に関すること。

市民協働部 市民協働部長 市民協働部担当部長

市民協働部次長

生活安全課長

市民協働課長

文化スポーツ課長

戸籍住民課長

経済観光課長

市民生活班 1 現地活動に関すること。(市民協働部(経済観光課を除く。))

2 避難所の開設及び運営に関すること。(市民協働課及び文化ス

ポーツ課)

3 応急給水活動に関すること。(経済観光課)

4 食料の調達、配分及び配送に関すること。(経済観光課)

5 生活必需品等の調達及び供給に関すること。(経済観光課)

6 災害に関する市民相談及び関係機関が実施する各種相談の連

絡調整に関すること。(生活安全課)

7 農林・水産・商工関係の被害調査に関すること。(経済観光課)

8 野犬等の回収に関する保健福祉事務所等との連絡調整に関す

ること。(生活安全課)

9 応急対策特命に関すること。

10 他部の応援に関すること。

総務対策部 各班共通 １ 地区防災拠点への職員の派遣に関すること。
２ 応急対策特命に関すること。
３ 他部の応援に関すること。

総務・職員班 １ 緊急文書等の印刷等に関すること。
２ 救援物資の受入れ、配分等に関すること。
３ 職員動員調整及び派遣に関すること。
４ 被災職員に関すること。
５ 職員の健康管理に関すること。
６ 職員の公務災害補償に関すること。
７ 災害対策基本法により派遣された職員の身分取り扱
に関すること。

８ 時間外勤務に関すること。
９ 職員の食料の確保に関すること。
10 庁舎内等のコンピューター関連施設の保持に関すること。

管財・緊急輸送班 １ 市庁舎の安全確認及び管理に関すること。
２ 車両の調達、管理等に関すること。
３ 必要物資の購入に関すること
４ 市有財産の災害対策及び被害調査に関すること。
５ 運輸関係機関との連絡調整に関すること。

被害調査班 １ 市税の期限延長、徴収猶予、減免等の特例措置に関すること。
２ 被災家屋、被災土地の所有者等の確認に関すること。

罹災証明の発行に関すること。

会計班 １ 災害関係予算の出納に関すること。

市民協働対策部 各班共通 １ 地区防災拠点への職員の派遣に関すること。
２ 応急対策特命に関すること。
３ 他部の応援に関すること。

市民生活班 １ 災害に関する市民相談及び関係機関が実施する各種相談の連絡調整
に関すること。

応急給水班 １ 応急給水活動に関すること。
２ 食料の調達、配分及び配送に関すること。
３ 生活必需品等の調達及び供給に関すること。
４ 農林・水産・商工関係の被害調査に関すること
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修正計画 現行計画

福祉部 福祉部長 福祉部次長

社会福祉課長

障がい福祉課長

国保健康課長

介護保険課長

子育て支援課長

保育課長

児童青少年課長

福祉医療班 1 現地活動に関すること。(国保健康課、子育て支援課、保育課及

び児童青少年課)

2 避難所の開設及び運営に関すること。(介護保険課及び児童青

少年課)

3 避難行動要支援者の避難、救護等に関する情報の収集・伝達

及び防災関係機関との連絡調整に関すること。(社会福祉課・障

がい福祉課・介護保険課・保育課)

4 ボランティアに関すること。(社会福祉課)

5 義援金(日赤関係)の受入れ等に関すること。(社会福祉課)

6 災害弔慰金、災害障害見舞金、災害援護資金等に関すること。(

社会福祉課)

7 災害救助法の適用申請、精算及び連絡調整に関すること。(社

会福祉課)

8 日本赤十字社との連絡調整に関すること。(社会福祉課)

9 遺体の捜索、収容、火葬及び埋葬に関すること。(社会福祉課)

10 被災生活保護世帯の把握に関すること。(社会福祉課)

11 国民健康保険料・後期高齢者医療保険料の納期延長、徴収

猶予、減免等の特例措置に関すること。(国保健康課)

12 救急医療及び助産活動に関すること。(国保健康課)

13 県及び関係医療機関との連絡調整及び救急医療情報に関す

ること。(国保健康課)

14 逗葉医師会等との連絡調整に関すること。(国保健康課)

15 医療救護所の開設及び運営に関すること。(国保健康課)

16 医療救護所及び救護病院との連絡調整に関すること。(国保健

康課)

17 防疫、保健衛生、食品衛生管理等に関すること。(国保健康課)

18 医療救護拠点に関すること。（国保健康課）

19 介護保険料の納期延長、微収猶予、減免等の特例措置に関

すること。(介護保険課)

20 介護保険サービス利用料の減免・軽減等の特例措置に関する

こと。(介護保険課)

21 介護保険サービス提供事業所との連絡調整に関すること。(介

護保険課)

22 福祉避難所との連絡調整に関すること。(介護保険課)

23 保育料の減免に関すること。(保育課)

24 ふれあいスクール利用者の情報収集及び安全確保に関するこ

と。(児童青少年課）

25 応急対策特命に関すること。

26 他部の応援に関すること。

福祉対策部 各班共通 １ 地区防災拠点への職員の派遣に関すること。
２ 応急対策特命に関すること。
３ 他部の応援に関すること。

避難行動要支援者班 １ 避難行動要支援者の避難、救護等に関する情報の収集・伝達
及び防災関係機関との連絡調整に関すること。

２ 福祉避難所との連絡調整に関すること。
３ 障害福祉サービスの支給及び自己負担に関する納期延長、徴

収猶予、減免等の特例措置に関すること。
４ 障害福祉サービス事業所との連絡調整に関すること

社会福祉・介護支援班 １ ボランティアに関すること。
２ 義援金(日赤関係)の受入れ・配分等に関すること。
３ 災害弔慰金、災害障害見舞金、災害援護資金等に関すること。
４ 災害救助法の適用申請、精算及び連絡調整に関すること。
５ 日本赤十字社との連絡調整に関すること。
６ 遺体安置所の開設、火葬及び埋葬に関すること。
７ 被災生活保護世帯の把握に関すること。
８ 介護保険料の納期延長、微収猶予、減免等の特例措置に関す

ること。
９ 介護保険サービス利用料の減免・軽減等の特例措置に関する

こと。
10 介護保険サービス提供事業所との連絡調整に関すること。

医療救護班 １ 国民健康保険料・後期高齢者医療保険料の納期延長、徴収猶
予、減免等の特例措置に関すること。

２ 救急医療及び助産活動に関すること。
３ 県及び関係医療機関との連絡調整及び救急医療情報に関する

こと
４ 逗葉医師会等との連絡調整に関すること。
５ 医療救護所の運営に関すること。
６ 防疫、保健衛生、食品衛生管理等に関すること。
７ 野犬等の回収に関する保健福祉事務所等との連絡調整に関す

ること。
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修正計画 現行計画

環境都市部 環境都市部長 環境都市部担当部

長

環境都市部次長

環境管理課長

まちづくり課長

緑政課長

環境クリーンセンター

所長

資源循環課長

都市整備課長

河川下水道課長

環境都市班 1 現地活動に関すること。(環境管理課、まちづくり課、緑政課、資

源循環課)

2 計画的市街地復興に関すること。(環境管理課)

3 道路、河川等の障害物の廃棄及び保管に関すること。(資源循環

課及び環境クリーンセンター)

4 災害廃棄物の処理に関すること。(資源循環課及び環境クリーン

センター)

5 ごみの収集及び処理に関すること。(環境クリーンセンター)

6 し尿の収集及び処理に関すること。(環境クリーンセンター)

7 仮設トイレに関すること。(資源循環課)

8 被災住宅の調査等に関すること。(まちづくり課)

9 一般建築物の耐震診断及び耐震相談に関すること。(まちづくり

課)

10 仮設住宅用地の確保及び調整に関すること。(都市整備課)

11 仮設住宅の管理及び入居の決定に関すること。(都市整備課)

12 被災者の住宅入居相談に関すること。(都市整備課)

13 道路、橋りょう及びトンネルの危険箇所の確認及び応急資機材

の確保に関すること。(都市整備課)

14 県及び市が指定する緊急輸送路に関すること。(都市整備課)

15 道路、橋りょう及びトンネルの応急復旧に関すること。(都市整備

課)

16 道路の障害物の除去に関すること。(都市整備課)

17 道路、橋りょう及びトンネルの交通止め、う回、通行制限に関す

ること。(都市整備課)

18 がけ崩れ等の応急措置に関すること。(都市整備課)

19 公共施設の危険箇所の点検及び安全確保に関すること。(都市

整備課)

20 倒壊建造物の解体撤去等に関すること。(都市整備課)

21 被災住宅等の応急修理に関すること。(都市整備課)

22 仮設住宅等の建設に関すること。(都市整備課)

23 下水道の被害状況調査に関すること。(河川下水道課)

24 河川の障害物の除去に関すること。(河川下水道課)

25 下水道施設の応急復旧に関すること。(河川下水道課)

26 応急対策特命に関すること。

27 他部の応援に関すること。

環境都市対策部 各班共通 １ 地区防災拠点への職員の派遣に関すること。
２ 応急対策特命に関すること。
３ 他部の応援に関すること。

住宅支援班 １ 被災住宅の調査等に関すること。
２ 応急危険度判定に関すること。
３ 倒壊建造物の解体撤去等に関すること。

衛生対策班 １ 道路、河川等の障害物の廃棄及び保管に関すること。
２ 災害廃棄物の処理に関すること。
３ 仮設トイレの設置に関する業者との調整に関すること。
４ ごみの収集及び処理に関すること。
５ し尿の収集及び処理に関すること。

応急復旧対策班 １ 仮設住宅用地の確保及び調整に関すること。
２ 仮設住宅の管理及び入居の決定に関すること。
３ 被災者の住宅入居相談に関すること。
４ 道路、橋りょう及びトンネルの危険箇所の確認及び応急資機材の
確保に関すること。

５ 県及び市が指定する緊急輸送路に関すること。
６ 道路、橋りょう及びトンネルの応急復旧に関すること。
７ 道路の障害物の除去に関すること。
８ 道路、橋りょう及びトンネルの交通止め、う回、通行制限に関す
ること。

９ がけ崩れ等の応急措置に関すること。
10 公共施設の危険箇所の点検及び安全確保に関すること。
11 被災住宅等の応急修理に関すること。
12 仮設住宅等の建設に関すること。
13 河川の障害物の除去に関すること。

下水道班 １ 下水道の被害状況調査に関すること。
２ 下水道施設の応急復旧に関すること。
３ 下水道の使用制限に関すること。
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修正計画 現行計画

消防本部・署 消防長 消防次長

消防総務課長

消防予防課長

警備第一課長

警備第二課長

小坪分署長

北分署長

消防団長

消防班 1 消防職員及び消防団員の招集、配備に関すること。(消防総務

課)

2 被災消防職員及び被災消防団員に関すること。(消防総務課)

3 消防職員及び消防団員の公務災害補償に関すること。(消防総

務課)

4 消防相互応援に関すること。(消防総務課)

5 防災関係機関との連絡調整に関すること。(消防総務課)

6 消防職員及び消防団員の水防活動に関すること。(消防総務課)

7 危険物の応急対策に関すること。(消防予防課)

8 消防計画に定める事項に関すること。(消防総務課)

9 被害の原因及び調査の総括に関すること。(消防予防課)

10 水防警戒対策に関すること。(消防予防課)

11 災害情報及び気象情報の受理、伝達に関すること。(警備第一

課及び警備第二課)

12 災害の警戒、防御及び鎮圧に関すること。(警備第一課、警備

第二課、小坪分署、北分署及び消防団)

13 被災者の救護及び搬送に関すること。(警備第一課、警備第二

課、小坪分署、北分署及び消防団)

14 避難誘導、避難勧告(指示)及び警備に関すること。(消防予防

課、警備第一課、警備第二課、小坪分署、北分署及び消防団)

15 消防水利施設に関すること。(警備第一課、警備第二課、小坪

分署及び北分署)

16 応急対策特命に関すること。

教育部 教育部長 教育部次長

教育総務課長

学校教育課長

社会教育課長

教育研究所長

図書館長

教育班 1 現地活動に関すること。(教育委員会事務局(社会教育課を除く。

)

2 避難所の開設及び運営に関すること。(教育総務課、学校教育

課及び社会教育課)

3 教育関係施設及び設備の被害調査並びに応急措置に関するこ

と。(教育総務課、学校教育課及び社会教育課)

4 応急教育、給食並びに被災児童・生徒に対する教科書及び学

用品の給付に関すること。(教育総務課及び学校教育課)

5 教職員の動員に関すること。(学校教育課)

6 応急対策特命に関すること。

7 他部の応援に関すること。

消防対策部 消防班 1 消防職員及び消防団員の招集、配備に関すること。
2 被災消防職員及び被災消防団員に関すること。
3 消防職員及び消防団員の公務災害補償に関すること。
4 消防相互応援に関すること。
5 防災関係機関との連絡調整に関すること。
6 消防職員及び消防団員の水防活動に関すること。
7 危険物の応急対策に関すること。
8 消防計画に定める事項に関すること。
9 被害の原因及び調査の総括に関すること。
10 防警戒対策に関すること。
11 災害情報及び気象情報の受理、伝達に関すること。
12 災害の警戒、防御及び鎮圧に関すること。
13 被災者の救護及び搬送に関すること。
14 避難誘導、避難勧告(指示)及び警備に関すること。
15 消防水利施設に関すること。
16 応急対策特命に関すること。

教育対策部 各班共通 １ 地区防災拠点への職員の派遣に関すること。
２ 応急対策特命に関すること。
３ 他部の応援に関すること。

教育施設対策班 １ 教育関係施設及び設備の被害調査並びに応急措置に関するこ
と。

２ 文化財の保護及び応急対策に関すること。

教育支援班 １ 応急教育、給食並びに被災児童・生徒に対する教科書及び学
用品の給付に関すること。

２ 教職員の動員に関すること。

避難行動要支援者班 １ 避難行動要支援者の避難、救護等に関する情報の収集・伝達
及び防災関係機の連絡調整に関すること。

２ 福祉避難所との連絡調整に関すること。

子育て支援・保育班 １ ふれあいスクール及び学童保育利用者の情報収集及び安全確
保に関すること。

２ 保育所、幼稚園、子育て関連施設利用者の情報収集及び安全
確保に関すること。

３ 保育料の減免に関すること。
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第４章 災害応急対策計画

修正計画 現行計画

(削除)

２ 従事職員の職務権限
(1) 災害対策本部員会議

(2) 地区防災拠点

議会事務局 議会事務局長 議会事務局次長 議会班 1 現地活動に関すること。

2 議会の連絡調整に関すること。

3 議会関係の視察、見舞い及び調査等の来庁者に関すること。

4 応急対策特命に関すること。

5 他部の応援に関すること。

区 分 指名職員 職務概要

本部長 市 長 本部の事務を総括し、本部の職員を指揮監督する。

副本部長 副市長 本部長を補佐し、本部長に事故があるときは、その職務を代理する。

本部員

教育長、理事、消防長、議会事務局長並びに逗
子市事務分掌条例（平成20.年逗子市条例第１９号）
第1条に規定する部及び逗子市教育委員会事務分
掌規則（平成21年逗子市教育委員会規則第２号）第2
条に規定する部の部長及び担当部長をもって充てる。

本部長の命を受け、本部の事務に従事する。

区 分 指名職員 職務概要

統括者 各部次長等
現地活動班を統括するとともに、本庁本部との連絡調整を行う。

統括班 部長が各職員から指名する。

現地活動
班

部長が各職員から指名する。

統括班のもと、5名1組（班長1名、記録・連絡員1名、その他3名）の
班を編成し、消防、警察、自主防災組織等と協力し、被災者の救出
救援・搬送、火災鎮圧、交通規制等の諸活動に当たるとともに、被
災状況等を統括班に報告する。火災鎮圧は消防、交通規制は警察
の活動の補佐を行う。

議会対策部 議会対策班 １ 議会の連絡調整に関すること。
２ 災害に関する議会報告に関すること
３ 議会関係の視察、見舞い及び調査等の来庁者に関す

ること。
４ 応急対策特命に関すること。
５ 他部の応援に関すること。

地区防災拠点班 現地活動員 １ 被災者の救出救護・搬送
２ 消防及び警察の活動補佐
３ 被害及び生活支援情報の収集
４ 災害対策本部への状況報告

避難所要員 １ 情報の収集と伝達
２ 地区防災拠点との連絡調整
３ 防災備蓄品の提供
４ 給食等避難者の生活支援
５ その他避難施設の運営

津波避難ビル要員 １ 施設管理者との連絡調整
２ 情報の収集と伝達
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修正計画 現行計画

イ 災害対策本部会議運営の基本方針
本部長は、災害対策本部の全体の意思決定機関として、災害対策本部
会議を開催する。会議の運営に関する基本方針は次のとおりとします。

なお、市は、災害対策本部の運営に必要な具体的事項を定めたマニュア
ルを策定し、当該マニュアルに基づき円滑に業務を処理します。

（表略）

（削除）

３ 運営の基本方針
(1) 災害対策本部員会議

本部長は、災害対策本部の全体の意思決定機関として、災害対策本部員
会議を開催する。会議の運営に関する基本方針は次のとおりとする。

なお、市は、災害対策本部の運営に必要な具体的事項を定めたマニュア
ルを策定し、当該マニュアルに基づき円滑に業務を処理する。

（表略）

(2) 関係各課
関係各課は、事前に策定した初動マニュアルにより、所管施設などの応

急対策を実施する。
(3) 地区防災拠点

各地区防災拠点は、当該地区防災拠点を中心として、本庁本部等と連絡
調整を行うとともに、被災現場において消防、警察、逗葉医師会、逗葉歯
科医師会、逗葉薬剤師会、逗葉地域医療センター、自主防災組織等と協力
して被災者の救出・救護及び搬送を主体としつつ火災鎮圧、交通規制等の
災害応急対策活動に従事する。

担 当 概 要

統 括 者

1 災害対策本部長の指示のもと、地区防災拠点の統括班及び現地活動班を統括して、被災現

地における応急対策活動を実施する。

2 統括者の指示を受けることができない場合等は、当該現場の最上席の職員が専決する。

統 括 班

1 統括者を補佐し、地区防災拠点における総合調整及び情報の受伝達を行う。

2 地区防災拠点に所属する職員の参集状況を把握し、その状況を本庁本部の地区防災拠点対

応担当に報告する。（統括班の職員の参集状況を取りまとめる。）

3 現地活動班（１班につき５名1組（班長１名、記録・連絡員１名、その他３名）の構成）を編成する。

4 地区防災拠点対応担当からの指示または地域住民、自主防災組織等からの要請に基づき、現

地活動班に応急対策活動の実施について具体的な指示を与える。

5 地区防災拠点で収集した災害情報を取りまとめ、地区防災拠点対応担当に報告する（統括班

の職員が参集途中で収集した情報を取りまとめる）。ただし、緊急を要する火災情報、道路障害

情報等については情報収集後直ちに報告する。

また、同一の被害について複数の情報を収集した場合は、それらの情報を整理、統合して

報告する。

現地活動班

1 職員の参集状況について統括班に報告する。

2 参集途中で収集した情報を統括班に報告する。

3 簡易救助用具等を統括班から受領する。（統括班の指示により資機材の備蓄場所へ取りに行く

ことも含む。）

4 統括者の指示により現地に出動し、救出、救護、搬送等の応急対策活動を行う。

5 応急対策活動終了の報告及び応急対策活動における応援要請等を統括班に行う。

6 現地における応急対策活動

7 その他地区防災拠点の現地活動に関する任務に当たる。
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修正計画 現行計画

（削除）

４ 時系列による災害対策本部運営事項
災害対策本部運営に係る災害発生からの時系列に応じた留意事項を次のとおり定める。

(1) 発生～30分

 発生～３０分 

活動体制 

〇災害対策本部（会

議） 

〇（広域）応援要請 

〇自衛隊派遣要請 

◎ 本部員自主参集 

 ○ 参集途上にあっても、市長が防災課等からの連絡を受け、緊急を要する事項（災害対策本部の設置等）について専

決する。 

 ○ 市長不在の場合は、副市長→消防長→経営企画部長→総務部長→市民協働部長→福祉部長の順位で指揮命令権を確

立する。 

 ○ 指揮命令権者の指示が受けることができないとき等は、当該現場の最上席の職員が専決する。 

◎ 庁舎内の被害状況把握（建物、自家発電機）：管財課 

◎ 庁舎内等のコンピュータ関連施設等の点検・復旧：通信担当（情報政策課） 

◎ 市長は、災害対策本部としての使用可否判断を指示、否の場合、代替施設への開設を指示 

◎ 災害対策本部の設置：事務局総合担当（防災課・秘書広報課） 

○ 災害対策本部設置を県等関係機関及び職員に連絡する。 

◎ 動員指令（自主参集していない職員に参集するよう連絡する。）：通信担当（情報政策課） 

情報収集伝達 

〇情報の種類 

〇収集伝達の手段 

◎ 初動期必須情報（初動期の意思決定・活動に必須となる情報）の収集：災害情報等の収集・伝達担当 

○ 初動期必須情報、職員参集途上からの被害情報、関係機関からの情報、テレビ・ラジオからの災害情報等（人的

被害・火災・住民避難・医療機関避難被害・主要道路・橋りょう被害・ライフライン被害・住宅被害状況）の収集 

・ 職員参集途上の情報対応担当：企画課 

・ 被害情報システムからの情報対応担当：企画課 

・ 第１地区防災拠点対応担当（逗子小学校）：企画課 

・ 第２地区防災拠点対応担当（沼間小学校）：財政課 

・ 第３地区防災拠点対応担当（小坪小学校）：基地対策課 

・ 消防からの情報収集：基地対策課 

◎ 通信手段の点検・関係機関（県、国、応援要請先、ライフライン機関等）との連絡手段確保：通信担当 

○ 市防災行政無線、県防災行政通信網、県災害情報管理システム、衛星電話等の点検：防災課 

○ 電話の状況（電話交換機の状態等）：管財課 

◎ 職員に対し災害時優先電話の使用方法：通信担当 

○ 災害時優先電話で受けない、利用者の限定等：防災課・管財課 

◎ 職員に対し住民等からの問い合わせへの対応要領：通信担当 

○ 災害時伝言ダイヤル「１７１」の利用、不要不急の問合せ自粛要請等：管財課 

◎ 防災行政無線：地震情報等の伝達担当（防災課）、通信担当（防災課・時間外は消防署） 

○ 「震度、火の元、津波の注意等」放送：防災課 

○ 湘南ビーチＦＭの割込み放送等実施：防災課 

◎ 県へ１報：通信担当（防災課） 

○ 県災害情報管理システム等による報告：防災課 

応急対策活動 

〇救急救助 

〇医療救護 

〇消防活動 

〇避難の勧告・指示 

〇避難所の開設・運

営 

〇緊急輸送、交通規

制 

〇給食・給水・生活必

需品の供給 

◎ 津波に対する警戒・避難：災害情報等の収集・伝達担当（企画課等）・通信担当（防災課） 

 ○ 津波注意報・警報発表前の対応：関係先に対し「津波への警戒」の緊急連絡 

 ○ 津波注意報・警報の発表後の対応 

防災行政無線による放送：防災課、時間外は消防署 

◎ 関係先に対し「津波への警戒、沿岸住民等への避難の呼びかけ、警戒の実施」の緊急連絡：防災課、時間外は消防署 

◎ 避難所の開設：公共施設の応急危険度判定(まちづくり課)・避難行動要支援者対応担当（社会福祉課・障がい福祉課・

介護保険課・保育課）・応急給水担当（経済観光課） 

 ○ 避難行動要支援者等に対する食事、水、毛布等の供給 

◎ 救出活動：地区防災拠点職員 

 ○ 職員等に対し、業者・住民の協力を得て、倒壊家屋への閉じ込め者の救出活動 

◎ 緊急輸送道路の啓開：道路啓開・緊急輸送担当（都市整備課） 

 ○ 緊急輸送路（応援車両・医薬品等の輸送）の障害物等の除去：都市整備課 

◎ 道路被害・土砂災害・橋倒壊危険等の情報収集：公共土木施設担当（都市整備課・河川下水道課） 

 

第４章 災害応急対策計画
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第４章 災害応急対策計画

修正計画 現行計画

（削除）

(2) ３０分～1時間

 ３０分～１時間 

活動体制 

〇災害対策本部（会議） 

〇（広域）応援要請 

〇自衛隊派遣要請 

◎ 災害対策本部会議（当面随時、早期に定例化）：事務局総合担当（防災課・秘書広報課） 

○ 初動期必須情報等に基づく対策協議 

初動期必須情報、参集職員からの被害情報、関係機関からの情報、テレビ・ラジオからの災害情報等（人的被

害・火災・住民避難・医療機関避難被害・主要道路・橋りょう被害・ライフライン被害・住宅被害状況）をもと

に状況分析と対策を協議 

◎ 応急危険度判定実施本部の設置（まちづくり課） 

◎ 県等関係機関に対し広域応援要請と受入準備：応援要請担当（防災課） 

○ 県等関係機関（県・近隣市町等）に対し広域応援要請（依頼）：防災課 

○ 受入準備（関係課に対し窓口職員、現地活動調整職員の選任と要請先機関への連絡） 

◎ 自衛隊の災害派遣要請と受入準備：応援要請担当（防災課） 

○ 自衛隊の災害派遣要請（被災者の救出・救護のための自衛隊の災害派遣要請を県へ依頼。県と連絡不能な場合

はその旨及び市の災害の状況を直接自衛隊に通知する。） 

※ 自衛隊広域受入場所：逗子高校校庭等：防災課 

◎ 防災基幹施設のライフライン優先復旧の要請：応援要請担当（防災課） 

 ○ ライフライン関係機関に対し、防災基幹施設における優先復旧を要請：防災課 

◎ 協定先業者・逗葉医師会等に対し応援要請：応援要請担当（防災課） 

○ 逗葉医師会等に対し応援要請：医療関係対応担当（国保健康課） 

 ○ 協定先業者（食料、生活必需品、建設、水道等）に対し応援要請：防災課 

情報収集伝達 

〇情報の種類 

〇収集伝達の手段 

◎ 県に対し防災ヘリによる被害情報収集を要請：応援要請担当（防災課）  

◎ 広報活動の準備、開始：広報担当（秘書広報課） 

○ プレスセンター開設 

○ 防災行政無線（同報系）等による広報活動 

○ 住民に対し湘南ビーチＦＭ放送の割込み放送、災害用ＨＰ等による情報提供 

◎ 問合せ電話等への対応：災害情報等の収集・伝達担当（企画課等） 

◎ 県への被害報告：通信担当（防災課・管財課） 

応急対策活動 

〇救急救助 

〇医療救護 

〇消防活動 

〇避難の勧告・指示 

〇避難所の開設・運営 

〇緊急輸送、交通規制 

〇給食・給水・生活必需

品の供給 

◎ 土砂災害危険、火災危険等、二次災害危険のある地域住民等に対し避難勧告・指示 

：公共土木施設担当（都市整備課・河川下水道課）・消防本部・署 

◎ 危険区域に対しては必要に応じ警戒区域を設定 

：公共土木施設担当（都市整備課・河川下水道課）・消防本部・署 

◎ 避難行動要支援者の安否確認：避難行動要支援者対応担当（障がい福祉課・介護保険課・保育課） 
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修正計画 現行計画

（削除）

(3) 1時間～6時間 

 １時間～３時間 ３時間～６時間 

活動体制 

〇災害対策本部（会

議） 

〇（広域）応援要請 

〇自衛隊派遣要請 

◎ 災害対策本部会議（随時、早期に定例化）：事務局総

合担当（防災課・秘書広報課） 

○ 収集情報等に基づく対策協議：防災課 

◎ 広域応援職員（部隊）、自衛隊派遣部隊の受入体制の

確立状況を確認：応援要請担当（防災課） 

◎ 応援職員（部隊）の配置方針決定：応援要請担当（防

災課） 

◎ 各課の活動調整（継続）：事務局総合担当（防災課・

秘書広報課） 

◎ 防災関係機関との連絡・調整：事務局総合担当（防災

課・秘書広報課） 

○ 消防、警察、自衛隊、市救出担当等で役割分担等を

決定する。 

◎ 業者による主食提供・救援物資配送体制への切替準備 

◎ 各種応急対策活動の進捗状況、体制確立状況に関する

情報の把握：災害情報等の収集・伝達担当（企画課等） 

◎ 災害対策本部会議（随時、早期に定例化）：事務局総

合担当（防災課・秘書広報課） 

○ 収集情報等に基づく対策協議：防災課 

◎ 各課の活動調整（継続）：事務局総合担当（防災課・秘

書広報課） 

◎ 防災関係機関との連絡・調整：事務局総合担当（継続）：

（防災課・秘書広報課） 

 ○ 消防、警察、自衛隊、市救出担当等で役割分担等を

決定する。 

◎ ボランティアの受入体制の確立：災害時要援護対応担

当（社会福祉課） 

  ○ 社会福祉協議会・逗子災害ボランティアネットワーク

と協議・調整 

◎ 活動長期化に備えた職員のローテーション体制の準

備：事務局総合担当（防災課・秘書広報課） 

◎ 職員の食料、水等の必要量確保体制の確立：事務局総

合担当（防災課・秘書広報課） 

情報収集伝達 

〇情報の種類 

〇収集伝達の手段 

 

◎ 情報収集・整理の強化：災害情報等の収集・伝達担当

（企画課等） 

○ 被災者からの問合せ内容の分析、避難者ニーズの分

析等：防災課 

◎ 問合せ電話等の対応：災害情報等の収集・伝達担当

（企画課等） 

◎ 広報活動の徹底：広報担当（秘書広報課） 

 ○ 報道機関対応：秘書広報課 

○ 住民の混乱防止、活動への参加促進等のため、県へ

放送機関への要請を依頼 

○ 市長が先頭に立った被災者への訴え 

○ 住民に対し湘南ビーチＦＭ放送の割込み放送、災害

用ＨＰ等による情報提供 

◎ 県へ被害情報報告：通信担当（防災課） 

○ 県災害情報管理システム等による報告：防災課 

◎ 被災者のニーズの把握、問題把握：事務局総合担当

（防災課・秘書広報課） 

○ 被災者からの問合せ内容の分析、避難者ニーズの分

析等：防災課 

◎ 問合せ電話等の対応：災害情報等の収集・伝達担当（企

画課等） 

◎ 広報活動の徹底：広報担当（秘書広報課） 

 ○ 報道機関対応：秘書広報課 

○ 市長が先頭に立った被災者への訴え 

○ 住民に対し湘南ビーチＦＭ放送の割込み放送、災害用

ＨＰ等による情報提供 

◎ 県へ被害情報報告：通信担当（防災課） 

○ 県災害情報管理システム等による報告：防災課 

◎ 県へ応急危険度判定士の派遣要請（まちづくり課） 

 

応急対策活動 

〇救急救助 

〇医療救護 

〇消防活動 

〇避難の勧告・指示 

〇避難所の開設・運営 

〇緊急輸送、交通規制 

〇給食・給水・生活必

需品の供給 

◎ 震災関連防災活動の指示：避難行動要支援者対応担当

（障がい福祉課・介護保険課） 

○ 避難行動要支援者の安否確認 

○ 社会福祉施設の被災状況の把握 

○ 避難所等の情報収集・提供 

◎ 社会秩序の維持活動：公共土木施設担当（都市整備

課・河川下水道課・消防本部） 

○ 警戒区域、避難勧告・指示対象地域等における警戒

パトロール 

◎ 後方医療機関への搬送に関し、県へ防災ヘリ出動の要

請：通信担当（防災課）・医療関係対応担当（国保健康

課） 

◎ 備蓄品の放出準備：応急給水担当（経済観光課） 

◎ 劣悪な状況（暖房なし、過密、プライバシーなし等）

にある避難所環境の改善：事務局総合担当（防災課・秘

書広報課） 

◎ 災害用トイレの確保：応援要請担当（防災課・経済観光

課） 

◎ 各種の指示に基づく活動の進捗状況の確認と必要な改

善等：事務局総合担当（防災課・秘書広報課） 

◎ 備蓄物資の放出：応急給水担当（経済観光課） 
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第４章 災害応急対策計画

修正計画 現行計画

（削除）

(4) ６時間～48時間 

 ６時間～２４時間 24時間～48時間 

活動体制 

〇災害対策本部（会

議） 

〇（広域）応援要請 

〇自衛隊派遣要請 

◎ 災害対策本部会議（定例化）：事務局総合担当（防災

課・秘書広報課） 

○ 収集情報等に基づく対策協議：防災課 

◎ 各課の活動調整（継続）：事務局総合担当（防災課・

秘書広報課） 

◎ 防災関係機関との連絡・調整（継続）：事務局総合担

当（防災課・秘書広報課） 

 ○ 消防、警察、自衛隊、市救出担当等で役割分担等

を決定する。 

 

◎ 災害対策本部会議（定例化）：事務局総合担当（防

災課・秘書広報課） 

○ 収集情報等に基づく対策協議：防災課 

◎ 各課の活動調整（継続）：事務局総合担当（防災課・

秘書広報課） 

◎ 防災関係機関との連絡・調整（継続）：事務局総合担

当（防災課・秘書広報課） 

 ○ 消防、警察、自衛隊、市救出担当等で役割分担等

を決定する。 

◎ ボランティアの受入：（社会福祉課） 

◎ 協定市等に対し応援要請 

○ 食料、生活必需品等の応援要請：防災課 

◎ 応援要請物資受入場所の準備 

 ○ 市役所ホール・文化プラザホール等 

情報収集伝達 

〇情報の種類 

〇収集伝達の手段 

◎ 被災者のニーズの把握、問題把握：事務局総合担当

（防災課・秘書広報課） 

○ 被災者からの問合せ内容の分析、避難者ニーズ

の分析等：防災課 

◎ 問合せ電話等への対応：災害情報等の収集・伝達担

当（企画課等） 

◎ 広報活動の徹底：広報担当（秘書広報課） 

 ○ 報道機関対応：秘書広報課 

○ 市長が先頭に立った被災者への訴え 

○ 住民に対し湘南ビーチＦＭ放送の割込み放送、災

害用ＨＰ等による情報提供 

◎ 県へ被害情報報告：通信担当（防災課） 

○ 県災害情報管理システム等による報告：防災課 

◎ 被災者のニーズの把握、問題把握：事務局総合担当

（防災課・秘書広報課） 

◎ 問合せ電話等への対応：災害情報等の収集・伝達担

当（企画課等） 

 ○ 報道機関対応：秘書広報課 

○ 住民に対し湘南ビーチＦＭ放送の割込み放送、災

害用ＨＰ等による情報提供 

◎ 県へ被害情報告：通信担当（防災課） 

○ 県災害情報管理システム等による報告：防災課 

応急対策活動 

〇救急救助 

〇医療救護 

〇消防活動 

〇避難の勧告・指示 

〇避難所の開設・運営 

〇緊急輸送、交通規制 

〇給食・給水・生活必

需品の供給 

◎ 災害救助法適用申請：災害情報等の収集・伝達担当

（社会福祉課） 

◎ 災害救助法適用後の活動・事務処理の留意点の徹底

を指示：災害情報等の収集・伝達担当（社会福祉

課）・事務局総合担当（防災課・秘書広報課） 
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第４章 災害応急対策計画

修正計画 現行計画

（第４章第３節へ移動）

第３節 災害警戒本部の設置
災害が発生し、または災害が発生するおそれがある場合において、その災害

の程度が本部を設置するに至らないときは、逗子市災害警戒本部（以下「警戒
本部」という。）を設置し、災害に関する情報を収集し、防災関係機関との連
絡調整を図る。

(1) 災害警戒本部設置の基準
警戒体制の設置基準は次のとおりとする。なお、津波注意報及び東海地

震観測情報の内容によっては、情報収集体制とする場合がある。

２ 警戒本部の設置通知
警戒本部を設置した場合は、次により通知する。

３ 警戒本部の廃止
次に示す場合は、警戒本部を縮小しまたは廃止することができる。なお、

警戒本部を廃止した場合は、上記２に準じて関係者に通知する。

区 分 概 要

市域観測震度によるもの 気象庁が、震度５弱の揺れを観測したと発表した場合

津波警報によるもの
気象庁が、相模湾・三浦半島の津波予報区に、津波警報を発表した
場合

東海地震情報によるもの 気象庁が、東海地震に関連する調査情報（臨時）を発表した場合

区 分 概 要

市域観測震度によ
るもの

被害状況の把握が終了し、災害応急対策が概ね完了したと認める場合

津波警報等による
もの

気象庁が、発表中の津波警報を解除し、市内の災害応急対策が概ね完了した
と認める場合

東海地震情報によ
るもの

気象庁が、東海地震に直ちに結びつくものではない旨を明記した東海地震に
関連する調査情報（臨時）を発表した場合

区 分 概 要

関係各課、関係機関 市は、災害警戒本部を設置した場合、その旨を関係各課及び県に連絡する。
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第４章 災害応急対策計画

修正計画 現行計画

（第４章第３節へ移動）

３ 本部運営に関する留意事項

（略）

第４節 災害警戒本部の組織及び運営
１ 警戒本部の組織及び事務分掌

警戒本部の組織構成及び事務分掌は、情報共有や軽微な災害に対する応急
対策を目的とすることに鑑み、平常時の行政組織によるものとし、逗子市災
害警戒本部の設置及び運営に関する要綱により定める。

２ 警戒本部従事職員の職務権限

３ 運営の基本方針
(1) 警戒本部

(2) 関係各課
警戒本部における各課の所管事務の運営管理は、逗子市災害警戒本部の

設置及び運営に関する要綱で定めるものとする。

第５節 本部運営に関する留意事項

（略）

区 分 指名職員 概 要

警戒本部長 副市長 警戒本部の事務を総括し、警戒本部の職員を指揮監督する。

警戒副本部長 消防長
警戒本部長を補佐し、警戒本部長に事故があるときは、その職
務を代理する。

警戒本部員 関係部局長 警戒本部長の命を受け、指示された事務に従事する。

運営事項 概 要

警戒本部員会議の
開催

警戒本部長は、収集した災害に関する情報を共有し、応急対策の方針決定

を行うため、警戒本部員会議を招集し開催する。

対応状況等の報告 各課は、措置事項等について警戒本部員会議で報告する。

被害情報の共有 被害状況や地震に関する情報などを取りまとめ、警戒本部会議で報告する。
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第４章 災害応急対策計画

修正計画 現行計画

（第４章第２節へ移動）

第３章 職員の出動体制

第１節 職員の出動体制
１ 地震発生時の参集基準等

震災時の体制としては、警戒体制（第１次体制）、災害警戒本部設置
体制（第２次体制）、災害対策本部設置体制（第３次体制）３種類があり、
それぞれ事前に要員を指定するものとする。
(1) 配備指令の種別と発令基準

出動体制の種別と配備指令発令基準の関係は次のとおり。

(2) 地震等発生時における配備対象部局の指定
地震等発生時において、配備指令が発令された場合、次の関係各課が

指定職員の配備を行うこととする。

設置組織 配備指令
配備指令発令基準 配備すべき職員の

基準
発令
者震度 津波警報等 東海地震

警戒体制 第1次体制 震度4 津波注意報
東海地震に関
連する調査情
報(臨時)

防災安全課職員及
び消防長があらか
じめ指定した消防
職員

自
動
発
令

災 害 警 戒
本 部 設 置
体制

第2次体制 震度5弱 津波警報

警戒体制出動職
員：各部の部長が
あらかじめ指定し
た職員

災 害 対 策
本 部 設 置
体制

第3次体制
震度5強
以上

大津波警報

東海地震注意
情報または東
海地震予知情
報

全職員

配 備 指 令 配 備 課

警戒体制 防災安全課、消防本部・署

災害警戒本部設置体制
警戒体制出動職員、各部の部長、次長及び各部の部長があらかじめ指定
した職員

災害対策本部体制 全職員
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第４章 災害応急対策計画

修正計画 現行計画

（第４章第２節へ移動）

(3) 参集対象者と参集場所
参集対象者は全職員（ただし、参集時において傷病等で応急活動に従

事することが困難である者、その他本部長が認める者を除く。）とし、
下表に示す場所に参集する。
なお、やむを得ない事情で指定場所に参集できない場合は、市庁舎ま

たは市施設に参集し、所属長の指示を仰ぐものとする。

４ 勤務時間外に地震が発生した場合の対応
職員は、勤務時間外に地震が発生した場合において、テレビ、ラジオ、防災

行政無線、ＭＣＡ無線等により、市域の観測震度、津波警
報・注意報及び東海地震関連情報など情報の発表を覚知した時点で、予め指定
された出動体制に従い、安全かつ迅速に参集行動に移行する。

５ 勤務時間内に地震が発生した場合の対応
職員は、勤務時間内に地震が発生した場合や各種情報が発表された場合にお

いては、庁内放送等による配備指令の伝達後、各部長等か
らの指示により配備に移行する。

対 象 者 参 集 場 所

本庁本部 市役所庁舎

現地出動要員 指定された地区防災拠点

消防部員 消防本部・署

避難所要員 設置されている避難所
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第４章 災害応急対策計画

修正計画 現行計画

第３節 職員の出動体制
災時の体制としては、災害注意体制（第１次体制）、災害警戒本部設置

体制（第２次体制）、災害対策本部設置体制（第３次体制・第4次体制）
の４種類があり、それぞれ事前に要員を指定するものとします。

１ 配備指令の種別と発令基準
出動体制の種別と配備指令発令基準の関係は次のとおりです。

（削除）

（現行計画 第４部第３章１節から移動）
第１節 職員の出動体制

震災時の体制としては、警戒体制（第１次体制）、災害警戒本部設置
体制（第２次体制）、災害対策本部設置体制（第３次体制）３種類があり、
それぞれ事前に要員を指定するものとする。

１ 配備指令の種別と発令基準
出動体制の種別と配備指令発令基準の関係は次のとおり。

２ 地震等発生時における配備対象部局の指定
地震等発生時において、配備指令が発令された場合、次の関係各課が指定

職員の配備を行うこととする。

設置組織 配備指令
配備指令発令基準 配備すべき職員の

基準
発令
者震度 津波警報等 東海地震

警戒体制 第1次体制 震度4 津波注意報
東海地震に関
連する調査情
報(臨時)

防災安全課職員及
び消防長があらか
じめ指定した消防
職員

自
動
発
令

災 害 警 戒
本 部 設 置
体制

第2次体制 震度5弱 津波警報

警戒体制出動職
員：各部の部長が
あらかじめ指定し
た職員

災 害 対 策
本 部 設 置
体制

第3次体制
震度5強
以上

大津波警報

東海地震注意
情報または東
海地震予知情
報

全職員

配 備 指 令 配 備 課

警戒体制 防災安全課、消防本部・署

災害警戒本部設置体制
警戒体制出動職員、各部の部長、次長及び各部の部長があらかじめ指定
した職員

災害対策本部体制 全職員

設置組織 配備指令
配備指令発令基準

配備すべき
職員の基準

発
令
者

震度
津波
警報等

南海トラフ地震

災 害
注 意 体 制

第1次体制

震度4又は
隣接する市
町の地震震
度観測地点
において震
度５強以上
を観測

津波
注意報

南海トラフ
地震臨時情報
（調査中）

防災安全課職
員及び消防長が
あらかじめ指定
した消防職員

自
動
発
令

災害警戒本
部設置体制

第2次体制 震度5弱
津波
警報

南海トラフ
地震臨時情報
（巨大地震注意）

各部の部長が
あらかじめ指定
した職員

災害対策本
部設置体制

第3次体制
震度5強
以上

大津波
警報

南海トラフ
地震臨時情報
（巨大地震警戒）

各部の部長が
あらかじめ指定
した職員

第４次体制
上記に加えて市内に大規模な被害が発生

し、市役所の全活動力を必要とする場合
全職員
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第４章 災害応急対策計画

修正計画 現行計画

２ 参集対象者と参集場所
配備される職員（ただし、参集時において傷病等で応急活動に従事す

ることが困難である者、その他本部長が認める者を除く。）はあらかじめ指
定された場所に参集します。なお、やむを得ない事情で指定場所に参集でき
ない場合は、市庁舎または市施設に参集し、所属長の指示を仰ぐものとしま
す。

３ 勤務時間外に地震が発生した場合の対応
職員は、勤務時間外に地震が発生した場合において、テレビ、ラジオ、防災

行政無線、ＭＣＡ無線等により、市域の観測震度、津波警報・注意報及び南海
トラフ地震臨時情報など情報の発表を覚知した時点で、予め指定された出動体

制に従
い、安全かつ迅速に参集行動に移行します。

４ 勤務時間内に地震が発生した場合の対応
職員は、勤務時間内に地震が発生した場合や各種情報が発表された場合にお

いては、庁内放送等による配備指令の伝達後、各部局長等からの指示により配
備に移行します。

（現行計画 第４部第３章１節から移動）

３ 参集対象者と参集場所
参集対象者は全職員（ただし、参集時において傷病等で応急活動に従事す

ることが困難である者、その他本部長が認める者を除く。）とし、下表に示
す場所に参集する。
なお、やむを得ない事情で指定場所に参集できない場合は、市庁舎または

市施設に参集し、所属長の指示を仰ぐものとする。

４ 勤務時間外に地震が発生した場合の対応
職員は、勤務時間外に地震が発生した場合において、テレビ、ラジオ、防

災行政無線、ＭＣＡ無線等により、市域の観測震度、津波警報・注意報及び
東海地震関連情報など情報の発表を覚知した時点で、予め指
定された出動体制に従い、安全かつ迅速に参集行動に移行する。

５ 勤務時間内に地震が発生した場合の対応
職員は、勤務時間内に地震が発生した場合や各種情報が発表された場合に

おいては、庁内放送等による配備指令の伝達後、各部長等からの指示により
配備に移行する。

対 象 者 参 集 場 所

本庁本部 市役所庁舎

現地出動要員 指定された地区防災拠点

消防部員 消防本部・署

避難所要員 設置されている避難所
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第４章 災害応急対策計画

修正計画 現行計画

第４節 情報の収集と伝達

１ 情報受伝達等に係る基本方針
(1) 防災機関間の情報受伝達に係る基本方針

（略）

(2) 住民等への情報伝達に係る基本方針
災害の特性を考慮し、住民への情報伝達に係る基本方針を次に定めます。

第４章 情報の収集と伝達

第１節 情報受伝達等に係る基本方針
１ 防災機関間の情報受伝達に係る基本方針

（略）

２ 住民等への情報伝達に係る基本方針
災害の特性を考慮し、住民への情報伝達に係る基本方針を次に定める。

項 目 概 要

積極的な広報

１ 発災後速やかに広報担当を設置し、防災関係機関と連携して流言、
飛語等による社会的混乱を防止し、市民の心の安定を図るととも

に、被災者等の適切な判断と行動を助け、住民等の安全を確保する
ため、正確な情報の速やかな公表と伝達、広報活動に努める。

２ 住民等に対して、地震災害の状況、避難所情報、交通機関やライ
フラインの復旧情報、その他生活に必要な情報の広報活動を行う。

３ 民間事業者等からの有線や無線による地域情報の受入体制を整備
し、これらの情報の活用に努める。

伝達手段の選択
報道への積極的な情報提供、地域安心安全情報共有システム、災害
時広報誌の発行、市ホームページ、湘南ビーチＦＭ放送の割込み放送
の活用など、伝達内容に応じて有効かつ確実な手段により実施する。

項 目 概 要

積極的な広報

１ 発災後速やかに広報担当を設置し、防災関係機関と連携して流
言、飛語等による社会的混乱を防止し、市民の心の安定を図るとと
もに、被災者等の適切な判断と行動を助け、住民等の安全を確保す
るため、正確な情報の速やかな公表と伝達、広報活動に努める。

また、避難所以外で避難生活を送る避難者、応急仮設住宅とし
て提供される賃貸住宅への避難者、所在が把握できる広域避難者
に対しても物資等が提供されるよう努める。

２ 住民等に対して、地震災害の状況、避難所情報、交通機関やラ
イフラインの復旧情報、その他生活に必要な情報の広報活動を行う。

３ 民間事業者等からの有線や無線による地域情報の受入体制を整
備し、これらの情報の活用に努める。

４ 被災者の安否情報について住民から照会があった場合は、被災
者等の権利利益を不当に侵害することのないよう配慮しつつ、可能
な限り安否情報を回答するよう努めます。なお、被災者の中に配偶
者からの暴力等を受け、加害者から追跡されて危害を受ける恐れの
ある者等が含まれる場合は、その個人情報の管理を徹底する。

伝達手段の選択

報道への積極的な情報提供、防災・防犯メール、広報車の巡回、
災害時広報誌の発行、市ホームページ、湘南ビーチＦＭ放送の割込
み放送の活用など、伝達内容に応じて有効かつ確実な手段により実
施する。
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第４章 災害応急対策計画

修正計画 現行計画

２ 災害対策本部での情報の収集
(1) 災害発生直後に収集すべき情報

（略）

(2) 災害対策本部で収集する情報と優先度
被災地の状況は時間経過と共に変化し、これに合わせ災害対策本部で扱

う情報も変化するため、時間ごとに扱う情報と優先度の基本的な考え方を
以下に例示します。

３ 情報受伝達体制
（略）

４ 災害情報の収集及び報告等
（略）

第２節 災害対策本部での情報の収集
１ 災害発生直後に収集すべき情報

（略）

２ 災害対策本部で収集する情報と優先度
被災地の状況は時間経過と共に変化し、これに合わせ災害対策本部で扱

う情報も変化するため、時間ごとに扱う情報と優先度の基本的な考え方を
以下に例示する。

第３節 情報受伝達体制
（略）

第４節 災害情報の収集及び報告等
（略）

発災後3時間 発災後12時間 発災後24時間
１ 死者・行方不明者数
２ 火災の発生状況
３ 施設内の市民の負傷状況
４ 職員の負傷状況
５ ライフラインの利用可否
６ 交通機関の運行状況
７ がけ崩れ・建物倒壊の状
況
８ 道路の通行可能状況
９ 市施設の被害状況
10 通信手段の状況
11 天候の状況

１ 死者・行方不明者数
２ 火災の発生状況
３ 市施設の被害状況
４ 職員の負傷状況
５ ライフラインの利用可否
６ 交通機関の運行状況
７ がけ崩れ・建物倒壊の状況
８ 道路の通行可能状況
９ 医療機関の被害状況
10 避難所の状況
11 帰宅困難者の滞留状況
12 関係機関等への要請状況
13 県の対応状況
14 通信手段の状況

１ 死者・行方不明者数
２ 火災の発生状況
３ 職員の負傷状況
４ ライフラインの応急復旧見

込み
５ 他市町の被害状況
６ がけ崩れ・建物倒壊の状況
７ 地域医療救護所等の状況
８ 避難所の状況
９ 各対策部の人員の過不足
10 帰宅困難者の滞留状況
11 燃料の不足状況
12 関係機関等への要請状況
13 道路の通行可能状況
14 交通機関の復旧見込み
15 通信手段の状況
16 天候の状況

発災後48時間 発災後72時間
１ 主要施設の応急復旧見込み
２ 燃料の不足状況
３ 死者・行方不明者数
４ 避難所の状況
５ 協定事業者の協力の可否
６ 物資の過不足状況
７ 他市町の被害状況
８ 医療機関・地域医療救護所の状況
９ 通信手段の状況

１ 物資の過不足状況
２ 燃料の不足状況
３ 死者・行方不明者数
４ 避難所の状況
５ 在宅避難者等の状況
６ 協定事業者の協力の可否
７ 仮設住宅の必要量見込み
８ 通信手段の状況

発災後3時間 発災後12時間 発災後24時間
１ 火災の発生状況
２ 施設内の市民の負傷状況
３ 職員の負傷状況
４ ライフラインの利用可否
５ 交通機関の運行状況
６ がけ崩れ・建物倒壊の状
況
７ 道路の通行可能状況
８ 通信手段の状況
９ 天候の状況

１ 火災の発生状況
２ 職員の負傷状況
３ ライフラインの利用可否
４ 交通機関の運行状況
５ がけ崩れ・建物倒壊の状況
６ 道路の通行可能状況
７ 関係機関等への要請状況
８ 国・県の対応状況
９ 通信手段の状況

１ 火災の発生状況
２ ライフラインの応急復旧見

込み
３ 他市町の被害状況
４ がけ崩れ・建物倒壊の状況
５ 地域医療救護所等の状況
６ 燃料の不足状況
７ 関係機関等への要請状況
８ 交通網の状況
９ 通信手段の状況
10 天候の状況

１ 市施設の被0害状況 １ 市施設の被害状況
２ 医療機関の被害状況
３ 避難所の状況
４ 帰宅困難者の滞留状況

１ 死者・行方不明者数
２ 交通機関の復旧見込み
３ 避難所の状況
４ 各対策部の人員の過不足
５ 帰宅困難者の滞留状況

１ 死者・行方不明者数 １ 職員の負傷状況

発災後48時間 発災後72時間
１ 主要施設の応急復旧見込み
２ 燃料の不足状況
３ 死者・行方不明者数
４ 避難所の状況
５ 協定事業者の協力の可否

１ 物資の過不足状況
２ 燃料の不足状況
３ 死者・行方不明者数
４ 避難所の状況
５ 在宅避難者等の状況
６ 協定事業者の協力の可否

１ 物資の過不足状況
２ 他市町の被害状況
３ 医療機関・地域医療救護所の状況
４ 通信手段の状況

１ 仮設住宅の必要量見込み
２ 通信手段の状況
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第４章 災害応急対策計画

修正計画 現行計画

５ 市民への情報伝達
災害発生時には、被災地住民をはじめとした市民等に対して、正確な情報

を迅速に提供することにより混乱の防止を図り、適切な判断による行動がで
きるようにする必要があります。

市は、速やかに適切かつ迅速な広報活動を行う。なお、被災者のおかれて
いる生活環境及び居住環境等は多様であることから、情報を提供する際には、
様々な媒体を活用するよう配慮します。特に、避難所や避難場所にいる被災
者は情報を得る手段が限られていることから、被災者生活支援に関する情報
については紙媒体でも情報提供を行うなど、適切に情報提供がなされるよう
努めます。

また、所管区域内の防災関係機関と調整を図り、同報無線や広報車、協定
を締結するケーブルテレビやコミュニティＦＭ放送局、自主防災組織との連
携等により、住民等に対して次の事項等について広報します。

(1) 市民への情報伝達
（略）

(2) 災害広報の実施
（略）

ア 災害広報の手段とその内容
次により災害時における広報を実施します。

（以下略）

第５節 市民への情報伝達
災害発生時には、被災地住民をはじめとした市民等に対して、正確な情報を

迅速に提供することにより混乱の防止を図り、適切な判断による行動ができる
ようにする必要がある。
市は、速やかに広報班を設置し、連携して適切かつ迅速な広報活動を行う。

なお、被災者のおかれている生活環境及び居住環境等は多様であることから、
情報を提供する際には、様々な媒体を活用するよう配慮します。特に、避難所
や避難場所にいる被災者は情報を得る手段が限られていることから、被災者生
活支援に関する情報については紙媒体でも情報提供を行うなど、適切に情報提
供がなされるよう努める。
また、所管区域内の防災関係機関と調整を図り、同報無線や広報車、協定を

締結するケーブルテレビやコミュニティＦＭ放送局、自主防災組織との連携等
により、住民等に対して次の事項等について広報する。

１ 市民への情報伝達
（略）

２ 災害広報の実施
（略）

(1) 災害広報の手段とその内容
次により災害時における広報を実施する。

（以下略）

（略）

防災・防犯メール
（ メ ー ル 配 信 ）

住民が地域の防災、防犯、生活に関する情報を共有することによって、
地域の安心・安全の確立に取り組むことを目的として、全市民及び市
内在勤、在学者を対象に、携帯電話やパソコンにメールを配信する。

防災・防犯メール
（ 電 話 配 信 ）

地域の安心・安全の確立を図ることを目的として、災害時に市の防災
行政無線放送やメール配信等を通じて伝達する情報が行き届きにくい
住民（ひとり暮らしの高齢者や視・聴覚の障がい者）を対象に、防災
行政無線放送と同様の内容を、自動音声による電話及びファックスに
て配信する。

（略）

（略）

地 域 安 心 安 全

情報共有システム

（ メ ー ル 配 信 ）

住民が地域の防災、防犯、生活に関する情報を共有することによって、
地域の安心・安全の確立に取り組むことを目的として、全市民及び市
内在勤、在学者を対象に、携帯電話やパソコンにメールを配信する。
・情報提供の主な内容
① 逗子警察署からの犯罪発生及び防犯情報
② 竜巻注意情報
③ 気象警報等に伴う防災行政無線放送や訓練放送

地 域 安 心 安 全

情報共有システム

（ 電 話 配 信 ）

地域の安心・安全の確立を図ることを目的として、災害時に市の防災
行政無線放送やメール配信等を通じて伝達する情報が行き届きにくい
住民（ひとり暮らしの高齢者や視・聴覚の障がい者）を対象に、防災
行政無線放送と同様の内容を、自動音声による電話及びファックスに
て配信する。
本システムの周知啓発については、広報ずしや市ホームページでの周
知のほか、自治会・町内会等への周知啓発、福祉部等と連携して、ひ
とり暮らし訪問事業、安心生活サポート事業や民生委員児童委員の見
守り制度などを活用し、普及啓発していく。

（略）
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修正計画 現行計画

６ 報道機関への情報提供
（略）

７ 災害時広聴
(1) 市の広聴活動 （略）
(2) 相談窓口の設置 （略）
(3) 要望等への対応

各避難所は、要望や意見等への対応を次のとおり実施します。

８ 被災者支援窓口の設置
（略）

第６節 報道機関への情報提供
（略）

第７節 災害時広聴
１ 市の広聴活動 （略）
２ 相談窓口の設置 （略）
３ 要望等への対応

各避難所は、要望や意見等への対応を次のとおり実施する。

第８節 被災者支援窓口の設置
（略）

項 目 概 要

専 門 相 談

避難所は、処理できない要望や意見等をファックス等によ

り各小学校地区防災拠点を通じ災害対策本部へ報告する。

災害対策本部は、必要に応じて関係各課の協力を求め回答

を作成し、避難所へ送付する。

相 談 内 容

対 応 の 共 有

要望や意見等への対応内容については、取りまとめ関係課

かいで共有する。

項 目 概 要

専 門 相 談

避難所は、処理できない要望や意見等をファックス等によ

り災害対策本部へ報告し、必要に応じて関係各課の協力を

求め回答を作成し、避難所へ送付する。

相 談 内 容

対 応 の 共 有

要望や意見等への対応内容については、取りまとめ関係課

かいで共有する。
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第５節 避難対策計画

１ 避難対策に係る基本方針
(1) 震災時の避難対策に係る基本方針

震災時の災害特性を考慮し、避難に係る基本方針を次に定めます。

(2) 帰宅困難者の解消にかかる基本方針
（略）

第５章 避難対策計画

第１節 避難対策に係る基本方針
１ 震災時の避難対策に係る基本方針

震災時の災害特性を考慮し、避難に係る基本方針を次に定める。

２ 帰宅困難者の解消にかかる基本方針
（略）

項 目 概 要

（略）

大 規模 火災
からの避難

地震発生後に、大規模な延焼火災が発生したときは、住民の自己判
断または避難勧告及び避難指示により広域避難場所へ避難する。

集 団避 難の

原則

地域の一時避難場所から避難所または広域避難場所への避難は、二
次災害から身を守るため、自主防災組織等の主導による集団避難を原
則とする。

（略）

避 難勧 告等
の発令

災害の状況により避難が必要と認める場合に避難準備・高齢者等避
難開始の発表、避難勧告の発令を行う。なお、状況がより切迫してい
る場合には、避難指示を発令する。

（略）

地域への支

援

自宅で生活が可能な在宅避難者及び避難所外の避難生活者への支援は、

避難所を拠点として行う。

（略）

項 目 概 要

（略）

大規模火災
からの避難

地震発生後に、大規模な延焼火災が発生したときは、住民の自己判断
または避難勧告及び避難指示（緊急）により広域避難場所へ避難する。

集団避難の

原則

地域の一時避難場所から避難所等への避難は、二次災害から身を守る
ため、自主防災組織等の主導による集団避難を原則とする。

（略）

避難勧告等
の発令

災害の状況により避難が必要と認める場合に避難準備・高齢者等避難
開始の発表、避難勧告の発令を行う。なお、状況がより切迫している場
合には、避難指示（緊急）を発令する。

（略）

地域への支

援

自宅で生活が可能な在宅避難者及び避難所外の避難生活者への支援は、

地区防災拠点又は避難所を拠点として行う。

（略）
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２ 避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告及び避難指示（緊急）等の実施
(1) 避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告及び避難指示（緊急）の発令

（略）

ア 発令基準

イ 実施者
(略)

ウ 内容
（略）

エ 伝達方法
（略）

オ 報告
（略）

カ 解除
（略）

第２節 避難準備情報、避難勧告及び指示等の実施
１ 避難準備情報、避難勧告及び指示の発令

（略）

(1) 発令基準

(2) 実施者
(略)

(3) 内容
（略）

(4) 伝達方法
（略）

(5) 報告
（略）

(6) 解除
（略）

種 別 概 要

避難準備情報（要支援
者避難情報）

気象庁（横浜地方気象台）が津波注意報を発表した場合
地震災害により人的被害の発生する可能性が高まった場合

避難勧告

気象庁（横浜地方気象台）が大津波警報または津波警報
を発表した場合
地震災害により人的被害の発生する可能性が明らかに高
まった場合

避難指示
避難勧告の発令基準に該当し、危険な状況がより切迫し

ている場合

種 別 概 要

避難準備・高齢者等避

難開始

気象庁（横浜地方気象台）が津波注意報を発表した場合
地震災害により人的被害の発生する可能性が高まった場合

避難勧告

気象庁（横浜地方気象台）が大津波警報または津波警報
を発表した場合
地震災害により人的被害の発生する可能性が明らかに高
まった場合

避難指示（緊急）
避難勧告の発令基準に該当し、危険な状況がより切迫し

ている場合

114



第４章 災害応急対策計画

修正計画 現行計画

(2) 警戒区域の設定
（略）

(3) 避難の実施
ア 震災時における避難の原則行動

市民は、震災時の災害特性を考慮し、以下に定める避難原則行動をと
ります。

イ 避難誘導の実施
（略）

２ 警戒区域の設定
（略）

３ 避難の実施
(1) 震災時における避難の原則行動

市民は、震災時の災害特性を考慮し、以下に定める避難原則行動をとる。

(2) 避難誘導の実施
（略）

項 目 概 要

徒 歩 の 原 則 避難時は、自家用車の使用を避け徒歩で避難する。

自 己 判 断 の 原 則
震災により倒壊家屋や道路の寸断等が予想されることか

ら、避難所は状況に応じて自己の判断により選定する。

津 波 か ら の 避 難
海岸付近で大きな揺れや長い周期の揺れを感じた場合は、

津波警報の発表を待たずに、海岸から離れた高台等へ避難
する。

大規模火災からの避難
地震発生後に、大規模な延焼火災が発生した場合には、

住民の自己判断または避難勧告や避難指示により広域避難
場所へ避難する。

集 団 避 難 の 原 則
地域の一時避難場所から震災時避難所または広域避難地

への避難は、二次災害から身を守るため、自主防災組織の
主導による集団避難を原則とする。

項 目 概 要

徒 歩 の 原 則 避難時は、自家用車の使用を避け徒歩で避難する。

自 己 判 断 の 原 則
震災により倒壊家屋や道路の寸断等が予想されることか

ら、避難所は状況に応じて自己の判断により選定する。

津 波 か ら の 避 難
海岸付近で大きな揺れや長い周期の揺れを感じた場合は、

津波警報の発表を待たずに、海岸から離れた高台等へ避難
する。

大規模火災からの避難

地震発生後に、大規模な延焼火災が発生した場合には、
住民の自己判断または避難勧告や避難指示（緊急）により
指定緊急避難所（大規模な火事）（以下「広域避難場所」
という。）へ避難する。

集 団 避 難 の 原 則
地域の一時避難場所から指定緊急避難場所または広域避
難場所への避難は、二次災害から身を守るため、自主防災
組織の主導による集団避難を原則とする。
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３ 避難所の開設・運営

(1) 避難所の開設
被災者に対する救援措置を行うために、必要に応じ、災害の態様に応

じて安全適切な場所を選定して避難所を開設します。
ただし、緊急の場合（各避難所要員の職員の到着を待ついとまがない

場合）は、自主防災組織等の判断により、あらかじめ指定された避難場
所に避難所を開設できるものとします。また、必要があれば、あらかじ
め指定された施設以外の施設についても、災害に対する安全性を確認の
うえ、管理者の同意を得て避難所を開設できるものとします。

さらに、災害が長期にわたることが見込まれる場合には、避難行動要
支援者に配慮して、被災地以外の地域にあるものを含め、民間賃貸住宅、
旅館やホテル等を避難所として借り上げる等、多様な避難所の確保に努
めます。

第３節 避難所の開設・運営

１ 避難所の開設
被災者に対する救援措置を行うために、必要に応じ、災害の態様に応じ

て安全適切な場所を選定して避難所を開設する。
ただし、緊急の場合（各避難所要員の職員の到着を待ついとまがない場

合）は、自主防災組織等の判断により、あらかじめ指定された避難場所に
避難所を開設できるものとする。また、必要があれば、あらかじめ指定さ
れた施設以外の施設についても、災害に対する安全性を確認のうえ、管理
者の同意を得て避難所を開設できるものとする。
さらに、災害が長期にわたることが見込まれる場合には、避難行動要支

援者に配慮して、被災地以外の地域にあるものを含め、民間賃貸住宅、旅
館やホテル等を避難所として借り上げる等、多様な避難所の確保に努める。

区 分 概 要

勤務時間内

・震度５強以上の地震が観測された場合には、避難所の開設準
備のため、避難所要員に指名した職員を派遣し、施設の安全性
を確認した後、速やかに避難者の受入れに必要な措置を実施す
る。
・施設管理者は、発災直後で避難所要員の到着を待ついとまが
ない場合には、施設管理者の判断で避難者の受入れに必要な措
置を実施する。

勤務時間外

・避難所要員に指名された職員は、震度５強以上の地震が観測
された場合には、指定された避難所に参集し、施設の安全性を
確認した後、速やかに避難者の受入れに必要な措置を実施する。
・避難所要員は、発災直後で施設管理者の到着を待ついとまが
ない場合には、避難者の受入れに必要な措置を実施する。

区 分 概 要

勤 務 時 間 内

・震度５強以上の地震が観測された場合には、避難所の開設準
備のため、避難所要員に指名した職員を派遣し、施設の安全性
を確認した後、速やかに避難者の受入れに必要な措置を実施す
る。
・施設管理者は、発災直後で避難所の開設及び運営を担当する
部(以下「避難所担当部」という。)の到着を待ついとまがない
場合には、施設管理者の判断で避難者の受入れに必要な措置を
実施する。

勤 務 時 間 外

・避難所要員に指名された職員は、震度５強以上の地震が観測
された場合には、指定された避難所に参集し、施設の安全性を
確認した後、速やかに避難者の受入れに必要な措置を実施する。
・避難所担当部は、発災直後で施設管理者の到着を待ついとま
がない場合には、避難所担当部の判断で避難者の受入れに必要
な措置を実施する。
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(2) 避難者の受入
避難所への避難者の受入れは、次を基本として実施します。

(3) 避難所運営委員会の設置
（略）

(4) 運営委員会の構成
(略)

２ 避難者の受入
避難所への避難者の受入れは、次を基本として実施する。

３ 避難所運営委員会の設置
（略）

４ 運営委員会の構成
(略)

項 目 概 要

避難所の周知
避難所を開設した場合においては、速やかに地域住民に周知すると
ともに、県をはじめ県警察、自衛隊、海上保安庁等防災関係機関に
連絡する。

避難者情報の
収 集 ・ 報 告

地域住民及び施設の職員と協力して、避難者名簿により避難者の住
所、氏名、健康状態・負傷の有無などの情報を把握し、避難者一覧
表を作成し定期的に各地区防災拠点へ報告する。

避 難 者 へ の
情 報 提 供

地域住民及び施設の職員と協力して、掲示板等により災害対策本部
からの被害情報などを避難者に提供する。

避難所の状況
報 告

避難者の状況、避難所周辺の被害状況、食料、飲料水、生活必需品
の需給状況などについて、定期的に地区防災拠点に報告する。

項 目 概 要

避難所の周知
避難所を開設した場合においては、速やかに地域住民に周知すると
ともに、県をはじめ県警察、自衛隊、海上保安庁等防災関係機関に
連絡する。

避難者情報の
収 集 ・ 報 告

地域住民及び施設の職員と協力して、避難者カードにより避難者の
住所、氏名、健康状態・負傷の有無などの情報を把握し、災害情報
通信管理システムに入力する。
当該システムが使用できない場合には、集計表を作成しファックス
等により各地区防災拠点へ報告する。

避 難 者 へ の
情 報 提 供

地域住民及び施設の職員と協力して、掲示板等により災害対策本部
からの被害情報などを避難者に提供する。

避難所の状況
報 告

避難者の状況、避難所周辺の被害状況、食料、飲料水、生活必需品
の需給状況などについて、定期的にファックスにより地区防災拠点
に報告する。
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(5) 避難所の運営管理
ア 避難所運営マニュアルに基づき、避難行動要支援者等や男女のニー
ズの違い、要配慮者等の多様な視点が反映できるよう十分配慮するほ
か、避難所の運営に当たっては、被災者に対する給水、給食措置など
が円滑に実施できるよう努めるとともに、避難所における情報の伝達、
食料、水等の配布、清掃等については、避難者、市民、自主防災組織、
災害救援ボランティア等の協力が得られるよう努めるものとします。

イ 避難所の生活環境については、プライバシーの確保状況、入浴施設設
置の有無及び利用頻度、洗濯等の頻度、医師や看護師等による巡回の頻

度、暑さ・寒さ対策やエコノミークラス症候群対策の必要性、ごみ処理の
状況など、避難者の健康状態や避難所の衛生状態の把握を行い、必要な措
置を講じるよう努めます。また、要配慮者や妊産婦、母子のための専用ス
ペースの確保に努めるとともに巡回警備等により、避難所の安全性の確保
措置に努めます。

さらに、ペット同行避難のルールを定め、飼い主が責任をもって飼育す
るための居場所確保やケージ等を用意するなどの具体的な対応がとれるよ
う努めます。

ウ～カ（略）

キ 避難所の運営管理は次を基本として実施します。

(6)～(8) (略)

５ 避難所の運営管理
(1) 市の避難所運営マニュアルに基づき、避難行動要支援者等や男女のニー

ズの違い等それぞれの視点などに十分配慮するほか、避難所の運営に当
たっては、被災者に対する給水、給食措置などが円滑に実施できるよう努
める。この際、避難所における情報の伝達、食料、水等の配布、清掃等に
ついては、避難者、市民、自主防災組織、災害救援ボランティア等の協力
が得られるよう努めるものとする。

(2) 各避難所の避難者に係る情報の早期把握及び避難所で生活せず、食事の
み受け取りに来ている被災者等に係る情報の把握に努め、県に報告を行う。

また、避難者の生活環境に注意を払い、常に良好なものとするよう努め
る。そのため、食事供与の状況、トイレの設置状況等の把握に努め、必要
な対策を講じる。また、避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確
保状況、入浴施設設置の有無及び利用頻度、洗濯等の頻度、医師や看護師
等による巡回の頻度、暑さ・寒さ対策の必要性、ごみ処理の状況など、避
難者の健康状態や避難所の衛生状態の把握に努め、必要な措置を講じるよ
う努める。さらに必要に応じ、避難所におけるペットのためのスペースの
確保に努める。

(3)～(6) （略）

(7) 避難所の運営管理は次を基本として実施する。

６～８ （略）

（略） （略）

避難者名簿の
作成等

各避難所との連絡体制の確立に努めるとともに、個人情報に配慮
しつつ、避難者の名簿作成等を実施し、必要に応じ被災者の援護の
基礎となる被災者台帳を作成します。なお、避難者の中に、配偶者
からの暴力、ストーカー行為、児童虐待等の被害を受け、加害者か
ら追跡されて危害を受ける恐れのある者等が含まれる場合は、その
加害者等に居場所等が知られることのないよう、個人情報の管理を
徹底します。また、避難生活が長期にわたる場合に備えて、国、県
の協力のもと、公営住宅や民間賃貸住宅などの空室情報を把握する
ほか、応急仮設住宅の建設候補地をリストアップする。

ペットの避難
対策 （削除）

（略） （略）

（略） （略）

避難者リスト
の作成等

市は、各避難所と連絡体制の確立に努めるとともに、個人情報に
配慮しつつ、避難者のリスト作成などを行う。また、避難生活が長
期にわたる場合に備えて、国、県の協力のもと、公営住宅や民間賃
貸住宅などの空室情報を把握するほか、応急仮設住宅の建設可能地
をリストアップする。

ペットの避難
対策

運営委員会は、避難所におけるペットの飼育場所を指定するなど、
適正な飼育環境の確保に努める。
なお、飼育については飼主の責任において行うが、必要に応じてボ
ランティアへの協力を求める。

（略） （略）
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４ 避難所外避難者の支援
(1) （略）
(2) 避難所外避難者の支援

やむを得ず避難所に滞在することができない被災者に対しても、職員や自
治会の協力による巡回など、様々な手法で把握に努め、食料等必要な物資の
配布、保健師等による巡回健康相談の実施等保健医療サービスの提供、正確
な情報の伝達等により、生活環境の確保に努めます。

５ 避難路の通行確保と避難の誘導
あらかじめ想定した避難路の安全確認を行うとともに、被災者が迅速かつ

安全に避難できるよう、消防職員、警察官、その他の避難措置の実施者と相
互に連携し、避難先への誘導に努めます。

なお、その際は、避難措置の実施者の安全確保に留意します。
また、災害種別一般記号を使った避難場所標識の見方に関する周知に努め

ます。

６ 帰宅困難者等対策
大規模な地震災害により交通障害が発生した場合、主要駅周辺、民間特定

施設等に帰宅困難者が滞留することが予想されます。
市は、「むやみに移動を開始しない」という基本原則の広報等により、一

斉帰宅の抑止を図るとともに、滞在場所の確保等の支援に努
めます。滞在場所の運営にあたっては、男女のニーズの違いや、要配慮者の
多様なニーズに配慮した運営に努めます。

市は、帰宅困難者発生状況を把握し、必要に応じて事前に指定した帰宅困
難者用の一時避難所を迅速に開設し、円滑な管理運営を行うとともに、帰宅
困難者への開設状況の広報、県・鉄道事業者への情報伝達を行うなど、帰
宅困難者解消のための総合的な対策を県と連携し実施します。

また、帰宅困難者を施設へ誘導する際には、道路状況など安全の確保に特
に留意します。

(1)～(2) （略）

第４節 避難所外避難者の支援
１ （略）
２ 避難所外避難者の支援

把握した避難所外避難者への情報伝達や食料・物資の提供等の支援につい
て、近傍の震災時避難所の運営委員会に指示する。
なお、避難所外避難者への食料・物資の提供等の支援については、原則と

して震災時避難所において実施する。

第５節 避難路の通行確保と避難の誘導
あらかじめ想定した避難路の安全確認を行うとともに、被災者が迅速かつ安

全に避難できるよう、消防職員、警察官、その他の避難措置の実施者と相互に
連携し、避難先への誘導に努める。
なお、その際は、避難措置の実施者の安全確保に留意する。

第６節 帰宅困難者等対策
大規模な地震災害により交通障害が発生した場合、主要駅周辺、民間特定施

設等に帰宅困難者が滞留することが予想される。
市は、帰宅困難者発生状況を把握し、必要に応じて事前に指定した帰宅困難

者用の一時避難所を迅速に開設し、円滑な管理運営を行うとともに、帰宅困難
者への開設状況の広報、県・鉄道事業者への情報伝達を行うなど、帰宅困難者
解消のための総合的な対策を県と連携し実施する。
また、帰宅困難者を施設へ誘導する際には、道路状況など安全の確保に特に

留意する。

１～２（略）
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７ 施設利用者等の安全確保
災害時において、不特定多数の人を収容する公共施設及び集客施設等の管

理者は、利用者の安全確保を図るため、次により自主的に防災活動を実施し
ます。

また、自主的な防災活動が円滑に行われるよう、防災関係機関と協力のも
と、施設管理者に対して必要な指示を行うものとします。

８ 広域的避難
（略）

９ 避難行動要支援者の避難対策
(1) 震災時における避難行動要支援者避難対策の基本方針

震災の災害特性を考慮し、避難行動要支援者の避難等に関する市と市民
の役割を次のとおり定めます。

（表略）

(2) 福祉避難所の開設及び運営
ア 福祉避難所の開設

妊産婦・乳幼児又は高齢者、障がいのある人など、常時介助が必要で、
かつ、その疾患や障がいの特性から集団での避難所生活を長期に継続す
ることが困難と認められる避難行動要支援者等を受け入れるため、あら
かじめ指定された施設を福祉避難所として開設します。

イ 福祉避難所の統廃合
福祉避難所への避難者が減少したときは、震災時避難所と同様に避難

所の統廃合を図ります。

第７節 施設利用者等の安全確保
災害時において、不特定多数の人を収容する公共施設及び集客施設等の管理

者は、利用者の安全確保を図るため、次により自主的に防災活動を実施する。
また、自主的な防災活動が円滑に行われるよう、防災関係機関と協力のもと、

施設管理者に対して必要な指示を行うものとする。

第８節 広域的避難
（略）

第９節 避難行動要支援者の避難対策
１ 震災時における避難行動要支援者避難対策の基本方針

震災の災害特性を考慮し、避難行動要支援者の避難等に関する市と市民
の役割を次のとおり定める。

（表略）

２ 福祉避難所の開設及び運営
(1) 公共施設を利用した福祉避難所

自宅または避難所での避難生活が困難と認められる避難行動要支
援者等を受け入れるため、あらかじめ指定された施設を福祉避難所

として開設する。

(2) 福祉避難所の統廃合
福祉避難所への避難者が減少したときは、震災時避難所と同様に避難
所の統廃合を図る。

事 項 概 要

施設利用者の安
全確保

１ 利用者に災害状況等を伝達し、災害内容の周知を図る。
２ 避難誘導に際しては、高齢者、障がい者等の避難行動要支援者
等を優先し、必要な場合は介護措置を行う。

３ 人的被害が発生した場合は、可能な限り家族等へ状況連絡を行
う。
４ 自主的な防災活動が困難な場合、必要な措置について市及び防
災関係機関に依頼する。

事 項 概 要

施設利用者の安
全確保

１ 利用者に災害状況等を伝達し、災害内容の周知を図る。
２ 避難誘導に際しては、高齢者、障がい者等の要配慮者を優先し、
必要な場合は介護措置を行う。

３ 人的被害が発生した場合は、可能な限り家族等へ状況連絡を行
う。

４ 自主的な防災活動が困難な場合、必要な措置について市及び防
災関係機関に依頼する。
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(3) 福祉避難所への受入れの決定
福祉避難所への受入れの決定については、次に留意して実施します。

(4) 外国人の安全の確保
（略）

10 男女双方の視点に配慮した生活環境の確保

（略）

３ 福祉避難所への受入れの決定
福祉避難所への受入れの決定については、次に留意して実施する。

４ 外国人の安全の確
（略）

第10節 男女双方の視点に配慮した生活環境の確保

（略）

項 目 概 要

受 入 決 定
に お け る
留 意 事 項

・ 高齢者、障がい者及び妊産婦・乳幼児など社会福祉施設の専門

分野に適合した避難行動要支援者等を受け入れることを原則とす

る。

・ 入所型の社会福祉施設は、重度の要介護者を優先とする。

・ 市内施設のみで受入れが困難な場合には、県へ受入施設の調整

を要請する。

項 目 概 要

受 入 決 定
に お け る
留 意 事 項

・ 高齢者、障がい者など社会福祉施設の専門分野に適合した避難

行動要支援者等を受け入れることを原則とする。

・ 入所型の社会福祉施設は、重度の要介護者を優先とする。

・ 市内施設のみで受入れが困難な場合には、県へ受入施設の調整

を要請する。
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第６節 消防対策計画
１ 消防活動体制

(1) 災害活動組織
（略）

(2) 震災時の消防体制
南海トラフ地震臨時情報等による地震の警戒または発生による非常配

備を行う体制を次のとおり定めます。大規模地震が発生するおそれのあ
るとき、または発生した場合において、消防部隊を増強し災害活動組織
の増強を図るため、次の基準により震災特別配備体制を発令します。

（略）
２ 消火活動

（略）
３ 救助・救急活動
(1) 救助・救急活動の基本方針

震災時の救助・救急・消火活動は次により実施します。
ア 震災時の救助・救急の基本

震災時の救助、救急活動は、救助隊、救急隊及び徒歩部隊によ
り、人命の救助及び救命活動を優先し、次の原則に基づき実施します。

（略）

第６章 消防対策計画
第１節 消防活動体制

（略）

２ 震災時の消火体制
東海地震関連情報等による地震の警戒又は発生による非常配備を行う体制

を次のとおり定める。大規模地震が発生するおそれのあるとき、または発生
した場合において、消防部隊を増強し災害活動組織の増強を図るため、次の
基準により震災特別配備体制を発令する。

第２節 消火活動
（略）

第３節 救助・救急・消火活動
１ 救助・救急・消火活動の基本方針

震災時の救助・救急・消火活動は次により実施すること。
(1) 震災時の救助・救急の基本

震災時の救助、救急・消火活動は、救助隊、救急隊により、人命の救助及
び救命活動を優先し、次の原則に基づき実施する。

（略）
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市内の震度等 体制種別 活動内容 動 員 職 員

震度４または津波注意報を
入手した場合 第１次体制

（警戒体制）

災害活動、地震
情報及び被害状
況の把握

消防総務課長、消
防予防課長、警備
課長、分署長、警戒
要員南海トラフ地震臨時情報（調

査中）が発表された場合

震度５弱以上または津波警
報・を入手した場合 第２次体制

（災害警戒本部設置
体制）

災害活動、被害
状況の把握及び
消防指揮本部の
設置

全職員

南海トラフ地震臨時情報（巨
大地震注意）が発表された
場合

震度５強以上または大津波
警報を入手した場合 第３次体制

（災害対策本部設置
体制）

災害活動、情報
収集南海トラフ地震臨時情報（巨

大地震警戒）が発表された
場合

市内の震度等 体制種別 出場内容 動 員 職 員

震度４または津波注
意報を入手した場合
東海地震に関連する
調査情報（臨時）を入
手した場合

第１次体制
災害活動、地震情報
及び被害状況の把握

消防予防課長、警備
課長、分署長、警戒
要員

震度５弱以上または
津波警報・大津波警
報を入手した場合
東海地震注意情報ま
たは東海地震予知情
報を入手した場合

第２次体制
災害活動、被害状況
の把握及び消防指揮
本部の設置

全職員
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第７節 津波対策計画

１ 津波対策に係る基本方針
（略）

２ 津波情報の伝達等

(1) 津波警報・注意報、津波情報、津波予報の発表
（略）

ア 津波警報・注意報
（表略）

（注１）津波が予想されないときは、津波の心配なしの旨を地震情報に含めて
発表します。また地震発生後、予想される津波の高さが20cm 未満で被
害の心配がない場合、または津波注意報の解除後も海面変動が継続す
る場合には、「津波予報（若干の海面変動）」を発表します。

（注２）津波による災害のおそれがなくなったと認められる場合、津波警報等
の解除を行います。このうち、津波の観測状況等により、津波がさら
に高くなる可能性は小さいと判断した場合には、津波の高さが津波注
意報の発表基準未満となる前に、海面変動が継続することや留意事項
を付して解除を行う場合があります。

（注３）「津波の高さ」とは、津波によって潮位が高くなった時点における潮
位と、その時点に津波がなかったとした場合の潮位との差であって、
津波によって潮位が上昇した高さをいう。

イ 津波情報
津波警報・注意報を発表した場合、津波の到達予想時刻や予想される

津波の高さなどが、津波情報として発表されます。
（表略）

ウ 津波予報
地震発生後、津波による災害が起こるおそれがない場合に、以下の内容

が津波予報として発表されます。
（表略）

エ 津波警報・注意報の伝達 津波警報・注意報が発表された場合には、次

の伝達系統図に従い、迅速に伝達します。
（図略）

第７章 津波対策計画

第１節 津波対策に係る基本方針
（略）

第２節 津波情報の伝達等
１ 津波警報等の種類、解説及び津波の高さ

(1) 津波警報・注意報、津波情報、津波予報の発表
（略）

ア 津波警報・注意報
（表略）

※１ 津波による災害のおそれがない場合には、「津波の心配なし」の旨
または「高いところでも0.2m 未満の海面変動のため、被害の心配は
なく、特段の防災対応の必要がない」旨について、津波予報として、
または地震情報に含めて発表する。

※２ 津波による災害のおそれがなくなったと認められる場合、「津波警
報解除」または「津波注意解除」として速やかに通知する。

※３ 「津波の高さ」とは、津波によって潮位が高くなった時点における
その潮位と、その時点に津波がなかったとした場合の潮位との差であ
り、津波によって潮位が上昇した高さをいう。

イ 津波情報
津波警報・注意報を発表した場合、津波の到達予想時刻や予想され

る津波の高さなどを知らせる。
(表略）

ウ 津波予報
（表略）

２ 津波警報・注意報の伝達
(1) 伝達系統

津波警報・注意報が発表された場合には、次の伝達系統図に従い、迅
速に伝達する。

（図略）
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オ 海面監視
（略）

カ 内部連絡体制等の確立
（略）

オ 海水浴客対策
（略）

３ 津波発生時の対処
津波発生時または津波警報等受信時の対処は以下のとおり実施します。

(2) 情報受伝達体制の確立
波に関する情報の的確な把握と海岸・海上部における安全確保のため、県

及び防災関係機関等との緊密な情報共有を行う。
(3) 津波警報・注意報等伝達要領

地震が発生し、有線電話が途絶またはその使用が著しく困難な場合におい
ては、伝達系統図に基づき、速やかに津波警報・注意報等を伝達する。

ア 海面監視
（略）

イ 内部連絡体制等の確立
（略）

(4) 海水浴客対策
（略）

第３節 津波発生時の対策
１ 津波発生時等の対策

津波発生時または津波警報等受信時の対策は以下のとおり実施する。

項 目 概 要

住 民 へ の
情 報 伝 達

・市は、津波警報、大津波警報または津波注意報を受理した場合は、防災行政
無線等により迅速に沿岸地域へ情報伝達を実施する。
・津波警報及び大津波警報については、全国瞬時警報システム(Jアラート)によ
り防災行政無線が自動放送されるが、その後も手動放送により繰り返し情報伝
達を行う。

避難場所への
情 報 提 供

指定緊急避難場所（津波）に対して避難場所の開設を依頼する。

避難勧告の発
令

・市長は、発表された予想される津波の高さ等を勘案して、影響のあると予想
される地域に対して避難勧告を発令する。

海岸保全施設
へ の 対 応

市は、海岸保全施設の的確な防潮対策を実施し、安全を確保した上で海岸保全
施設をパトロールする。

水防活動の実
施

水防法第16条により県から水防警報の通知を受けた場合、関係部局は同法第17
条に基づき水防活動を実施する。

項 目 概 要

住 民 へ の
情 報 伝 達

・市は、津波警報、大津波警報または津波注意報を受理した場合は、防災行政
無線等により迅速に沿岸地域へ情報伝達を実施する。
・津波警報及び大津波警報については、全国瞬時警報システム(Jアラート)によ
り防災行政無線が自動放送されるが、その後も手動放送により繰り返し情報伝
達を行う。

避 難 場 所 の
情 報 提 供

津波避難ビル及び避難所、一時避難所などの各避難所に対して避難所の開設を
依頼する。

避難勧告の発
令

・市長は、発表された予想される津波の高さ等を勘案して、影響のあると予想
される地域に対して避難勧告を発令する。
・市は避難所開設の際には、浸水が予測される地域にある避難所の開設を一時
見合わせる等の措置を行う。

海岸保全施設
へ の 対 応

市は、海岸保全施設の的確な防潮対策を実施し、安全を確保した上で海岸保全
施設をパトロールする。

水防活動の実
施

水防法第16条により県から水防警報の通知を受けた場合、関係部局は同法第17
条に基づき水防活動を実施する。
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４ 避難対策
（略）

(1) 市民の自主避難
（略）

(2) 避難勧告、避難指示（緊急）等
強い地震（震度４程度以上）または弱い地震であっても長い時間ゆっくり

とした揺れを感じて避難の必要性を認める場合、直ちに避難勧告を行うなど、
速やかに的確な対応を行います。

なお、津波警報等に応じて自動的に避難指示（緊急）等を発令する場合に
おいても、住民等の円滑な避難や安全確保の観点から、津波の規模と避難指
示（緊急）の対象となる地域を住民等に伝達します。

予想される津波到達時間を考慮しつつ、避難誘導や防災対応にあたる者の
安全が確保されることを前提とした上で、要配慮者の避難支援などの緊急対
策を行います。

ア 避難勧告、避難指示（緊急）
津波からの避難は、緊急を要するため、近海で地震が発生した場合には、

津波警報等が発表される前であっても、海面状態を監視し、異常を発見し
たときは、市長は市民等に海浜等から避難するよう勧告または指示をしま
す。

第４節 避難対策
（略）

１ 市民の自主避難
（略）

２ 避難勧告、避難指示等
強い地震（震度４程度以上）または弱い地震であっても長い時間ゆっくり

とした揺れを感じて避難の必要性を認める場合、直ちに避難勧告を行うなど、
速やかに的確な対応を行う。
なお、津波警報等に応じて自動的に避難指示等を発令する場合においても、

住民等の円滑な避難や安全確保の観点から、津波の規模と避難指示の対象と
なる地域を住民等に伝達する。
予想される津波到達時間を考慮しつつ、避難誘導や防災対応にあたる者の

安全が確保されることを前提とした上で、避難行動要支援者の避難支援など
の緊急対策を行う。

(1) 避難勧告、避難指示
津波からの避難は、緊急を要するため、近海で地震が発生した場合には、

津波警報等が発表される前であっても、海面状態を監視し、異常を発見した
ときは、市長は市民等に海浜等から避難するよう勧告または指示をする。

項 目 概 要

船 舶 等 へ の
情 報 伝 達

・市は、津波警報または大津波警報が発表された場合は、関係機関へ迅速に伝
達・周知する。
・津波注意報が発表された場合にも、その取扱並びに周知に関しては警報に準
じて処理する。

事 業 者 へ の
注 意 喚 起

・市は、漁業協同組合や海洋レジャー事業者への注意喚起を行う。
・市は、港湾事業者への注意喚起を行う。

対 処 上 の
留 意 点

職員は、避難の呼び掛け、避難誘導、海面監視活動、水防活動等を実施する際
は、自身が被害を受けないよう行動する。

（削除）

項 目 概 要

船 舶 等 へ の
情 報 伝 達

・市は、津波警報または大津波警報が発表された場合は、関係機関へ迅速に伝
達・周知する。
・津波注意報が発表された場合にも、その取扱並びに周知に関しては警報に準
じて処理する。

事 業 者 へ の
注 意 喚 起

・市は、漁業協同組合や海洋レジャー事業者への注意喚起を行う。
・市は、港湾事業者への注意喚起を行う。

対 処 上 の
留 意 点

職員は、避難の呼び掛け、避難誘導、海面監視活動、水防活動等を実施する際
は、自身が被害を受けないよう行動する。

津波避難計画
の 実 行

「津波重点対策地域」については、「津波避難計画」を策定し、避難勧告・避
難誘導、海面監視などを実施する。
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また、気象庁等から津波警報を受信または津波による浸水が発生すると
判断したときは、市長は直ちに沿岸地域等の市民に対し、避難勧告または
避難指示（緊急）を行うとともに、その周知徹底を図るため、広報等必要
な措置をとるものとし、市民は、付近の高台等に避難します。

なお、津波到達予想時刻を勘案し、活動方針を決定する等、避難の呼び
かけを実施する者の安全確保について徹底します。

イ 県等への報告
津波のための避難勧告または避難指示（緊急）を実施した場合は、速や

かに県に対しその旨を報告するとともに、隣接市町に連絡します。

ウ その他防災関係機関の措置
（略）

第８節 食料・生活関連物資等供給計画
（略）

１ 食料・生活関連物資等の供給に係る基本方針
備蓄食料等を活用するとともに、主要食料及び副食・調味料及び必要な生活

必需物資等を調達し、被災者等に対して供給します。

(1) 食料・生活関連物資等の供給に係る基本方針
被災地で求められる物資は、時間の経過とともに変化することを踏まえ、

時宜を得た物資の調達に留意するものとします。また、夏季には扇風機等、
冬季には暖房器具、燃料等も含めるなど被災地の実情を考慮するとともに、
要配慮者のニーズや男女のニーズの違いに配慮します。

なお、被災者の中でも、交通及び通信の途絶により孤立状態にある被災者
に対しては、孤立状態の解消に努めるとともに、食料、飲料水及び生活必需
物資等の円滑な供給に十分配慮します。また、避難所以外で避難生活を送る
避難者、応急仮設住宅として提供される賃貸住宅への避難者、所在が把握で
きる広域避難者に対しても、物資等が提供されるよう努めます。

震災時において、被災者に食料等を供給するための基本方針を次に定めま
す。

また、気象庁等から津波警報を受信または津波による浸水が発生すると判
断したときは、市長は直ちに沿岸地域等の市民に対し、避難勧告または避難
指示を行うとともに、その周知徹底を図るため、広報等必要な措置をとるも
のとし、市民は、付近の高台等に避難する。
なお、津波到達予想時刻を勘案し、活動方針を決定する等、避難の呼びか

けを実施する者の安全確保について徹底する。

(2) 県等への報告
津波のための避難勧告または避難指示を実施した場合は、速やかに県に対

しその旨を報告するとともに、隣接市町に連絡する。

(3) その他防災関係機関の措置
（略）

第８章 食料・生活関連物資等供給計画
（略）

第1節 食料・生活関連物資等の供給に係る基本方針
備蓄食料等を活用するとともに、主要食料及び副食・調味料及び必要な生活必

需物資等を調達し、被災者等に対して供給する。

１ 食料・生活関連物資等の供給に係る基本方針
被災地で求められる物資は、時間の経過とともに変化することを踏まえ、時

宜を得た物資の調達に留意するものとする。また、夏季には扇風機等、冬季に
は暖房器具、燃料等も含めるなど被災地の実情を考慮するとともに、避難行動
要支援者等のニーズや男女のニーズの違いに配慮する。
なお、被災者の中でも、交通及び通信の途絶により孤立状態にある被災者に

対しては、孤立状態の解消に努めるとともに、食料、飲料水及び生活必需物資
等の円滑な供給に十分配慮する。また、在宅での避難者等に対しても物資が供
給されるよう努める。
震災時において、被災者に食料等を供給するための基本方針を次に定める。
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２ 食料の調整・配給等
(1) 食料の調達及び配送

食料の調達及び輸送を次のとおり行います。

第２節 食料供給対策
１ 食料供給の実施

食料の応急供給は、避難等により食料の確保や自炊の手段を失った被災者
が発生し、炊き出しによる給食を行う必要がある場合に実施する。

２ 食料の調達・配給等
(1) 食料の調達及び配送

食料の調達及び輸送を次のとおり行う。

項 目 概 要

食料等の供給を行
う 場 合

１ 災害救助法が適用された場合

２ 市長が被災者及び応急復旧作業に従事する者に対し、炊き出し

による給食を行う必要があると認めた場合

市 民 が 行 う
備 蓄

市民は、発災直後には、非常用持ち出し品の非常食を摂取し、また、

避難生活の内３日間は、事前に備えた食料を摂取するよう努めるも

のとする。また、生活関連物資については、家族の状況に応じて、

十分な量を備え、これを使用するものとする。

供 給 す る 食 料
発災当初は、食料の調達が困難であるため、備蓄食料によるものと

し、調達体制が整い次第、調達食料の配給や炊き出し等に移行する。

救 援 物 資 の
募 集

原則として行政、事業者以外からの救援物資の受付はしないことと

し、個人等からは、義援金による支援を呼びかける。

項 目 概 要

食料等の供給を
行 う 場 合

１ 災害救助法が適用された場合

２ 市長が被災者及び応急復旧作業に従事する者に対し、給食を行

う必要があると認めた場合

市 民 が 行 う
備 蓄

市民は、発災直後には、非常用持ち出し品の非常食を摂取し、また、

避難生活の内３日間は、事前に備えた食料を摂取するよう努めるも

のとする。また、生活関連物資については、家族の状況に応じて、

十分な量を備え、これを使用するものとする。

供 給 す る 食 料
発災当初は、食料の調達が困難であるため、備蓄食料によるものと

し、調達体制が整い次第、調達食料の配給や炊き出し等に移行する。

救 援 物 資 の
募 集

原則として行政、事業者以外からの救援物資の受付はしないことと

し、個人等からは、義援金による支援を呼びかける。
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項 目 概 要

米穀の調達

・災害応急用米穀の調達については、原則として市内の米穀届出販売
事業者との協定により調達する。

・災害の状況により、市内の届出販売業者等から米穀の調達が困難な
場合は、県知事に対し、応急用米穀の供給を要請する。

・災害救助法が適用された場合、農林水産省所管政府所有米穀の供給
に関して、県知事に供給を要請する。
なお、交通・通信途絶のため県知事に要請ができない場合は、農林
水産省(生産局農産部貿易業務課)に要請する。

・必要に応じて、災害時の相互応援に関する協定を締結している都市
に対して支援を要請する。

米穀以外の
食品の調達

・米穀以外の食品の調達に関しては、「災害時における生活必需物資
の供給協力に関する協定」を締結する組合に、食料品の売り渡し要
請及び輸送の依頼を行う。

・協定による調達が困難な場合には、県知事に対して支援を要請する。
・地域の復旧度合いに応じて、営業を再開した地元の事業者に避難所

への食料の供給を委託する。

炊き出し用
燃料の調達

炊き出し用の燃料は、「液化石油ガスの供給に関する協定」を締結す
る逗子市プロパンガス防災協力会にＬＰガスの供給要請及び輸送の依
頼を行う。

調達食料の
配 送

調達食料の配送は、輸送関係の協定業者の車両または食料提供事業者
により、市の指示で実施する。

項 目 概 要

(削除)

食品の調達

・食品の調達に関しては、「災害時における生活必需物資の供給協力
に関する協定」を締結する組合に、食料品の売り渡し要請及び輸
送の依頼を行う。

・協定による調達が困難な場合には、県知事に対して支援を要請する。
・地域の復旧度合いに応じて、営業を再開した地元の事業者に避難所

への食料の供給を委託する。

燃 料 の 調
達

炊き出し用の燃料は、「液化石油ガスの供給に関する協定」を締結す
る逗子市プロパンガス防災協力会にＬＰガスの供給要請及び輸送の依
頼を行う。

調達食料の
配 送

調達食料の配送は、輸送関係の協定業者の車両または食料提供事業者
により、市の指示で実施する。
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(2) 食料の配給
調達食料の応急配給は、次のとおり行います。

３ 生活関連物資供給対策
（略）

４ 救援物資の受入れ
（略）

(2) 食料の配給
調達食料の応急配給及び炊き出しは、次のとおり行う。

第３節 生活関連物資供給対策
（略）

第４節 被災地外救援物資対策
（略）

項 目 概 要

実 施 時 期
初動活動期（発災から３日間以内で、県等からの調達食料が避難

所に行き渡るまでの間。）

配 給 対 象 食料の配給を必要とする者

備 蓄 場 所
避難者用として、避難所及び防災資機材倉庫に備蓄する。

また、応急対策従事職員用として、防災倉庫に備蓄する。

備蓄食料の

輸 送

備蓄食料の輸送は、輸送関係の協定業者の車両により、市の指示

で実施する。

配 給 場 所

・震災時避難所で配給する。

・在宅避難者のうち自ら受け取りに来ることができない高齢者や

障がい者等には、自主防災組織、近隣住民等が供給支援する。

配 給 手 順

・発災初期には、パン、弁当、インスタント食品、缶詰、レトル

ト製品等、調理が不要または簡易調理により摂取できる食品から

配給する。

項 目 概 要

実 施 時 期
初動活動期（発災から３日間以内で、県等からの調達食料が避難

所に行き渡るまでの間。）

配 給 対 象 食料の配給を必要とする者

備 蓄 場 所
避難者用として、避難所及び防災資機材倉庫に備蓄する。

また、応急対策従事職員用として、防災倉庫に備蓄する。

備蓄食料の

輸 送

備蓄食料の輸送は、輸送関係の協定業者の車両により、市の指示

で実施する。

配 給 場 所

・震災時避難所で配給する。

・在宅避難者のうち自ら受け取りに来ることができない高齢者や

障がい者等には、自主防災組織、近隣住民等が供給支援する。

配 給 手 順

・発災初期には、パン、弁当、インスタント食品、缶詰、レトル

ト製品等、調理が不要または簡易調理により摂取できる食品から

配給する。

・炊き出しを行う際は、主食を米穀類や麦製品とし、副食は避難

所での炊事や配給の容易なものを選択する。
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第９節 飲料水供給計画

１ 飲料水等の供給に係る基本方針
市は、応急給水班を組織し、県企業庁が確保した飲料水のほか、備蓄

された飲料水、非常用飲料水貯水槽、鋼板プールの水、井戸水等を活用
して応急給水を実施する。特に医療機関への速やかな給水を優先的に配
慮します。

また、給水が困難な場合は、県に対して支援を要請します。
県企業庁は、応急飲料水の確保に努め、災害用指定配水池における応
急給水を支援します。飲料水の確保が困難な場合は、必要に応じて、
災害時、震災時等の相互応援に関する協定を締結している九都県市、
関東地方知事会若しくは厚生労働省又は国の非常（緊急）災害対策本
部等に支援等を要請するとともに、必要に応じて自衛隊に給水等を要
請します。

（表略）

２ 飲料水の確保
（略）

３ 応急給水等の実施
(削除)

(1) 応急給水方法
（略）

(2) 応急給水用車両等資器材
（略）

４ 応急飲料水以外の生活用水の供給
（略）

５ 応急給水の広報活動
（略）

第９章 飲料水供給計画

第１節 飲料水等の供給に係る基本方針
市の水道は県営によるものであることから、災害用指定配水池におけ

る飲料水の確保については、県営水道が行う。
市は、給水班を組織し、県営水道及び市が確保した飲料水を活用して応
急給水を実施する。また、市による給水が困難な場合は、県企業庁に協
力を要請する。

（表略）

第２節 飲料水の確保
（略）

第３節 応急給水等の実施
市は、給水班を組織し、県企業庁が確保した飲料水のほか、非常用飲料

水貯水槽、鋼板プールの水、井戸水等を活用して応急給水を実施する。特
に医療機関への速やかな給水を優先的に配慮する。

また、給水が困難な場合は、県に対して支援を要請する。
県企業庁は、応急飲料水の確保に努め、災害用指定配水池における応急

給水を支援する。飲料水の確保が困難な場合は、必要に応じて、災害時、
震災時等の相互応援に関する協定を締結している九都県市、関東地方知事
会若しくは厚生労働省又は国の非常（緊急）災害対策本部等に支援等を要
請するとともに、必要に応じて自衛隊に給水等を要請する。

１ 応急給水方法
（略）

２ 応急給水用車両等資器材
(略)

第４節 応急飲料水以外の生活用水の供給
（略）

第５節 応急給水の広報活動
（略）
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修正計画 現行計画

第10節 住宅対策計画

１ 住宅に係る応急対策の基本方針
（略）

２ 危険度判定の実施
（略）

３ 被害調査の実施
（略）

４ 被災住宅の応急修理
（略）

５ 応急住宅の確保
（略）

第11節 医療救護対策計画
１ 医療救護に係る基本方針

震災時において、救護が必要な被災者等に医療及び助産を提供するための
基本方針を次に定めます。

第10章 住宅対策計画

第１節 住宅に係る応急対策の基本方針
（略）

第２節 危険度判定の実施
（略）

第３節 被害調査の実施
（略）

第４節 被災住宅の応急修理
（略）

第５節 応急住宅の確保
（略）

第11章 医療救護対策計画
第１節 医療救護及び助産等に係る基本方針

１ 医療救護及び助産等に係る基本方針
震災時において、救護が必要な被災者等に医療及び助産を提供するた

めの基本方針を次に定める。

項 目 概 要

地域医療
救護所の
設 置

震度５強以上の地震が発生した場合、または被害状況に応じて、事前に指定

した公共施設等を地域医療救護所として開設し、トリアージ及び医療機関へ

の搬送手配、外科的負傷者のうち、軽・中等傷者に対する応急手当を実施す

る。

医療機関
の 運 営

災害医療拠点病院及び応急二次病院に指定されている医療機関は、それぞれ

が定める災害対策計画に基づき災害医療体制を整え、負傷者等を受け入れる。

広域医療
搬送への
対 応

災害の規模に応じて、災害拠点病院等におけるＤＭＡＴ等の救護班の受入準

備、重傷者の広域医療搬送拠点への搬送など、広域医療搬送を実施する。

医薬品・
医 療
資機材の
調 達

不足する医薬品及び医療資機材の調達を、逗葉薬剤師会から行うほか、県に

調達を依頼する。

心のケア
の 充 実

被災による急性ストレス障害や心的外傷後ストレス障害などの「心の傷」の

ケアをするために、復旧活動期から長期的な対応を図る。

項 目 概 要

医療救護
所の設置

大規模の地震が発生した場合、または被害状況に応じて、事前に指定した公

共施設等を地域医療救護所として開設し、トリアージ及び医療機関への搬送

手配、外科的負傷者のうち、軽・中等傷者に対する応急手当を実施する。

医療機関
の 運 営

災害医療拠点病院及び応急二次病院に指定されている医療機関は、それぞれ

が定める災害対策計画に基づき災害医療体制を整え、負傷者等を受け入れる。

広域医療
搬送への
対 応

災害の規模に応じて、災害拠点病院等におけるＤＭＡＴ等の救護班の受入準

備、重傷者の広域医療搬送拠点への搬送など、広域医療搬送を実施する。

医薬品・
医 療
資機材の
調 達

不足する医薬品及び医療資機材の調達を、逗葉薬剤師会から行うほか、県に

調達を依頼する。

心のケア
の 充 実

被災による急性ストレス障害や心的外傷後ストレス障害などの「心の傷」の

ケアをするために、復旧活動期から長期的な対応を図る。

131
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修正計画 現行計画

２ 医療救護体制
(1) 医療救護活動の実施

医療救護活動の実施に当たっては、逗葉医師会、逗葉歯科医師会、逗葉
薬剤師会及び逗葉地域医療センターと連携して次の活動を行います。

第２節 医療救護体制
１ 医療救護活動の実施

医療救護活動の実施に当たっては、逗葉医師会、逗葉歯科医師会及び逗
葉薬剤師会と連携して次の活動を行う。

項 目 概 要

医療機関などの

被災状況の把握
医療機関、保健福祉事務所などの被災状況の把握を行う。

医療機関などの

活動状況の把握

医師をはじめとする医療スタッフの稼働状況、不足する医薬品、

医療資機材やベッド数等の状況の把握を行う。

地域医療救護所

の 設 置

震度５強以上の地震が発生した場合、または被害状況に応じて、

あらかじめ指定した施設に地域医療救護所を設置する。

災害時医療情報

の 広 報
災害時医療情報（稼働している医療施設の所在地等）を発表する。

広 域 医 療 搬 送

の 調 整

神奈川県医療救護本部と連携し、被災地外の医療機関の収容可能

人員を把握し、防災関係機関に情報を提供するとともに、消防と

連携し搬送の調整を実施する。

救護班などの要請

及 び 配 置 調 整

被災状況に合わせた医療救護体制整備のために、被災地外からの

救護班などの派遣要請を県保健福祉事務所を通じて県医療救護本

部に対して行うほか、救護班の配置調整を行う。

医薬品などの救援

物 資 の

供給拠点の設置及

び 運 営

・医療救護活動に必要な医薬品などの救援物資の仕分け、配送を

するための拠点（被災状況に合わせて複数箇所）を設置する。

・医薬品の支給管理は、市が逗葉薬剤師会と連携し行う。地域医

療救護所において血液製剤の供給が必要な場合、県保健福祉事

務所を通じて県医療救護本部に対して供給の要請を行う。

そ の 他

・市内の医療機関で対応できない重傷者、難病患者、人工透析者

等を市外の医療機関等へ移送できる体制を整える。

・疾患に応じた必要な医療の確保を行う。

・遺体の検案を行うために、遺体安置所へ医師を派遣する。

項 目 概 要

医療機関などの

被災状況の把握
医療機関、保健福祉事務所などの被災状況の把握を行う。

医療機関などの

活動状況の把握

医師をはじめとする医療スタッフの稼働状況、不足する医薬品、医

療資機材やベッド数等の状況の把握を行う。

（削除）

災害時医療情報

の 広 報
災害時医療情報（稼働している医療施設の所在地等）を発表する。

広 域 医 療 搬 送

の 調 整

神奈川県医療救護本部と連携し、被災地外の医療機関の収容可能人

員を把握し、防災関係機関に情報を提供するとともに、消防と連携

し搬送の調整を実施する。

救護班などの要請

及 び 配 置 調 整

被災状況に合わせた医療救護体制整備のために、被災地外からの救

護班などの派遣要請を県保健福祉事務所（地域医療対策会議）を通

じて県医療救護本部に対して行うほか、救護班の配置調整を行う。

医薬品などの救援

物 資 の

供給拠点の設置及

び 運 営

・医療救護活動に必要な医薬品などの救援物資の仕分け、配送をす

るための拠点（被災状況に合わせて複数箇所）を設置する。

・医薬品の支給管理は、市が逗葉薬剤師会と連携し行う。地域医療

救護所において血液製剤の供給が必要な場合、県保健福祉事務所

を通じて県医療救護本部に対して供給の要請を行う。

そ の 他

・市内の医療機関で対応できない重傷者、難病患者、人工透析者等

を市外の医療機関等へ移送できる体制を整える。

・疾患に応じた必要な医療の確保を行う。

・遺体の検案を行うために、遺体安置所へ医師を派遣する。
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(2) 医療救護所の運営
医療救護所の業務内容等を次に定めます。

(3) 広域医療搬送への対応
被災地外後方医療機関への搬送について次のとおり定めます。

２ 地域医療救護所の運営
地域医療救護所の業務内容等を次に定める。

３ 広域医療搬送への対応
被災地外後方医療機関への搬送について次のとおり定める。

項 目 概 要

運 営 管 理
医療救護所の運営管理は、市が逗葉医師会、逗葉歯科医師会及び逗葉薬

剤師会と連携し行う。

医療スタッフ

等 の 手 配

地域医療救護所の医療スタッフは、逗葉医師会等及び逗葉歯科医師会が

手配し、その他の人員及び機材の手配を行う。

医薬品・医療

資機材の手配

地域医療救護所において必要な医薬品・医療資機材は、地域医療救護所

での備蓄物資を利用するほかに、県保健福祉事務所を通じて県医療救護

本部に対して供給を要請し、または、逗葉薬剤師会や医療機関の現有物

及び調達した物資を利用する。

主な活動内容

・トリアージ及び医療機関への搬送手配

・熱傷、骨折、創傷、打撲等の外科的負傷者のうち、軽・中等傷者に対

する応急手当

項 目 概 要

運 営 管 理 地域医療救護所の運営管理は、市が逗葉医師会と連携し行う。

医療スタッフ

等 の 手 配

地域医療救護所の医療スタッフは、逗葉医師会等及び逗葉歯科医師会が

手配し、その他の人員及び機材の手配を行う。

医薬品・医療

資機材の手配

地域医療救護所において必要な医薬品・医療資機材は、地域医療救護所

での備蓄物資を利用するほかに、県保健福祉事務所を通じて県医療救護

本部に対して供給を要請し、または、逗葉薬剤師会や医療機関の現有物

及び調達した物資を利用する。

主な活動内容

・トリアージ及び医療機関への搬送手配

・熱傷、骨折、創傷、打撲等の外科的負傷者のうち、軽・中等傷者に対

する応急手当

項 目 概 要

基 本 方 針
被災地内での応急処置は原則として必要最小限にとどめ、重

傷者などはできるだけ後方医療機関へ搬送する。

被災地内での搬送

手 段

広域搬送拠点への搬送については、医療機関ドクターカー、

救急車など、重傷者の搬送に適した車両により実施する。

被災地外への搬送

手 段

原則として、後方医療機関への搬送は、県知事などに対して

航空機による輸送を要請して行う。

項 目 概 要

基 本 方 針
被災地内での応急処置は原則として必要最小限にとどめ、重

傷者などはできるだけ後方医療機関へ搬送する。

被災地内での搬送

手 段

広域搬送拠点への搬送については、医療機関ドクターカー、

救急車など、重傷者の搬送に適した車両により実施する。

被災地外への搬送

手 段

原則として、後方医療機関への搬送は、県知事などに対して

航空機による輸送を要請して行う。
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第12節 防疫・保健衛生対策計画

１ 防疫及び保健衛生に係る基本方針
（略）

２ 生活衛生の管理
（略）

３ 防疫対策

(1) 防疫活動の実施
（略）

(2) 貿易業務実施基準
（略）

(3) 感染症患者収容施設
（略）

(4) 消毒薬等の確保
（略）

４ ペット対策
（略）

第12章 防疫・保健衛生対策計画

第１節 防疫及び保健衛生に係る基本方針
（略）

第２節 生活衛生の管理
（略）

第３節 防疫対策

１ 防疫活動の実施
（略）

２ 貿易業務実施基準
（略）

３ 感染症患者収容施設
（略）

４ 消毒薬等の確保
（略）

第４節 ペット対策
（略）

○ 防疫実施の方法

１ 防疫体制の確立
（略）

２ 感染症指定医療機関の確認
(略)

３ 入院勧告及び措置等
（略）

４ 感染症発生状況及び防疫活動の周知
（略）

５ 積極的疫学調査
（略）

６ 消毒
（略）

７ そ族、昆虫の駆除
（略）

８ 予防接種等の実施
（略）

○ 防疫実施の方法

１ 防疫体制の確立
（略）

２ 感染症指定医療機関の確認
(略)

３ 入院勧告及び措置等
（略）

４ 感染症発生状況及び防疫活動の周知
（略）

５ 積極的疫学調査
（略）

６ 消毒
（略）

７ そ族、昆虫の駆除
（略）

８ 予防接種等の実施
（略）
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第13節 遺体の捜索、対応、埋葬計画

１ 遺体等の捜索、対応及び埋葬に係る基本方針
（略）

２ 行方不明者及び遺体の捜索
（略）

３ 遺体の収容及び対応
遺体の検視等、洗浄・縫合・消毒、遺体の身元確認・引き取り等（以下

「遺体の取扱い」という。）については、神奈川県広域火葬計画に定める
「遺体の取扱いに対する心得及び遺体適正処理ガイドライン」に沿った棺の

調達、遺体の搬送の手配、遺体の保存のために必要な物資の調達等を実施
するとともに、その衛生状態に配慮して実施します。

(1) 遺体安置所の開設等

（以下略）

第13章 遺体等の捜索、処理、埋葬計画

第１節 遺体等の捜索、処理及び埋葬に係る基本方針
（略）

第２節 行方不明者及び遺体の捜索
（略）

第３節 遺体の収容及び処理
遺体の検視等、洗浄・縫合・消毒、遺体の身元確認・引き取り等（以下「遺

体の取扱い」という。）については、神奈川県広域火葬計画に定める「遺体の
取扱いに対する心得及び遺体適正処理ガイドライン」に沿った棺の調達、遺体
の搬送の手配、遺体の保存のために必要な物資の調達等を実施するとともに、
その生状態に配慮して実施する。

１ 遺体安置所の開設等

（以下略）

項 目 概 要

遺体安置所の

開 設

逗子警察署と協議し、あらかじめ適当と認められる公共

施設のうち、遺体の検視等及び遺族などへの引渡し等、

実施のための施設を選定のうえ、遺体収容・安置施設と

して指定し、災害時には直ちに開設する。また、捜索に

より収容された遺体を遺体収容・安置施設へ搬送する。

遺 体 安 置 所

指 定 施 設
安置所を市内の被害状況に応じて開設する。

応 援 要 請

遺体安置所の開設・運営に関して、本市での対応能力を

超えると認められるときには、県及び防災関係機関に応

援を要請する。

資機材の調達

協定事業者の協力のもと、必要な棺、ドライアイス、ビ

ニールシート納体袋、毛布等を調達・確保するとともに、

遺族感情を考慮して、生花、焼香台の調達についても配

慮する。

なお、資機材が不足する場合は、県に資機材の調達につ

いて要請する。

項 目 概 要

遺体安置所の

開 設

逗子警察署と協議し、あらかじめ適当と認められる公共

施設のうち、遺体の検視等及び遺族などへの引渡し等、

実施のための施設を選定のうえ、遺体収容・安置施設と

して指定し、災害時には直ちに開設する。また、捜索に

より収容された遺体を遺体収容・安置施設へ搬送する。

遺 体 安 置 所

指 定 施 設

逗子市立体育館（逗子市池子１-11-１）に安置所を市内

の被害状況に応じて開設する。

応 援 要 請

遺体安置所の開設・運営に関して、本市での対応能力を

超えると認められるときには、県及び防災関係機関に応

援を要請する。

資機材の調達

協定事業者の協力のもと、必要な棺、ドライアイス、ビ

ニールシート納体袋、毛布等を調達・確保するとともに、

遺族感情を考慮して、生花、焼香台の調達についても配

慮する。

なお、資機材が不足する場合は、県に資機材の調達につ

いて要請する。
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第４章 災害応急対策計画

修正計画 現行計画

４ 遺体の火葬・埋葬
(1) 火葬・埋葬の実施

(2) 火葬・埋葬の期間
（略）

５ 市民への情報提供
（略）

第14節 災害廃棄物等の処理対策

「神奈川県災害廃棄物処理計画」等に基づき、連携してごみ処理施設及びし尿
処理施設の被災状況を把握するとともに、し尿収集対象やごみの発生量を推計し、
応急体制の確保を図り、適切な収集・処理に努めます。

１ 廃棄物及びし尿の処理に係る基本方針（略）
２ 廃棄物の処理（略）
３ し尿の処理
(3) し尿の収集と処理

収集したし尿は、原則として葉山浄化センターにおいて処理するが、被
害の状況によっては、他市町処理場での処理に係る応援を県知事に要請す
る。

４ 廃棄物等処理の際の秩序維持・環境対策（略）

第４節 遺体の火葬・埋葬
１ 火葬・埋葬の実施

２ 火葬・埋葬の期間
（略）

第５節 市民への情報提供
（略）

第14章 災害廃棄物等の処理対策

「神奈川県災害廃棄物等処理業務マニュアル」等に基づき、連携してごみ処理
施設及びし尿処理施設の被災状況を把握するとともに、し尿収集対象やごみの発
生量を推計し、応急体制の確保を図り、適切な収集・処理に努めます。

第１節 廃棄物及びし尿の処理に係る基本方針（略）
第２節 廃棄物の処理（略）
第３節 し尿の処理
３ し尿の収集と処理

収集したし尿は、原則として本市下水道施設において処理するが、被
害の状況によっては、他市町処理場での処理に係る応援を県知事に要請す
る。

第４節 廃棄物等処理の際の秩序維持・環境対策（略）

項 目 概 要

対 象 者 災害時に死亡し、災害により通常の埋火葬を行うことが困難である者

実 施 者
災害救助法が適用された場合には、県知事の委任を受けて市長が実施す

る。災害救助法が適用されない場合には、市長が埋火葬を実施する。

本市火葬場 （株）誠行社斎場（逗子市小坪７丁目1216番地）

応 援 要 請
火葬場の被災や火葬場の処理能力が遺体数に対して不足する場合は、県

知事へ広域的な火葬に係る応援を要請する。

埋葬の実施

火葬場の被災や火葬場の処理能力が遺体数に対して不足する場合で、広

域的な火葬の応援を待ついとまがない場合は、応急的な仮葬として埋葬

を実施する。

逗子市仮埋葬場（逗子市小坪７丁目1241番地3）

外国人への

配 慮

外国人の遺体については、風俗、習慣、宗教等の違いに極力配慮して埋

火葬を実施する。

項 目 概 要

対 象 者 災害時に死亡し、災害により通常の埋火葬を行うことが困難である者

実 施 者
災害救助法が適用された場合には、県知事の委任を受けて市長が実施す

る。災害救助法が適用されない場合には、市長が埋火葬を実施する。

(削除)

応 援 要 請
火葬場の被災や火葬場の処理能力が遺体数に対して不足する場合は、県

知事へ広域的な火葬に係る応援を要請する。

埋葬の実施

火葬場の被災や火葬場の処理能力が遺体数に対して不足する場合で、広

域的な火葬の応援を待ついとまがない場合は、応急的な仮葬として埋葬

を実施する。

外国人への

配 慮

外国人の遺体については、風俗、習慣、宗教等の違いに極力配慮して埋

火葬を実施する。

136
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修正計画 現行計画

第15節 障害物の除去計画

１ 障害物除去に係る基本方針
（略）

２ がれき除去の実施
（略）

３ 生活障害物除去の実施
（略）

第16節 緊急輸送対策計画
１ 緊急輸送の確保に係る基本方針

（略）
２ 緊急輸送の実施

（略）
３ 輸送対象の想定

（略）
４ 緊急輸送道路の確保

（略）
５ 障害物の除去
(1) 実施機関

ア 各種応急措置を実施するため障害となる工作物及び山（がけ）崩れ、
浸水等によって住家、またはその周辺に運ばれた障害物の除去を行いま
す。実施困難なときは、県に対し応援協力を要請します。

イ 道路、河川等の維持管理者は、道路、河川等にある障害物の除去を行
います。道路管理者は、災害対策基本法第76 条の６第１項により、災
害が発生した場合において、緊急車両通行の妨げになる車両等を、区間
を指定して道路外の場所へ移動すること等の措置を命ずることになりま
す。県管理の道路、河川等については、県土整備局及び環境農政局が県
警察又は消防、自衛隊の協力を得て、障害物の除去を行います。

ウ その他施設、敷地内の障害物の除去は、その施設、敷地所有者または
管理者が行います。

第15章 障害物の除去計画

第１節 障害物除去に係る基本方針
（略）

第２節 がれき除去の実施
（略）

第３節 生活障害物除去の実施
（略）

第16章 緊急輸送対策計画
第１節 緊急輸送の確保に係る基本方針

（略）
第２節 緊急輸送の実施

（略）
第３節 輸送対象の想定

（略）
第４節 緊急輸送道路の確保

（略）
第５節 障害物の除去
１ 実施機関
(1) 各種応急措置を実施するため障害となる工作物及び山（がけ）崩れ、
浸水等によって住家、またはその周辺に運ばれた障害物の除去を行う。
実施困難なときは、県に対し応援協力を要請する。

(2) 道路、河川等にある障害物の除去を行う。県管理の道路、河川等につ
いては、県警察または消防、自衛隊の協力を得て行う。

(3) その他施設、敷地内の障害物の除去は、その施設、敷地所有者または
管理者が行う。
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第４章 災害応急対策計画

修正計画 現行計画

(2) 障害物除去の対象
災害時における障害物（工作物を含む）除去の対象は、お概ね次の場合

とします。
・市民の生命、財産等の保護のため除去を必要とする場合
・河川氾濫、護岸決壊等の防止、その他水防活動実施のため除去を必要と
する場合
・緊急通行車両の通行、緊急な応急措置の実施のため除去を必要とする場
合
・その他、公共的立場から除去を必要とする場合

(3) 障害物除去の方法
（略）

(4) 除去した障害物の集積場所
（略）

第17節 学校教育等計画

１ 災害時における学校教育の実施に係る基本方針
（略）

２ 発災時の措置
（略）

３ 学校教育
（略）

４ 通常授業への復帰
（略）

５ 保育所等における応急対策

２ 障害物除去の対象
災害時における障害物（工作物を含む）除去の対象は、お概ね次の場合と

する。
・市民の生命、財産等の保護のため除去を必要とする場合
・河川氾濫、護岸決壊等の防止、その他水防活動実施のため除去を必要とす
る場合
・緊急な応急措置の実施のため除去を必要とする場合
・その他、公共的立場から除去を必要とする場合

３ 障害物除去の方法
（略）

４ 除去した障害物の集積場所
（略）

第17章 学校教育等計画

第１節 災害時における学校教育の実施に係る基本方針
（略）

第２節 発災時の措置
（略）

第３節 学校教育
（略）

第４節 通常授業への復帰
（略）

第５節 保育所等における応急対策
（略）
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第４章 災害応急対策計画

修正計画 現行計画

第18節 警備・交通対策計画
１ 警備及び交通規制等に係る基本方針

（略）
２ 警察による警備活動

（略）
３ 交通規制の実施

（略）

第19節 海上災害対策計画
１ 海上災害の拡大防止に係る基本方針

（略）
２ 震災時における応急対策

（略）

第20節 応援要請計画
１ 応援要請の概要

（略）
２ 応援要請の手続概要

（略）
３ 応援の受入れ

（略）

第21節 災害救助法運用計画
１ 災害救助法の運用に係る基本方針

（略）
２ 災害救助法の適用

（略）

第18章 警備・交通対策計画
第１節 警備及び交通規制等に係る基本方針

（略）
第２節 警察による警備活動

（略）
第３節 交通規制の実施

（略）

第19章 海上災害対策計画
第１節 海上災害の拡大防止に係る基本方針

（略）
第２節 震災時における応急対策

（略）

第20章 応援要請計画
第１節 応援要請の概要

（略）
第２節 応援要請の手続概要

（略）
第３節 応援の受入れ

（略）

第21章 災害救助法運用計画
第１節 災害救助法の運用に係る基本方針

（略）
第２節 災害救助法の適用

（略）
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第４章 災害応急対策計画

修正計画 現行計画

３ 救助の実施
災害救助法が適用された場合における被災者への救助は次のとおり実施し

ます。
(1) 救助の実施

（略）
(2) 救助の種類と報告事項

救助の実施に係る報告事項のうち、全応急救助の共通事項である「既支出
額及び今後の支出見込額」以外の事項は、概ね次のとおりです。

４ 義演物資及び義援金
（略）

５ 災害弔慰金
（略）

第３節 救助の実施
災害救助法が適用された場合における被災者への救助は次のとおり実施する。

１ 救助の実施
（略）

２ 救助の種類と報告事項
関係各課が行う救助の実施に係る報告事項のうち、全応急救助の共通事

項である「既支出額及び今後の支出見込額」以外の事項は、概ね次のとお
りである。

第４節 義演物資及び義援金
（略）

第５節 災害弔慰金
（略）

救 助 の 種 類 関 係 課 報 告 内 容

避 難 所 の 設 置 各 担 当 課 箇所数、収容人員数

炊出し、食料の提供 経 済 観 光 課 箇所数、給食数、給食人員数

飲 料 水 の 供 給 経 済 観 光 課 対象人員数、給水車台数

被服、寝具その他
生活必需品の給与ま
た は
貸 与

経 済 観 光 課 主たる品目別給与点数及び給与世帯数

医 療 ・ 助 産 国 保 健 康 課 医療班数、医療機関数、患者・分娩者数

被 災 者 の 救 出 地 区 防 災 拠 点 救出人員数、行方不明者数

被災住宅の調査、
応 急 修 理

ま ち づ く り 課
都 市 整 備 課
消 防 本 部

対象世帯数

学 用 品 の 支 給
教 育 総 務 課
学 校 教 育 課

小中学校別対象者数及び支給点数

遺体の捜索、処理 社 会 福 祉 課 遺体処理数

埋 火 葬 社 会 福 祉 課 埋火葬数

災害廃棄物の除去
資 源 循 環 課
環 境 ク リ ー ン セ ン
タ ー

対象世帯数

応急仮設住宅の建設 都 市 整 備 課 設置（希望）戸数、完成戸数

民間住宅の借上げ 都 市 整 備 課 借上げ戸数

救 助 の 種 類 報 告 内 容

避 難 所 の 設 置 箇所数、収容人員数

炊出し、食料の提供 箇所数、給食数、給食人員数

飲 料 水 の 供 給 対象人員数、給水車台数

被服、寝具その他
生活必需品の給与ま
た は
貸 与

主たる品目別給与点数及び給与世帯数

医 療 ・ 助 産 医療班数、医療機関数、患者・分娩者数

被 災 者 の 救 出 救出人員数、行方不明者数

被災住宅の調査、
応 急 修 理

対象世帯数

学 用 品 の 支 給 小中学校別対象者数及び支給点数

遺体の捜索、処理 遺体処理数

埋 火 葬 埋火葬数

災害廃棄物の除去 対象世帯数

応急仮設住宅の建設 設置（希望）戸数、完成戸数

民間住宅の借上げ 借上げ戸数
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修正計画 現行計画

第22節 災害ボランティアセンター活動支援計画
（略）

１ 災害ボランティア活動の支援に係る基本方針
（略）

２ ボランティア活動支援拠点の設置
（略）

第23節 二次災害の防止活動
（略）

１ 水害、土砂災害対策
（略）

２ 建築物及び敷地対策
（略）

３ 津波対策
（略）

４ 爆発等有害物質による二次災害対策
（略）

第24節 ライフライン施設対策計画
（略）

１ 上水道施設の応急対策
（略）

２ 下水道施設の応急対策
被害調査の結果に応じて、主要な管きょや医療機関及び避難所など公共性

の高い施設からの排水を受ける管きょを優先して復旧します。

(1) 被害状況の調査等
エ 被害状況によっては、利用者に下水道の使用制限を要請します。
（追記）

(略）

３ 電力施設の応急対策
（略）

(1) 東京電力パワーグリッド（株）藤沢支社支部の応急対策
（略）

第22章 災害ボランティア活動支援計画
(略)

第１節 災害ボランティア活動の支援に係る基本方針
（略）

第２節 ボランティア活動支援拠点の設置
（略）

第23章 二次災害の防止活動
（略）

第１節 水害、土砂災害対策
（略）

第２節 建築物及び敷地対策
（略）

第３節 津波対策
（略）

第４節 爆発等有害物質による二次災害対策
（略）

第24章 ライフライン施設対策計画
（略）

第１節 上水道施設の応急対策
（略）

第２節 下水道施設の応急対策
被害調査の結果に応じて、主要な管きょや医療機関及び避難所など公

共性の高い施設を優先して復旧を行う。

（略）

第３節 電力施設の応急対策
（略）

１ 東京電力（株）藤沢支社支部の応急対策
（略）

第４節 都市ガス施設の応急対策
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第４章 災害応急対策計画

修正計画 現行計画

４ 都市ガス施設の応急対策
地震により都市ガス施設に災害があった場合、早期に被害状況を把握し、

引火等の二次災害の発生を防止し、速やかに応急復旧を行い、被災地に対す
るガス供給を確保します。

(1) 体制の確立
災害が発生した場合に対処するための非常体制は次による。

(2) 通報・連絡の経路
社内及び外部機関との連絡が相互に迅速かつ確実に行えるよう、情報伝達

ルート多重化及び情報交換のための収集・連絡体制の明確化など、体制の確
立に努めるものとする。

(3) 通報・連絡の方法
通報・連絡は、災害時優先電話、社内電話、携帯電話、無線通信等を使用

して行う。

(4) 災害時における情報の収集・伝達
ア 情報の収集・報告

災害が発生した場合は、次に掲げる各情報を巡回点検、出社途上の調査
等により迅速・的確に把握する。

イ 気象情報
気象庁の発表する、地震、大雨、洪水等に関する情報

第４節 都市ガス施設の応急対策
地震により都市ガス施設に災害があった場合、早期に被害状況を把握し、引

火等の二次災害の発生を防止し、速やかに応急復旧を行い、被災地に対するガ
ス供給を確保する。
１ 東京ガス（株）の応急復旧対策

体制区分 適用条件
第0次非常時体制 １ 震度5弱の地震が発生した場合、その他必要な場合

第一次非常体制 １ 震度5強の地震が発生した場合、その他必要な場合
２ 供給支障となる期間が24時間以内の地震以外の自然災害が発

生、又は非常事態が発生した場合
第二次非常体制 １ 震度6弱以上の地震が発生した場合

２ 震度5弱・5強の地震が発生し、中圧又は低圧ブロックを供給
停止した場合

３ 地震警戒宣言（東海地震予知情報）が発表された場合
４ 供給支障となる期間が24時間以上の地震以外の自然災害の発

生、又は非常事態が発生した場合

項 目 概 要

防 災 体 制

非常事態対策本部・支部の設置

非常事態が発生した場合、非常体制に対応する災害対策組織により、災

害対策活動を行う。

応 急 対 策

１ 情報の収集

災害が発生した場合、気象庁の発表する情報、ガス施設等の被害状

況及び復旧状況を迅速・的確に把握する。

２ 災害時における応急工事

非常事態発生後、可能な限り迅速・適切に施設及び施設の緊急点検

を実施するとともに、被害状況等を把握し二次災害の発生を防止する。

３ 危険予防措置

ガス漏えいにより被害の拡大のおそれがある場合には、避難区域の

設定、火気の使用禁止、ガス供給停止等の適切な危険予防措置を講ず

る。

４ 復旧作業の実施

(1) 製造設備の復旧作業

被害を受けた製造設備は、復旧計画に基づき速やかに復旧する。

(2) 供給設備の復旧作業

供給設備の復旧作業は、二次災害の発生防止に万全を期しつつ、

次の手順により行う。
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第４章 災害応急対策計画

修正計画 現行計画

(5) 被害情報
ア 対外対応状況（地方自治体の災害対策本部・官公庁・報道機関・お客様

等への対応状況）
イ ガス施設等被害の状況及び復旧状況
ウ ガス施設等の被害及び復旧に関する情報、復旧作業に必要な資機材・食

料又は応援隊等に関する情報
エ その他災害に関する情報

(6) 災害時における広報
ア 広報活動

災害時には、その直後、ガス供給停止時、復旧作業中、その他必要な場
合において、その状況に応じた広報活動を行う。

イ 広報の方法
広報については、テレビ・ラジオ・インターネット・新聞等の報道機関

を通じて行うほか、必要に応じ直接当該地域へ周知する。また地方自治
体等の関係機関とも必要に応じて連携を図る。

(7) 災害時における復旧用資機材の確保
ア 調達

各班長、各支部長は、予備品・貯蔵品等の復旧用資機材の在庫量を確認
し、調達を必要とする資機材は、次のような方法により速やかに確保す
る。
(ｱ) 取引先・メーカー等からの調達
(ｲ) 被災していない他地域からの流用
(ｳ) 他ガス事業者等からの融通

イ 復旧用資機材置場等の確保
災害復旧は、復旧用資機材置場及び前進基地が必要となるため、あらかじ

め調査した用地等の利用を検討する。また、この確保が困難な場合は、地方
自治体等の災害対策本部に依頼して、迅速な確保を図る。

(8) 非常事態発生時の安全確保
ア 危険予防措置

ガスの漏えいにより被害の拡大のおそれがある場合には、避難区域の設
定、火気の使用禁止、ガス供給停止等の適切な危険予防措置を講ずる。

第４節 都市ガス施設の応急対策
地震により都市ガス施設に災害があった場合、早期に被害状況を把握し、引

火等の二次災害の発生を防止し、速やかに応急復旧を行い、被災地に対するガ
ス供給を確保する。

１ 東京ガス（株）の応急復旧対策

応 急 対 策

ａ．高・中圧導管の復旧作業

① 区間遮断

② 漏えい調査

③ 漏えい箇所の修理

④ ガス開通

ｂ．低圧導管の復旧作業

① 閉栓作業

② 復旧ブロック内巡回調査

③ 被災地域の復旧ブロック化

④ 復旧ブロック内の漏えい検査

⑤ 本支管・供給管・灯外内管の漏えい箇所の修理

⑥ 本支管混入空気除去

⑦ 灯内内管の漏えい検査及び修理

⑧ 点火・燃焼試験（給排気設備の点検）

⑨ 開栓

危 険 予 防 措 置
ガスの漏えいにより被害の拡大のおそれがある場合には、避難区域の設

定、火気の使用禁止、ガス供給停止等の適切な危険予防措置を講ずる。

復 旧 計 画 の

策 定

被害状況の調査を速やかに行い、正確な情報を収集し、復旧計画を策定

する。また、救急病院、ごみ焼却場、老人ホーム等の社会的な重要度の

高い施設については、移動式ガス発生設備による臨時供給も含めて、優

先的に復旧するよう計画立案する。
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修正計画 現行計画

(9) 災害時における応急工事
応急の復旧に当たっては、復旧に従事する者の安全の確保に配慮した上で、

非常事態発生後可能な限り迅速・適切に施設及び施設の緊急点検を実施する
とともに、これらの被害状況等を把握し、二次災害の発生防止、被害の拡大
防止及び被害者の生活確保を最優先に行う。

(10) 復旧対策
ア 復旧計画の策定

非常事態により被災した地域の社会経済活動が低下する状況に鑑み、
被災した地域施設又は設備の復旧については、可能な限り迅速に行う。
(ｱ) 災害が発生した場合、被害状況の調査を速やかに行い、正確な情報

を収集し、次に掲げる事項を明らかにした復旧計画を策定する。
①復旧手順及び方法
②復旧要員の確保及び配置
③復旧用資機材の調達
④復旧作業の期間
⑤供給停止需要家への支援
⑥宿泊施設の手配、食料等の調達
⑦その他必要な対策

イ 復旧作業の実施
供給設備の復旧作業は、二次被害の発生防止に万全を期しつつ、次の

手順により行う。
(ｱ) 高・中圧導管の復旧作業
①区間遮断
②漏えい調査
③漏えい個所の修理
④ガス開通

(ｲ) 低圧導管の復旧作業
①閉栓作業
②復旧ブロック内巡回調査
③被災地域の復旧ブロック化
④復旧ブロック内の漏えい検査
⑤本支管・供給管・灯外内管の漏えい箇所の修理
⑥本支管混入空気除去
⑦灯内内管の漏えい検査及び修理
⑧点火・燃焼試験（給排気設備の点検）
⑨開栓

広 報 対 策

１ 広報活動

災害発生時には、その直後、ガス供給停止時、復旧作業中、その他

必要な場合において、その状況に応じた広報活動を行う。

２ 広報の方法

広報については、テレビ・ラジオ・インターネット・新聞等の報道

機関を通じて行うほか、必要に応じ直接当該地域へ周知する。また地

方自治体等の関係機関とも必要に応じて連携を図る。
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修正計画 現行計画

(11) 本市の処置

５ 通信施設の応急対策
（略）

第25節 鉄道施設等対策計画
（略）

１ 東日本旅客鉄道（株）横浜支社の応急対策
（略）

２ 京浜急行電鉄（株）の応急対策
（略）

２ 本市の処置

第５節 通信施設の応急対策
（略）

第25章 鉄道施設対策計画
（略）

第１節 東日本旅客鉄道（株）横浜支社の応急対策
（略）

第２節 京浜急行電鉄（株）の応急対策
（略）

項 目 概 要

協 力 応 援
ガス供給施設の重大災害について、ガス供給機関から災害応急対策

について要請があった場合は、必要に応じて協力応援する。

住民への周知
市民に対しガス設備について異常を発見した場合は、最寄りのガス

供給機関へ通報するよう周知徹底を図る。

項 目 概 要

協 力 応 援
ガス供給施設の重大災害について、ガス供給機関から災害応急対策

について要請があった場合は、必要に応じて協力応援する。

住民への周知
市民に対しガス設備について異常を発見した場合は、最寄りのガス

供給機関へ通報するよう周知徹底を図る。
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修正計画 現行計画

第26節 公共施設等対策計画

１ 公共施設等の応急対策に係る基本方針
（略）

２ 公共施設等における応急対策
（略）

３ 公共施設及び空地の有効利用
（略）

第27節 危険性物質等対策計画

１ 危険物等災害の応急対策
（略）

２ 放射性物質等災害の応急対策
（略）

３ その他の環境対策
（略）

第５章 復旧・復興計画

大規模な都市型地震災害は、市民の生活、財産、生活基盤等に直接の被害をも
たらすだけではなく、その被災規模が大きいため、その爪痕は社会・経済活動に
長期間影響を及ぼし続けます。大震災後の市民生活の再建、都市の復興、さらに
は経済活動の復興を早期に実現するため、市民、地域コミュニティやＮＰＯ、県
や市などの行政機関が協働して、復興対策に取り組むことが必要となります。
復興に当たっては、被災者、被災地の住民のみならず、市民全体が相互扶助と連
携のもとでそれぞれの役割を担っていくことが不可欠であるとともに、復旧の段
階から、単なる復旧ではなく、未来に向けた創造的復興を目指していくことが重
要です。

そこで第５章において、あらかじめ復興の考え方や復興対策の内容を整理し、
震災後の迅速な復興対策が推進できるよう地域防災計画に位置付けました。
震災復興対策は、被災直後から量的・質的な変化を伴いつつ、連続的かつ段階的
に進んでいくものであり、災害対策本部が担う応急・復旧対策のうち、震災復興
にも関係する対策については、連携して進めます。

また、復興対策の実施にあたっては、男女共同参画の観点から、復興のあらゆ
る場・組織において、女性及び障がい者、高齢者等の要配慮者の参画の促進に努
めます。

暴力団等の動向把握を徹底し、復旧・復興事業への参入・介入の実態把握に努
めるとともに、関係行政機関、被災地方公共団体、業界団体等に必要な働きかけ
を行うなど、復旧・復興事業からの暴力団排除活動の徹底に努めます。

第26章 公共施設等対策計画

第１節 公共施設等の応急対策に係る基本方針
（略）

第２節 公共施設等における応急対策
（略）

第３節 公共施設及び空地の有効利用
（略）

第27章 危険性物質等対策計画

第１節 危険物等災害の応急対策
（略）

第２節 放射性物質等災害の応急対策
（略）

第３節 その他の環境対策
（略）

第５部 復旧・復興計画

大規模な都市型地震災害は、市民の生活、財産、生活基盤等に直接の被害をも
たらすだけではなく、その被災規模が大きいため、その爪痕は社会・経済活動に
長期間影響を及ぼし続ける。大震災後の市民生活の再建、都市の復興、さらには
経済活動の復興を早期に実現するには、市民、地域コミュニティやＮＰＯ、県や
市などの行政機関が協働して、復興対策に取り組むことが必要となる。
復興に当たっては、被災者、被災地の住民のみならず、市民全体が相互扶助と連
携のもとでそれぞれの役割を担っていくことが不可欠であるとともに、復旧の段
階から、単なる復旧ではなく、未来に向けた創造的復興を目指していくことが重
要である。

そこで第５部において、あらかじめ復興の考え方や復興対策の内容を整理し、
震災後の迅速な復興対策が推進できるよう地域防災計画に位置付けた。
震災復興対策は、被災直後から量的・質的な変化を伴いつつ、連続的かつ段階的
に進んでいくものであり、災害対策本部が担う応急・復旧対策のうち、震災復興
にも関係する対策については、連携して進める。

また、復興対策の実施に当たっては、男女共同参画の観点から、復興のあらゆ
る場・組織における女性の参画に努める。

暴力団等の動向把握を徹底し、復旧・復興事業への参入・介入の実態把握に努
めるとともに、関係行政機関、被災地方公共団体、業界団体等に必要な働きかけ
を行うなど、復旧・復興事業からの暴力団排除活動の徹底に努める。
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修正計画 現行計画

第１節 復興体制の整備
（略）

１ 復興計画策定に係る庁内組織の設置
（略）

２ 人的資源の確保
（略）

第２節 復興対策の実施
（略）

１ 復興に関する調査
（略）

(1) 被害状況調査
県は、災害情報管理システムなどを通じて、市町村から被害情報等を収集

し、また、防災関係機関等からの情報収集にも努め、被害状況等を取りまと
めます。
市は、建築物、都市基盤施設等の被害概要について、調査を実施し、結果

を県に報告します。

ア 被害家屋調査の実施
住家の被害程度は、次にある被災者に対する各種支援策の基礎となることか
ら、被災直後から、第４章第１０節により迅速に行います。
なお、応急活動期までは、住家を中心に実施し、第１次被害家屋調査終了

後には、全建物について実施します。

(2) 都市整備基盤復興に係る調査
（略）

第１章 復興体制の整備
（略）

第１節 復興計画策定に係る庁内組織の設置
（略）

第２節 人的資源の確保
（略）

第２章 復興対策の実施
（略）

第１節 復興に関する調査
（略）

１ 建築物の被害状況に関する調査
応急復旧対策・復興対策を効果的に行うために、全壊、半壊といった被

災地全体の建築物の被災状況の概要調査を行う。

(1) 被害家屋調査の実施
住家の被害程度は、次にある被災者に対する各種支援策の基礎となるこ

とから、被災直後から、第４部第１０章第３節により迅速に行う。
なお、応急活動期までは、住家を中心に実施し、第１次被害家屋調査終

了後には、全建物について実施する。

２ 都市整備基盤復興に係る調査
（略）

区 分 概 要

被災者支援策

・被災者生活再建支援制度の適用
・応急仮設住宅等の応急住宅への入居
・災害援護資金の貸付
・災害見舞金（市単独）の支給
・義援金等の支給
・り災証明の発行

区 分 概 要

被災者支援策

・被災者生活再建支援制度の適用
・応急仮設住宅等の応急住宅への入居
・災害援護資金の貸付
・災害見舞金（市単独）の支給
・義援金等の支給
・罹災証明の発行
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(3) 住宅復興対策に関する調査

ア 住宅の復興対策を効果的に行うために、応急仮設住宅等の入居状況を仮
設住宅の種類別、立地場所別に整理して県に報告します。

イ 市は、住宅の復興対策を効果的に行うために、応急仮設住宅の建設戸数
調書を作成し、県に報告します。

ウ 市は、全壊、半壊といった被災地全体の建築物の被災状況の調査を行い、
その結果を整理して県に報告します。県は、市町村の行う調査に対し職員
の派遣を行うとともに、必要に応じて、国や他の自治体等の協力を得なが
ら、派遣要請等を行います。

なお、災害の状況を迅速かつ的確に把握するとともに、各種の支援措置
を早期に実施するため、災害による住宅等の被害の程度の認定や罹災証明
書の交付の体制を確立し、速やかに、住宅等の被害の程度を認定し被災者
に罹災証明書を交付します。

エ 市は、住家等の被害の程度を調査する際、必要に応じて、航空写真、被
災者が撮影した住家の写真、応急危険度判定の判定結果等を活用するなど、
適切な手法により実施します。

(4) 生活再建支援に関する調査

ア 離職者数に関する調査
雇用対策のため、地域経済の被災状況を把握するとともに、被災離職者

の調査を行い、離職者の特性等について把握します。
イ その他生活再建に関する調査

要配慮者の被災状況や地域における医療需要、医療機関の再開状況の把握、
社会福祉施設の被災・復旧状況、社会教育施設等の被災状況等、その他の
生活再建に必要となる被災状況について調査します。

３ 住宅復興対策に関する調査

住宅の復興対策を効果的に行うために、応急仮設住宅等の入居状況を仮設住
宅の種類別、立地場所別に整理して県に報告する。

４ 生活再建支援に係る調査
(1) り災証明の根拠となる住宅の被災状況調査の実施

災害慰霊 金等を支給するために必要となるり災証明を発行するため、「全
壊、焼失、半壊建築物数及びデータ」等を基に、り災証明の根拠となる住宅
の被災状況を把握するとともに、情報が不足している地域等については補足
調査を行う。
なお、災害の状況を迅速かつ的確に把握するとともに、各種の支援措置を

早期に実施するため、災害による住宅等の被害の程度の認定やり災証明の交
付の体制を確立し、速やかに、住宅等の被害の程度を認定し、被災者にり災
証明を交付する。

(2) 震災による離職者数に係る調査
雇用対策のため、地域経済の被災状況を把握するとともに、被災離職者

の調査を行い、離職者の特性等について把握する。
(3) その他生活再建に係る調査

避難行動要支援者等の被災状況や地域における医療需要、医療機関の再開
状況の把握、社会福祉施設の被災・復旧状況、社会教育施設等の被災状況等、
その他の生活再建に必要となる被災状況について調査する。

148



第５章 復旧・復興計画

修正計画 現行計画

(5) 地域経済復興支援に関する調査
(略)

(6) 復興の進捗状況モニタリング
（略）

２ 復興計画の策定
要旨（略）

(1) 復興の基本方針の策定
復興の基本方針では、復興理念（スローガン）の設定、復興の基本目標等
を設定します。
平成25 年に制定された大規模災害からの復興に関する法律（以下、「復

興法」という。）により、都道府県が、政府の復興基本方針に即して都道
府県復興方針を作成できるとされ、県の基本方針が法定化されました。同
法により、市の復興計画は、県復興方針に則して策定されるものとなりま
す。

(2) 分野別復興計画の策定
（略）

(3) 復興計画の策定
復興の基本方針、分野別復興計画の検討結果を踏まえ、復興計画（案）

を作成します。復興計画（案）について、県民、市町村、関係機関、団体
等の意見を聞き、復興計画を作成します。
復興計画策定に当たっては、総合計画との整合のほか、次の点を踏まえる
必要があります。
・被災教訓の反映（再度被災しないための防災性向上の必要性）
・復興施策の優先順位の明確化
また、策定に当たっては、県や関係機関、市民等の意見の反映に努めます。
その際、市外に避難している被災者の意見把握にも留意する必要があり

ます。

５ 地域経済復興支援に係る調査域
（略）

６ 復興の進捗状況モニタリング
（略）

第２節 復興計画の策定
要旨（略）

１ 復興の基本方針の策定
(1) 復興理念と基本目標

市民、事業者、市が一体となって、より効果的に復興事業を進めていく
ためには、復興に関わるすべての人が、地域及び都市のあるべき姿を共有
することが必要である。そこで、復興の目指す姿となる復興理念（スロー
ガン）及び基本目標を明確化する。

(2) 地域全体の合意形成
復興は、地域が一体となって行っていくものであり、復興計画を策定し

ていく過程において地域全体の合意形成を図るよう推進する。

２ 分野別復興計画の策定
（略）

３ 復興計画の策定
復興では、被災者の生活再建を支援し、施設のより一層の安全性の向上

を図るとともに、地域復興のための基礎的な条件づくりを行うことが必要
とされ、復興計画とは、これらの基本的な課題を達成するための計画であ
り、これらの課題に応えるための施策体系が必要である。
また、復興施策や復興事業は広範な分野にわたり、内容も複雑多岐に及

ぶため、多くの復興施策や復興事業のうち、何を優先して実行していくの
かを明確に示す必要がある。
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復興計画の項目例は、次のとおりです。

① 復興に関する基本理念
② 復興の基本目標
③ 復興の方向性
④ 復興の目標年
⑤ 復興計画の対象地域
⑥ 分野別の復興施策の体系
⑦ 復興施策や復興事業の事業推進方策
⑧ 復興施策や復興事業の優先順位

【参考：復興計画の位置づけ】
復興計画は、各地方公共団体で作成されている総合計画、長期計画等の

地域の将来ビジョンを踏まえ、被災者の生活再建、産業・経済の再建、復
興防災まちづくり等を進めるために必要な施策を取りまとめた計画とし
て位置づけられる。

出典：内閣府「復旧・復興ハンドブック」（平成28 年３月）

(4) 復興計画の公表
市民や防災関係機関等と協働・連携して復興対策を推進するため、

市ホームページ、広報誌等により復興施策を具体的に公表します。

（図削除）

具体的には、復興計画において規定する事項は次のとおりある。

・復興に関する基本理念
・復興の基本目標
・復興の方向性
・復興の目標年
・復興計画の対象地域
・個々の復興施策の体系（被災市街地、都市基盤等の復興計画、被災者
の生活再建支援計画、地域経済復興支援計画等）
・復興施策や復興事業の事業推進方策
・復興施策や復興事業の優先順位

４ 復興計画の公表
市民や防災関係機関等と協働・連携して復興対策を推進するため、市

ホームページ、広報誌等により復興施策を具体的に公表する。

<復興計画策定のフロー>
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第３節 復興財源の確保

１ 財政方針の策定
（略）

２ 財源確保対策
復旧・復興対策に係る財政需要に対応するため、財政調整基金の活用や他

の事業の抑制などにより財源の確保を図るほか、激甚災害の指定、災害復旧
に係る補助や起債措置、交付税措置、復興交付金など、十分な支援を国や県
に要望していきます。

（略）

第４節 市街地復興

１ 都市復興方針の策定
（略）

２ 復興整備条例の制定
（略）

３ 復興対象地区の設定
（略）

４ 建築制限の実施
（略）

５ 都市復興基本計画の策定、事業実施
（略）

６ 仮設市街地対策
（略）

７ 住宅対策
（略）

第３章 復興財源の確保

第１節 財政方針の策定
（略）

第２節 財源確保対策
復旧・復興対策に係る財政需要に対応するため、財政調整基金の活用

や他の事業の抑制などにより財源の確保を図るほか、激甚災害の指定、
災害復旧に係る補助や起債措置、交付税措置など、十分な支援を国や県
に要望していく。

（略）

第４章 市街地復興

第１節 都市復興方針の策定
（略）

第２節 復興整備条例の制定
（略）

第３節 復興対象地区の設定
（略）

第４節 建築制限の実施
（略）

第５節 都市復興基本計画の策定、事業実施
（略）

第６節 仮設市街地対策
（略）

第７節 住宅対策
（略）
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第５節 都市基盤施設等の復興対策

都市基盤施設の復興は、災害応急対策として行われる都市機能の回復を目
的とした応急復旧と施設自体を被災前の状況に戻す復旧、あるいは、防災機
能を高めて計画的に整備するといった本格的な復興の３つの段階に分けられ、
それぞれの基本方向に沿って施策を実施します。

なお、復興法において、被災地方公共団体等からの要請及び当該被災地方
公共団体等における工事の実施体制その他の地域の実情を勘案して必要な場
合は、漁港、道路、海岸保全施設、河川等の災害復旧事業等の工事について、
国または都道府県が代行できることが明記されました。

１ 被災施設の復旧等
（略）

２ 応急復旧後の本格復旧・復興

(1) 道路施設
（略）

(2) 公園・緑地
（略）

(3) 漁港施設
（略）

(4) ライフライン施設
ア 下水道施設の復旧・復興

水道施設の復旧・復興被害の程度に応じて復旧計画を策定し、復旧工
事協力業者や応援自治体等の協力のもとに応急復旧工事を行い、可能な
限り早期に排水処理の機能回復を図ります。

（略）

(5) 河川・砂防施設・急傾斜地崩落防止施設・海岸保全施設・森林等

（略）

第５章 都市基盤施設等の復興対策

都市基盤施設の復興は、災害応急対策として行われる都市機能の回復
を目的とした応急復旧と施設自体を被災前の状況に戻す復旧、あるいは、
防災機能を高めて計画的に整備するといった本格的な復興の３つの段階
に分けられ、それぞれの基本方向に沿って施策を実施する。

第１節 被災施設の復旧等

（略）

第２節 応急復旧後の本格復旧・復興

１ 道路施設
（略）

２ 公園・緑地
（略）

３ 漁港施設
（略）

４ ライフライン施設
(1) 下水道施設の復旧・復興

水道施設の復旧・復興被害の程度に応じて復旧計画を策定し、復旧工事
協力業者や応援自治体等の協力のもとに応急復旧工事を行い、可能な限り
早期に正常の排水処理を行う。

（略）

５ 河川・砂防施設・急傾斜地崩落防止施設・海岸保全施設・森林等

（略）
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(6) 災害廃棄物等
大規模地震により災害廃棄物が発生しますが、特に、津波被害が生じた

場合は、損壊家屋をはじめとする大量の災害廃棄物が発生することから、
関係機関が緊密に連携し、必要に応じて広域的な処理を検討するとともに、
環境負荷のできるだけ少ない方法を検討し、円滑かつ迅速に処理を進める
必要があります。

ア 災害廃棄物等処理実行計画の作成
市は、平時に策定した災害廃棄物処理計画をもとに、国の災害廃棄物処

理指針等を踏まえ、災害廃棄物処理実行計画を策定します。

イ 災害廃棄物処理の実施
県と協力して、災害廃棄物の広域処理を含めた処理処分方法を確立する

とともに、仮置場、最終処分地を確保し、計画的な収集、運搬及び処分を
図ることにより、災害廃棄物の円滑かつ適切な処理を行います。災害廃棄
物の処理に当たっては、可能な限り分別・選別・再生利用等により減量化
を図りながら適正かつ円滑・迅速な処理に努めます。

(略)

ウ 家屋等の解体・撤去
市町村は、アスベスト調査を実施の上、分別を考慮しながら、倒壊の危

険性のある損壊家屋等から優先的に解体・撤去します。
県は、市町村からの支援要請に基づき、建物の解体・撤去等に関する協

定を締結している民間事業者団体等に支援を要請します。

(略)

エ 仮設処理住宅の設置
市は、災害廃棄物の処理が円滑に進むよう、必要に応じて仮設処理施設

を設置し、適切な運営・管理を行うとともに、余震に備えた安全対策、関
係法令を遵守した公害対策を行います。

県は、仮設処理施設の設置や管理・運営について情報提供、技術的支援
を行います。

６ 災害廃棄物等
建設業協会等の関係機関と協力して、県が策定する災害廃棄物等の処理に

係る基本方針等を基に災害廃棄物等処理実施計画を作成する。
災害廃棄物の処理に当たっては、適切な分別を行うことにより、可能な限り
リサイクルに努める。
また、家屋等の倒壊は原則として所有者が行うが、国の補助が認められた

場合には、市は県及び関係機関と調整の上、解体処理についての必要な措置
を実施する。

(1） 災害廃棄物等処理実施方針・計画の作成
県と協力して、災害廃棄物の広域処理を含めた処理処分方法を確立する

とともに、災害廃棄物等処理実施計画を作成する。

(2) 災害廃棄物等処理の実施
県と協力して、災害廃棄物の広域処理を含めた処理処分方法を確立する

とともに、仮置場、最終処分地を確保し、計画的な収集、運搬及び処分を
図ることにより、災害廃棄物の円滑かつ適切な処理を行う。災害廃棄物の
処理に当たっては、適切な分別を行うことにより、可能な限りリサイクル
に努める。

（略）

(3) 家屋等の解体の実施
家屋等の解体は原則として所有者が行うが、国の補助が認められた場

合には、県及び関係機関と調整のうえ解体処理実施計画を作成し、受付
窓口等を設置して、分別、運搬等について周知し、広報を行う。

(略)
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第６節 生活再建支援

被災者の生活復興は、震災前の状態に復元することが第一目標となりま
すが、心身や財産、就業場所の被害が甚大なため、元の生活に戻ること
が困難な場合があります。そこで、新たな生活を再建するためには、市、
市民、民間機関が連携し、協働することが大切です。

また、被災者等の生活再建に向けて、住まいの確保、生活資金等の支給
やその迅速な処理のための仕組みの構築に加え、生業や就労の回復による
生活資金の継続的確保、コミュニティの維持回復、心身のケア等生活全般
にわたってきめ細かな支援を講じる必要があります。

さらに、居住地以外の市町村に避難した被災者に対しても、従前の居住
地であった地方公共団体及び避難先の地方公共団体が協力することにより、
必要な情報や支援・サービスを提供できるよう努める必要があります。

また、必要に応じて、個々の被災者の被害の状況や各種の支援措置の実
施状況、配慮を要する事項等を一元的に集約した被災者台帳を作成し、被
災者の援護の総合的かつ効率的な実施に努める必要があります。

１ 被災者の経済的再建支援
市は、被災者の生活再建が円滑に進むよう、福祉、保健、医療、教育、労

働、及び金融等総合相談窓口を設置し、さらに被災者生活再建支援金の支給
申請や災害弔慰金、災害障害見舞金の支給、災害援護資金や生活福祉資金の
貸付け及び罹災証明書の交付をはじめとする各種事務執行体制を強化すると
ともに、必要に応じて税や保険料の納期限等の延長、徴収猶予、減免を行い
ます。

また、被災者等の生活再建に向けて、住まいの確保、生活資金等の支給や
その迅速な処理のための仕組みの構築に加え、生業や就労の回復による生活
資金の継続的確保、コミュニティの維持回復、心身のケア等生活全般にわ
たってきめ細かな支援を講じるとともに、市外に避難した被災者に対し、避
難先の地方公共団体と協力し、必要な情報や支援・サービスの提供に努めま
す。

第６章 生活再建支援

被災者の生活復興は、震災前の状態に復元することが第一目標となるが、
心身や財産、就業場所の被害が甚大なため、元の生活に戻ることが困難な
場合がある。そこで、新たな生活を再建するためには、市、市民、民間機
関が連携し、協働することが大切である。
また、被災者等の生活再建に向けて、住まいの確保、生活資金等の支給

やその迅速な処理のための仕組みの構築に加え、生業や就労の回復による
生活資金の継続的確保、コミュニティの維持回復、心身のケア等生活全般
にわたってきめ細かな支援を講じる必要がある。

さらに、居住地以外の市町村に避難した被災者に対しても、従前の居住
地であった地方公共団体及び避難先の地方公共団体が協力することにより、
必要な情報や支援・サービスを提供できるよう努める必要がある。

第１節 被災者の経済的再建支援
被災者の生活再建が円滑に進むよう、市は、福祉、保健、医療、教育、

労働、金融等総合相談窓口を設置し、さらに被災者生活再建支援金の支
給申請や災害弔慰金、災害障害見舞金の支給、災害援護資金や生活福祉
資金の貸付け及びり災証明書の交付をはじめとする各種事務執行体制を
強化するとともに、必要に応じて税や保険料の納期の延長、徴収猶予、
減免を行う。
また、被災者等の生活再建に向けて、住まいの確保、生活資金等の支

給やその迅速な処理のための仕組みの構築に加え、生業や就労の回復に
よる生活資金の継続的確保、コミュニティの維持回復、心身のケア等生
活全般にわたってきめ細かな支援を講じるとともに、市外に避難した被
災者に対し、避難先の地方公共団体と協力し、必要な情報や支援・サー
ビスの提供に努める。
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第５章 復旧・復興計画

修正計画 現行計画

(1) 共通事項
ア 制度の広報

被災者の支援制度は多岐に渡るため、企画課が各制度をまとめたチラ
シ等を作成し、避難所や駅など、人が集中する場所で配布するほか、市
ホームページ、テレビ・ラジオ、広報誌など、様々な手段で広報を行い
ます。

イ 事前の取組み
総合相談窓口における業務マニュアルやそれに基づく訓練の実施、チ

ラシ案や被災者用のチェックリストを事前に作成するなど、窓口での混
乱を防ぐための取組みを実施します。

(2) 被災者支援窓口の運用
被災者が被災状況に応じて受けることができる支援制度を容易に確認で

きるチェックリスト等を用意し、総合相談窓口において罹災証明書を発行
するなど、被災者が手続きで混乱をすることがないよう配慮します。

(3) 被災者の経済的再建支援
表 被災者生活再建支援制度の概要（削除）

（略）

２ 雇用対策
（略）

３ 精神的支援
(1) 相談窓口の設置及び保健医療活動の実施

被災を体験したことにより精神的に不安定になっている被災者に対し、
保健師、精神保健福祉士等が電話等で対応する相談窓口等を設けます。ま
た、災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）の支援により、必要に応じて訪
問相談、巡回相談を実施します。

(2) 被災者の精神保健支援のための拠点の設置
被災者のこころのケアに長期的に対応するための拠点を設置して地域に

根ざした精神保健活動を行います。

(3) 災害時のこころのケア啓発冊子の作成・配布
被災に関わるこころの変化について、被災者、行政関係者、ＮＰＯ・ボ

ランティア等に周知を図るため、既存の冊子や新たに作成した冊子を配布
します。

１ 共通事項
(1) 制度の広報

被災者の支援制度は多岐に渡るため、秘書広報課が各制度をまとめた
チラシ等を作成し、避難所や駅など、人が集中する場所で配布するほか、
市ホームページ、テレビ・ラジオ、広報誌など、様々な手段で広報を行う。

(2) 事前の取組み
総合相談窓口における業務マニュアルやそれに基づく訓練の実施、チ

ラシ案や被災者用のチェックリストを事前に作成するなど、窓口での混乱
を防ぐための取組みを実施する。

２ 総合相談窓口の運用
被災者が被災状況に応じて受けることができる支援制度を容易に確認で

きるチェックリスト等を用意し、総合相談窓口においてり災証明書を発行
するなど、被災者が手続きで混乱をすることがないよう配慮する。

３ 被災者の経済的再建支援
（略）

第２節 雇用対策
（略）

第３節 精神的支援
１ 被災者の精神的な不調に関する相談室の設置及び訪問相談等の実施

被災を体験したことにより精神的に不安定になっている被災者に対して
相談窓口等を設けて、医師、保健師、精神保健福祉士等が心の相談に応じ
るとともに、必要に応じて訪問相談を行う。

２ 被災者の精神保健活動支援のための地域拠点の設置
被災者の心のケアに長期的に対応するための地域拠点を設置して地域に

根ざした精神保健活動を行う。

３ 災害時の 心のケア啓発冊子の作成・配布
被災に関わる心の変化について、被災者、行政関係者、ボランティア等

に周知を図るため、被災に関わる心の変化について、既存の冊子や新たに
作成した冊子を配布し、啓発に努める。
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第５章 復旧・復興計画

修正計画 現行計画

(4) 被災児童・生徒等のこころのケア事業
県及び市町村は、災害時に特に影響を受けやすい児童・生徒等に対し

て、相談窓口の設置や電話相談の開設、スクールカウンセラー等による巡
回相談等を実施します。

(5) 女性のための相談窓口の設置
避難所で生活する女性が抱える多様な悩みに対応するため、医療職等の

専門家や女性相談員等による悩み相談の実施や必要な支援・助言を行いま
す。

また、各種相談窓口の設置情報について周知を図ります。

４ 要配慮者対策
(1) 高齢者、障がい者、児童等への支援の実施

高齢者、障がい者、児童等の要配慮者の被災状況を把握し、介護保険
サービスや障害福祉サービスなど、必要な支援が受けられるよう体制を整
備します。
また、障がい等の種類、程度によっては、情報の入手に支障が生じ、必

要な手続きができないことも考えられるため、そうした方への支援も実施
します。

(2) 外国人被災者への支援の実施
言葉の壁がある外国人被災者が情報を入手できるよう、応急仮設住宅、

義援金等各種交付金の手続といった被災後の生活情報を、ふりがなをつけ
た日本語ややさしい日本語で発信することに加え、多言語で発信するとと
もに、災害時に開設される臨時災害相談所において、外国人の相談窓口を
設置し、通訳ボランティア等の協力を得て、可能な限り多言語で、帰国手
続、罹災証明、義援金等の金銭給付、就労、労働、住宅等に関する相談に
応じます。
また、各種公的サービスを提供する行政機関等において、通訳ボラン

ティア等による支援を行います。

５ 医療機関
（略）

４ 被災 児童・生徒 の心のケア事業
災害時に特に影響の受けやすい児童・生徒に対して、相談窓口の設置や

電話相談の開設、スクールカウンセラー等による巡回相談等を実施する。

５ 女性のための相談窓口の設置
避難所で生活する女性が抱える多様な悩みに対応するため、医療職等の

専門家や女性相談員等による悩み相談の実施や必要な支援・助言を行う。
また、各種相談窓口の設置情報について周知を図る。

第４節 避難行動要支援者等対策
１ 高齢者、障がい者等への支援の実施

高齢者、障がい者等の避難行動要支援者等の被災状況を把握し、ホーム
ヘルプサービスやショートステイ等の在宅サービスの実施、入所施設等へ
の受入れ、福祉ボランティアの確保等を図る。
また、障がい等によっては、情報の入手に支障が生じ、必要な手続がで

きないことも考えられるため、障がいの特性に応じた支援も実施する。

２ 外国人被災者への支援の実施
言葉の壁がある外国人被災者が情報を入手できるよう、応急仮設住宅、

義援金等各種交付金の手続といった被災後の生活情報を、
ふりがなをつけた日本語ややさしい日本語で発信することに加え、多言語
で発信するとともに、災害時に開設される臨時災害相談所において、外国
人の相談窓口を設置し、通訳ボランティア等の協力を得て、可能な限り多
言語で、帰国手続、り災証明、義援金等の金銭給付、就労、労働、住宅等
に関する相談に応じる。

また、各種公的サービスを提供する行政機関等において、通訳ボラン
ティア等による支援を行う。

第５節 医療機関
（略）
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第５章 復旧・復興計画

修正計画 現行計画

６ 社会福祉施設
社会福祉施設等の被災による既存の福祉サービスの供給能力低下や、被災

後の生活環境の変化等により新たな福祉需要の発生に対応するため、再建支
援が必要な社会福祉施設等や新たな福祉需要を把握します。また、社会福祉
施設等の再建に係る復旧事業費に対応した財政的支援について、必要に応じ
て国に要請します。

７ 生活環境の確保
（略）

８ 教育の再建
（略）

９ 社会教育施設、文化財等
（略）

10 ボランティアの活動支援
(1) 要配慮者に対するボランティア活動支援

被災者が一時避難所から仮設住宅に移り、さらに自立できる人達から仮
設住宅の退去が進む復興期においては、高齢者や障がい者、親を失った児
童等、要配慮者の個別化が進み、個々の要配慮者をサポートするには、
行政のみの対応では限界があるため、市では、社会福祉協議会、民間事業
者等と協働で、個別ケアなどに取り組むボランティアやＮＰＯ法人が円
滑かつ効果的に活動を行うことができるよう、必要な情報の提供などの支
援に努めます。

(2) 被災地の復興に向けては、地域の住民や団体が主体となって長期的に取
り組んでいくことが必要であることから、県と連携して、要配慮者に対す
る支援や、まちづくり、産業振興など、様々な課題に関わる地元のボラン
ティアやＮＰＯ法人のネットワーク化や組織強化等に対する支援に取り組
みます。

第６節 社会福祉施設
１ 地域の福祉需要の把握

避難行動要支援者等、介助者、住宅、施設等の被災による新たな福祉需
要の発生や、既存の福祉サービスの供給能力の低下等、増大する福祉需要
に対応するため、地域の福祉需要の把握に努める。

２ 社会福祉施設等の再建
社会福祉施設等を早期に再建し、入所・通所者への適切なサービスを確

保するため、社会福祉法人等への再建支援を実施する。

３ 福祉サービス体制の整備
被災後の生活環境の変化等による社会福祉施設等への入所・通所者の増

加に対応するため、新たな人員、設備の確保や施設の新設、既存施設の増
設等を検討する。

第７節 生活環境の確保
（略）

第８節 教育の再建
（略）

第９節 社会教育施設、文化財等
（略）

第10節 災害救援ボランティアの活動支援
１ 避難行動要支援者等に対するボランティア活動支援

被災者が一時避難所から仮設住宅に移り、さらに自立できる人達から仮
設住宅の退去が進む復興期においては、高齢者や障がい者、親を失った子
ども達など避難行動要支援者等の個別化が進み、個々の避難行動要支援者
等をサポートするには、行政のみの対応では限界があるため、市では、社

会福祉協議会、民間事業者等と協働で、個別ケアなどに取り組むボラン
ティアやＮＰＯが円滑かつ効果的に活動を行うことができるよう、必要な
情報の提供などの支援に努める。

２ 被災地のボランティア団体に対する支援
被災地の復興に向けては、地域の住民や団体が主体となって長期的に取

り組んでいくことが必要であることから、県と連携して、避難行動要支援
者等に対する支援や、まちづくり、産業振興など、様々な課題に関わる地
元のボランティアやＮＰＯのネットワーク化や組織強化などに対する支援
に取り組む。
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(削除)

11 男女共同参画の推進
（略）

第７節 地域経済復興支援
（略）

１ 地域全体に波及効果を及ぼす施策の実施
(1) 産業復興方針の策定

県・関係団体と協力し、被災した事業者等が速やかに事業を継続し、再
開できるよう、既存の計画を尊重しながら、被災状況に応じ、産業が進む
べき方向を中・長期的な視点から示した新たな産業復興方針を策定します。

(2) 相談・指導体制の整備
雇用の確保、事業継続、事業の再建に不安を抱えている事業者が、安心

して復興を図ることができるよう、情報提供や様々な問題の解決を助ける
相談・指導体制を整備します。相談に当たっては、市商工会等各種関係団
体と協力するとともに、経営の専門家を活用する等、総合的な支援を行い
ます。また、あらかじめ商工会・商工会議所等と連携体制を構築するなど、
災害発生時に中小企業等の被害状況を迅速かつ適切に把握できる体制の整
備に努めます。

(3) イベント等の活用
各種団体との協力体制を確立し、情報発信に取り組むとともに、観光フェ

ア、イベントの活用等により、観光や地場産業のPRを行い、観光客や大規模
な催しなどの誘致を目指します。

第11節 情報提供、相談窓口
行政の行う施策のほか、被災地域の生活関連情報等を整理し、市ホーム

ページや広報誌等を利用して提供します。
また、臨時相談窓口や電話相談窓口等を設置し、生活再建や事業復興の不

安に対する相談に応じます。

第12節 男女共同参画の推進
（略）

第７章 地域経済復興支援
（略）

第１節 地域全体に波及効果を及ぼす施策の実施
１ 産業復興方針の策定

県・関係団体と協力し、被災した事業者等が速やかに事業を継続し、再開
できるよう、既存の計画を尊重しながら、被災状況に応じ、産業が進むべ
き方向を中・長期的な視点から示した新たな産業復興方針を策定する。

２ 相談・指導体制の整備
雇用の確保、事業継続、事業の再建に不安を抱えている事業者が、安心

して復興を図ることができるよう、情報提供や様々な問題の解決を助ける
相談・指導体制を整備します。相談に当たっては、市商工会等各種関係団
体と協力するとともに、経営の専門家を活用する等、総合的な支援を行う。

３ イベント等の活用
各種団体との協力体制を確立し、情報発信に取り組むとともに、観光フェ

ア、イベントの活用等により、観光や地場産業のPRを行い、観光客や大規模
な催しなどの誘致を目指す。
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２ 金融・税制面での支援
(略)

３ 事業の場の確保
(1) 仮設賃貸店舗の建設

（略）

(2) 共同仮設工場・店舗の建設支援
（略）

(3) 工場・店舗の再建支援
（略）

(4) 民間賃貸工場・店舗の情報提供
（略）

(5) 発注の開拓
（略）

(6) 物流ルートに関する情報提供
（略）

(7) 港湾機能の確保、水上での物的・人的輸送ルートの確保
できる限り早急に港湾機能の確保が図られるよう、国及び県に対して特

例措置を要請するもの道路等を利用した輸送を補完するため、海上を利用
した輸送ルートについても活用します。

４ 農林水産業者に対する支援
（略）

第２節 金融・税制面での支援
（略）

第３節 事業の場の確保
１ 仮設賃貸店舗の建設

（略）

２ 共同仮設工場・店舗の建設支援
（略）

３ 工場・店舗の再建支援
（略）

４ 民間賃貸工場・店舗の情報提供
（略）

５ 発注の開拓
（略）

６ 物流ルートに関する情報提供
（略）

７ 物流機能の確保、水上での物的・人的輸送ルートの確保
できる限り早急に港湾機能の確保が図られるよう、国及び県に対して特

例措置を要請するもの道路等を利用した輸送を補完するため、海上を利用
した輸送ルートについても活用します。

第４節 農林水産業者に対する支援
（略）

159



修正計画 現行計画

（資料編に記載）

第６部 東海地震に関する事前対策計画

第１章 計画の目的

第１節 東海地震に関する事前対策計画の目的

（略）

第２節 東海地震に関する事前対策の体系

（略）

第２章 予防対策

第１節 防災計画等の作成

（略）

第２節 東海地震に関連する情報に関する知識の普及

（略）

第３章 警戒宣言発令時等対策

（略）

第１節 東海地震に関連する情報

（略）

第２節 東海地震に関連する情報、警戒宣言等の伝達

（略）

第３節 東海地震に関する調査情報（臨時）が発表された場合の対応

（略）

第４節 東海地震注意情報または東海地震予知情報発表時の対応

（略）

第５節 警戒宣言前の準備行動

（略）

第６節 警戒宣言発令時の対応

（略）

第６章 東海地震に関する事前対策計画
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第６章 南海トラフ地震防災対策推進計画

修正計画 現行計画

第６章 南海トラフ地震防災対策推進計画

第１節 総則

１ 推進計画の目的
この計画は、南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法

（平成１４年法律第９２号。以下「法」という。）第５条第２項の規定に基づ
き、南海トラフ地震防災対策推進地域について、南海トラフ地震に伴い発生す
る津波からの防護、円滑な避難の確保及び迅速な救助に関する事項、南海トラ
フ地震に関し地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備に関する事項等を定め、
当該地域における地震防災対策の推進を図ることを目的とします。

２ 防災関係機関が地震発生時の災害応急対策として行う事務又は業務の大綱
市は、南海トラフ地震による災害の発生を防止し、又は軽減し、市民の生

命及び財産の保全のため処理すべき事務の大綱を定めます。
本市及び防災関係機関等の業務大綱は、第1章第6節を参照。

３ 南海トラフ地震防災対策推進地域及び南海トラフ地震津波避難対策特別強化
地域
本市は、南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法第３

条第１項の規定に基づく推進地域及び同法第１０条第１項の規定に基づく南海
トラフ地震津波避難対策特別強化地域に指定されています。

南海トラフ地震防災対策推進地域（内閣府資料）
（図略）

南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域（内閣府資料）
（図略）

（新設）
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第６章 南海トラフ地震防災対策推進計画

修正計画 現行計画

４ 南海トラフ沿いで観測され得る異常な現象
南海トラフ沿いで観測され得る大規模地震については、確度の高い地震の予

測は困難であるものの、南海トラフ沿いで観測され得る異常な現象のうち、観
測される可能性が高く、かつ大規模地震につながる可能性があるとして、防災
対応の検討が必要となる３つのケースが想定されています。
(1) 半割れ（大規模地震）／被害甚大ケース（以下、「半割れケース」とい
う。）の概要

南海トラフの想定震源域内の領域で大規模地震が発生し、残りの領域で大
規模地震発生の可能性が相対的に高まったと評価された場合です。

また、南海トラフ地震の想定震源域内のプレート境界においてモーメント
マグニチュード（以下、「Ｍ」という。）８以上の地震が発生した場合、大
規模地震発生の可能性が相対的に高まったと評価されます。

(2) 一部割れ（前震可能性地震）／被害限定ケース（以下、「一部割れケー
ス」という。）の概要

南海トラフ沿いで、大規模地震に比べて一回り小さい、Ｍ７クラスの
地震が発生した場合です。

また、南海トラフ地震の想定震源域内のプレート境界においてＭ７以上、
Ｍ８未満の地震が発生した場合、大規模地震発生の可能性が相対的に高
まったと評価されます。なお、想定震源域のプレート境界以外や、想定震
源域の海溝軸外側50km 程度までの範囲で発生したＭ７以上の地震につい
ても、「一部割れケース」として取り扱われます。

(3) ゆっくりすべり／被害なしケース（以下、「ゆっくりすべりケース」とい
う。）の概要

短い期間にプレート境界の固着状態が明らかに変化しているような通常と
は異なるゆっくりすべりが観測された場合です。

５ 異常な現象に伴う防災対応
(1) 気象庁が発表する南海トラフ地震臨時情報
ア 気象庁は、南海トラフの想定震源域及びその周辺で速報的な評価で算出

されたマグニチュード６．８程度以上の地震が発生、またはプレート境
界面で通常とは異なるゆっくりすべり等を観測した際は、南海トラフ地震
との関連性について調査を開始する旨を「南海トラフ地震臨時情報（調査
中）」として発表します。

イ その後、有識者からなる「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」
を開催し、発生した現象について評価を行います。当該評価結果が、前項
の３つのケースのいずれかに該当する現象と判断された場合には、気象庁
から次の情報が発表されます。

（新説）
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第６章 南海トラフ地震防災対策推進計画

修正計画 現行計画

ウ 「「巨大地震警戒対応」における情報の流れのイメージ」

（新説）

異常な現象に対する評価 発表される情報

半割れケース 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）

一部割れケース
南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）

ゆっくり滑りケース

【出典：南海トラフ地震の多様な発生形態に備えた防災対応検討ガイドライン（平成31 年３月、内閣府）】
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第６章 南海トラフ地震防災対策推進計画

修正計画 現行計画

(2) 臨時情報の内容に応じた防災対応の考え方
住民や企業は、南海トラフ地震臨時情報が発表された場合、南海トラフの

震源域で想定される最大クラス（Ｍ９クラス）の後発地震の発生を想定し、
次のような防災対応を行います。
ア 巨大地震警戒対応（半割れケース）
(ｱ) 発生直後、南海トラフ地震臨時情報（調査中）が発表された場合は、

状況に応じて避難等の防災対備・開始します。
(ｲ) 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された場合、最初の

地震発生から１週間を基本に、国からの呼びかけに応じ、次のような対
応を行います。

・ 日ごろからの地震への備えを再確認する。
・ 地震発生後の避難では間に合わない可能性のある要配慮者は避難、そ
れ以外の者は避難の準備 を整え、個々の状況等に応じて避難する。

・ 地震発生後の避難で明らかに避難が完了できない地域の住民は避難す
る。

(ｳ) 最初の地震発生から１週間経過以降２週間経過までの間、次項の巨大
地震注意対応を行う。

(ｴ) ２週間経過後は、国からの呼びかけに応じ、地震発生の可能性がなく
なったわけではないことに留意しつつ、地震の発生に注意しながら通常
の生活を行う。

イ 巨大地震注意対応（一部割れケース、ゆっくりすべりケース）
(ｱ) 発生直後、南海トラフ地震臨時情報（調査中）が発表された場合は、

状況に応じて防災対応を準備・開始します。
(ｲ) 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）が出た場合、最初の地震発

生から１週間（ゆっくり滑りの場合は、すべりの変化が収まってから変
化していた期間と概ね同程度の期間）を基本に、国からの呼びかけに応
じ、日ごろからの地震への備えの確認などの対応を行います。

(ｳ) １週間経過後は、国からの呼びかけに応じ、地震発生の可能性がなく
なったわけではないことに留意しつつ、地震の発生に注意しながら通常の
生活を行います。

（新説）
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第６章 南海トラフ地震防災対策推進計画

修正計画 現行計画

(3) 臨時情報に対応した防災体制
県と市町村は、後発地震等の発生に備えた防災体制をとります。
また、市は、南海トラフ地震臨時情報が発表された場合は、次のとおり対

応します。
ア 市内で地震等が発生している場合

地震や津波が発生している場合又は大津波警報や津波警報・注意報が発表
されている場合は、配備基準に基づく体制をとり、災害対応に当たります。

イ 市内で地震等が発生していない場合
次表に定める基準に基づき体制をとります。なお、災害対策本部会議にお

いて体制を決定した場合は、その議決によります。

（新設）

気象庁が発表する情報 市の配備体制

南海トラフ地震臨時情報
（調査中）

【第1次体制】
・情報取集を行う

南海トラフ地震臨時情報
（巨大地震警戒）

災害警戒本部体制【第２次体制】
・市長メッセージを速やかに発出する

南海トラフ地震臨時情報
（巨大地震注意）

災害対策本部体制【第３次体制】
・本情報が出た場合は、災害対策本部会議を開
催し、情報共有とともに今後の対応を検討する。
・市長メッセージを速やかに発出する
・巨大地震警戒の続報として発表された場合は、
災害対策本部体制を維持する

南海トラフ地震臨時情報
（調査終了）

体制解除【通常体制】
・災害対応が終了している場合

165



第６章 南海トラフ地震防災対策推進計画

修正計画 現行計画

第２節 関係者との連携協力の確保

１ 資機材、人員等の配備手配
(1) 物資等の調達手配

ア 地震発生後に行う災害応急対策に必要な物資、資機材が確保できるよう、
あらかじめ物資の備蓄・調達計画を作成します。
物資の備蓄及び調達の実施については、第３章第２節、第４章第８節を参
照

イ 市は、県に対して地域住民等に対する応急救護及び地震発生後の被災者
救護のため必要な物資等の供給を要請します。
応援の要請については、第４章第20節を参照

(2) 人員の配置
市は、人員の配備状況を都府県に報告するとともに、人員に不足が生じる

場合は、県に応援を要請します。
応援の要請については、第４章第20節を参照

(3) 災害応急対策等に必要な資機材及び人員の配置
防災関係機関は、地震が発生した場合において、災害応急対策及び施設等

の応急復旧対策を実施するため、あらかじめ必要な資機材の点検、整備、配
備等の計画を作成します。

２ 他機関に対する応援要請
(1) 市は、災害応急対策の実施のため必要な協力を得ることに関し締結します。

市が締結している協定は、逗子市地域防災計画資料編 4－2を参
照

(2) 市は必要があるときは、(1)に掲げる応援協定に従い、応援を要請します。

３ 帰宅困難者への対応
市は「むやみに移動を開始しない」という基本原則を広報等で周知するほか、

民間事業者の協力による一斉徒歩帰宅の抑制対策を進めるものとします。
帰宅困難者の対策については、第３章第３節を参照

（新設）
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修正計画 現行計画

第３節 津波からの防護、円滑な避難の確保及び迅速な救助に関する事項

１ 津波からの防護
(1) 津波警報等の伝達

津波による被害を最小限にとどめるため、気象庁から発表される津波警報、
津波注意報を防災行政無線、緊急速報メール、湘南ビーチＦＭ放送の割込
み放送、地域安心安全情報共有システム等により迅速に伝達し、沿岸住民
及び海浜利用者等に海岸から離れた高いところへの避難や津波への注意を
促します。
津波に関する情報の伝達については、第４章第７節を参照

(2) 津波により孤立が懸念される地域のヘリポート、ヘリコプター臨時発着
場等の整備

市は、道路網が著しく被害を受け、陸路による食料や物資の配送が困難な
状況に備え、県指定の臨時ヘリポート以外のヘリコプター離着陸可能場所を
把握し、災害時にはその情報を応援機関に提供します。また、上空から主要
施設を認識し、被災状況を容易に把握できるよう、地区ごとに市庁舎や学校
などの屋上に施設名を表示する等ランドマーク表示の整備に努めます。

(3) 防災行政無線の整備等の方針及び計画
津波警報等や避難指示等を伝達するために沿岸部における防災行政無線

の耐震性や向き、音量などを整備、点検するとともに停電に備え非常電源等
の整備に努めます。
また、津波情報の伝達については、従来の広報手段に加え、地域安心安全

情報電話配信システム」メール、湘南ビーチＦＭ放送の割込み放送、緊急速
報メール、ツイッター等補完伝達手段を充実します。

（新設）

第６章 南海トラフ地震防災対策推進計画
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修正計画 現行計画

２ 避難指示（緊急）等の発令基準
津波からの避難は、緊急を要するため、近海で地震が発生した場合には、津

波警報等が発表される前であっても、海面状態を監視し、異常を発見したとき
は、市民等に海浜等から避難するよう勧告または指示をします。

また、気象庁等から津波警報を受信または津波による浸水が発生すると判断
したときは、直ちに沿岸地域等の市民に対し、避難勧告または避難指示を行い
ます。

３ 避難対策等
(1)  地震が発生し津波が予測される場合、市全域を対象に避難の勧告又は指示

を発令します。なお、市は、レベル２の津波にも対応できる避難場所となる
津波避難ビル等を適切に指定するほか、原則として避難行動要支援者の避難
支援のために必要に応じて行う屋内避難に使用する建物を明示するものとし
ます。

市は、地震発生時の建築物の倒壊や火災被害等の物的被害、それらに伴う
人的被害の発生が懸念される木造住宅密集市街地において避難場所等を検討
する場合は、必要に応じて延焼被害軽減対策等に取り組むものとします。

また、市は災害救助法の適用となる避難対策について、適切な対応を行う
ように努めます。

(2) 市は、浸水可能性のある地域については、次の事項について関係地域住民
等にあらかじめ十分周知を図る様に努めます。
ア 地域の範囲
イ 想定される危険の範囲
ウ 避難場所（屋内、屋外の種別）
エ 避難場所に至る経路
オ 避難の勧告又は指示の伝達方法
カ 避難所にある設備、物資等及び避難所において行われる救護の措置等
キ その他避難に関する注意事項（集団避難、防火、防犯、持出品、服装、

車の使用の禁止等）

南海トラフを震源とする巨大地震の浸水想定範囲の区域

(図略)

（新設）

第６章 南海トラフ地震防災対策推進計画
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修正計画 現行計画

(3)  市が、避難所の開設時における、避難所の応急危険度判定を優先的に行う
体制、各避難所との連絡体制、避難者リストの作成等に関し、あらかじめ準
備する事項は、次のとおりです。
ア 市は、避難所を開設した場合に、当該避難所に必要な設備及び資機材の
配備、食料等生活必需品の調達、確保並びに職員の派遣が行えるよう、あ
らかじめ計画を作成しておくものとします。

イ 地域の自主防災組織及び施設又は事業所の自衛消防組織は避難の勧告又
は指示があったときは、あらかじめ定めた避難計画及び市災害対策本部の
指示に従い、住民、従業員、入場者等の避難誘導のため必要な措置をとる
ものとします。

ウ 他人の介護等を要する者に対しては、支援を行う者の避難に要する時間
に配慮しつつ次の点に留意するものとします。
(ｱ) 市は、あらかじめ避難行動要支援者名簿を作成し、必要に応じて関係

者と情報共有するものとします。
(ｲ) 津波の発生のおそれにより、市長より避難の勧告又は指示が行われた

ときは、避難行動要支援者の避難場所までの介護及び担送は、避難行動
要支援者や避難支援等関係者等を含めた地域住民全体の合意によるルー
ルを決め、計画を策定します.

(ｳ) 地震が発生した場合、市は避難行動要支援者を収容する施設のうち自
ら管理するものについて、収容者等に対し必要な救護を行うものとしま
す。

４ 住民の防災対応等
(1) 日頃からの地震への備えの再確認

ア 県及び市町村は、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒、巨大地震
注意）が発表された場合に、住民があわてて地震対策をとることがない
よう、「日頃からの地震への備え」について周知し、平時からの対策を
促します。

イ 県及び市町村は、大規模地震の発生可能性が平常時と比べ相対的に高
まったと評価された場合、直ちに地震や津波が発生するとの誤解から混
乱が生じないよう、南海トラフ地震臨時情報の意味や南海トラフ地震臨
時情報が発表された場合の対応などについて、普及啓発に努めます。

（新設）
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ウ 県及び市町村は、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒、巨大地震
注意）が発表された場合、国からの呼びかけに応じて、１週間（ゆっく
りすべりケースの場合は、すべりの変化が収まってから変化していた期
間と概ね同程度の期間）、「日頃からの地震への備え」の再点検を行い、
日常の生活を行うことや、個々の状況に応じて、危険性が高い場所を避
け、できるだけ安全な行動をとることなどを周知します。

エ 県及び市町村は、後発地震に備えて不要不急の火気器具や電熱器具の
使用を控えることなどにより、火災の発生を防止することなどを周知し
ます。

(2) 津波からの避難対策
南海トラフ地震の想定震源域内で地震が発生した場合、震源から本市

が離れている場合でも、本市を含む南海トラフ沿いの全域の沿岸部に対
して、大津波警報や津波警報が発表されることが想定されるため地域防
災計画に基づき、避難指示（緊急）を発令し、住民等の避難を呼びかけ
ます。また、大津波警報等が津波注意報に切り替わった後の対応につい
て検討します。

ア 避難対象地域の設定
市は、国の南海トラフ地震の津波浸水シミュレーションやガイドライ

ンを参考に、地震が発生してからでは避難が間に合わない地域を事前避
難対象地域として設定します。設定に当たっては、要配慮者のみが避難
を要する地域、健常者も含むすべての住民が避難を要する地域など、避
難対象者の特性に応じて検討します。

イ 避難対象地域における避難の継続
沿岸部に発表されていた大津波警報や津波警報が津波注意報に切り替

わった場合、後発地震に備え、事前避難対象地域に避難勧告等を発令し、
巨大地震警戒対応を行う１週間を目途に、住民の避難を継続します。

(3) 土砂災害等に対する防災対応
県と市町村は、巨大地震警戒対応及び巨大地震注意対応において、住

民の安全確保のため、次のような事項について周知に努めます。
ア 土砂災害の発生の危険が高いエリアの特定は難しいことを前提に、

不安がある住民に対して は、個々の状況に応じて、知人・親類宅へ
の避難など、身の安全を守るなどの防災対応を検討する必要があること。

イ 住宅の耐震性に不安がある住民は、知人・親類宅等への避難をあらか
じめ検討する必要があること。

（新設）
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(4) 事前避難
市は、巨大地震警戒対応における事前避難が被災後の避難とは異なり、ラ

イフラインや流通機能も稼働していると想定されることから、「自らの命は
自ら守る」という防災対策の基本を踏まえ、次の事項について周知に努めま
す。
ア 住民の避難は、知人・親類宅等への避難が基本であること
イ 食料や生活用品などは、避難者が各自で準備するのが基本であること
ウ 避難所の運営も避難者自らが行うことが基本であること

また、後発地震の発生に備え、知人・親類宅等への避難が困難な避難者に
対して、巨大地震警戒対応期間の１週間を基本とした避難所を確保します。

５ 消防機関等の活動
(1) 消防機関は、津波からの円滑な避難の確保等のために、次の事項を重点と

して必要な措置を講じます。
ア 津波警報等の情報の的確な収集・伝達
イ 津波からの避難誘導
ウ 自主防災組織等の津波避難計画作成等に対する支援
エ 津波到達予想時間等を考慮した退避ルールの確立

(2) 上記の措置を実施するため必要な動員、配備及び活動計画は、市消防計画
に定めるところによります。

（新設）
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６ 水道、電気、ガス、通信、下水道、放送関係、下水道
(1)  水道

市は、発見した上水道施設の被害情報を県企業庁へ報告し、県企業庁は、
被害施設の重要度に応じて、順次、上水道施設の応急復旧を行います。ま
た、被害調査の結果に応じて、主要な管きょや医療機関及び避難所など公
共性の高い施設を優先して復旧を行います。

水道施設の応急対策については、第４章第24節を参照
(2) 電気

電力事業者は、地震により電力施設に被害があった場合、被害状況を早
期に把握し、通電火災等の二次災害の発生を防止し、速やかに応急復旧を
行い、電力供給施設としての機能を維持します。

電力施設の応急対策については、第４章第24節を参照
(3) ガス

ガス事業者は、地震により都市ガス施設に災害があった場合、早期に被
害状況を把握し、引火等の二次災害の発生を防止し、速やかに応急復旧を
行い、被災地に対するガス供給を確保します。
ガス施設の応急対策については、第４章第24節を参照

(4) 通信
通信事業者は、地震により通信施設に被害があった場合、早期に被災状

況を把握し、二次災害の発生の防止、情報通信網の確保をするため、速や
かに応急復旧を行い、迅速な機能回復を図ります。
通信施設の応急対策については、第４章第24節を参照

(5) 下水道
下水道管理者は、地震により下水道施設に被害があった場合、被害状況

を早期に把握し、上水道の復旧状況を勘案しながら応急復旧工事を行い、
迅速に機能回復を図ります。
下水道施設の応急対策については、第４章第24節を参照

７ 交通
(1) 道路

地震発生時に、通行規制若しくは緊急優先通行を図る必要が生じた場合、
被災地等への流入規制、緊急交通路の確保等の規制を行います。

道路に関する応急対策については、第４章第18節を参照
(2) 海上

海上保安庁は、市、警察及び県と連携協力して応急対策を実施し、海上施
設における人命・財産の保

護及び治安の維持に当たります。
海上災害に関する応急対策については、第４章第19節を参照

（新設）
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(3) 鉄道
津波警報等が発表された場合、列車は可能な限り津波注意区間外又は次の

停車場まで運転を継続させ るとともに、駅構内の乗降客に対しては、放送
等により避難を呼びかけ、避難場所へ避難誘導、津波注意区間内で停止した
列車の乗客に対しては、避難を呼びかけ、避難誘導を行います。

鉄道に関する応急対策については、第４章第25節を参照

８ 市が自ら管理等を行う施設等に関する対策
災害時において、不特定多数の人を収容する公共施設及び集客施設等の管理

者は、利用者の安全確保をと協力のもと、施設管理者に対して必要な指示を行
います。

公共施設等の応急対策については、第４章第26節を参照

９ 迅速な救助
市は、派遣内容や物資等の必要量等の活動内容をあらかじめ被害想定に基づ

いて災害に備えることとし、発災後速やかに、一体となって、救助・救急消火
活動を行います。

消防機関等による被災者の救助・救急活動については、第４章第６節を参照

第４節 地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備計画

市はその地勢上、少ない平地と谷戸地形、急傾斜地に近接した住家、数多い
トンネル、海岸を有するなどの特徴があり、大規模地震が発生した場合、さま
ざまな被害の発生が予想されます。そこで、地震に強いまちづくりを進めるた
め、こうした特徴を考慮し、市総合計画の策定に当たっては、建築物・構造物
の耐震化・不燃化、道路網の確保、防災空間の確保などに重点を置き、各種事
業・施策を体系的に捉えつつ、総合的かつ計画的に推進します。

施設等の整備については、第３章第１節を参照

（新設）
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第５節 防災訓練計画

１ 市は、地震防災対策推進計画の熟知、関係機関及び地域住民等の自主防災体
制との協調体制の強化を目的として、推進地域に係る南海トラフ地震を想定し

た防災訓練を実施します。
２ １の防災訓練は、１１月５日の津波防災の日に津波避難訓練を実施するなど、

少なくとも年１回以上実施するよう努めます。
３ 市は、都府県、防災関係機関、自主防災組織等と連携して、次のようなより

具体的かつ実践的な訓練を行います。
(1) 要員参集訓練及び本部運営訓練
(2) 要配慮者、滞留旅客等に対する避難誘導訓練
(3) 津波警報又は南海トラフ地震臨時情報（調査中）、南海トラフ地震臨時情

報（巨大地震警戒）、
南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等の情報収集、伝達訓練

(4) 災害の発生の状況、避難勧告・指示、自主避難による各避難場所等への避
難者の人数等について、迅速かつ的確に都府県及び防災関係機関に伝達する
訓練

防災訓練の実施については、第２章第５節及び第３章第９節を参照

（新設）
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第６節 地震防災上必要な教育及び広報に関する計画

市は、防災関係機関、地域の自主防災組織、事業所等の自衛消防組織等と協力
して、地震防災上必要な教育及び広報を推進します。
１ 市職員に対する教育

地震災害応急対策業務に従事する職員を中心に、地震が発生した場合におけ
る地震災害応急対策の円滑な実施を図るため、必要な防災教育を各部、各課、
各機関ごとに行うものとします。防災教育の内容は次のとおりです。
防災教育の内容（例）

(1) 南海トラフ地震臨時情報（調査中）、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震
警戒）、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）の内容及びこれに基づき
とられる措置の内容

(2) 南海トラフ地震に伴い発生すると予想される地震動及び津波に関する知識
(3) 地震・津波に関する一般的な知識
(4) 南海トラフ地震臨時情報（調査中）、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震
警戒）、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等が出された場合及び南
海トラフ地震が発生した場合に具体的にとるべき行動に関する知識

(5) 南海トラフ地震臨時情報（調査中）、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震
警戒）、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等が出された場合及び南
海トラフ地震が発生した場合に職員等が果たすべき役割

(6) 南海トラフ地震防災対策として現在講じられている対策に関する知識
(7) 南海トラフ地震対策として今後取り組む必要のある課題

２ 地域住民等に対する教育
市は、関係機関と協力して、ハザードマップの作成・見直し・周知、ワーク

ショップの開催、防災訓練等の機会を通じて、津波からの避難に関する意識の
啓発など、地域住民等に対する教育を実施します。防災教育の内容は、次のと
おりとし、地域の実態に応じて地域単位、職場単位等で行うものとします。
なお、その教育方法として、印刷物、ビデオ等の映像、各種集会の実施など地
域の実情に合わせた、より具体的な手法により、自助努力を促し地域防災力の
向上を図ることにも留意しながら、実践的な教育を行います。
防災教育の内容(例)
(1) 南海トラフ地震臨時情報（調査中）、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震
警戒）、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）の内容及びこれに基づき
とられる措置の内容

(2) 南海トラフ地震に伴い発生すると予想される地震動及び津波に関する知識

（新設）
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(3) 地震・津波に関する一般的な知識
(4) 南海トラフ地震臨時情報（調査中）、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震
警戒）、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等が出された場合及び南
海トラフ地震が発生した場合における出火防止対策、近隣の人々と協力して
行う救助活動・避難行動、初期消火及び自動車運転の自粛等防災上とるべき
行動に関する知識

(5) 正確な情報入手の方法
(6) 防災関係機関が講ずる災害応急対策等の内容
(7) 各地域における避難対象地域、急傾斜地崩壊危険箇所等に関する知識
(8) 各地域における避難場所及び避難経路に関する知識
(9) 避難生活に関する知識

(10) 地域住民等自らが実施し得る、最低でも３日間、可能な限り１週間分程度
の生活必需品の備蓄、家具の固定、出火防止等の平素からの対策及び災害発
生時における応急措置の内容や実施方法

(11) 住宅の耐震診断と必要な耐震改修の内容

３ 相談窓口の設置
都府県及び市（町村）は、地震対策の実施上の相談を受けるため必要な窓口

を設置するとともに、その旨周知徹底を図るものとします。

第７節 津波避難対策緊急事業計画の基本となるべき事項

市は、津波からの迅速かつ確実な避難を実現するため、徒歩による避難を原則
として、地域の実情を踏まえつつ、避難場所、避難路の確保など、できるだけ短
時間で避難が可能となるようなまちづくりを目指します。
津波対策については、第２章第５節を参照

（新設）
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逗子市地域防災計画（地震津波対策計画編）用語集

（削除）

逗子市地域防災計画（地震津波対策計画編）用語集

避難所

地震や風水害により住宅が被害を受け、住居の場所が無く
なった場合や居住することが危険な場合に避難者を一時的に収
容、保護する場所で主に小・中学校や公民館、その他の建物を
指定している。また、屋内施設が指定されているため、降雨な
どの心配が無いように考えられている。

避難場所

避難場所としては、一時避難場所、広域避難場所とがあるが、
一時避難場所は、災害時の危険を回避するために一時的に避難
する場所、または帰宅困難者が公共交通機関が回復するまで待
機する場所のことで、公園等の敷地内に建造物が無い場所をい
う。また、広域避難場所とは地震発生に伴い火災が発生し、延
焼拡大のおそれがある場合に、輻射熱や煙から身体の安全を確
保するための避難場所として、建ぺい率、周辺の空地等の状況
を考慮して、あらかじめ対象地区を定めた場所が広域避難場所
であり、避難所のように、避難生活を送る場所としての位置づ
けはない。

指定避難所

災害の危険性があり避難した住民等を災害の危険性が
なくなるまでに必要な間滞在させ、または災害により家
に戻れなくなった住民等を一時的に滞在させるための施
設として市町村長が指定したものをいう。主に小・中学
校や公民館、その他の建物を指定している。

指定緊急避難場所

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合にその
危険から逃れるための避難場所として、洪水や津波など
異常な現象の種類ごとに市町村長が指定した安全性等の
一定の基準を満たす施設又は場所であり、避難所のよう
に、避難生活を送る場所としての位置付けはない。

一時避難場所
（いっときひ
なんばしょ）

地震の発生後、まだ広域避難所に行くほどでもないが、一
応避難して火災の状況や風向などの周辺の様子を見るための
場所で、自宅付近の空地・学校・寺院・公園等が想定される。
また、一時避難場所は市が指定するものではなく、あらかじ
め家族で話し合って決めておく。
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修正計画 現行計画

逗子市地域防災計画（地震津波対策計画編）用語集 逗子市地域防災計画（地震津波対策計画編）用語集

（新規）

避難所

地震や風水害により住宅が被害を受け、住居の場所が無く
なった場合や居住することが危険な場合に避難者を一時的に収
容、保護する場所で主に小・中学校や公民館、その他の建物を
指定している。また、屋内施設が指定されているため、降雨な
どの心配が無いように考えられている。

避難場所

避難場所としては、一時避難場所、広域避難場所とがあるが、
一時避難場所は、災害時の危険を回避するために一時的に避難
する場所、または帰宅困難者が公共交通機関が回復するまで待
機する場所のことで、公園等の敷地内に建造物が無い場所をい
う。また、広域避難場所とは地震発生に伴い火災が発生し、延
焼拡大のおそれがある場合に、輻射熱や煙から身体の安全を確
保するための避難場所として、建ぺい率、周辺の空地等の状況
を考慮して、あらかじめ対象地区を定めた場所が広域避難場所
であり、避難所のように、避難生活を送る場所としての位置づ
けはない。

指定避難所

災害の危険性があり避難した住民等を災害の危険性が
なくなるまでに必要な間滞在させ、または災害により家
に戻れなくなった住民等を一時的に滞在させるための施
設として市町村長が指定したものをいう。主に小・中学
校や公民館、その他の建物を指定している。

指定緊急避難場所

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合にその
危険から逃れるための避難場所として、洪水や津波など
異常な現象の種類ごとに市町村長が指定した安全性等の
一定の基準を満たす施設又は場所であり、避難所のよう
に、避難生活を送る場所としての位置付けはない。

用募集
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社会福祉施設

老人、児童、心身障害者、生活困窮者等社会生活を営む上で、
様々なサービスを必要としている者を援護、育成し、または更
生のための各種治療訓練等を行い、これら要援護者の福祉増進
を図ることを目的とし、老人福祉施設、障害者支援施設、保護
施設、婦人保護施設、児童福祉施設、その他の施設がある。


